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第１章 総則 
 

第１節 計画の基本的事項 
 

１．計画の目的 
この計画は、住民生活の各分野にわたり重大な影響を及ぼすおそれのある災害に対処

するため、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条の規定に基づき、本町の地

域に係る災害予防対策、災害応急対策並びに災害復旧及び復興対策に関し、熊本県（以下

「県」という。）、町及び各防災関係機関の業務の大綱及び処理すべき事務を定め、防災対

策を総合的かつ計画的に推進することにより、町土や住民の生命、身体及び財産を災害か

ら保護し、被害を軽減することを目的とする。 

 

２．計画の性格 
この計画は、災害対策基本法第 42 条の規定に基づく「菊陽町地域防災計画」として菊

陽町防災会議が策定する計画であり、本町の地域における防災対策に関して、総合的かつ

基本的な性格を有するものである。 

また、この計画は、各防災関係機関が取るべき防災対策の基本的な事項及びこれら関

係機関相互の緊密な連絡調整を図るために必要な基本的大綱を示すものであり、各防災関

係機関は、この計画に基づき具体的な計画を定め、その推進を図ることとする。 

 

３．計画の修正 
この計画は、災害対策基本法第 42 条の規定に基づき、国、県の防災方針、町の情勢を

勘案して毎年検討を加え、必要があると認めるときは、速やかに計画を修正する等防災体

制の確立に万全を期すものとする。 

 

４．計画の構成 
この計画は、第１章の総則に続いて、第２章を災害予防、第３章を災害応急対策、第４

章を地震対策、第５章を災害復旧・復興とし、それぞれの段階における諸対策及び町、各

防災関係機関、町民等の役割分担を示している。また、第６章を広域避難受入として、他

の市町村の被災者を受け入れる計画を定めている。 
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第２節 基本理念及び基本方針 
 

１．基本理念 
災害を未然に防ぐことは不可能であるが、平常時から対策を行っておくことで被害を

最小化し迅速な回復を図る「減災」を目指すことは可能である。そこで「減災」を本計画

の中心に据え、また、町の基本理念や将来像を定めた「第７期菊陽町総合計画」との整合

性を加味して、本計画の基本理念を次のように定める。 

「災害に強い ともに 輝き 成長しつづけるまち 菊陽」 

  

２．基本方針 
熊本地震により、想定を超える災害は突然発生し、「減災」のための平常時からの備え

が重要であることが改めて示された。そのため、大規模災害、複合災害及び二次災害を想

定した備えを充実させるとともに、全ての住民の生命を守るための避難収容対策、緊急物

資の確保並びに早期の生活再建を図るための計画的な災害復旧及び復興対策の実施が重

要となる。 

これらの課題に対応すべき基本方針として、以下のとおり定める。 

(1) 防災及び減災に向けた対策の推進 

熊本地震で町役場が一時使用不能となり災害対策本部を屋外に設営した事及び指定避

難所が被災して利用できなかった等の教訓を踏まえ、一刻も早く町全体の防災力を強化

する必要がある。具体的には、令和２年３月に完成した光の森防災広場（指定緊急避難

場所兼物資受入配送拠点）、令和３年９月に完成した防災センター、更には避難拠点とな

る防災公園として区域拡張・防災施設整備を行っている菊陽町総合体育館等の３つの拠

点を有機的に連携させ、防災力を強化する。併せて、災害時オペレーションシステム等

の導入、地域の避難拠点となる公園への防災機能の導入、施設の耐震化、燃料種類の異

なる公用車の導入等のハード対策を計画的に実施するとともに、生命、身体及び財産の

安全を守ることを最優先に災害活動体制整備や防災意識啓発、防災教育並びにＤＸの導

入等のソフト対策を組み合わせて一体的に災害対策を推進する。 

また、住民が自らを災害から守る「自助」、地域社会がお互いを守る「共助」、そして

行政の施策としての「公助」の適切な役割分担のもとで防災対策を推進し、防災教育、防

災訓練の充実、指定緊急避難場所や指定避難所及び指定福祉避難所の周知徹底など、地域

防災力の向上に努める必要がある。 

(2) 町及び各防災関係機関の機能の維持に向けた体制強化 

災害発生時に町の機能が維持できるよう、災害対策本部や非常時優先業務の配備・執

行体制を常に見直し、強化するとともに、各防災関係機関も的確に対応できる体制を整え

る。 

また、都道府県の区域を越えた地方公共団体間における災害時相互応援協定の締結や

受援計画の策定などにより、広域からの応援を円滑に受け入れる体制を構築する。 

(3) 町内外への情報伝達の強化 

災害発生時に迅速かつ正確でわかりやすく受け取りやすい情報伝達の実施や広報活動
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に努めるため、従来の防災行政無線やテレビ、ラジオ等に加えて、携帯電話、インターネ

ット等の情報通信ネットワークを活用した伝達手段による耐災化、多重化、多様化が必須

である。 

また、東日本大震災や熊本地震では、インターネット（特にＳＮＳ）上に真偽不明の

情報が錯綜して被災者の生活を混乱させたことから、インターネット上に正確で的確な

情報を提供する手段が必要である。 

(4) 災害発生時の避難対策の強化 

熊本地震では、地震発生後の避難に自家用車が多く使われた。車社会である地方部の

特徴とも言えるが、避難所におけるプライバシー対策や自らの避難物資を運搬・保管する

意味もあるといえよう。しかし、自家用車による避難は渋滞を発生させるだけでなく、事

故の危険性が高まり、緊急通行車両の通行を妨げ、急激な燃料不足を招くなど応急対策へ

の悪影響が懸念される。自家用車での避難が一定程度あることを織り込みつつも、無用な

混乱を招かずに避難が行われるよう検討する必要がある。 

また、避難とは「難」を「避」けることであり、安全な人は避難場所に行く必要がない

ことや、安全な親戚・知人宅も避難場所になり得ることを周知することで、真に避難所が

必要な人々に提供できるよう、避難の理解力を高める普及啓発活動を行うこととする。 

なお、避難所の開設に当たっては、被災者の年齢、性別、住家の被害状況、障がいの

有無といった事情を的確に把握するとともに、避難者同士の間隔を広く取ることや発熱

や咳の症状がみられる避難者専用のスペースを設けるなど、健康的で衛生的な避難がで

きるよう適切に対応する必要がある。 

(5) 十分な物資の確保 

災害発生直後は、道路をはじめ各種交通インフラの安全確認を要するため、流通がス

トップする。流通が再開し物資が提供されるまでの間は、住民は、自らの生命及び健康の

維持のため、最低３日分（推奨１週間分）の非常用食料を自ら備蓄し使用することが重要

であると熊本地震でも改めて認識させられた。 

また、熊本地震発生直後においては国による物資のプッシュ型支援が一定の効果を上

げたが、その後の物資の需要に対する供給時期の遅れや供給過多などを踏まえ、プル型支

援への早期移行や受入可能物資の表明方法などを検討し、物資を災害対策本部から避難

所へ配賦する手段を確立するまでに一定の時間を要したことから、物資の受入・配賦体制、

供給基準や物資輸送協定などを検討しておくことが必要である。 

併せて、災害発生後の町、各防災関係機関による応急活動や二次災害防止の活動を実

施するための物資の備蓄を充実させるとともに、外部からの物資確保に向けて他の自治

体との災害時相互応援体制を強化する。 

(6) 要配慮者への対応 

高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、アレルギー等の慢性疾患を有する者、入院患者、

外国人等、特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）については、避難に関する

情報伝達、避難時の支援、避難所等での健康維持等、様々な過程において、多くの配慮が

必要である。 

そのため、平常時から要配慮者に関する情報の把握及び関係者との共有を図り、避難
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対策の充実・強化、医療、保健、福祉等の各専門分野の連携による支援体制の整備や方策

の検討、情報伝達、物資、避難所や応急仮設住宅等における配慮等が必要である。 

(7) 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 

  円滑な災害対応を行うため、他の関係機関と連携の上、災害時に発生する状況を予め 

想定し、各機関が実施する災害対応を時系列で整理した防災行動計画（タイムライン） 

を作成するよう努めるものとする。また、災害対応の検証等を踏まえ、必要に応じて本 

計画の見直しを行うとともに、平時から訓練研修等を実施し、計画の効果的な運用に努 

める。 
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第３節 防災に関する組織、機関等の役割と業務大綱 
 

町、県及び各防災関係機関は、災害対策の総合的かつ円滑な実施を図るため平常時から

相互に連携し防災・減災に取り組む体制を整える。 

 

１．組織 
(1) 菊陽町防災会議 

本町の防災を総合的に推進するため、町長を会長として、災害対策基本法第 16 条第６

項の規定に基づく菊陽町防災会議条例（昭和 38 年条例第 60 号）第３条第５項に規定す

る者を委員として組織するものであり、防災に関する基本方針及び計画を作成し、その

実施の推進を図るとともに、災害情報の収集、防災関係機関相互の連絡調整を行うこと

を任務とする。 

(2) 菊陽町災害対策本部 

災害が発生、又はそのおそれがある場合に、災害対策基本法第 23 条の２第１項に基づ

いて、町長を本部長として町の職員（町教育委員会を含む）で組織するものであり、その

所掌事務として水防、消防、災害救助、災害警備、その他災害応急対策活動を実施する。

また、局地災害の応急対策を強力に推進するため特に必要と認めるときは、現地災害対

策本部を設置する。 

なお、災害対策本部の組織及び運営については、菊陽町災害対策本部条例（昭和 38 年

年条例第 61 号）及び本計画に定めるところによる。 

(3) 菊陽町災害対策本部と菊陽町水防本部との相互関係及び連携 

災害の種類は、暴風、豪雨、豪雪、洪水、地震等（災害対策基本法第２条）であるが、

これに対処するための組織としては、災害対策基本法に基づく菊陽町災害対策本部と、

洪水等による水災に対処するための水防法に基づく菊陽町水防本部とがある。これらの

相互関係については、災害対策の一元的推進を図る観点から、町長においてその設置運

営を統制する。 

また、連携を密にし、事務処理に当たるものとする。 
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２．防災関係機関の業務大綱 
本町の区域に災害が発生し、又は災害発生のおそれがある場合、菊陽町災害対策本部

と菊陽町防災会議を構成する防災関係機関は、町内における災害対策の総合的かつ計画

的な推進を図るため、相互に緊密な連絡協調を図るとともに、積極的に応急対策活動を

実施するものとする。 

各防災関係機関は、おおむね次のような業務を行う。 

機関名 業務内容 

菊陽町 

菊陽町教育委員会 

菊陽町議会 

菊陽町区長会 

TEL２３２－２１１１ 

FAX２３２－４９２３ 

1. 菊陽町防災会議に関する事務 

2. 防災に関する施設の新設、改良及び復旧対策 

3. 災害に関する情報の伝達、収集及び被害調査 

4. 消防、水防その他の応急措置 

5. 被災者に対する救助及び救護措置 

6. 災害時における保健衛生、文教、治安及び交通等の対策 

7. 町内における公共的団体及び自主防災組織等の育成指導 

8. その他町の所掌事務についての防災対策 

菊陽町消防団 

（自主防災組織等含む） 

TEL２３２－２１１０ 

FAX２３２－２１１９ 

 

菊陽町防災士連絡協議会 

1. 情報の収集、伝達 

2. 災害広報 

3. 避難者の誘導 

4. 被災者の救助 

5. 町民の生命、身体及び財産の保護（消防、水防等） 

6. 警戒区域の設定及び被害の拡大防止 

7. 関係機関との連絡調整及び応援 

菊陽町社会福祉協議会 

TEL２３２－３５９３ 

1. ボランティアに関すること 

2. 被災者に対する救済措置（貸付金等） 

3. その他町の災害応急対策との連携 

菊陽町防災会議 

（会長 町 長） 

菊陽町水防本部 

（本部長 町 長） 

町民 

菊陽町災害対策本部 

（本部長 町 長） 
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機関名 業務内容 

菊池広域連合 
TEL３４２－５３９５ 

1. 災害時における塵芥処理（施設で処理できる範囲のもの） 
2. 火葬施設の被害調査と復旧及び運営 

大津菊陽水道企業団 
TEL２９３－７７１１ 
緊急電話 
（災害復旧優先電話） 
TEL２９２－１２６０ 

1. 飲料水の備蓄及び確保 
2. 給配水施設に関すること 
3. 水道被害調査 

菊池広域連合消防本部 
（南消防署） 
TEL２３２－９３３１ 
（桜消防署） 
TEL２４８－４７３１ 

1. 災害時における負傷者の救急及び負傷者の緊急輸送 
2. 気象予警報、災害情報等の伝達 
3. 災害時における消防無線通話の協力 
4. 避難者の誘導 
5. その他消防署の所掌事務についての防災対策 

菊池地域農業協同組合 
菊陽中央支所 
TEL２３２－２２１１ 

1. 農林水産関係の被害調査又は協力 
2. 農作物、林水産物等の災害応急対策についての指導 
3. 被災農林水産家に対する融資、又はその斡旋並びに飼料・肥料

等の確保、又は斡旋 

おおきく土地改良区 
TEL２９３－６８５１ 
馬場楠堰土地改良区 
TEL３７４－８１８８ 

1. 溜池及び水閘門等の整備と防災管理 
2. 農地及び農業用施設の被害調査と復旧 

菊陽町商工会 
TEL２３２－２７５７ 

1. 商工業関係の被害調査、融資希望者の取りまとめ及び斡旋等 
2. 災害時における物価安定についての協力、徹底 
3. 救助用物資、復旧資材の確保についての協力、斡旋 
4. 金融機関被災事業者に対する資金融資及びその他の緊急措置 

菊陽建設業協会 
TEL３４０－２３０３ 
（事務局㈱東築建設） 

1. 災害時における機械機具の協力・斡旋 
2. 「災害時における応急対策の協力に関する協定書」に基づく

応急措置 
菊陽町造園協会 
TEL２８４－１４８８ 
（事務局㈱大住緑栄） 

1. 災害時における機械機具の協力・斡旋 
2. 「災害時における応急対策の協力に関する協定書」に基づく

応急措置 

菊陽町電気工事業協会 
TEL２３２－７１４４ 
（事務局九州電設㈱） 

1. 災害時における機械機具の協力・斡旋 
2. 「災害時における応急対策の協力に関する協定書」に基づく

応急措置 

菊陽町医療機関 
｢災害応急計画医療救護
計画参照｣ 

1. 避難施設の整備と避難訓練並びに被災時における収容者保護 
2. 災害時における負傷者等の医療、助産救助 

社会福祉施設経営者 

（指定福祉避難所協定締結施設） 

1. 避難施設の整備と避難等の訓練 
2. 被災時における収容者保護 
3. 協定に基づく指定福祉避難所の設置、管理及び運営 

社会福祉施設経営者 
（指定福祉避難所協定締結施設以外） 

1. 避難施設の整備と避難等の訓練 
2. 被災時における収容者保護 
3. 災害時における要配慮者（障がい者、高齢者等）の避難受け入
れへの協力 

 

 

 

 



8 

 

機関名 業務内容 

熊本県県北広域本部 

（菊池地域振興局） 

TEL0968-25-4111 

1. 情報の収集、伝達 

2. 防災に関する施設の新設、改良及び復旧対策 

3. 災害に関する情報の伝達、収集及び被害調査 

4. その他所掌事務についての防災対策 

大津警察署 

TEL２９４－０１１０ 

1. 災害時における治安の確保に関すること 

2. 災害時における交通規制の指導調整に関すること 

3. 災害時における他管轄警察との連携に関すること 

4. 災害に関する情報の収集及び連絡調整に関すること 

5. 災害時における警察通信の運用に関すること 

6. その他警察署の災害時における所掌事務に係る事項 

熊本空港事務所 

TEL２３２－２８５３ 
災害時における情報提供・協力 

空港運営権者 

熊本国際空港株式会社 

TEL２３２－２３１１ 

空港施設の防災対策 

日本郵便株式会社 

熊本北郵便局 

TEL２３３－５４５６ 

1. 災害時における郵便業務の確保 

2. 災害時における為替、貯金、簡易保険等の非常取扱による資金

の融通 

鉄道関係機関 

JR 九州熊本支社 

総務企画課 

TEL２４１－２０１２ 

1. 鉄道施設の防災対策 

2. 災害時における救助物資及び人員の緊急輸送 

西日本電信電話株式会社

熊本支店 

TEL２７２－９２１５ 

1. 電気通信施設の防災対策 

2. 災害時における非常・緊急通話の調整及び気象予警報の伝達 

電力供給機関 

九州電力大津営業所 

TEL0120-761-383 

西営業所 

TEL0120-761-384 

九州電力送配電株式会社熊本

支社配電部大津配電事業所 

TEL800-777-9433 

1. 電力施設の保全、保安対策 

2. 災害時における電力供給確保 

ガス供給機関 

西部ガス株式会社 

TEL３７０－０９１９ 

ＥＮＥＯＳグローブエナジー株式会社 

TEL２３２－２２００ 

1. ガス施設の保全、保安対策 

2. 災害時におけるガス供給の確保 
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第４節 菊陽町の災害要因と被害状況 
 

１．被害要因 
本町は地理的には熊本の中央に位置し、東に複式活火山として有名な阿蘇山がある。

阿蘇山に源を発する白川が町中央部を東西に流れ、熊本平野の一角を形成している。町

の近傍には、布田川断層等が確認されており、未知の断層の存在も否定できない状況に

ある。また、町内の土壌は、阿蘇の火山灰により構成されている特殊な地帯である。こ

のような地理的条件から、梅雨時期や台風時期には、白川・堀川水系の上流山間部にお

いて大雨をもたらし、河川氾濫等の災害を発生させる要因となっており、また、台風の

進路如何によっては驚くべき暴風を伴って広範囲に災害が発生する。なお、阿蘇火山の

噴火や直下型などの大地震についての予知は困難である。 

 

２．被害状況 
本町における災害の主なものは、地震、暴風・豪雨・洪水及び冬期間における雪害並

びに火災等によるものであり、町民の生命、身体、財産に及ぼす損害は甚大である。 

近年における本町の主要な災害の発生状況を示すと「表１」及び「表２」のとおりで

ある。 

 

表１ 菊陽町における主な気象災害 

年月日 被害名 被害地域 被害状況 

Ｓ59.1.18 豪雪 町内全域 農地・農業用施設 38 

Ｓ59.6.23 豪雨 馬場、入道水 道路の崩壊２ 

Ｓ59.7.22 豪雨 古閑原 水路の崩壊 

Ｓ61.6.29 豪雨 上堀川 床下浸水１ 

Ｓ62.7.3 豪雨 馬場、川久保、柳水 道路の崩壊１ 水路の崩壊２ 

Ｓ62.7.18 台風５号 
馬場楠、大堀木、津留、馬場、 

古閑原 

道路の崩壊３ 水路の崩壊５

小屋崩壊１ 

Ｓ63.5.3 豪雨 古閑原、辛川、馬場、道明 道路の崩壊３ 水路の崩壊１ 

Ｓ63.7.21 台風 
古閑原、沖野、馬場、上中代、 

下津久礼、川久保 
道路の崩壊４ 水路の崩壊３ 

Ｈ元.7.10 豪雨 馬場 水路の崩壊１ 

Ｈ2.7.2 豪雨 町内全域 

崖崩れ１ 河川 12 道路２ 
商業施設１ 農業用施設９ 
社会教育施設４ 水路 10 
農地流失・埋没 26.8ha 
農地の冠水 53.9ha  
衛生施設１ 
農作物被害 63.3ha 
床上浸水５ 床下浸水 22 
車止め７ 停電 142 戸 
罹災世帯５ 

Ｈ3.6.30 豪雨 下堀川、馬場、新町、三里木 床下浸水５ 交通止め２ 
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年月日 被害名 被害地域 被害状況 

～7.1 

Ｈ3.9.27 台風 19 号 町内全域 

交通止め４  
停電世帯及び断水全世帯 
文教施設等 16 農業施設 77 
公共施設 26 
農業関係 609ha 罹災世帯４ 
その他住家、非住家等世帯被害 

Ｈ4.8.8 台風 10 号 町内全域 

文教施設等 15 農業施設２ 公共
土木施設１ 
福祉施設２ その他公共施設３ 
農作物 52.4ha 床下浸水１ 

Ｈ5.4.10 晩霜 町内全域 農作物被害 69.7ha 

Ｈ5.4.28 豪雨 新山 床下浸水２ 

Ｈ5.6.18 

～7.19 
豪雨 町内全域 

農地被害 0.45ha 農業用施設 21 
床下浸水 11 河川９ 道路１ 

Ｈ5.8.9 台風７号 町内全域 
農業用施設２ 住宅・非住家破損
25 
床下浸水１ 

Ｈ5.9.3 台風 13 号 町内全域 住宅・非住家破損２ 停電 40 戸
道路１ 

Ｈ9.7.6 

～7.12 
豪雨 町内全域 

崖崩れ３ 河川３ 道路８ 床下
浸水 24 

Ｈ11.9.1 豪雨 町内全域 
交通止め１ 水路の崩壊２ 床下
浸水２ 
農作物被害 

Ｈ11.9.23 

～9.24 
台風 18 号 町内全域 

交通止め２  
停電世帯及び断水全域 
文教施設等 13 農業施設 58 
公共施設 15 罹災世帯１ 
その他住家、非住家等世帯被害 957

Ｈ16.9.7 

～8 
台風 18 号 町内全域 

重傷者１ 軽傷者１ 半壊５ 一
部破損 305 
その他 57 罹災世帯 420 

Ｈ18.6.24 

～7.7 
豪雨 町内全域 

法面崩落１ 道路５ 水路１ 床
上浸水１ 

Ｈ23.6.12 豪雨 町内全域 床下浸水１ 水路１ 

Ｈ24.7.12 

熊本広域 
大水害 

(九州北部
豪雨) 

町内全域 
床上浸水29 床下浸水52 罹災世
帯 27 
農地の冠水 65ha 農道 1,227ｍ 

Ｈ28.4.14 熊本地震 町内全域 

4/14 震度５強（前震） 
4/16 震度６弱（本震） 
全壊 15 半壊 671  
一部損壊 5,147 
災害関連死６ 重傷者 14 
軽傷者 15 最大避難者数 8,000 
応急仮設住宅 20 
その他公共施設、商業施設被害多
数 
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年月日 被害名 被害地域 被害状況 

R4.9.19 台風 町内全域 

停電 原水・鉄砲小路約 190 世
帯、戸次・下村 20世帯 
避難世帯数 
光の森６４ 三里木２０  
南部町民センター２７ 
東部町民センター３３ 
老人福祉センター１９ 
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表２ 被害件数一覧 

 

区分 

 

 

 年 

気象災害 火災（件） 

被害人員 被害状況 （建物） 

死
亡
者 

行
方
不
明 

負
傷
者 

罹
災
世
帯 

住
宅
全
壊 

住
宅
流
失 

住
宅
半
壊 

住
宅
浸
水 

死
者 

負
傷
者 

部
分
焼
失

含
む 

焼
失
棟 

平成３年   11 4   11 5   11 

平成４年        1  2 8 

平成５年        14   7 

平成６年          1 6 

平成７年           1 

平成８年           4 

平成９年        24   2 

平成 10 年          2 7 

平成 11 年   14 4   19   2 7 

平成 12 年          2 9 

平成 13 年           7 

平成 14 年           10 

平成 15 年           5 

平成 16 年   2 420   5    9 

平成 17 年           6 

平成 18 年        1   17 

平成 19 年         1  4 

平成 20 年           7 

平成 21 年           4 

平成 22 年           5 

平成 23 年        1   6 

平成 24 年    77    80  1 4 

平成 25 年           2 

平成 26 年           3 

平成 27 年           5 

平成 28 年   29 5,833 15  671    3 

平成 29 年         2  10 

平成 30 年         1 1 2 

令和元年           2 

令和２年           6 

令和３年           3 

令和４年    5       3 
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区分 

 

 

 年 

気象災害 火災（件） 

被害人員 被害状況 （建物） 

死
亡
者 

行
方
不
明 

負
傷
者 

罹
災
世
帯 

住
宅
全
壊 

住
宅
流
失 

住
宅
半
壊 

住
宅
浸
水 

死
者 

負
傷
者 

部
分
焼
失

含
む 

焼
失
棟 

令和５年           2 

令和６年         1  2 
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第５節 菊陽町の気象災害の特性 
本町における気象災害は、主に梅雨の大雨と台風によるものが多く、災害の発生時期は、

６月から 10 月にかけて多くなる。 

 

１．梅雨の大雨による水害 
熊本県は、九州中部の西側に位置し、三方を山地に囲まれ、西側だけが海に面して開

けているため、東シナ海から暖かく湿った空気が流入しやすく、流入したその空気は九

州山地等の斜面に当たり上昇気流を発生させ、その地域に大雨をもたらす。平成 24 年７

月に発生した熊本広域大水害（九州北部豪雨）では、このシステムで阿蘇外輪山周辺に

次から次に積乱雲を発生させる、いわゆるバック・ビルディング現象により 24 時間で

500 ㎜を超える大雨（阿蘇乙姫）を引き起こした。本町を流れる白川・堀川の上流域もこ

のような地形により定常的に大雨が降りやすい場所となっており、過去に多くの水害を

もたらしている。 

また、近年は、都市構造や宅地開発に伴う環境の変化により、水害も多様化している

状況である。 

 

２．台風による災害 

本町は九州山地の連峰が大きな壁をなしているため、７月から９月にかけて台風が九

州の東側を進む場合は比較的軽微であるが、台風が天草に上陸するか、九州西岸に接近

して北上する場合は、大きな被害をもたらす。一方台風が九州の東側を進む場合は、風

による災害に比べて大雨による被害が発生しやすい。 
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第６節 熊本県の特質と過去の主な地震災害 
 

平成28年熊本地震では、平成28年４月14日に日奈久断層帯（高野－白旗区間）の活動

に伴う前震と、同月16日に布田川断層帯（布田川区間）の活動に伴う本震が発生。震度

５弱と震度６強という強い地震がわずか28時間以内に２度発生し、観測史上類をみない

地震であった。 

この地震による被害が広範かつ甚大であったため、地震発生直後の平成28年４月14日

に災害救助法が適用され、同月25日には激甚災害、同月28日には全国で４例目の特定非

常災害に指定された。しかし、地震の予知は難しく、不意に発生する地震災害に際して

は、その地域の総力を挙げた緊急対応が必至である。このため平常時から災害に備える

べく公共施設をはじめ耐震診断等を実施し、結果によっては耐震補強を行うなど今後の

地震防災体制の強化を図っていく必要がある。 

また、本県には布田川断層帯、日奈久断層帯、人吉盆地南縁断層、緑川断層帯等が存

在しており、地震調査研究推進本部地震調査委員会によると県内の主要活断層帯におけ

る地震発生確率は次表のとおりであり、日奈久断層帯（八代海区間）及び日奈久断層帯

（日奈久区間）がＳ＊ランク、人吉盆地南縁断層及び出水断層帯がＡ＊ランクと評価さ

れており、特に注意が必要である。 

 

層帯名 
予想地震規模 

（マグニチュード） 
相対的評価 

30 年以内に 

地震が発生する確率 

布田川断層帯 
（宇土半島北岸区間） 

7.2 程度以上 
Ｘランク 

※１ 
不明 

布田川断層帯 
（宇土区間） 

7.0 程度 
Ｘランク 

※１ 
不明 

布田川断層帯 
（布田川区間） 

7.0 程度 
Ｚランク 

※２ 
ほぼ 0% 

日奈久断層帯 
（八代海区間） 

7.3 程度 
Ｓ＊ランク 

※２ 
ほぼ 0%～16％ 

日奈久断層帯 
（日奈久区間） 

7.5 程度 
Ｓ＊ランク 

※２ 
ほぼ 0%～6% 

日奈久断層帯 
（高野-白旗区間） 

6.8 程度 
Ｘランク 

※１ 
不明 

緑川断層帯 7.4 程度 Ｚランク 0.04%～0.09% 

出水断層帯 7.0 程度 Ａ＊ランク※２ ほぼ 0%～1% 

人吉盆地南縁断層 7.1 程度 Ａ＊ランク※２ 1%以下 

万年山-崩平山断層帯 7.3 程度 Ｚランク※２ 0.004%以下 

 
※１ 断層帯の平均活動間隔が判明していない等の理由により、地震発生確率を求めることができないもの。 
※２ 活断層における今後 30 年以内の地震発生確率が 3%以上を「Ｓランク」、0.1～3％を「Ａランク」、0.1%未満を「Ｚ

ランク」、不明（すぐに地震が起きることが否定できない）を「Ｘランク」と表記している。地震後経過率（※
３）が 0.7 以上である活断層については、ランクに「＊」を付記している。 

※３ 最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間を、平均活動間隔で割った値。最新の地震発生時期から評
価時点までの経過時間が、平均活動間隔に達すると 1.0 となる。 

 
 
[出典：長期評価による地震発生確率値の更新について（令和７年１月１５日）（地震調査研究推進本部地震調査委員会）] 
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第２章 災害予防 
 

第１節 災害予防体制 
 

本町での災害対策の基本を「減災」に置いた基本理念及び基本方針に基づき、災害予防

体制を以下のように定める。 

 

１．災害予防に係る組織 
災害予防の第一義的責任は町にある。町は、気象予警報や国土交通省、県などからの

情報を積極的に収集し、大雨や台風など被害の可能性が予測できる場合は事前に対策を

行うなど早いうちからの防災活動に努める。 

 

 気象庁（出先機関含む）         伝達  菊池広域連合消防本部 

 国土交通省（出先機関含む）     町     菊陽町消防団 

 熊本県・熊本県警察     情報収集  連携  行政区・自主防災組織等 

                         

                         各防災関係機関 

 

表 菊陽町防災組織 

(R7.4.1 現在) 

種類 組織名 備考 

消防団 菊陽町消防団 26 班 総員 334 名 

 第１分団（旧白水地区） （６班で構成） 

 第２分団（久保田地区） （５班で構成） 

 第３分団（津久礼地区） （５班で構成） 

 第４分団（原水西地区） （４班で構成） 

 第５分団（原水東地区） （５班で構成） 

 本部機動隊  

   

幼年消防クラブ なかよし園幼年消防クラブ  

 みどり園幼年消防クラブ  

 さくら園幼年消防クラブ  

 白鈴園幼年消防クラブ  

 美鈴幼稚園幼年消防クラブ  

   

自主防災組織 戸次区自主防災会  

 馬場楠区自衛消防団  

 曲手区自衛消防団  

 辛川区自主防災組織  
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種類 組織名 備考 

 井口区自主防災会  

 上中代区自主防災組織  

 出分自主防災会  

 中代区自衛消防隊  

 津留区自主防災会  

 大堀木区自主防災会  

 下原区自主防災組織  

 上津久礼自主防災会  

 あさひヶ丘区自主防災会  

 宮ノ上区自主防災組織  

 ひばりヶ丘自主防災組織  

 下津久礼区自主防災会  

 緑ヶ丘区自主防災会  

 緑陽台区自主防災会  

 南方自主防災組織  

 新町区自主防災組織  

 新町西自主防災組織  

 馬場消防協力隊  

 菊陽町柳水区自主防災組織  

 入道水区自主防災会  

 長塚区自主防災会  

 三里木区自主防災組織  

 三里木北区  

 青葉台区自主防災組織  

 東ヶ丘区自主防災組織  

 新山区自主防災会  

 境の松区自主防災会  

 新成区自主防災組織  

 菊陽北新山区自主防災会  

 菊陽杉並台区自主防災会  

 沖野区自主防災会  

 光の森２町内自主防災会  

 光の森５町内自主防災会  

 武蔵ヶ丘１町内自衛防災部  

 武蔵ヶ丘２町内自治会  

 武蔵ヶ丘３町内自主防災組織  

 武蔵ヶ丘４町内自主防災組織  
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種類 組織名 備考 

 武蔵ヶ丘５町内自主防災組織  

 武蔵ヶ丘６町内自治会  

 武蔵ヶ丘７町内自主防災会  

 武蔵ヶ丘８町内自治会  

 八久保区自主防災会  

 南八久保区自衛消防団  

 花立区自主防災会  

 南花立区自主防災会  

 にじの森自主防災会  

 向陽台自主防災会  

 鉄砲小路区自主防災会  

防災士 菊陽町防災士連絡協議会  

 

２．情報収集・広報体制 
災害時の被害を最小限に抑えるため、町は平常時から気象庁、国土交通省、県や各防

災関係機関と緊密に連絡を取り災害情報を収集し、災害が予測される場合はその情報を

迅速に町民に提供する。 

(1) 情報収集体制 

気象庁ホームページ、県統合型防災情報システム等で大雨や台風の情報を収集し、ま

た被害のおそれがある場所へ職員を派遣し現地を確認する。 

(2) 広報体制 

災害の発生が予測される際には、住民による事前の対策が被害を最小限に抑える。そ

のため、防災行政無線やインターネット（町ホームページや町公式ＬＩＮＥ、きくよう

安心メール、ヤフー防災速報など）、テレビ、ラジオなど、複数の情報伝達手段により、

気象情報や避難所の開設予定などを迅速に町民に提供する。 

区 分 町ホームページ 町公式ＬＩＮＥ きくよう安心メール 

二次元 

コード 

 

 

 

 Android   iphone 

(3) 熊本県防災情報メールサービスの活用 

熊本県では、気象情報や避難情報などを配信する熊本県防災情報メールサービスを実

施している。速報性が高いため、積極的に利用するよう町民に登録を促す。 

 

 

 

 

  

熊本県防災情報メールサービスホームページ 
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第２節 応援体制の整備 
災害発生時には迅速かつ的確な減災・復旧対策を実施する必要があるが、特に大規模な

災害が発生した際には、その業務量と時間的制約等により、町だけでの災害応急対策の実

施が困難である。実際、熊本地震の際には自衛隊をはじめ県南の自治体、県外の自治体等

から非常に多くの人的派遣を受け、復旧業務の大きな助けとなった。 

このように被災していない地域の機関等からの応援は非常に有効であり、町は、近隣の

自治体や組織だけでなく、遠方の自治体等との広域的相互応援体制の整備充実を図ってい

く必要がある。 

 

１．応援体制の整備 
(1) 連絡体制の確立 

町は、円滑な応援及び受援を行うため、先方の連絡担当部局や夜間における連絡先な

どをあらかじめ確認し平常時から意思疎通を図り、災害時には、主な応援要請事項や応

援実施に必要となる被害情報を明確に伝達する。 

(2) 防災関係機関との応援協定の締結 

町は、災害時の応援・協力活動などを円滑に行うため、災害復旧に関して専門的な知

識や資機材を持つ組織や住民の避難生活に必要な生活物資を輸送し供給できる組織など

と災害時応援協定を締結する。 

また、県外の自治体と災害時の相互応援体制を整備するための協定を締結する。 

(3) 受援計画の策定 

応援をスムーズに受け、その力を速やかに最大限発揮してもらうため、令和２年３月

に災害時受援計画を策定した。 

 

２．応援協定等締結状況 
(1) 包括連携協定 

協定先 協定名 締結日 概要 

株式会社イズ

ミ 

菊陽町と株式会社

イズミとの地域活

性化包括協定 

R4.8.18  相互に連携することにより、地域の
様々な課題に迅速かつ適切に対応し、
地域社会の活性化及び住民サービスの
向上に資することを目的とする。 
1. 地域防災への協力に関すること 

（以下略） 
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(2) 相互応援協定 

協定先 協定名 締結日 概要 

県下市町村 熊本県市町村災害

時相互応援に関す

る協定 

（市長会と町村会

で協定） 

R3.5.25 1. 食糧、飲料水及び生活必需物資並 
びにその供給に必要な資機材の提供 

2. 被災者の救援・救助、医療、防疫、 
施設の応急復旧等の活動に必要な資
機材及び物資の提供 

3. 救援・救助活動等の応急復旧活動に 
必要な車両、舟艇等の提供 

4. 救援・救助、医療、防疫、清掃、避 
難所運営、罹災証明書関係事務、生活
再建支援関係事務、災害廃棄物に係
る業務その他応急復旧活動に必要な
職員の派遣 

5. 前各号に掲げるもののほか、特に被 
災市町村から要請があった事項 

大津町 菊池郡災害時相互

応援に関する協定 

R3.5.18 同上 

合志市及び菊

池郡 

熊本県合志市及び

菊池郡災害時相互

応援に関する協定 

H19.3.1 1. 食糧、飲料水及び生活必需物資並び
にその供給に必要な資機材の提供 

2. 被災者の救援・救助、医療、防疫、
施設の応急復旧等の活動に必要な
資機材及び物資の提供 

3. 救援・救助活動等の応急復旧活動に
必要な車両、舟艇等の提供 

4. 救援・救助、医療、防疫、清掃その
他応急復旧活動に必要な職員の派
遣 

5. 前各号に掲げるもののほか、特に被
災市町村から要請があった事項 

県下市町村及
び消防組合等 

九州自動車道等に
おける消防相互応
援協定 

H27.4.1 九州自動車道、九州中央自動車道及び
南九州西回り自動車道における災害発
生時に協力 

県下市町村及
び消防組合等 

熊本県消防相互応
援協定 

H27.4.1 県内における災害発生時に協力 

大阪府豊中市 災害時の相互応援

に関する協定 

H29.2.10 1. 応援措置等を行うにあたって必要
となる情報の収集及び提供 

2. 食糧、飲料水及び生活必需物資の提
供並びにその供給に必要な資機材
の提供 

3. 被災者の救助、医療、防疫、施設の
応急復旧等に必要な資機材及び物
資の提供 

4. 救助及び応急復旧に必要な職員の
派遣 

5. 前各号に掲げるもののほか、特に要
請があった事項 
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協定先 協定名 締結日 概要 

鹿児島県屋久

島町 

災害時の相互応援

に関する協定 

H29.11.11 同上 

(3) 災害応援協定 

協定先 協定名 締結日 概要 

熊本県 熊本県防災消防ヘ

リコプター応援協

定 

H13.3.28 次の場合に応援要請ができる。 

1. 災害が隣接市町村に拡大するおそ

れがある場合 

2. 防御が著しく困難な場合 

3. 防災消防ヘリ以外に適切な手段が

ない場合 

国土交通省 大規模災害時の応

援に関する協定 

H23.8.4 1. 所管施設の被害状況の把握 

2. 情報連絡網の構築 

3. 現地情報連絡員（リエゾン）の派遣 

4. 災害応急措置 

5. その他必要と認められる事項 

熊本国際空港

株式会社 

熊本空港及びその

周辺における消火

救難活動に関する

協定 

R2.4.1 

（適用開始） 

空港及びその周辺における航空機に関

する火災若しくは空港におけるその他

の火災又はそれらの発生のおそれのあ

る事態に際し、消火救難活動を実施 

(4) 災害復旧協定 

協定先 協定名 締結日 概要 

菊陽建設業協

会 

災害時における応

急対策の協力に関

する協定 

R3.4.1 公共土木施設等における応急補修 

菊陽町造園協

会 

各種災害に伴う復

旧業務委託に関す

る協定 

R3.4.1 災害に伴う復旧作業 

菊陽町電気工

事業協会 

災害時における応

急対策の協力に関

する協定 

R 元.5.22 公共施設における応急補修等 

九州電力送配

電株式会社 

大津配電事業

所 

菊陽町災害復旧に

関する覚書 

R3.9.2 災害時における被災情報の共有及び、

電気設備の早期復旧作業 

菊陽町建築業

組合 

大規模災害発生時

における被災住家

の応急修理等に関

する協定 

R7.3.24 災害時における応急対策及び、被害情

報の提供 
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(5) 物資供給・輸送等協定 

協定先 協定名 締結日 概要 

イオン九州株

式会社 

緊急時における物

資等の供給に関す

る協定 

R3.4.28 1. 食料品・飲料水・日用品・医薬品・

衣料・その他の提供 

2. ザ・ビッグアヴァンモール菊陽店の

駐車場を避難場所として提供 

株式会社イズ

ミ 

緊急時における物

資等の供給に関す

る協定 

H19.2.1 1. 食料品・飲料水・日用品・医薬品・

衣料・その他の提供 

2. ゆめタウン光の森の駐車場を避難

場所として提供 

公益社団法人

熊本県トラッ

ク協会 

災害発生時におけ

る物資等の緊急輸

送に係る協定 

H27.3.25 1. 災害救援に必要な生活必需品等の

輸送業務 

2. 災害緊急対策実施のために必要な

資機材等の輸送業務 

3. 瓦磯の輸送など町が必要とする応

急対策業務 

4. 物流専門家によるアドバイザー業

務 

ＮＰＯ法人コ

メリ災害対策

センター 

災害時における物

資供給に関する協

定 

H29.3.29 緊急時に調達可能な物品の提供（作業

関係用品・日用品・飲料水・冷暖房機器・

電気用品・トイレ関係用品等） 

富士フイルムマテ

リアルマニュファ

クチャリング株式

会社 

緊急時における物

資等の供給に関す

る協定 

H29.4.1 食料品・飲料水・日用品・医薬品・衣料・

その他の提供 

菊池地域農業

協同組合 

災害時における施

設等の利用、物資の

供給及び平常時に

おける防災活動へ

の協力に関する協

定 

H31.3.15 支援物資の集積場の確保及び被災者に

対する物資の供給 

サントリービ

バレッジソリ

ューション株

式会社 

災害時における飲

料供給に関する協

定 

R 元.10.1 災害時における飲料供給要請に応える 

コカ・コーラ

ボトラーズジ

ャパン株式会

社 

災害時における飲

料水の供給に関す

る協定 

R 元.10.1 大規模災害時に飲料水を供給する 
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協定先 協定名 締結日 概要 

株式会社 

赤ちゃん本舗 

災害時における物

資供給に関する協

定 

R 元.12.18 乳幼児用品・マタニティ関連用品の提

供 

株式会社イデ

ックスリテー

ル熊本 

災害時における石

油類燃料の供給に

関する協定 

R2.11.24 石油類燃料の供給 

株式会社 

ピカッシュ 

災害時における物

資供給に関する協

定 

R2.12.11 衛生用品等の供給 

株式会社 

ナフコ 

災害時における物

資供給に関する協

定 

R3.3.30 作業道具、工具、飲料水、生活必需品等

の供給 

三協フロンテ

ア株式会社 

災害時における物

資（ユニットハウス

等）の供給に関する

協定書 

R3.7.13 災害時における救援物資（ユニットハ

ウス等）の供給 

株式会社 

グッデイ 

災害時における物

資の調達及び供給

に関する協定書 

R3.12.16 作業道具、日用品、飲料水、冷暖房機器、

電気用品、トイレ関係用品等の供給 

ダイドードリンコ

株式会社 

(ダイナミックベ

ンディングネット

ワーク株式会社) 

災害時における飲

料供給に関する協

定書 

R4.2.14 災害時における飲料供給要請に応える 

株式会社 

ほっかほっか

亭総本部 

災害発生時におけ

る物資等供給に関

する協定書 

R5.8.25 災害時における食料及び飲料の供給等 

熊本県キッチ

ンカー協会 

災害発生時におけ

る物資及びサービ

ス等供給に関する

協定書 

R5.8.28 同上 

株式会社 

ルネサンス 

災害発生時におけ

る入浴施設等の利

用に関する協定書 

R5.10.10 災害時における温浴施設等の利用等 

佐川急便株式

会社 

南九州支店 

災害時における支

援物資の受入及び

配送等に関する協

定 

R6.1.17 災害時における物資の受入及び配送等 

株式会社 

レンタックス 

災害発生時におけ

るレンタル機材及

び資材の供給に関

する協定 

R6.1.18 災害時におけるレンタル資材及び機材

の供給 

ハイコムモバ

イル株式会社 

災害時における蓄

電池等の貸与に関

する協定 

R6.9.24 災害時における蓄電池セットの貸与 
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(6) その他の協定 

協定先 協定名 締結日 概要 

社会福祉法人清

陽会（きほう苑） 
災害発生時におけ

る福祉避難所の設

営運営に関する協

定並びに災害時要

援護者等地域支え

あい体制づくり事

業に関する協定 

H23.9.28 

要援護者を中心とした避難支援体制及

び社会福祉施設の相互協力体制を構築

する。 

社会福祉法人菊

陽会（菊陽学園） 

社会法人青生会

（菊陽苑） 

社会医療法人社

団熊本丸田会（サ

ンライズヒル） 

有限会社さん

ふれあ 

災害発生時におけ
る福祉避難所の設
置運営に関する協
定 

H23.9.28 要援護者を中心とした避難支援体制の

構築 

株式会社ジェ

イコム九州 

災害発生時におけ

る放送要請に関す

る協定 

地域支援のための

人員及び車両等の

提供に関する協定

書 

H26.2.26 

R4.8.29 

災害情報の放送 

災害発生時等町の要請に応じて町内の

備蓄倉庫から避難所へ必要な物資の搬

送を行うとともに、必要に応じ株式会

社ジェイコム九州が保有する備蓄食料

等の提供を受け円滑な避難所運営や避

難者支援を実施する。 

株式会社ゼン

リン 

災害時における地

図製品等の供給等

に関する協定 

H26.11.21 災害時における地図製品の提供 

日本下水道管

路管理業組合 

災害時における下

水道管路施設の復

旧支援に関する協

定 

H28.12.27 下水道管路施設が被災した場合に行う

復旧支援 

西日本電信電

話株式会社熊

本支店 

特設公衆電話の設

置・利用に関する協

定 

H29.4.4 災害発生時のみ電話機を屋内配線に接

続することにより、被災者等が無料で

特設公衆電話を利用できる 

ヤフー株式会

社 

災害に係る情報発

信等に関する協定 

H29.8.10 1. 町ホームページの負担軽減 

2. スマートフォンアプリ「Yahoo!防災

速報」への緊急情報配信 

創価学会熊本

平和会館 

大規模地震等の災
害時における創価
学会熊本平和会館
施設の一時避難所
利用に関する申合
せ事項確認書 

H30.3.29 大規模災害時における地域住民の緊急

避難のため、熊本平和会館の一部を一

時避難所として提供 

日産自動車株

式会社 ほか 

災害時における電
気自動車からの電
力供給に関する連
携協定書 

R2.2.7 台風、地震等大規模災害の発生時、又は

発生するおそれがある場合における電

気自動車による避難所への電力供給 
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協定先 協定名 締結日 概要 

日本郵便株式

会社 

災害発生時におけ
る協力に関する協
定 

R2.12.10 緊急車両の提供、広報活動、郵便災害特
別事務取扱、避難所臨時郵便差出箱及
び平常時道路等損傷状況報告等 

社会福祉法人
菊陽町福祉協
議会 

菊陽町災害ボラン
ティアセンターの
設置・運営等に関す
る協定 

R6.4.1 菊陽町災害ボランティアセンターの設
置及びそれに伴うボランティア活動を
円滑に実施するため、相互の役割と協
力事項、費用負担を定め、被災者の生活
支援に寄与することを目的とする。 

一般社団法人
熊本県鳶土工
業 

大規模災害発生時
における支援活動
に関する協定 

R6.5.8 災害時における被害情報の提供及び避
難所・町営住宅等の軽微な補修・復旧等
支援活動 

日本ドローン
レスキュー災
害支援協会 

大規模災害時にお
ける無人航空機を
活用した情報収集
活動に関する協定 

R7.3.21 無人航空機を使用した情報収集能力を
活用することにより、区域内の被災状
況に関する情報収集を効率的かつ効果
的に行うことを目的とする。 
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第３節 建築物等災害予防 
 

１．防災対策の推進 

(1) 家屋密集地域 

火災による建築物の焼失は、建物の大部分が木造であることに起因している。特に家

屋密集地域においては、消防力の強化整備とともに、建築物の不燃化等の促進により、

防災建築物の促進を図る。 

(2) 特殊建築物 

大規模な特殊建築物については、その防火性能や構造概要を十分に把握するととも

に、災害に対処するための総合的な防災対策を行う。 

(3) 防火知識の普及 

国土交通省の「建築物防災週間」に合わせ、建築物に関連する防災知識の普及に努め

る。 

(4) 住宅用火災警報器設置・点検等 

  住宅火災による高齢者の死亡率が極めて高い状況にあることに加えて、今後本格的な 

高齢化社会を迎えるので、住宅火災警報器設置・点検・交換に関する啓発等、住宅防火

対策の推進に努める。 

 

２．震災対策 

平成 28 年４月に発生した熊本地震をはじめ、平成７年１月に発生した阪神・淡路大

震災や平成 16 年 10 月に発生した新潟県中越地震、平成 23 年３月に発生した東日本

大震災 、令和６年１月に発生した令和６年能登半島地震等に鑑み建築物の倒壊等の被

害から町民の生命、身体及び財産を保護するために、建築物の耐震改修の促進のための

措置を講じるなど、建築物の地震に対する安全性の向上を図る必要がある。 

町及び県は、熊本県公共施設整備ガイドラインに基づき、町有施設の耐震化や天井材等

の非構造部材の脱落防止対策に取り組むものとする。 

特に、町、県等の防災拠点施設や避難施設（学校含む）については、地震発生後の円滑

な救出・救助活動等に資するため、数値目標を設定するなどして当施設の計画的、着実

な耐震化に取り組むものとする。 

(1) 耐震化に向けた環境整備 

町は、「菊陽町建築物耐震改修促進計画（平成 29 年２月改定）」、「熊本県建築物耐震

改修促進計画（平成 29 年３月策定）」及び「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に

基づき、住民の生命、身体及び財産を確保するため、現行の耐震基準に適合しない既存

建築物の耐震診断及び必要に応じた耐震改修等、次の対策を推進する。 

ア 公共建築物の耐震化 

庁舎では、天井・照明等非構造部材の耐震化をすすめるとともに、災害に強い庁舎の

在り方について検討する。 
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社会教育施設、社会福祉施設、町営住宅及び小・中学校等の公共施設では、建物本体の

耐震化とともに、天井・照明等非構造部材の耐震化をすすめる。 

イ 一般建築物の耐震診断・耐震改修についての知識普及 

耐震改修等により建築物の適切な維持が図れるよう、住宅の耐震診断の方法等につい

て広報を行い、知識普及に努める。 

特に、耐震性能が低いとされる昭和 56 年以前に建築された物件については、戸建木造

住宅耐震診断事業により耐震診断を促すことによって耐震化を図る。 

さらに町は、県が取り組む全市町村において住宅耐震化補助を受けることができる体

制整備を受け、木造住宅の耐震化を全町的に取り組む。また、建築士を対象にした耐震

診断講習会の開催や町民への住宅耐震化促進に係る啓発を強化する。 

ウ 落下物による危険防止 

町は、建築物の屋根ふき材、外装材、つり天井、窓ガラス、看板等の飛散・落下防止

のための指導及び啓発を行う。 

エ ブロック塀等の倒壊防止 

町は、ブロック塀、広告板その他の工作物又は自動販売機等の倒壊防止のための指導

及び啓発を行う。 

オ 家具等の転倒防止対策 

町及び県は、住宅、事務所等の建築物内の本棚、食器棚等の転倒又は棚の上の物の落

下等による被害を防止するため、広報紙やパンフレットなどにより、住民に対して家具

等の転倒防止の普及啓発を行う。 
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第４節 災害危険地域指定 
 

この計画は、洪水、地すべり等により災害発生のおそれがある地域を指定して、行為規

制等の必要な措置を講ずるための現況調査、並びに危険区域の巡視等災害予防上必要な措

置について定めるものである。 

 

１．災害危険箇所の把握 

災害危険箇所の把握については、次の点に留意の上行うものとする。 

(1) 近年の急激な土地利用形態の変化に伴い、以前から人の居住しなかった地域が住宅地

になる等により危険箇所となっている所もあり、漏れのないように常に現状把握を行う

ものとする。 

また、町、国及び県は、住民が自らの地域の水害リスクに向き合い、被害を軽減する

取組を行う契機となるよう、分かりやすい水害リスクの提供に努めるものとする。 

(2) 防災関係施設（堤防、樋門等）の整備により危険箇所の指定から外されている場合に

おいても、異常な自然現象や、当該施設が破損すれば甚大な被害が発生するおそれのあ

る箇所については、当該箇所の状況を把握しておくものとする。 

(3) 町及び県は、治水・まちづくり・建築を担当する各部局の連携の下、有識者の意見

を踏まえ、豪雨、洪水、高潮、土砂災害等に対するリスクの評価について検討するもの

とする。特に、豪雨や洪水のリスク評価に際しては、浸水深や発生頻度等を踏まえて検

討するよう努めるものとする。また、町及び県はこれらの評価を踏まえ、防災・減災目

標を設定するよう努めるものとする。 

 

２．災害危険地域の現況 

(1) 河川 

河川で危険である箇所は、水防法第 14 条の規定に基づき指定された別図の白川水系

白川及び坪井川水系堀川に係る浸水想定区域のほか、巻末の「菊陽町水防計画書」のと

おりである。 

(2) 土砂災害 

地すべり、急傾斜地崩壊等により危険である箇所は、土砂災害防止法第６条に基づき

土砂災害警戒区域の指定を受けた区域及びその他の危険区域とし、土砂災害警戒区域指

定地区及びその他の危険区域のとおりである。 

町は、県が実施する土砂災害防止法に基づく基礎調査の結果について、土砂災害警戒区

域等に相当する範囲を示した図面等により、住民へ公表するものとする。   
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表 土砂災害警戒区域指定地区 

 番号 所在地 箇所名 箇所番号 延長 備考 

平
成
19
年
度 

1 菊陽町大字津久礼 下津久礼 1 404-1-001 800ｍ 県道瀬田竜田線 

2 菊陽町大字津久礼 下津久礼 2 404-1-002 400ｍ 県道辛川鹿本線 

3 菊陽町大字津久礼 下津久礼 3 404-1-003 450ｍ 県道瀬田竜田線 

4 菊陽町大字津久礼 上津久礼 1 404-1-004 300ｍ  

5 菊陽町大字津久礼 上津久礼 2 404-1-005 160ｍ  

6 菊陽町大字津久礼 下津久礼 404-3-003 250ｍ  

平
成
25
年
度 

7 菊陽町大字曲手 曲手 404-1-006 30ｍ 里道 

8 菊陽町大字戸次 戸次-1 404-1-007-1 110ｍ 県道瀬田熊本線 

9 菊陽町大字戸次 戸次-2 404-1-007-2 140ｍ 県道瀬田熊本線 

10 菊陽町大字戸次 戸次-3 404-1-007-3 240ｍ 県道瀬田熊本線 

11 菊陽町大字辛川 古閑の上 404-2-001 240ｍ  

12 菊陽町大字戸次 馬場楠 1 404-3-005 200ｍ 県道瀬田熊本線 

13 菊陽町大字戸次 戸次２ 404-3-007 100ｍ  

14 菊陽町大字戸次 馬場楠 2 404-3-011 50ｍ 県道熊本空港線 

平
成
27
年
度 

15 菊陽町大字戸次 阿原目 1 403-3-027 220ｍ 県道瀬田熊本線 

令
和
２
年
度 

16 菊陽町大字原水 入道水 1 K-404-0003 80ｍ  

17 菊陽町大字原水 入道水 2 K-404-0004 120ｍ  

18 菊陽町大字曲手、 

大字馬場楠 
曲手 3 K-404-0012 260ｍ 

 

19 菊陽町大字原水 柳水 K-404-0002 40ｍ  

20 菊陽町大字原水 古閑原 K-404-0005 80ｍ  

21 菊陽町大字久保田 大堀木 1 K-404-0007 180ｍ  

22 菊陽町大字久保田 大堀木 2 K-404-0008 200ｍ  

23 菊陽町大字辛川 辛川 1 K-404-0009 120ｍ  

24 菊陽町大字辛川 辛川 2 K-404-0010 60ｍ  

25 菊陽町大字曲手 曲手 2 K-404-0011 140ｍ 県道瀬田熊本線 

26 菊陽町大字馬場楠 曲手 4 K-404-0013 120ｍ  

27 菊陽町大字馬場楠 馬場楠 3 K-404-0014 220ｍ  

28 菊陽町大字曲手 曲手 5 K-404-0015 220ｍ  
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図 浸水想定区域図（想定最大規模） 
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図 土砂災害警戒区域指定区域図① 
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図 土砂災害警戒区域指定区域図② 
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図 土砂災害警戒区域指定区域図③ 
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(3) 農業用ため池 

本町では深迫ダムを防災重点ため池に選定している。 

地震や豪雨により深迫ダムの堤体が決壊した際に危険となる箇所は、別図のため池ハ

ザードマップのとおりである。 

ため池ハザードマップとは、地震や豪雨によりため池の堤体が決壊した場合を想定し、

浸水範囲や避難場所の情報をまとめたものである。 

 

３．実施責任者 
河川の災害危険地域の巡視及び災害予防上必要な措置については、巻末の「菊陽町水

防計画」に定めるところにより、水防管理者（町長）及び知事が行うものとする。 

 

４．危険区域の巡視等（水防関係） 
(1) 異常降雨等によって、河川の水位が上昇しているとき、又は指定河川について水防警

報が発せられたときは、水防管理者は前記災害危険区域について、河川及び堤防等の巡

視を行うものとし、また、監視のための水防団員（消防団員）を配置するものとする。 

(2) 防災関係施設（堤防、樋門等）の整備により危険箇所の指定から外されている場合に

おいても、異常な水位の上昇により破堤・越波等の発生するおそれもあるため、警戒・

巡視等においては、従来からリストアップされた危険箇所だけでなく、水位と堤防等の

高さを比較の上適切に対応するものとする。 

なお、通報その他災害予防上必要な事項については、巻末の「菊陽町水防計画」に定

めるところによる。 
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図 ため池ハザードマップ「深迫ダム」 
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第５節 風水害予防 
 

１．治水対策 
本町は、河川法適用の河川である白川と堀川及び下井手等を有し、近年は局地的集中

豪雨に伴う洪水等により大きな被害を受けつつあるため、治水事業の計画的推進を図る。 

 

２．道路橋梁対策 
本町の道路延長は 237,961ｍ、橋梁延長は 894.84ｍ(R7.3.31 現在)であり、道路崩壊

等のおそれのある箇所について逐次、防災石積及びコンクリート側溝等により整備を図

る。特に、緊急輸送道路等については、大規模災害時においても、その機能を相互に補

完できるように多重性（リダンダンシー）の確保に努める。 

また、道路側溝の破損やつまりによる住宅地の浸水を防止するため、定期的な修繕や

清掃を行う。アンダーパス部については、県と連携し排水施設及び排水設備の補修等を

推進し冠水を防止する。 

 

３．河川水位情報の収集および周知対策 
台風や集中豪雨により河川の氾濫が危惧される場合、避難情報提供や被害拡大防止の

ため、気象庁や国土交通省、県などから積極的に情報を収集する。その結果、避難指示

等を発令した場合には、ただちに防災行政無線、インターネット及び県防災情報メール

配信システム等により住民に周知する。 

 

４．水防法に基づく対応 

町は、水防法（水防法第 14 条）に基づく洪水浸水想定区域の指定があったときは、本

計画において、次に掲げる事項について定めることとする。 
(1) 洪水予報等の伝達方法 

(2) 避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項 

(3) 浸水想定区域内に地下街等で洪水時に利用者の円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の

防止を図ることが必要なもの、要配慮者利用施設（主として高齢者、障がい者、乳幼児

等の要配慮者が利用する施設をいう。）で洪水時に利用者の円滑かつ迅速な避難の確保が

必要なもの又は大規模工場等（大規模な工場その他地域の社会経済活動に重大な影響が

生じる施設として町が条例で定める用途及び規模に該当するもの）の所有者又は管理者

から申出があった施設で洪水時に浸水の防止を図る必要があるものについて、これらの

施設の名称及び所在地 

 

なお、名称及び所在地を定めたこれらの施設については、町は、本計画において、当

該施設の所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員に対する洪水予報等の伝達方法を

定めるものとし、避難確保計画を作成していない要配慮者利用施設の所有者又は管理者

に対し、必要な指示等を行うものとする。 
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浸水想定区域内に位置し、本計画に名称及び所在地を定められた地下街等の所有者又

は管理者は、洪水時の避難確保及び浸水防止に関する計画に基づき、避難誘導、浸水防

止活動等の訓練を実施するものとする。 

また、浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、本計画に名称及び所在地を定め

られた全ての要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、関係機関の協力を得て、水害や

土砂災害が発生するおそれがある場合における避難確保に関する計画を策定し、それに

基づき、避難誘導等の訓練を実施し、町に訓練結果を速やかに報告するものとする。 

 

浸水想定区域に位置する要配慮者利用施設 

番号 名称 所在地 

1 なかよし園 久保田 1230 番地 1 

2 みどり園 原水 2050 番地 1 

3 優貴保育園 原水 1462 番地 

4 元気の森ラビット保育園 武蔵ヶ丘北３丁目１番３１号 

5 げんき保育園 沖野２丁目 18 番２号 

6 もみじ園 原水 5208 番地 11 

7 認定こども園 美鈴幼稚園 武蔵ヶ丘北３丁目１番３５号 

8 ぽっぽ保育園 原水 5587 番地 

9 陽かりの郷 沖野２丁目 18 番１号 

10 本多内科胃腸科医院 馬場楠 427 番地 

11 竹長小児科内科医院 杉並台２丁目１２－１５ 

12 菊陽病院 原水 5587 番地 

13 矢野医院 原水 1611 番地 

 

土砂災害警戒区域に位置する要配慮者利用施設 

番号 名称 所在地 

1 熊本菊陽学園 曲手 811 

2 熊本リハビリテーション病院 曲手 760 

3 くまりはキッズガーデン 曲手 760 

4 サンライズヒル 曲手 760 
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第６節 土砂災害・急傾斜地崩壊（がけ崩れ）予防 
この計画は、「土砂災害防止法」に基づき指定された土砂災害警戒区域について、円滑な

警戒避難を確保するために必要な措置を定めるものである。 

 

１．情報収集及び周知対策 
気象庁ホームページ、県統合型防災情報システム等で雨量や土砂災害危険箇所の情報

を収集し、また現地へ職員を派遣し情報を収集するなど、情報収集体制の確立を図る。 

土砂災害警戒情報を受理し、避難指示等を発令した場合、ただちに防災行政無線、イ

ンターネット及び県防災情報メール配信システム等により、住民に周知する。 

 

２．避難対策 
土砂災害警戒区域ごとに定める指定避難所は第２章第 14 節「避難収容」に定めるとこ

ろによる。また、避難経路については、別途に各警戒区域に即した防災ハザードマップ

等を作成し、当該区域住民に周知することとし、併せて町が提供する各種防災情報によ

り広く町民に周知するものとする。 

その際、河川近傍や浸水深の大きい区域については、「早期の立ち退き避難が必要な区

域」として明示することに努めるものとする。 

 

３．土砂災害危険住宅移転対策 

近年、地球温暖化などによる「局地的な集中豪雨」「台風の大型化」により、全国各地

で短時間に大雨が降る事例が多く発生し、平成 24 年７月の熊本広域大水害や平成 30 年

７月豪雨、令和２年７月豪雨災害では、大規模な土砂災害により甚大な被害が発生した。 
このため、「土砂災害防止法」に基づき指定した土砂災害特別警戒区域内の居住者の生

命及び身体を守るため、平成 27 年度から県が開始している「熊本県土砂災害危険住宅移

転促進事業」について、県と連携のもと、危険な区域から安全な区域への移転促進を図

っていく。 
 

４．訓練の実施 
第２章第 12 節の「防災訓練」に基づく訓練の実施に努める。なお、住民参加型避難訓

練の実施時は、避難所や避難経路が周知される内容となるよう配慮する。 

 

５．救助に関する事項 
被災者の救助については第３章第 15 節「救出」に定めるところによる。 
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第７節 火災予防 
 

１．火災予防思想の普及及び徹底 
全国的に住宅火災による死者が建物火災による死者の約９割を占め、特に高齢者の死

者発生率が極めて高い状況にある。本町における火災の原因をみると、たばこ、天ぷら

の不始末等の自己不注意による失火が依然として多い。 

また、都市化に伴い、大規模構造物や危険物施設等が増加し、住居が高層化・密集化

したことにより、火災の大規模化・特殊化が懸念される。特に大規模地震発生時には、

火源や着火物の転倒等により、広域にわたって同時に火災が発生し、大規模な火災とな

って延焼し、火災による被害が地震そのものによる被害を大きく上回る可能性もある。 

このため、菊池広域連合消防本部と連携して、火災予防の徹底に努める。 

(1) 一般家庭に対する周知 

住宅火災と逃げ遅れによる被害拡大を防ぐため、消防法の改正により設置が義務化さ

れた住宅用火災報知機や防炎カーテンなどの設置を推進する。また、大規模地震発生時

には、出火防止のため、防災行政無線、インターネット及び県防災情報メール配信シス

テム等により火元の確認やガスの閉栓などの広報を行う。 

これらの広報活動及び関係機関との連携強化等を通じて、住民一人ひとりの防火意識

の高揚及び住宅用防災機器・防炎物品・初期消火用具等の普及を図る。 

(2) 火災予防運動 

毎年、春と秋の２回実施される全国火災予防運動に際し、広報活動等を実施する。 

(3) 消防団の訓練の充実 

危険物施設をはじめ、特殊な災害要因の増大に伴い、これらによる火災その他の災害

において、警防面での対応が極めて困難となっているため、消防団による消防力の充実

強化を図る必要がある。 

そのため、熊本県消防学校への入校、菊池広域連合消防本部の指導による訓練等を定

期的に実施する。 

(4) 幼年、少年、女性消火・防災クラブ等の民間防火組織の育成・指導  

日頃から出火防止・消火訓練・通報訓練等を行い、地域住民一人一人の火災予防の自 

覚と相互協力が図られるよう、地域の実情に応じた消防団、幼少年女性防火・防災クラ

ブ等防火クラブ等の自主防火組織の育成を行い、地域ぐるみの防火安全体制及び初期消

火体制の確立を図る。 

２．火災拡大要因の除去 
(1) 市街地の計画的な不燃化と防火帯（街路樹・垣根等）の整備推進 

市街地の延焼防止や避難者の安全を確保するために、防火帯の整備を推進する。具体

的には、道路整備をする中で街路樹の積極的な整備を検討し、また、個人住宅に対する

垣根等の設置を勧奨することにより推進するものとする。 

(2) 消防活動が困難である地域の解消に資する道路整備推進 

家屋密集地等で道路の幅員が狭いために消防活動が困難な地域への対応として、幅員

６ｍ以上の消防活動に支障の無い道路の整備に向けて検討する。 
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第８節 防災業務施設整備 
 

災害が発生した場合に、災害対策本部の設置、被災者の支援、復旧・復興を進めるため

には、その拠点となる施設が被災すると業務に多大な影響を及ぼす。そのため、減災の要

となる施設は事前に十分に整備しておくことが重要である。 

 

１．公共施設 
町役場庁舎、社会教育施設、社会福祉施設などは、災害応急対策及び災害復旧対策な

ど災害対策の重要な拠点となるため、大規模災害時においても、その機能を維持するこ

とが必要である。災害対策本部機能強化のため防災センターを、指定避難所として菊陽

町総合体育館を整備した。今後は、指定避難所の空調やマンホールトイレなどの整備に

ついて進めていく。 

また、庁舎、通信設備、非常用電源設備等を定期的に点検するとともに、機能の維持・

管理を実施し、必要に応じ施設や機能の充実強化を図るものとする。 

なお、防災行政無線等通信手段の機能強化及び多重性の確保、耐震性貯水槽等による

水の確保、非常用電源設備や電源車等による電源の確保を図るとともに、通信設備の基

盤や部品、燃料の備蓄・調達体制並びに各種システムの運用に関する技術者を確保する

仕組みを検討しておくものとする。 

さらに、大規模な地震発生後も継続して機能を果たせるよう、情報システム等サーバ

ー機器、ロッカー、書架等の転倒防止対策を行うとともに、地震発生直後の点検及び応

急復旧について平常時から体制等の整備をしておくものとする。 

また、災害発生時の被災者の円滑な救出・救助活動等に支障が生じないよう、住民情

報等の保管場所や保管媒体を複数確保するなどバックアップ体制を整備するものとする。 

なお、優先的にライフライン等を復旧する必要がある防災拠点は、次のとおりとする。 

①役場（防災センター、本庁舎及び別館）②光の森町民センター 

③中央公民館④図書館 

 

２．通信設備 
(1) 町は、災害時の情報通信手段について、平常時よりその確保に努め、その整備・運用・

管理等に当たっては、次の点について十分考慮する。 

ア 防災行政無線等の無線通信ネットワークの整備・多重化・耐震化及び相互接続等に

よるネットワーク間の連携の確保を図る。また、電気通信回線は、災害時の使用を考

慮し、十分な回線容量を確保する。 

イ 有・無線系、地上系・衛星系等による伝送路の多ルート化及び関連装置の二重化の

推進を図る。 

ウ 画像等の大容量データの通信を可能とするため、ネットワークのデジタル化を推進

する。 

エ 非常用電源設備を整備するとともに、その保守点検の実施、的確な操作の徹底、専

門的な知見・技術を基に耐震性があり、かつ浸水する危険性が低いなど堅固な場所（地

震災害においては耐震性があること、風水害においては浸水する危険性が低い場所）
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への設置等を図る。 

オ 平常時より災害対策を重視した無線設備の総点検を定期的に実施するとともに、非

常通信の取扱い、機器の操作の習熟等に向けて、他の防災関係機関等との連携による

通信訓練に積極的に参加する。 

カ 移動通信系の運用においては、通信輻輳時の混信等の対策に十分留意する。このた

め、あらかじめ非常時における運用計画を検討し、関係機関の間で運用方法について

十分な調整を図る。この場合、周波数割当て等による対策を講じる必要が生じた際は、

県を通じ国〔総務省〕と事前の調整を実施する。 

キ 通信が途絶している地域で、部隊や派遣職員等が活動する場合を想定し、衛星通信

を活用したインターネット機器の整備、活用を検討する。また、通信輻輳時及び途絶

時を想定した通信統制や重要通信の確保及び非常通信を取り入れた実践的通信訓練を

定期的に実施するよう努める。 

ク 携帯電話・衛星携帯電話等の電気通信事業用移動通信、公共安全モバイルシステム、

業務用移動通信、アマチュア無線等による移動通信系の活用体制について検討する。

アマチュア無線の活用は、ボランティアという性格を踏まえ十分に配慮する。 

ケ 被災現場の状況をヘリコプターテレビシステム、ヘリコプター衛星通信システム（ヘ

リサット）、固定カメラ等により収集し、迅速かつ的確に災害対策本部等に伝送する画

像伝送無線システムの構築に努める。 

コ 日本電信電話株式会社等の電気通信事業者により提供されている災害時優先電話等

を効果的に活用するよう努める。また、災害用として配備されている無線電話等の機

器については、その運用方法等について習熟する。また、ＩＰ電話を利用する場合は、

ネットワーク機器等の停電対策を図る。 

サ 日本電信電話株式会社等の電気通信事業者が災害時に提供する伝言サービスの仕組

みや利用方法等の周知に努める。 

シ 情報通信手段の施設については、平常時より管理・運用体制を構築する。 

(2) 防災行政無線施設及び県防災情報ネットワークシステムの現況 

県庁を統制局とする県防災行政無線施設と、町防災行政無線施設により防災業務の推

進を図っている。また、熊本県情報ギガハイウェイを利用した防災情報ネットワークを

県庁、広域本部・地域振興局、町等との間で設置し、防災行政無線施設と相互に補完す

ることにより、災害時の情報通信の態勢の確保を図っている。 

(3) インターネットによる情報提供の現況 

本町のホームページは、県外のデータセンターにサーバーを設置し、障害時には別サ

ーバーに切り替わって稼働するように構築されている。また、大規模災害に備え、別の

データセンターにおいてもデータのバックアップを行っており、庁舎が被災しても情報

提供手段が遮断されることがないよう備えている。 

また、他の市町村との共用ではない町単独のサーバーに移行しており、熊本地震の際

にアクセスが集中し一時閲覧しにくくなった課題への対応を行った。 
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３．消防施設 
(1) 消防施設の現状と整備方針 

本町の消防力は、菊池広域連合消防本部と菊陽町消防団で構成されている。 

菊池広域連合消防本部のうち本町を管轄とするものは、本町の東部に位置する南消防

署と、合志市に所在する桜消防署の２か所である。 

また、菊陽町消防団は５分団 26 班で構成され、各班に消防倉庫、積載車、小型動力ポ

ンプを配備しており、計画的に消防施設等を整備する。さらに消防施設等整備補助金に

ついては、限られた予算の範囲の中で、緊急性が高い施設等について、重点的に整備す

るとともに、消防体制の充実強化を図る。 

 

表 消防団の現状 

(R7.4.1 現在) 

消防団 保有機材 

消防水利 
分団数 団員数 積載車 

小型動力 

ポンプ 

本部機動隊

＋５分団 
３３４人 ２６台 ２７基 ８０８基 

 

(2) 消防団の設備充実 

消防団の機動力強化に寄与する小型動力ポンプ及び小型動力ポンプ積載車等について

は、耐用年数を勘案して計画的な整備を図る。また、消防団車庫等の建物は災害時に重

要な拠点となるが、経年により老朽化しているものもあり、修繕や整備の際には十分な

耐震性を備えたものとする。 

(3) 水利の充実 

水利不便地区については、防火水槽及び消火栓の整備を推進する。なお、地震時にお

ける消火栓等の使用不能に備えて、木造家屋密集地、避難地周辺等は計画的に耐震性貯

水槽等の整備を図り、消防に必要な水利施設の確保を図る。 

 

４．水防施設 
水害を防御し、又は被害の軽減を図るためには、応急対策の円滑化を期する必要があ

る。そこで、これらを実施するために必要な水防施設の現況を把握するとともに、逐次

これらの整備促進を図るものとする。 

町の所有する水防資材一覧表は、巻末の「菊陽町水防計画」のとおりである。 

 

５．防災活動拠点施設 

(1) 防災活動拠点 

町は、大規模な災害に限らず、災害規模に応じた防災活動拠点（地区防災活動拠点、

地域防災活動拠点など）の確保を図る。 

(2) 防災活動拠点への設備整備 

防災活動拠点となる施設には、必要な機能に応じ、非常用電源設備、耐震性貯水槽、

防災行政無線、備蓄倉庫、臨時ヘリポート等の設備の整備を図るよう努める。 
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第９節 防災知識普及 
 

災害による被災を最小限に食い止めるためには、町・防災関係機関による災害対策の推

進（公助）はもとより、町民一人ひとりが日頃から災害についての認識を高め、災害から

自らを守る（自助）とともにお互いに助け合うという意識と行動（共助）が必要である。 

町及び県は、「自らの命は自らが守る」という意識の徹底や、地域の災害リスクととるべ

き避難行動等についての住民の理解を促進するため、行政主導のソフト対策のみでは限界

があることを前提とし、防災士の活動や住民主体の取組を支援・強化することにより、社

会全体としての防災意識の向上を図るものとする。 

災害予防・災害応急措置の実施の任にある各機関が、高齢者、障がい者、外国人、乳幼

児、妊産婦等要配慮者への対応や男女双方の視点等を踏まえながら防災に関し、関係者の

より一層の自覚と理解を深めるため、災害の予防又は災害応急措置等防災知識の普及徹底

を図り、防災意識の高揚を図るものとする。 

また、工場災害防止運動、交通安全運動等の災害安全運動の中に自然災害時における避

難救助計画を加味して運動を実施するなど、できるだけ機会を捉えて関係職員及び住民に

対する防災知識の普及徹底を図るものとする。 

 

１．町職員に対する防災教育 
災害発生時に地域防災計画を実行する主体となる町長はじめ防災担当職員には、災害

に関する豊富な知識が必要とされる上、これらの知識に基づく適切な判断力が求められ

る。このため、町は各防災関係機関と協力して、防災業務に従事する町長はじめ防災担

当職員に対して次の防災教育を実施し、災害に関する知識の習得及び判断力の養成を図

り、防災体制の確立等防災活動の円滑な推進を図るものとする。 

また、日頃、防災業務に従事しない職員でも、災害時において直ちに対応できるため

の簡潔なマニュアル作成に留意し、研修会の実施などを通じて、組織全体の防災対応能

力向上に努めるものとする。 
なお、町及び県は、被災地への職員派遣を積極的に行い、災害対応で得られたノウハ

ウや経験を職員全体で共有できるよう努める。 
(1) 教育の内容 

ア 地域防災計画を作成、又は修正したときの要旨及びこれに伴う各自の任務分担 

イ 非常参集の方法 

ウ 災害の原因・対策等の科学的・専門的な知識 

エ 災害の特性及び過去の主な被害事例 

オ 防災関係法令の運用 

カ 防災システムの操作方法等 

キ その他必要な事項 

(2) 教育の方法 

ア 講演会、研修会等の実施及び参加 
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イ 防災活動の手引き等印刷物の配布 

ウ 見学、現地調査等の実施 

エ 防災訓練（机上等）の実施 

 

２．住民に対する防災知識の普及 
町及び各防災関係機関は、「自らの身の安全は自らが守る」という防災の基本について、

住民が自覚を持ち、防災意識の高揚を図るため、次により防災知識の普及徹底を図ると

ともに、地震に関する情報を住民が容易に理解できるよう、地震情報（震度、長周期震

動階級、震源、マグニチュード、地震活動の状況等）、東海地震に関連する情報、南海地

震に関連する情報、南海トラフ地震に関連する情報等の解説に努め、報道機関等の協力

を得て、町民に迅速かつ正確な情報を伝達するものとする。 
(1) 普及の内容 

ア 災害に関する一般的知識 

(ア) 気象予警報等の種別と対策 

(イ) 災害の特性及び過去の主な被害事例 

(ウ) 災害対策の現状 

(エ) 応急救護法の習得 

イ 災害予防の心得 

ウ 平常時の心得（日頃の準備） 

(ア) ３日分（推奨１週間分）の食料（食物アレルギー対応食品等含む）、飲料水、携

帯トイレ、トイレットペーパー等の備蓄 

(イ) 緊急連絡先の確認 

(ウ) 家族間等による安否の確認方法（１７１災害用伝言ダイヤル含む） 

(エ) 非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、電池、健康保険証（コピーでも可）

等）の準備 

(オ) 屋内の整理点検（家具転倒防止等）、住宅の点検（住宅の耐震性、ブロック塀補

強等） 

(カ) 災害の種別に応じた避難場所、避難方法、避難路の確認 

(キ) 避難所生活のマナーとルール 

(ク) ペットとの同行避難及び避難所での飼養の準備 

エ 明るいうちからの予防措置、予防的避難 

オ 災害発生時の心得 

(ア) 場所別、状況別の心得 

(イ) 出火防止及び初期消火 

(ウ) 避難の心得 

(エ) 避難が困難な場合の対応（深夜の豪雨など） 

(オ) 自動車運転者のとるべき措置 

(カ) 携帯電話会社の災害用伝言板利用方法 

カ 台風襲来時の家屋の保全方法 
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キ 建築物に関する各種調査の周知 
町及び県は、被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被

害認定調査及び地震保険損害調査など、住宅等に関する各種調査が個別の目的を有し

ていることを踏まえ、それぞれの調査の必要性や実施時期の違い等について、住民に

周知するよう努めるものとする。 
ク 農林水産物に対する応急措置 

ケ 防疫の心得及び消毒方法等の要領 

コ その他 

(2) 普及の方法 

防災知識の普及に当たっては、報道機関等の協力を得るとともに、防災ハンドブック

や体験型学習等様々な手段の活用に努めるものとする。 
ア 社会教育を通じての普及 

幼年消防クラブ、自主防災組織、防災士連絡協議会、ＰＴＡ、生涯学習、出前講座、

青年団体・婦人団体等の活動や会合、各種研修会、講習会等の機会を活用する。 

イ 広報媒体を利用した普及 

情報の出所を明確にしたうえで、次の媒体をはじめとする、有効かつ適切な媒体等

を活用する。 
① 広報紙、インターネット、ＳＮＳ等の利用 

② 報道機関への情報提供 

③ その他講演会、講習会、展覧会等の開催 

ウ 防災訓練における普及 

町及び県は、講習会の開催等を通じて、自然災害についての認識を深めるとともに、

住民に各種訓練（消火訓練、避難訓練、総合防災訓練等）への積極的な参加を呼びか

け、住民参加型の訓練の実施等、体験による知識の普及及び技術の向上への取組みを

継続的に実施する。 

また、過去の災害の教訓を踏まえ、全ての住民が災害から自らの命を守るためには、

一人一人が確実に避難できるようになることが必要である。このため、地域の関係者

の連携の下、居住地、職場、学校等において、地域の災害リスクや正常性バイアス（自

分は災害に遭わないという思い込み）の危険性等の必要な知識を教える実践的な防災

教育や避難訓練を実施する必要がある。 
 

３．学校教育における防災知識の普及 
(1) 児童生徒等に対する防災知識の普及 

学校における防災知識の普及は、安全教育の一環として児童生徒等及び教職員の生命、

身体の安全を守るため行うものである。 

防災知識の普及は、学校行事や学級活動を中心に各教科等教育活動全体を通して行う

ものであり、その内容や指導の方法については、次の内容を中心に、学校の種別や児童

生徒等の発達段階に応じて工夫を行い、実態に即した防災知識の普及を行うものとする。 

特に、水害・土砂災害のリスクがある学校においては、地域と連携した避難訓練と合
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わせた防災教育の実施に努めるものとする。 

ア 災害時の身体の安全確保の方法 

イ 災害時の助け合いの重要性 

ウ 地震等災害発生のしくみ 

エ 防災対策の現状 

オ 地震等を想定した避難訓練の実施 

(2) 指導者に対する防災知識の普及 

研修会等を通じて、災害時の保護者等への児童の引渡し方法などを検討し、指導者の

防災に対する知識の強化を図るものとする。 

また、教職員の中から防災に関する専門知識を有する人材を育成し、県内外の大規模

災害発生時に学校を支援できる体制を整備する。 

(3) 学校における消防団員等が参画した防災教育の推進 

  県及び町は、学校における消防団員・防災士等が参画した体験的・実践的な防災教育

の推進に努める 

 

４．防災上重要な施設の管理者等の指導 
町、県及び各防災関係機関は、防災上重要な施設、大規模集客施設等の管理者に対し、

次の内容を中心に防災教育を実施し、その資質の向上を図るものとし、特に出火防止、

初期消火、避難誘導等発災時に対処しうる体制の整備を推進するものとする。 

(1) 避難誘導等防災体制の整備 

(2) 災害の特性及び過去の主な被害事例 

(3) 地震災害に関する防災対策研修等の実施 

(4) 防災業務従事者の安全確保 

(5) 危険物施設等の位置、構造及び施設の保安管理 

(6) 出火防止、初期消火等の任務分担 

(7) 発災直後、建物の安全が確認できる点検方法の習熟（内閣府「大規模地震発生直後に

おける施設管理者等による建物の緊急点検に係る指針」、文部科学省「学校施設における

天井等落下防止対策のための手引」等参照） 

 

５．事業所の防災対策の促進 

(1) 事業所の防災力向上 
町及び県は、優良事業所表彰等、事業所の防災活動を積極的に評価することにより、

事業所における従業員の防災意識や防災力の向上を図るものとする。 

また、事業所を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練への積極的参

加の呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うとともに、研修会等による企業防災担当

者の人材育成を図るものとする。 

事業所は、災害時に事業所の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の

継続及び地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握する

とともに、リスクに応じた、リスクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせに

よるリスクマネジメントの実施に努めるものとする。具体的には、各事業所において災
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害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するよう努めるととも

に、防災体制の整備、防災訓練の実施、事業所の耐震化・耐浪化、損害保険等への加入

や融資枠の確保等による資金の確保、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見

直し、燃料・電力等の重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチ

ェーンの確保等の事業継続上の取組を継続的に実施するなど事業継続マネジメント（Ｂ

ＣＭ）の取組を通じて、防災活動の推進に努めるものとする。 

(2) 事業所に対する事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援 
町、県及び関係機関は、事業所が災害発生に伴い通常の事業活動が中断した場合に、

事業活動上、最も重要な機能を可能な限り短い期間で再開できるように事前に来客者・

従業員等の安全確保、二次災害の防止等を含む事業継続計画（ＢＣＰ）の策定及びＢＣ

Ｐの継続的な運用・見直しを行う事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の構築を支援する。 

特に中小企業等の支援に当たっては、町、県及び商工会・商工会議所は、連携して事

業継続力強化支援計画の策定に努めるものとする。 

(3) 要配慮者利用施設の避難訓練等の状況の確認 

  町及び県は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画の策定状況や避難訓練の実施

状況等について、定期的に確認するよう努めるものとする。 

  また、町は、当該施設の所有者又は管理者に対して、必要に応じて、円滑かつ迅速な

避難の確保を図るために必要な助言等を行うものとする。 

 

６．避難所等におけるＤＶ等防止施策の実施 
  町は指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所等において、被災者や支援者が

性暴力・ＤＶの被害者にも加害者にもならないよう、「暴力は許されない」意識の普及、

徹底を図るものとする。 

        

７．外国人に対する防災知識の普及 
町及び各防災関係機関は、外国語による表記やふりがなを付記する等分かりやすく説

明した防災に関するパンフレットの作成、配布を行うなど要配慮者としての外国人に対

して、防災知識の普及に努めるものとする。 

 

８．防災知識の普及の時期 
町及び各防災関係機関は、普及の内容により、「防災週間」や「防災とボランティア週

間」、及び予想されるそれぞれの災害シーズン前等、最も効果のある時期を選んで、適宜

防災知識の普及を行うものとする。 

 ・火山防災の日：8 月２６日  

・防災の日：９月１日 

・防災とボランティアの日：１月１７日 

 

９．防災相談 
町及び各防災関係機関は、住民に対する防災知識の普及活動の一環として、菊陽町防

災士連絡協議会との連携を図り防災相談体制を整え、住民からの相談に随時、適切に対

応するものとする。  
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第 10 節 地域防災力強化 
 

町民は、「自らの身の安全は自らが守る」という防災の基本に基づき、平常時から災害

への備えを心がけるとともに、自治会や自主防災組織等における地域活動を通じて、地域

の防災活動に積極的に参加するなどコミュニティづくりを進め、地域一体となった防災・

減災体制の構築に努める。 

町は、地域における消防防災の中核として重要な役割を果たす消防団の充実強化に向け

て、大規模災害等に備えた消防団の車両・資機材・拠点施設の充実、処遇の改善、必要な

資格の取得など実践的な教育訓練体制の充実、青年層・女性層を始めとした団員の入団促

進等に取り組むものとし、地域住民と消防団員の交流等を通じ、消防団員がやりがいを持

って活動できる環境づくりを進めるよう努めるものとする。 

また、町及び県は、地域における自助・共助の推進について、大雨や台風などの災害に

備え、住民一人ひとりがあらかじめ災害時の避難行動を時系列にまとめる「マイタイムラ

イン（一人ひとりの防災行動計画）」の普及を始めとして町民や事業者に対して啓発を行

うとともに、自助・共助の取組が適切かつ継続的に実施されるよう地震・水害・土砂災

害・福祉・防災気象情報に関する専門家を活用し、地域防災リーダーや、率先して自ら避

難することで他の町民の避難を誘発する「率先避難者（ファーストペンギン）」の育成を

図るものとする。 
 

１．自助 

町民は、「自らの身の安全は自ら守る」、「自分でできることは自分で行う」ことが基

本であることを認識し、次に掲げる平常時の取組を進めるとともに、災害時には、早め

の避難等、命を守る行動を取るものとする。 

(1) 平常時の取組 
ア 知識等の取得 

・過去の災害の発生状況 
・気象予報警報等の種別と対策 
・防災訓練等への参加 

イ 事前の確認 

・指定緊急避難場所、指定避難所、避難路、避難方法、災害危険箇所 
・家族等との連絡方法や集合方法 
・就寝場所の安全確認 
・災害情報の入手方法 

・命を守る「マイタイムライン」の作成 
ウ 事前の備え 

・地震保険等自然災害に備えた適切な保険や共済への加入、住宅の耐震化、家具の

固定、ブロック塀の補強 
・安心メールサービス等への登録 
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・最低３日分（推奨１週間分）の食料、飲料水、生活必需品の備蓄（日常備蓄を含

む。）日常備蓄：日頃利用する食料品や生活必需品を少し多めに購入し備蓄する

方法 
・非常持ち出し品（非常食品、健康保険証、お薬手帳、着替え、懐中電灯、ラジオ

等）の準備 

※薬の服用の有無など家族の状況に応じて非常用持ち出し品を準備する。 

・自動車へのこまめな満タン給油 

 

２．共助 

町民は、「自分たちの地域は自分たちで守る」、「地域で出来ることは地域で行う」こ

とが基本であることを認識し、平常時から自治会や自主防災組織・事業所等における地

域活動を通じて、地域の防災活動に参加するなど積極的なコミュニティづくりを進める

とともに、次に掲げる平常時及び災害時の活動を行うよう努めるものとする。 

(1) 平常時の活動 
ア 防災に関する知識の普及 

イ 地域一体となった防災訓練（町と連携した訓練等）の実施 

・避難指示等の地域への情報伝達訓練 
・被害状況（安否確認含む）の把握、町への情報伝達訓練 
・避難行動要支援者等に対する避難支援訓練 
・避難所の運営訓練 
・消火訓練等 

ウ 情報の収集伝達体制の整備 

エ 火気使用設備器具等の点検 

オ 防災用資機材等の備蓄、管理及び使用方法の確認 

カ 危険箇所の点検・情報共有 

・地域の見廻り 
・地域防災ハザードマップの作成 
・避難行動要支援者の把握 
・地域内にある他組織との連携促進 

 キ 地区一時避難場所施設及び防災用備蓄倉庫の整備 

(2) 災害時の活動 
ア 地域内の被害状況等の情報収集・町への伝達 
イ 出火防止・初期消火の実施 
ウ 地域内における避難指示等の情報伝達 
エ 地域住民相互による安否確認及び避難誘導 

オ 避難行動要支援者等に対する避難支援 

カ 救出・救護活動への協力 

キ 避難所の運営 

ク 見廻り等による避難所以外の避難者の情報の把握 
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ケ 避難所における給食・給水及び物資配布等の協力 

 

３．地区防災計画作成支援 

菊陽町防災士連絡協議会と連携し、定期的にワークショップを開催して、各行政区 

の地区防災計画作成を支援する。（令和７年度末１００％を目標）作成済みの行政区に 

ついても、随時見直しを行う。 

 

４．事業所による防災活動 

(1) 事業所は、町の防災訓練や地域の自主防災活動等へ積極的に参加する等、平常時から

地域住民とコミュニケーションを図るものとする。特に、要配慮者利用施設において

は、自然災害からの避難を含む非常災害に関する具体的計画を作成するとともに、訓練

等を行うものとする。 
また、災害発生時に速やかに避難行動をとり、避難後の避難所運営の手助けを行う

等、自助・共助に基づく自発的な地域内の防災活動を行うよう努める。 

(2) 事業所は、災害時に事業所の果たす役割（従業員等の安全確保、二次災害の防止、事

業の継続、地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、災害時に業務を継続するための

事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するよう努めるものとする。 
ア 防災体制の整備 

イ 防災訓練の実施 

ウ 施設の耐震化・耐災化 

エ 復旧計画策定、災害時の各種計画の点検・見直し 

オ 電気・水道・ガス等の重要なライフラインの供給停止への対応 

カ 取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継続に必要な取組みを継続的に実施 

(4) 食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や医療機関など防災応急対策等に係る業

務に従事する事業所等は、町及び県との協定の締結や防災訓練への参加等により、防災

施策の推進に協力するよう努めるものとする。 
(5) 事業所は、豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外移動 

することがないよう、また、避難を実施する場合における混雑・混乱等を防ぐため、テ 

レワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切な 

措置を講ずるよう努めるものとする。 
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第 11 節 自主防災組織等育成 
 

災害からの被害の軽減や安全・安心を確保するためには、行政による公助はもとより、

町民一人一人の自覚に根ざした自助、身近な地域コミュニティ等による共助が重要であり、

個人や家族、地域、企業、団体等様々な主体が防災・減災のための行動をとることが必要

である。 
特に、地域住民による自主的な防災活動を行うための組織である自主防災組織や事業者、

団体等の自主的な初期防災活動が被害拡大を防止するためには極めて重要である。 

本計画は、住民の隣保協同の精神と連帯感に基づく防災組織の充実強化を図り、防災意

識の高揚及び人命の安全を確保するため、自主防災組織を編成し、大規模な地震等の災害

に備えるものである。また、自主防災組織の設立・活動の手引きとなるマニュアル等を配

布し、町内全体の組織率の向上を図る。 

 

１．自主防災組織の方針 
地震、風水害等の大規模な災害が発生した場合、通信・交通の途絶等により防災関係

機関の活動が著しく制限され、十分な活動ができないことが予想される。 

このような場合には、地域住民が協力し合い、組織的に防災活動を行うことが、住民

の生命・身体・財産を守る主要な力となり、この活動が最大限の力を発揮できる体制を

確立しておくことが、被害の軽減を図るうえで、より有効な防災対策となるものである。 

このため、地域ごとに住民自らが自主防災組織を結成し、日頃から訓練を積み重ねて

おくことが重要である。 

さらに、町民、町、県及び事業者は、地域住民により防災活動を担う組織「自主防災

組織」の結成及び活動活性化を促進する。 

(1) 町民は、自らが被害の防止・軽減を図り、「自分たちの地域は自分たちで守る」、「地域

でできることは地域で行う」を目的として、地域住民による自主防災組織づくりを積極

的に進める。 
また、町民は、平常時から、防災訓練をはじめとする自主防災組織の活動に積極的に

参加するとともに、地域の防災活動における自らの役割を自覚し、防災知識の習得に努

める。 
(2) 町は、県や消防などの関係機関と連携しながら、自主防災組織の結成を促進するとと

もに、自主防災組織の育成、強化に関して必要な支援、助言及び指導等を行うものとす

る。 
また、町は、自主防災組織と消防団や事業者等との連携体制の構築に努めるとともに、

災害時に自主防災組織と連携して地域住民の安否確認や避難行動要支援者等の避難支援、

避難所の自主運営等が円滑に行われるよう、平常時からその活動状況を把握し、地区防

災計画の作成推進や訓練等を通して連携体制を確保するものとする。 
(3) 町は、自主防災組織育成の取組みや自主防災組織と連携した防災訓練について、県と

連携し支援に努める。また、地域防災リーダー育成計画に基づき、リーダー研修会の実
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施や県が開催する自主防災組織リーダー研修会への参加促進、自主防災組織に関する啓

発活動、設立・活動の手引きとなる設立実践マニュアルの配布等を通じて自主防災組織

の活動の充実を図る。 
また、リーダー研修会や防災士養成講座等で育成した防災リーダーや防災士が、自ら

が居住する地域の自主防災組織の設立や防災教育・訓練等の防災活動の核となるよう、

町と県が連携しながら、その活用を図っていくものとする。 
(4) 多数の者が利用、従事する施設又は危険物取扱事業所等で一定規模以上の施設等にお

いては、大規模地震・津波災害時のパニックなどにより被害を増大させる危険性がある

ことから、施設従業員からなる自衛消防組織等の設置が法令で義務付けられているが、

その義務のない事業所であっても、被害軽減のため自主的な防災組織の設置に努めるも

のとする。 
 

２．地域住民等の自主防災組織 
(1) 組織の編成単位 

ア 住民が連帯感に基づいて防災活動を行うことが期待できる規模であること。 

イ 住民の基礎的な日常生活圏域としての一体性をもっている地域であること。 

(2) 組織づくり 

既存の町内会、自治会等の自治組織を自主防災組織として育成することを基本とし、

次のような方法により組織づくりをするものとする。 

ア 町内会、自治会等の自治組織の活動の一環として防災活動を組み入れることにより、

自主防災組織として育成する。 

イ 何らかの防災活動を行っている組織の活動の充実強化を図り、自主防災組織として

育成する。 

ウ 婦人団体、青年団体、ＰＴＡ等その地域で活動している組織を活用して、自主防災

組織として育成する。 

(3) 活動計画 

組織の効率的な活動を推進するため、地域の規模・様態を十分活かした具体的な活動

計画を定めるものとする。 

(4) 主な活動内容 

ア 平常時の活動 

(ア) 防災知識の普及 

(イ) 災害の未然防止のための地域巡回 

(ウ) 地域の状況（消防署や消防団、防火水槽や消火栓などの消防設備、避難場所、

危険箇所など）の把握 

(エ) 地域と一体となった防災訓練の実施・参加（町や関係団体との連携した訓練等） 

・避難指示等の地域への情報伝達訓練 

・被害状況（安否確認含む）の把握、市町村への情報伝達訓練 

・避難行動要支援者等に対する避難支援訓練 

・避難所の運営訓練 
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・消火訓練 

(オ) 情報の収集伝達体制の整備 

(カ) 火気使用設備器具等の点検 

(キ) 防災用資機材等の備蓄、管理及び使用方法の確認 

(ク) 防火水槽や消火栓などの清掃や点検 

(ケ) 危険箇所の点検・情報共有 

・地域の見廻り 

・地域防災ハザードマップの作成 

(コ) 避難行動要支援者の把握 

(サ) 隣接や同じ小学校区の町内会との連携 

(シ) 地域内にある他組織との連携促進 

イ 災害時の活動 

(ア) 地域内の被害状況等の情報収集・町への伝達、初期消火活動（消火器や消火栓

による消火活動など） 

(イ) 出火防止、初期消火の実施救出救護活動（負傷者の救護など） 

(ウ) 地域内における避難指示等の情報伝達 

(エ) 地域住民に対する安否確認及び避難誘導 

(オ) 避難行動要支援者への避難支援 

(カ) 救出・救護活動への協力 

(キ) 避難生活における避難場所、避難所の運営等 

(ク) 見廻り等による避難所以外の避難者の情報の把握 

(ケ) 避難所における給食・給水及び物資配布等の協力 

 

３．事業所の自衛消防組織等 

大規模地震発生時には、多数の者が利用・従事し、又は危険物を製造・貯蔵する施設・

事業所等では、火災の発生、危険物類の流出、爆発等により大規模な被害の発生が予想

されることから、これらの被害の未然防止・軽減を図るため、施設等の代表者や責任者

は、自衛消防組織等を結成し、あらかじめ消防・防災計画を定め、訓練を積み重ねてお

くものとする。 
また、災害時に事業者の果たすべき役割（従業員・来客者等の安全確保、二次災害の

防止、地域貢献等）を十分に認識し、事業所は、大規模災害時に被害を最小限に食い止

め、重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、ＢＣＰの継続的な運

用・見直しを行う事業継続マネジメント（ＢＣＭ）を構築するよう努めるものとする。 
特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者など災害応急対策等に係る業務に

従事する事業所は、町が実施する事業所との協定の締結や防災訓練の実施等の防災施策

の実施に協力するよう努めるものとする。 
(1) 事業所に対する指導 

事業所の自衛消防組織等の設置について、法令に基づき指導する責任を有する関係機

関は、所管事業所の指導を徹底するものとする。また、町・消防機関及び関係機関は、
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法令により自衛消防組織等の設置が義務付けられていない事業所に対しても、自主的な

防災組織の必要性を説き、代表者や責任者の理解・協力を得て、防災組織の育成・強化

を図るものとする。 
なお、町及び県は、事業所に対して地域コミュニティの一員として、地域の防災訓練

等に積極的に参加するよう呼びかけるものとする。 
(2) 対象施設 

ア 中高層建築物、劇場、百貨店、旅館、ホテル、学校、病院等多数の者が利用し、又は

出入りする施設 

イ 石油類の危険物、高圧ガス、火薬類、毒劇物等を貯蔵し、又は取り扱う製造所、貯

蔵所及び取扱所 

ウ 多数の従業員がいる事業所等で自衛消防組織等を設置し、災害防止にあたることが

効果的である施設 

エ 雑居ビルのような同一施設内に複数の事業所があり、協同して自衛消防組織を設置

することが必要な施設 

(3) 組織づくり及び活動計画の策定 
組織の効率的な活動を推進するため、それぞれの施設において適切な規約等を作成し、

事業所の規模、形態により実態に応じた組織づくり及び具体的な活動計画の策定を行う

ものとする。 
(4) 主な活動内容 
ア 平常時の活動 

（ア）防災訓練の実施 
（イ）施設及び設備等の点検整備 
（ウ）従業員等の防災に関する教育の実施等 
イ 災害時の活動 

（ア）従業員等の安否確認 
（イ）情報の収集伝達 
（ウ）出火防止、初期消火の実施 
（エ）避難誘導 
（オ）救出・救護の実施及び協力 
（カ）避難生活における避難場所、避難所の運営協力等 

 

４．地域防災リーダー育成 
自主防災組織の活動を活発化し、災害発生時の「自助」「共助」による「減災」を強力

に推進するため、次の項目を通じて自主防災組織の構成員の防災に対する知識や技術を

向上させ、地域防災リーダーとして育成する。特に、合志市、菊池市、及び大津町の近

隣市町と連携して取り組む防災士養成講座への参加促進により防災士の育成を強化する。 

(1) リーダー研修会の実施 

(2) 火の国ぼうさい塾への参加促進 

(3) 総合防災訓練等への参加 

(4) 防災士養成講座による防災士の育成強化 
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第 12 節 防災訓練 
 

町及び防災関係機関は、地域防災計画、防災業務計画等の習熟、関係機関の連携体制の

強化、住民の防災意識の高揚を図ることを目的に、関係機関の参加と住民その他関係団体

の協働により、大規模災害を想定した訓練を実施するよう努める。また、県及び町は、様々

な複合災害（同時又は連続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複合化することに

より、被害が深刻化し、災害応急対応が困難になる事象）を想定した図上訓練を行い、そ

の結果を踏まえ災害毎の対応計画の見直しにも努めるものとする。 

 

１．総合防災訓練 
町は、各防災関係機関や地域住民との協働により総合防災訓練を実施し、町単独実施

が困難な場合は近隣市町と合同での訓練を実施するなど、定期的に実施するものとする。 

(1) 目的 

災害発生時には、家屋倒壊やがけ崩れ、増水による孤立等からの救出・救護、住民の

避難・消火活動、通信や交通網の寸断等による混乱に対し、各種の対策が同時に要求さ

れる。 

このような特性から、総合防災訓練は風水害とともに大規模地震を想定した訓練とし

て実施し、それにより各防災関係機関の職員の能力向上、各防災関係機関相互及び各防

災関係機関と住民等との連携強化、さらには住民の防災意識の高揚を図る。 

訓練に当たっては、国からの応援や広域応援を想定した実践的な訓練に努める。 

(2) 訓練計画 

各防災関係機関は、自主防災組織、民間企業、ボランティア団体及び地域住民等の協

働により、開催地の地域特性等に応じた各種の個別訓練を有機的に連携した総合的な訓

練を実施するものとする。訓練の内容は概ね次のとおりとする。 

ア 情報収集伝達、避難指示発令 

イ 安否確認、避難誘導 

ウ 避難誘導 

エ 災害警備 

オ 救出・救助 

カ 医療救護 

キ 消防 

ク 水防 

ケ 道路警戒 

コ 防疫 

 

２．広域防災訓練 
町は、相互応援協定に基づく広域的な応援を迅速かつ的確に実行できるようにするた

め、相互応援に関する広域防災訓練の実施に努めるものとする。 
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３．防災関係機関の個別防災訓練 
大規模災害発生時の活動の要となる防災関係機関については、その処理すべき事務又

は業務を的確・迅速に処理することが要求されるため、個別に訓練を繰り返し実施する

必要がある。 
このため、町及び県をはじめとする各防災関係機関は、単独又は共同で次の個別防災

訓練を繰り返し実施し、各機関の災害対応能力の向上を図るものとする。 

(1) 参集（非常呼集）訓練 

(2) 災害対策本部・地方災害対策本部等設置訓練 

(3) 情報収集伝達（通信）訓練 

(4) 水防訓練 

(5) 消防訓練 

(6) 避難（誘導）訓練（ペット同行避難訓練を含む。） 

(7) 救出・救護訓練 

(8) 輸送訓練 
(9) 安否確認及び避難所運営訓練 

(10) その他必要な訓練 

 

４．訓練の時期・場所等 

(1) 訓練の時期 
「防災週間」、「津波防災の日」及び「防災とボランティア週間」等啓発効果を含め

て最も訓練効果のある時期を選んで積極的かつ継続的に実施するものとする。 
(2) 訓練の場所 

訓練の内容・規模により、最も訓練効果をあげ得る場所を選び実施するものとする。 
(3) 訓練の実施・指導等 

町は、地域の災害リスクに基づいた定期的な防災訓練を、昼間・夜間等様々な条件

に配慮し、居住地、職場、学校等においてきめ細かく定期的に行うよう努め、住民の

地震発生時の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟を図るものとする。 

また、感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備え、感染症対策に配慮

した避難所開設・運営訓練を積極的に実施するものとする。 
(4) 訓練の工夫 

防災訓練の実施に当たり、町及び県は、訓練のシナリオに緊急地震速報を取り入れ

るなど、地震発生時の対応行動の習熟を図るよう努めることとする。 
(5) 訓練実施における要配慮者等への配慮 

防災訓練を実施する際は、高齢者、障がい者、外国人、乳幼児等要配慮者に十分配

慮するとともに、男女共同参画など多様な視点にも配慮するよう努めるものとする。 
(6) 訓練の検証 

防災訓練の実施後は、訓練結果の事後評価を通して課題を明らかにし、その改善を

行うとともに、次回以降の訓練に反映させるように努めるものとする。 
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第 13 節 物資・資機材整備・調達 
 

被災者の応急救助対策の迅速かつ的確な実施に資するために、災害発生直後に必要とな

る物資・資機材の整備、調達体制について定める。 

町及び県は、大規模災害が発生し、物資や資機材の調達、輸送が平常時のように実施で

きない場合に備え、初期の対応に必要な物資や資機材を整備するとともに、調達に必要な

体制の整備に努めるものとする。 

 

１．基本方針 

(1) 災害発生から数日間は、小売店等からの生活必需物資の調達や被災地域外からの支援

が困難になる可能性があることから、それぞれにおいて必要となる物資の備蓄を行うと

ともに、調達先や輸送手段の把握・確保など必要な対策を講じるものとする。 

(2) 町は、住民・事業者が、平常時から最低３日間（推奨１週間分）の食料、飲料水、生

活必需物資を備蓄するよう啓発するものとする。 

(3) 町は、住民の備蓄を補完するため、物資の性質及び地域要因等を考慮し、分散備蓄に

配慮するとともに、備蓄物資の整備・充実に努めるものとする。 

(4) 町は、物資の調達供給体制の確保のため、あらかじめ、他自治体・民間事業者との協

定の締結や輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設を把握しておくなど協

力体制を構築し、民間事業者のノウハウや能力等を活用するものとする。また、協定の

締結などの連携強化に当たっては、実効性の確保に留意するものとする。 

(5) 町及び県、その他防災関係機関は、災害時における業務継続の観点から、それぞれの

災害対策要員向けの食料、飲料水等の備蓄に努めるものとする。また、備蓄物資が不足

する場合に備えて、他市町村、事業所等との協定締結等により、調達体制の確保に努め

ることとする。 

(6) 町は、地域の地理的条件や過去の災害等を踏まえ、必要とされる食料、飲料水、生活

必需品その他の物資についてあらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備し、それら必要な

物資の供給のための計画を定めておくとともに、物資調達・輸送調整等支援システムを

活用し、あらかじめ備蓄物資や物資拠点の登録に努めるものとする。 

(7) 町は、交通の途絶等により地域が孤立した場合でも食料・飲料水等の救援物資の緊急

輸送が可能となるよう、協力協定等により無人航空機等の輸送手段の確保に努めるもの

とする。 

 

２．非常用食料及び生活必需品の確保 
町は、住民・事業者が、平常時から最低３日間（推奨１週間分）の食料、飲料水、生活 

必需物資を備蓄するよう啓発するものとする。 

(1) 各家庭による備蓄 

災害発生後には食料品等の確保、供給が困難と予想されるため、日頃から災害に備え

て各家庭で３日分（推奨１週間分）相当の食料等を備蓄するよう町民への啓発を行う。 
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(2) 町備蓄倉庫での備蓄 

基本８品目を重視し、食料については、最大想定避難者数（８０００人）相当を目標

として計画的な整備に努め、備蓄物資の中で賞味期限・耐用年数のあるものについては、

適宜入替え若しくは点検整備を実施して、品質管理及び機能の維持に努める。外国人の

増加を踏まえハラール対応製品等についても今後拡充する。 

また、各避難所等の備蓄場所の増加を検討する。 

ア 主な備蓄品の現況（計画） 

備蓄場所、品目及び数量については、下記災害備蓄物資整備計画に示すとおり。 

イ 通常の備蓄 

被災者に対する食料等は「アルファ米」、「レトルト食品」等の長期保存可能な物と

し、生活必需品は「毛布」「災害用ポータブルトイレ」等の備蓄を推進するとともに物

資の充実に努める。 

ウ 要配慮者用の備蓄 

高齢者や乳幼児等の要配慮者に配慮した備蓄として、「お粥」「液体ミルク」「紙おむ

つ（大人用含む）」「哺乳瓶」等を整備する。 

(3) 食物アレルギーを有する者への対応 

  避難所における食物アレルギーを有する者のニーズの把握やアセスメントの実施、食 

物アレルギーに配慮した食料の確保等に努める。 

 

３．災害備蓄物資整備計画 

(1) 備蓄倉庫（町内に６箇所） 
①防災センター 

②光の森防災備蓄棟 

③役場北防災用地 

④三里木町民センター敷地内 

⑤光の森町民センター敷地内 

⑥菊陽町総合体育館 

(2) 災害備蓄物資 
 ア 非常用食料等 (R7.4.1 現在) 

区分 
R6 年度 

現在数 

R7 年度 

計画 

R8 年度 

計画 

R9 年度 

計画 

R10 年度 

計画 

米食 10,710 食 11,500 食 11,500 食 14,900 食 14,900 食 

 期限切れ △710 食 △3,800 食 △100 食 △2,550 食 △500 食 

追加購入 1,500 食 3,800 食 3,500 食 2,550 食 3,000 食 

年度末備蓄数 11,500 食 11,500 食 14,900 食 14,900 食 17,400 食 

パン 720 食 730 食 2,450 食 4,300 食 6,800 食 

 期限切れ △210 食 △0 食 △720 食 △0 食 △0 食 

追加購入 220 食 1,720 食 2,570 食 2,500 食 3,000 食 

年度末備蓄数 730 食 2,450 食 4,300 食 6,800 食 9,800 食 
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乾パン 720 食 720 食 0 食 0 食 0 食 

 期限切れ △0 食 △720 食 0 食 0 食 0 食 

追加購入 720 食 0 食 0 食 0 食 0 食 

年度末備蓄数 720 食 0 食 0 食 0 食 0 食 

カロリーメイトロングライフ 2,220 食 2,220 食 2,220 食 3,420 食 4,260 食 

 期限切れ △960 食 △1,260 食 △0 食 △960 食 △960 食 

追加購入 960 食 1,260 食 1,200 食 1,800 食 1,800 食 

年度末備蓄数 2,220 食 2,220 食 3,420 食 4,260 食 5,100 食 

その他（リッツ等） 360 食 288 食 288 食 288 食 288 食 

 期限切れ △72 食 △0 食 △0 食 △0 食 △0 食 

追加購入 0 食 0 食 0 食 0 食 0 食 

年度末備蓄数 288 食 288 食 288 食 288 食 288 食 

総合計 15,458 食 16,458 食 22,908 食 26,248 食 32,588 食 

※熊本地震時の最大避難者数８０００人を最大避難者数として想定する。 

８,０００人×２食×２日＝３２，０００食を目標に備蓄数を拡充する。 

※ある年度に偏って賞味期限を迎えることのないよう、年度ごとの購入をできるだけ平準

化して備蓄することとする。 
 

区分 
R6 年度 

現在数 

R7 年度 

計画 

R8 年度 

計画 

R9 年度 

計画 

R10 年度 

計画 

液体ミルク 48 食 48 食 48 食 72 食 96 食 

 期限切れ △48 食 △48 食 △48 食 △72 食 △96 食 

追加購入 48 食 48 食 72 食 96 食 120 食 

年度末備蓄数 48 食 48 食 72 食 96 食 120 食 

 

イ マンホールトイレ 

   現在、６ヶ所の緊急避難場所・指定避難所（光の森防災広場、菊陽町民グランド、 

鼻ぐり井手公園、杉並木公園、菊陽町総合体育館、ふれあいの森公園）に設置、今後 

各小中学校、東部町民センター、三里木町民センター、福祉センター、ふれあい交流

福祉センターに災害用マンホールトイレを逐次整備する。 

年 R7 年度 R8 年度計画 R9 年度計画 R10 年度計画 

設 計  ６箇所   

工 事 ３箇所 ３箇所 ３箇所 ３箇所 

ウ 基本８品目 
 

  

  

 

 

 

毛 布 災害用簡易トイレ等 オムツ 生理用品 ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ 

2,946 枚 2,752 個 
小児用 696 枚 

大人用 184 枚 
６００枚 

ローリングスト

ックにより確保 
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エ その他生活必需品 

区分 
R6 年度 

現在数 

R7 年度 

計画 

R8 年度 

計画 

R9 年度 

計画 

R10 年度 

計画 

段ボールパーティション 1,100 枚 1,100 枚 1,100 枚 1,600 枚 2,300 枚 

 追加購入 0 枚 0 枚 500 枚 700 枚 700 枚 

年度末備蓄数 1,100 枚 1,100 枚 1,600 枚 2,300 枚 3,000 枚 

その他パーティション 20 個 20 個 20 個 30 個 50 個 

 追加購入 0 個 0 個 10 個 20 個 20 個 

年度末備蓄数 20 個 20 個 30 個 50 個 70 個 

段ボールベッド 40 個 40 個 40 個 70 個 120 個 

 追加購入 0 個 0 個 30 個 50 個 80 個 

年度末備蓄数 40 個 40 個 70 個 120 個 200 個 

その他ベッド 120 個 120 個 120 個 140 個 170 個 

 追加購入 0 個 0 個 20 個 30 個 30 個 

年度末備蓄数 120 個 120 個 140 個 170 個 200 個 

 

(3) 指定福祉避難所 

ア 備蓄倉庫 

菊陽町福祉センター駐車場敷地内 

イ 災害備蓄物資                             

               (R7.4.1 現在) 

区 分 現在数 区 分 現在数 

ポータブルトイレ 14 台 二つ折り担架 7 台 

簡易ベッド 35 台 ホスピタマットレス 284 組 

車いす 4 台 毛布 355 枚 

消臭スクリーン 36 台 訓練用ベスト 100 枚 

 

(4) 流通業者からの確保 

災害時における食料及び生活必需品の確保、供給及び輸送などに関する協定を、卸・

小売業者・運送業者等と締結し、その安定確保に努める（第２章第２節「応援体制の整

備」参照）。 

 

４．防災資機材の整備充実 
(1) 防災関係機関は、各機関において所掌する災害応急対策の効果的実施のため、必要に

応じ次の災害用資機材の整備充実に努めるものとする。 その際、車両や資機材を小型・

軽量化するなど、被災現場等の道路状況が悪い場合等も想定し救助用資機材の整備に留

意する。  

(2) 備蓄倉庫に備えるべき防災資機材 

ア  救出救助用資機材 
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ジャッキ、大バール、のこぎり、斧、両口ハンマー、トビ、ボルトクリッパー等 

イ その他整備しておくとよい資機材 
   照明用資機材、災害対策用特殊車両、交通対策用資機材、情報収集資機材、その他

後方支援用等必要な資機材 
 

５．飲料水確保計画 
(1) 応急給水 

町は、大津菊陽水道企業団と協力して、大規模災害による上水道の断水に備え、断水

世帯に対する給水体制を整備することとする。 

また、飲料水取扱企業との協定により、災害対応型自販機の設置等飲料水の確保に努

める。 

(2) 飲料水以外の生活用水の確保 

町、県及び関係機関は、上水道の断水に備えて、地下水採取者の協力を得て、断水時

に地域住民の生活用水を確保する体制の整備に努めるものとする。 

(3) 町の整備状況 

被災者に対する飲料水を確保するため、光の森町民センター駐車場及び、光の森防災

広場に耐震性貯水槽を設置した。今後も、熊本地震での経験を踏まえ、地域の避難拠点

に飲料水兼用耐震性貯水槽の整備を進める。 

また、大津菊陽水道企業団では、ペットボトルによる水の備蓄や、災害用給水袋、ス

テンレス製給水タンクなどの非常用設備を備蓄し、災害に備えている。 

なお、給水計画については、第３章第 18 節給水に定めるところによるものとする。 

(4) 大津菊陽水道企業団と連携を図り、断水時の給水場所について検討する。 

 

６．その他の応急対策用資機材の確保 
災害時における救出救助活動等の応急対策活動を迅速かつ適切に行うため、燃料、発

電機、建設機械などの応急・復旧活動時に有用な資機材の確保について、防災関係機関

や民間事業者との連携に努めるものとする。 

 

７．町民及び事業所の物資対策 
(1) 町民の努力 

ア 緊急時に携行できる非常用持ち出し品の準備に努める。 

イ 各家庭において、家族の３日分（推奨１週間分）程度の物資等の備蓄に努める。 

ウ 食物アレルギー等、食事に特別な配慮の必要な者は、平常時から３日分（推奨１週

間分）程度の物資等を自ら確保するよう努める。 

エ その他災害時に必要な物資を事前に用意するよう努める。 

(2) 事業所の努力 

ア 長距離通勤・通学者で災害時に帰宅が困難になる者に備え、必要となる物資等の備

蓄に努める。 

イ 事業所は、災害時でも業務の継続に必要な人員分の物資等の備蓄に努める。 
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ウ 福祉施設・病院等は入居者、入院患者等が必要とする物資等の確保に努める。 

表 物資の例 

食料品 
水、アルファ米、乾パン、レトルト食品、アレルギー対応食品、離乳食、

お菓子など 

生活必需品 
トイレットペーパー、ティッシュペーパー、着替え、生理用品、粉ミルク、

液体ミルク、哺乳瓶、紙オムツ、毛布、常備薬 など 

あると 便利

なもの 
ラジオ、懐中電灯、乾電池、モバイルバッテリー、携帯トイレ など 

 

８．燃料備蓄 

町、県及び関係機関は、支援物資供給、救急医療、道路・港湾等ライフラインの復旧

等に必要な燃料（ガソリン、重油、軽油、灯油、ガス等）について、備蓄に取り組むもの

とする。 

また、備蓄燃料が不足する事態に備えて、石油連盟及び石油商業組合等と燃料供給に

関する協定等を締結するとともに訓練等により連携体制を構築し、災害時の円滑な燃料

供給体制の構築に努めるものとする。 

 

９．物資の管理・輸送等 

町は、物資を避難所等へ輸送し、避難者へ供給するため、平常時から物資の管理・配

送等に適した物資集積拠点を複数選定しておくとともに、大量の物資の仕分けや避難所

への輸送等につき、地域特性に応じて、あらかじめ協定を締結した物流事業者、消防団、

自治会、自主防災組織等と連携するなど体制整備に努めるものとする。 
また、町及び県は、物資の供給に関するマニュアルの策定、国が構築する物資の調達

や輸送に関するシステム等に関する研修などを行い、効率的にニーズの把握や物資の輸

送を図るものとする。 
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第 14 節 避難収容 
 

災害対策基本法第 49 条の４第１項の規定に基づき町長が定める指定緊急避難場所及び

指定避難所等は次のとおりとし、町長は、必要に応じて随時指定するものとする。ただし、

避難所等の利用計画や開設については災害の種類・規模・被害が発生した場所等により異

なり、第３章第 12 節「避難収容対策」に定めるとおりとする。 

なお、避難所を開設した場合は、防災行政無線やインターネット（町ホームページ、き

くよう安心メール、ＳＮＳなど）等により迅速に町民に周知する。 

 

１．緊急避難場所・避難所、避難路の整備及び選定 

(1) 指定緊急避難場所 

指定緊急避難場所は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において

円滑かつ迅速に避難するための場所である。身の安全を確保するため発災時に一時的に

避難する場所であり、グラウンドや公園など建物が近くにない場所が望ましい。 

町は、災害種別に応じて、災害及びその二次災害のおそれのない場所にある施設又は

構造上安全な施設を指定するものとする。指定した指定緊急避難場所については、災害

の危険が切迫した緊急時において、施設の開放を行う担当者をあらかじめ定める等管理

体制を整備しておくものとする。 

町は、災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を得て、指定緊急避難

場所を近隣市町村に設けるものとする。 

なお、指定緊急避難場所の指定に当たっては、「指定緊急避難場所の指定に関する手引

き」（平成 29 年 3 月）を参考とするものとする。 

また、案内標識誘導の看板等を設置し、平常時から防災訓練等を実施することなどに

より住民に周知を図り、速やかな避難ができる体制を整備しておくものとする。なお、

避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づく災害種別一般図

記号を使用して、どの災害に対応した避難場所であるかを明示するよう努めるものとす

る。 
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 【参考 JIS 災害種別誘導標識システムに用いる図記号等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「災害種別避難誘導標識システム」 JIS Z 9098 防災標識ガイドブック 

一般社団法人日本標識工業会 
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(2) 指定避難所 

指定避難所は、災害が発生した場合において、避難のための立退きを行った者や災害

が発生した場所に一時的に滞在していた者、又は自ら居住の場所を確保することが困難

となった住民を一時的に滞在させるための施設である。開設の期間は、発災の日から１

週間を目途としている。 

町は、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者等を

受け入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって、想定される災害による

影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指定し、

平常時から場所、収容人数、家庭小動物の受け入れ方法等について、住民への周知徹底

を図る。なお、主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配

慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられ、相談等の支援を受けることができ

る体制が整備されているもの等を指定するものとする。さらに、感染症対策について、

患者が発生した場合の対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携

して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて検討するよう努めるものとす

る。 
また、町は、学校を避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であること

に配慮するものとする。なお、避難所としての機能は応急的なものであることを認識の

上、避難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員会等の関係部局や地域住

民等の関係者と調整を図るものとする。 

さらに、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難の用にも供

することについても定めるなど、他の市町村からの避難者を受け入れることができる施

設等をあらかじめ決定しておくよう努めるものとする。 
(3) 指定福祉避難所 

指定福祉避難所は、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、傷病者、難病患者、医療的ケ

アを必要とする者等（要配慮者）を滞在させることが想定される避難所である。要配慮

者が円滑に利用でき、要配慮者の相談や助言などを受けることができる体制を整備して

おくことが必要とされる。また、あらかじめ、社会福祉施設、デイサービスセンター等

の通所施設や旅館、ホテル等の宿泊施設と協定を締結するなどして、要配慮者の特性に

応じた専用の避難所（福祉避難所）の指定を進める。特に、医療的ケアを必要とする者

に対しては、人工呼吸器や吸引器等の医療機器の電源の確保等の必要な配慮を行うとと

もに、要配慮者に対して円滑な情報伝達ができるよう、多様な情報伝達手段の確保に努

めるものとする。 

(4) 協定一時避難所 

町は、公共施設の配置上、指定緊急避難場所及び指定避難所の指定が難しい地域にお

いて、町内の民間事業所等との協定により、当該地域住民が大規模災害時に身の安全を

守るため一時的に避難する場所として利用できる施設を「協定一時避難所」として提供

してもらえるよう努めるものとする。 

協定一時避難所の開設期間は、大規模災害発生後１週間以内を目途とし、なお避難の

必要がある場合は、町は、避難者を指定避難所へ移動させるものとする。 
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表 指定緊急避難場所及び指定避難所 

番

号 
所在校区等 避難場所及び避難所名 

異常な現象の種類 収容可能人数 

洪水 崖崩等 地震 その他 屋内 屋外 

1 菊陽南小学校

区 

菊陽南小学校 ○ ○ ○ ○ 200 1,000 

2 南部町民センター ○ ○ ○ ○ 90 - 

3 

菊陽中部小学

校区 

菊陽中部小学校 ○ ○ ○ ○ 300 1,600 

4 町民体育館 ○ ○ ○ ○ 330 - 

5 菊陽中学校 ○ ○ ○ ○ 630 3,700 

6 東部町民センター ○ ○ ○ ○ 90 - 

7 上津久礼公民館  ○ ○ ○ 130 - 

8 下津久礼公民館   ○ ○ 70 - 

9 菊陽北小学校

区 

菊陽北小学校  ○ ○ ○ 220 1,000 

10 ふれあいの森研修センター  ○ ○ ○ 40 - 

11 菊陽西小学校

区 

菊陽西小学校 ○ ○ ○ ○ 330 2,700 

12 三里木町民センター ○ ○ ○ ○ 90 - 

13 

武蔵ケ丘小学

校区 

武蔵ケ丘小学校 ○ ○ ○ ○ 330 1,400 

14 武蔵ケ丘中学校 ○ ○ ○ ○ 450 2,100 

15 
武蔵ケ丘コミュニティセンター

及び武蔵ヶ丘中学校武道場 
○ ○ ○ ○ 210 - 

16 
光の森町民センター

（体育館） 
○ ○ ○ ○ 280 - 

17 武蔵ケ丘北小

学校区 

武蔵ケ丘北小学校 ○ ○ ○ ○ 280 1,000 

18 西部町民センター ○ ○ ○ ○ 70 - 

19 町内全域 菊陽町総合体育館 〇 〇 〇 〇 850 1,050 

 

 

表 指定緊急避難場所 

番

号 
所在校区 避難場所 

異常な現象の種類 収容可能人数 

洪水 崖崩等 地震 その他 屋内 屋外 

1 

町内全域 

町民グラウンド ○ ○ ○ ○ - 4,500 

2 菊陽杉並木公園 ○ ○ ○ ○ - 8,000 

3 
菊陽町光の森防災 

広場・多目的広場 
○ ○ ○ ○ - 6,000 

4 ふれあいの森公園  ○ ○ ○ - 2,600 

5 鼻ぐり井手公園 ○ ○ ○ ○ - 2,600 

6 菊陽町防災センター 〇 〇 〇 〇 65 - 

表 指定福祉避難所 



67 

 

種別 番号 施設名 収容可能人数 

町立福祉避難所 

1 福祉センター 70 

2 ふれあい交流・福祉支援センター 50 

3 総合交流ターミナル さんふれあ 105 

4 図書館ホール 100 

5 光の森町民センター（地域センター） 75 

協定福祉避難所 

1 特別養護老人ホーム きほう苑 15 

2 老人保健施設 サンライズヒル 40 

3 障害者施設 第２熊本菊陽学園 100 

4 障害者施設 就労サポートセンター 菊陽苑 80 

合計 635 

 

表 協定一時避難所 

番号 主な対象地域 施設名 収容可能人員 

1 
にじの森、花立、 

南花立、向陽台 
創価学会熊本平和会館 264 

合計 264 

 

(5) 避難路 
ア 避難路の整備計画 

町及び県は、指定緊急避難場所等に通じ、避難者の迅速かつ安全な避難行動を確保

するために必要な構造を有する道路、緑地又は緑道の整備及び案内標識、誘導標識等

の整備に努めるものとする。 

イ 災害発生時に安全な避難路の選定 

町は、指定緊急避難場所の指定に併せて、地域の特性等に応じてあらかじめ避難路

を選定、整備するものとする。 
また、避難者の迅速かつ安全な避難行動がとれるよう案内標識、誘導標識等も併せ

て整備するものとする。 
(6) 避難所の環境整備等 

町は、指定避難所となる施設について、あらかじめ避難所内の空間配置図、レイアウ

ト図などの施設の利用計画を作成するよう努めるものとし、併せて避難所を円滑に運

営するための備品（再生可能エネルギー等の代替エネルギーシステム、非常用電源、

ガス設備、防災行政無線、衛星携帯電話・衛星通信を活用したインターネット機器等

の通信機器等）の整備や必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大に努める。また、パ

ーティションや段ボールベッド、仮設トイレ、感染症対策に必要な物資の備蓄に留ま

らず、生活の質、利便性の向上のため順次特設公衆電話及び公衆無線ＬＡＮ等を整備

する。備品等の調達に当たっては、要配慮者、女性、子どもにも配慮するものとす

る。さらに、必要に応じ、井戸、給水タンク、空調設備、照明、洋式トイレ及びマン

ホールトイレ等避難生活の環境を良好に保つための設備の整備に努めるものとする。 
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  （指定避難所と指定している小中学校体育館で空調設備は、現在菊陽中体育館のみ導  

入している。令和７年度は武蔵ヶ丘中体育館、令和８年度には同武道場を各々整備

予定。今後順次拡充する。） 
また、指定避難所の近傍で備蓄施設を確保し、食料、水、マスク、消毒液、毛布等 

  避難生活に必要な物資等の備蓄に努めるものとする。 

(7) 行政区への支援 
町は、行政区が、災害時における共助のため、行政区内の避難場所や物資の不足を補 

う目的で地区一時避難場所施設及び防災用備蓄倉庫を整備しようとするときは、その支 

援を行うよう努める。 

また、行政区が、在宅避難者の支援拠点等行政区民のために利用している地区公民館

の耐震化を進めようとするときは、その支援を行うよう努める。 

(8) 都市農地の避難場所等への活用 

  町は、都市農地を避難場所等として活用できるよう、都市農業者や関係団体との協定

の締結や当該農地における防災訓練の実施等に努めるものとする。 

 

２．避難指示等の発令の判断基準の整理 

町は、避難指示等（高齢者等避難、避難指示及び緊急安全確保を総称する）を適切な

タイミングで必要な地域に発令できるように、あらかじめ発令の判断基準を定めておく

ものとする。 
そのため、避難指示等の発令・伝達に関し、災害緊急時にどのような状況において、

どのような対象区域の住民に対して避難指示等を発令するべきか等の判断基準（具体的

な考え方）について、「避難情報に関するガイドライン」（令和３年５月）を参考にマニ

ュアルを整備し、空振りをおそれず躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から

災害における優先すべき業務を絞り込み、当該業務を遂行するための役割を分担するな

ど、全庁を挙げた体制の構築に努めるものとする。 
また、平常時から災害発生時を想定した避難シミュレーション訓練を行うなど、発令

の判断基準等が適切かどうか確認を行うものとする。 
判断にあたっては、避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていたほうが安全な

場合等やむを得ないときは、「緊急安全確保」を講ずべきことにも留意する。 

町は、避難指示又は緊急安全確保を発令する際に、国又は県に必要な助言を求めるこ

とができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有

を徹底しておくなど、必要な準備を整えておくものとする。 

 

３．避難誘導の事前措置 

(1) 避難誘導等の警戒避難体制の整備 

町は、避難指示等の発令区域・タイミング、指定緊急避難場所、避難経路等の住民の

避難誘導等警戒避難体制をあらかじめ計画するものとする。その際、水害と土砂災害、

複数河川の氾濫、台風、地震の同時発生等、複合的な災害が発生することを考慮するよ

う努めるものとする。 
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(2) 情報伝達手段の整備 

町は、防災行政無線（戸別受信機を含む。）の整備や、ＩＰ通信網、ケーブルテレビ網 

等の活用を図り、災害情報を被災者等へ速やかに伝達する手段の確保に努めるとともに、

定期的な訓練等を通じた平常時からの連携体制の構築を図る。 

(3) 指定緊急避難場所等の周知徹底 
町は、大規模災害発生時に的確な避難行動ができるように、平常時から次の事項につ

いて住民に対する周知徹底に努めるものとする。 

（ア） 指定緊急避難場所、指定避難所の名称及び場所 
（イ） 指定緊急避難場所、指定避難所への経路 
（ウ） 避難指示等の伝達方法 
（エ） 避難後の心構え 

また、指定緊急避難場所は、災害種別に応じて指定がなされていることや避難の際に

は発生するおそれのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選定すべきであ

ること、指定緊急避難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害に

おいては当該施設に避難することが不適当である場合があること等についても周知徹底

に努めるものとする。 

なお、住民に対する周知徹底に当たって、防災マップ・浸水ハザードマップの作成、

案内標識、誘導標識等の設置、講習会等を行うものとする。 
(4) 広域避難及び被災者の運送 

町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方公共団体との

広域一時滞在に係る応援協定の締結や、被災者の運送が円滑に実施されるよう運送事業

者等との協定の締結など、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよ

う努めるとともに、災害発生のおそれ段階であっても、必要と認めるときは、広域避難

を検討の上、実施するものとする。 

また、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、関係機関と連携して実

践型の防災訓練を実施するよう努めるものとする。 
(5) 多数の者が出入りする施設における対策 

病院、工場、事業所、デパート、駅等多数の者が出入りする施設の設置者又は管理者

は、当該施設内にいる者の避難を迅速かつ安全に行うため、具体的な避難計画を策定し、

町長、消防機関、警察等と綿密な連絡をとり、災害時に対処する体制を常に確立してお

くものとする。 
(6) 児童生徒等の対策 

町は、学校等が保護者との間で、災害発生時における児童生徒等の保護者への引渡し

に関するルールを、あらかじめ定めるよう促すものとする。 
また、町は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難等のため、災害発生時に

おける幼稚園・保育所等の施設、市町村間及び県の相互連絡・連携体制の構築に努めるも

のとする。 
(7) 指定避難所以外の施設における対策 

指定避難所以外の施設の管理者は、大規模災害時には、多くの住民が避難してくるこ
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とを想定し、施設の安全性の確認方法及び避難者への対応方針等についてあらかじめ備

え、訓練することとする。また、町担当部局等や近隣の指定避難所等を把握しておくも

のとする。 
 

４．速やかな避難所開設のための体制構築 

町は、自治会、自主防災組織、防災士等の協力を得て平素から各避難所毎準備員会を

設置し、速やかな避難所開設のための体制を構築する。複数開錠者の事前指定や施設開

錠者等との避難所のレイアウト等を作成するなど、避難指示等発令後速やかに避難所開

設を行うための体制構築を図るものとする。 
町は、指定管理施設を指定避難所とする場合には、指定管理者との間で、あらかじめ

避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。 
また、避難所開設チェックリストや避難者開設報告書等の事前準備も進めておくもの

とする。 
 

５．避難所運営マニュアルの作成等 

町は、災害時に設置される避難所について、要配慮者への支援、プライバシーの確保、

男女共同参画、感染症予防・まん延防止、食中毒発生予防及びペット同行など多様な視

点に配慮した避難所運営マニュアルや体調・栄養管理ができる医療関係者の配置計画・

巡回基準等をあらかじめ作成するよう努め、関係者への周知を図るものとする。 
また、消防団のほか、自治会、自主防災組織等の住民組織、防災士、ＮＰＯ、ボラン

ティア、社会福祉協議会等と連携の上、避難所開設・運営訓練を実施するなどして、外

国人対応も含め、避難所運営マニュアル等の点検や見直しを行うとともに、町及び各指

定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために専門家等と

の定期的な情報交換や避難生活支援に関する知見やノウハウを有する地域の人材の確

保・育成に努めるものとする。 
マニュアル作成にあたっては、県が整備する避難所運営ガイドラインや災害時の栄養

管理ガイドラインを参考にするものとする。また、県が開催する市町村職員を対象とし

た研修に参加し、平常時から知識の向上に努めるものとする。 
町及び県は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管理に必要な知

識等の住民へ普及に努めるものとし、避難生活支援に関する支援に関する知見やノウハ

ウを有する地域の人材に対して協力を求めるなど、地域全体で避難者を支えることがで

きるよう留意することとする。特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、熱中症の

予防や対処法に関する普及啓発に努めるものとする。 
 

６．避難所における男女共同参画の推進 

町及び県は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応について庁

内及び避難所等における連絡調整を行う。また、平常時における男女共同参画の視点に

基づく防災意識の啓発及び、女性子供等性的少数者に配慮した物資の備蓄等、災害時に

おける避難所等の巡回指導等、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し、役割を
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明確化しておくよう努めるものとする。 

 

７．避難所運営管理におけるＮＰＯ・ボランティア・防災士等外部支援者との協働 

町及び菊陽町社会福祉協議会（ボランティアセンター）は、避難所でのボランティア 

等の活用が十分に図られるよう、平常時から、避難所におけるボランティア等の受入方

法や役割（業務）を明確にしておくものとする。避難所の適切な運営管理にあたって

は、他自治体からの派遣職員や避難所運営のノウハウを有する専門家やＮＰＯ・ボラン

ティア・防災士等の外部支援者等との協働についても検討するものとする。 

 
８．車中避難者を含む指定避難所外避難者への対応 

町は、やむを得ず避難所に滞在することができない被災者（以下「避難所外避難者」

という。）を減じるための措置を推進するとともに、避難所外避難者が生じることを想定

し、物資の支援や情報提供を行うため、避難先となり得る施設・場所のリストアップや

住民自ら避難状況を報告する仕組みづくりなど避難所外避難者の把握に係る具体的な対

策をあらかじめ整理しておくものとする。 

町は、保健師、福祉関係者、ＮＰＯ等の様々な主体が地域の実情に応じて実施してい

る状況把握の取組を円滑に行うことができるよう事前に実施主体間の調整を行うととも

に、状況把握が必要な対象者や優先順位付け、個人情報の利用目的や共有範囲について、

あらかじめ、検討するよう努める。 

在宅避難者等が発生する場合や、避難所のみで避難者等を受け入れることが困難とな

る場合に備え、地域の実情に応じ、在宅避難者等の支援拠点として各自治会の公民館等

を活用する等、在宅避難者等の支援方策を検討する。 

町は、やむを得ず車中泊により避難生活を送る避難者が発生する場合に備えて、あら

かじめ、地域の実情に応じ、車中泊避難を行うためのスペースを設置すること等、車中

泊避難者の支援方策を検討するよう努める。その際、車中泊を行うに当たっての健康上

の留意点等の広報や車中泊避難者の支援に必要な物資の備蓄に努めるものとする。 

 

９．避難の受入れ 

町は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に

関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案し

ながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努めるものとする。 

 

10．応急仮設住宅建設予定場所の選定 

町は、医療機関、学校、商店及び交通機関などの周辺の状況や災害発生のリスク等を

総合的に考慮して、あらかじめ民有地も含めた応急仮設住宅建設予定地の選定・確保を

行うとともに、災害時に速やかに応急仮設住宅の建設ができるよう体制整備に努めるも

のとする。町は、応急仮設住宅建設予定地の確保を行うにあたり、県から助言を受け

る。また、町は、学校の敷地を応急仮設住宅の用地等として定める場合には、学校の教

育 活動に十分配慮するものとする。 
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11．帰宅困難者対策 

町は、公共交通機関が運行を停止した場合、自力で帰宅することが困難な者（帰宅困

難者）が発生するおそれがあることから、必要に応じて、滞在場所の確保や水、トイレ

の提供などの帰宅困難者対策を行う。 
(1) 町民への啓発 

町は、住民に対して、「災害発生時にはむやみに行動を開始しない」という基本原則

の周知徹底を図るとともに、家族との連絡手段の確保、徒歩帰宅路の確認等について、

必要な啓発を図るものとする。 
(2) 事業所等への啓発 

町は、事業所等に対して、一斉帰宅による混乱発生を防止するため、発災後、従業員

や顧客等を一定期間滞在させることの重要性や、そのための食料・水・毛布等の備蓄の

推進等について、必要な啓発を図るとともに、「事業所等における帰宅困難者対策ガイ

ドライン」の作成を促すものとする。 
また、大規模な集客施設等の管理者に対して、利用者の誘導体制の整備を促すものと

する。 
(3) 避難所等の提供 

町は、避難所に帰宅困難者が来訪した場合の対応方法をあらかじめ定めておくよう努

めるものとする。特に主要駅等の周辺地域においては、多くの帰宅困難者の発生が見込

まれることから、既に指定している避難所のほか、帰宅困難者が一時的に滞在できる施

設の確保を検討するものとする。 

(4) 情報提供体制の整備 
町は、公共交通機関の運行状況や道路の復旧情報など帰宅するために必要な情報を、

インターネット、避難施設等における張り紙や、報道機関による広報など、多様な手段

により、迅速に提供できる体制を整備するものとする。 
(5) 安否確認の支援 

町は、災害時の家族・親戚等の安否確認のための手段（災害用伝言ダイヤル（171）

や災害用伝言板（web171）等）の効果的な活用が図られるよう普及・啓発を図るものと

する。 
 

12．被災した飼養動物の保護収容に関する対策 

町は、被災地に残された飼養動物の収容及び餌の確保、特定動物の逸走防止及び捕

獲、飼い主等からの飼養動物の一時預かり要望への対応等の措置が、地域住民、県、県

獣医師会、県内の動物愛護団体等と連携して迅速に行われるよう協力するものとする。 
 

13．地震災害時の対策 

  地震災害時の対策については、第４章第５節「避難収容」に定めるとおりとする。 
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14. 災害に伴う大規模な立ち往生発生時の対応 

   町及び県は、車両の滞留状況や開放の見通し等に関する道路管理者が有する情報等か

ら、災害に伴う大規模な立往生が発生し、滞留車両の開放に長時間を要すると見込まれ

る場合には、関係機関と連携の上、支援体制を構築し、滞留車両の乗員に対し救援物資

の提供や避難所への一時避難の支援等を行うよう努めるものとする。 

 

15. 感染症の自宅療養者等への対応 

町は、保健所と連携し感染症の自宅療養者等の被災に備えて、平常時から、ハザード

マップ等に基づき、自宅療養者等が危険エリアに居住しているか確認を行うよう努める

ものとする。また、自宅療養者等の避難の確保に向けた具体的な検討・調整を行うとと

もに、必要に応じて、自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するよう努

めるものとする。 
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第 15 節 避難行動要支援者等支援 
 

災害による被害を最小限にくい止めるには、日頃からの防災意識と避難対策が不可欠で

あり、特に、避難支援体制が被害の規模に大きく左右すると言っても過言ではない。避難

支援体制の整備にあっては、要配慮者（災害時に限定せず一般的に配慮を要する者）自ら

の積極的な取組に加え、要配慮者のうち、災害が発生し、又は、災害が発生するおそれが

ある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図る

ため特に支援を要する者（以下「避難行動要支援者」という。）を特定するとともに、全庁

的な連携体制や避難行動要支援者情報の共有化・活用化の推進、避難支援者の決定など、

避難行動支援計画・体制を具体化することが重要である。 

このため、町は、国の「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（平成 18 年３月策定）

に基づき、風水害や地震等の自然災害に備え、要援護者の避難支援を迅速かつ的確に実施

するため、平常時から要援護者に関する情報の把握を行い、防災情報の伝達手段・伝達体

制を整備し、避難誘導等の支援体制を確立することを目的として、平成 22 年９月に「菊陽

町災害時要援護者避難支援計画」を策定した。 

なお、令和３年５月に改正された災害対策基本法による国の「避難行動要支援者の避難

行動支援に関する取組指針（令和３年５月改定）」を踏まえ、令和３年１１月に「菊陽町避

難行動要支援者避難支援計画」を改訂しており、それに基づき災害発生時における避難行

動要支援者への支援を適切かつ円滑に実施していく。 

 

表 要配慮者及び避難行動要支援者の範囲 

 

  要配慮者 

 

・乳幼児 

・妊産婦 

・病弱者（慢性疾患を 

有する者等） 

・日本語の理解が十分 

でない外国人 

・その他地域で配慮が 

必要な者 

避難行動要支援者 

・75 歳以上の高齢者のみの世帯で要支援１

以上の認定をうけている者 

・介護保険法に規定する要介護３以上の認

定を受けている者 

・認知症高齢者 

・身体障がい者（肢体不自由・視覚・聴覚 

１～２級） 

・知的障がい者（療育手帳Ａ・Ｂ） 

・精神障がい者（１～２級） 

・内部障がい者（心臓・腎臓・呼吸器機能

障害） 

・難病患者等 

・その他要配慮者等で避難支援を希望し、

町が避難行動要支援者と認める者 
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１．菊陽町避難行動要支援者避難支援計画の構成 
菊陽町避難行動要支援者避難支援計画は、菊陽町地域防災計画の下位計画であり、災

害対策基本法の趣旨に則り、避難行動要支援者の避難支援についての具体的な推進方法

等を定めた計画（以下「全体計画」という。）と、避難行動要支援者一人一人の支援計画

を定めた計画（以下「個別計画」という。）により構成する。 

全体計画は、町での推進体制や個別計画の作成方法、災害発生時の対応等の基本的な

考え方を明らかにしたものであり、個別計画は、全体計画に基づき避難行動要支援者一

人一人について、避難支援者、避難所、避難支援の方法等を策定するものである。 

 個別避難計画については、避難行動要支援者が居住する地域の災害想定の危険度等を

考慮の上、短期的には優先度の高い者から作成するなど、段階的に作成完了を図ること

とし、避難行動要支援者の状況の変化、ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難

方法等の変更等を適切に反映したものとなるよう、必要に応じて更新するとともに、庁

舎の被災等の事態が生じた場合においても計画の活用に支障が生じないよう、個別避難

計画情報の適切な管理に努めるものとする。町は、被災者支援業務の迅速化・効率化の

ため、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等にデジタル技術を活用するよう

積極的に検討するものとする。町が取り組む実効性の高い個別避難計画の作成や訓練実

施並びに、個別避難計画に係る取組に関して、県から事例や留意点などの提示、研修会

の実施等の取組を通じた支援を受けるものとする。 

 

２．避難行動要支援者名簿の作成と共有 
(1) 避難行動要支援者の把握 

町の福祉担当部局は、庁内関係課等及び熊本県の協力を得て要配慮者の把握を行う。 

(2) 避難行動要支援者名簿の作成 

町の福祉担当部局は、平常時において、要配慮者の中から、避難支援等を実施するた

めの基礎となる避難行動要支援者名簿（庁内関係課や民生委員児童委員等の関係機関の

情報をもとに避難行動要支援者を把握して、氏名、性別、年齢、住所等を記載した避難

行動要支援者の名簿）を作成するとともに、避難行動要支援者名簿制度の周知に努める

ものとする。また、名簿は年に１回更新する。 

(3) 避難行動要支援者情報の取り扱い 

町は、地域防災計画に定めるところにより、消防本部、消防団、警察、民生委員児童

委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に携わる関係者（以下「避難支援

等関係者」という。）に対し、避難行動要支援者本人の同意がある場合には、あらかじめ

個別避難計画を提供するものとする。また、個別避難計画の実効性を確保する観点等か

ら、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避

難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るものとする。その際、個別

避難計画情報の漏えいの防止等必要な措置を講じるものとする。 

町の福祉担当部局は、避難行動要支援者のうち、「避難支援等関係者」への情報の提供

に同意を得た者の名簿及び個別避難計画については、速やかに情報を避難支援等関係者

へ提供する。なお、町は、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても避難行動要支援
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者名簿の活用に支障が生じないよう、データのバックアップ体制（紙媒体、複数の保管

場所など）を構築する。 
 

３．関係部局・社会福祉協議会との連携 
町は、避難行動要支援者の避難支援業務を的確に実施するため、福祉担当部局を中心

に防災担当部局・社会福祉協議会と平常時から連携を図り、避難行動要支援者情報の共

有、避難支援計画の策定、広報等を行う。 

災害時は、避難情報等の伝達業務、避難誘導、安否確認・避難状況の把握、避難所又

は指定福祉避難所に設置される統括調整部直轄避難所班等との連携・情報共有、避難所

の受入調整を行う。 

町は、災害時における避難支援状況等の状況を適宜県に報告し、必要に応じて県から

助言や支援を受けるものとする。 

 

４．避難支援者の選定と安全の確保 
避難支援者の選定については、避難支援等関係者の協力を得ながら、本人の希望と照

らし合わせ、可能な限り避難行動要支援者の近隣に居住する者から選定する。 

町は、避難支援等関係者の支援が受けられない避難行動要支援者について、消防機関、

警察、消防団等の救援機関、介護保険制度関係者、障がい者相談支援専門員、障害者団

体、福祉関係者等と連携しながら避難支援者を選定する。 

特に、避難行動要支援者を避難所に移送する場合に備え、あらかじめ患者搬送事業者

（福祉タクシー等）等と協力しながら、その移送先や移送方法等について定めるよう努

めるものとする。 
また、避難支援者の身体的安全を守るため、避難支援者の行動範囲や最終的な「退避」

の判断基準を明確化し、避難支援者の安全を最大限確保する。また、地域住民へ避難支

援者の退避について周知を図る。 

 

５．情報伝達体制の整備 
(1) 地域福祉・防災の連携等 

ア 消防団、区・自主防災組織等との連携による情報伝達経路の整備 

町は、消防団や区・自主防災組織等、従来から地域防災の中心となっている団体等

や避難行動要支援者への情報伝達経路を整備することとする。 

なお、伝達網の整備に当たっては、伝達者の不在を想定した複数ルート化等に配慮

する必要がある。 

イ 福祉関係者との連携 

町は福祉課と危機管理防災課など関係各課との緊密な連携の下、各種団体等を通じ、

平常時から避難行動要支援者と接している社会福祉協議会、民生委員児童委員、介護

保険制度関係者、障がい者団体等の福祉関係者、地域住民、ＮＰＯ等との連携を深め、

発災時には、これら団体等と協力して情報伝達を行うこととする。 

民生委員児童委員、介護保険制度関係者、障がい者団体等の福祉関係者は、ケアプ
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ランの策定時を含め、平常時の福祉サービス活動や避難支援計画の策定作業を通じて、

要配慮者や避難支援者への情報伝達方法についてきめ細かく把握することとする。 

(2) 情報伝達に関する配慮 

 ア 情報伝達に当たっては、避難行動要支援者のそれぞれの特性を踏まえて伝達方法を

工夫するよう配慮するとともに、多様な手段を活用して情報伝達を行うよう努めるも

のとする。特に障がい者の情報取得・意思疎通については、障がいの種類及び程度に

応じて障がい者が防災及び防犯に関する情報を迅速かつ確実に取得することができる

ようにするため、体制の整備充実、設備又は機器の設置の推進その他の必要な施策を

講ずるとともに、障がいの種類及び程度に応じて障がい者が緊急の通報を円滑な意思

疎通により迅速かつ確実に行うことができるようにする。すなわち、多様な手段によ

る緊急通報の仕組み整備の推進とその他の必要な施策を講ずるものとする。 

 ・聴覚障がい者：手話・筆談・身振り・絵・図（必要に応じてファクシミリ、携帯電  

話、インターネット等を利用した情報受信システムを検討する必要がある。） 

  ・視覚障がい者：防災行政無線・電話等 

・判断能力が不十分な避難行動要支援者：平易な言葉を用いた情報伝達 

イ 機器による情報伝達 

町は、避難行動要支援者の特性を踏まえつつ、その日常生活を支援する機器等の防

災情報伝達への活用を進めることとする。 

〈機器の例〉 

・聴覚障がい者：インターネット、メール、テレビ放送 

・視覚障がい者：通知やメールを読み上げる携帯電話等 

・肢体不自由者：フリーハンド用機能を備えた携帯電話等 

(3) 自主避難のタイミングの周知 

町は避難行動要支援者に対して、避難情報の高齢者等避難が発令された時点で自主避

難するよう周知徹底に努めることとする。 

 

６．避難誘導、安否確認等の支援体制づくり 
災害発生直後に、行動等に制約のある避難行動要支援者の避難誘導を迅速に行うため

には、同居の家族や避難支援者のほか、近隣住民の積極的な協力が必要である。 

また、被災者の安否確認等を町が中心となって行う際には、避難行動要支援者のプラ

イバシーを確保しながら、避難支援者、地域住民、関係団体等の協力を得ることも必要

となる。 

(1) 関係機関との役割分担 

災害時の避難誘導、安否確認等を適切に行うためには、避難支援者を中心とした地域

住民の協力が不可欠であるため、町は避難支援者、自主防災組織、自治会・町内会等、

民生委員児童委員、身体障がい者相談員、知的障がい者相談員、障がい者相談支援専門

員等と連携を図り、災害発生時にそれぞれが具体的にどのような支援を行うのかという

役割分担や避難誘導の経過、安否確認の結果の情報集約方法などについて共通認識を持

っておくことが必要である。 
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(2) 避難誘導の支援体制整備 

在宅の避難行動要支援者を適切に安全な場所へ避難誘導するためには、平常時から避

難支援者を中心とした近隣のネットワークづくりを進め、地域住民同士の顔の見える協

力関係をつくることが重要である。 

自主防災組織が組織されている地域においては、自主防災組織が中心となり、避難行

動要支援者自身や避難支援者とともに、避難行動要支援者の避難計画の作成や訓練の実

施等を行うことにより、密な支援体制整備を図る。 

また、避難行動要支援者自身からも、災害発生時における助力を地域住民に積極的に

依頼できる関係づくりなど、地域住民との協力体制を構築するよう働き掛けることも大

切である。 

(3) 安否確認情報の収集体制 

町においては、管内にある社会福祉施設等について、どのような施設であるか、利用

者はどれくらいかなどの情報を把握しておくとともに、日頃から協力関係をつくること

により、災害発生時には各施設から安否確認情報が得られるよう体制を整備しておく必

要がある。 

また、ホームヘルプサービス等の在宅福祉サービスの提供を受けている在宅の避難行

動要支援者は居宅介護支援事業者との連携により入手できる体制を整備し、高齢者や障

がい者等については、関係団体（障がい者団体、患者団体、老人クラブ等）による安否

確認を併せて行うことにより確認漏れを防ぐことができるため、日頃からこれらの関係

者等と連携を図ることが望まれる。 
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第 16 節 医療保健 
 

大規模・広域的な災害においては、広域的に多数の傷病者が発生することが予想され、

これらの傷病者に適切な医療を提供する必要がある。また、病院や要配慮者利用施設等の

人命にかかわる重要施設においては、災害による大規模な停電や断水等のライフラインの

途絶やマンパワー不足により、十分な医療が提供できなくなるおそれがある。このため、

平常時から町、県及び医療関係機関等は、以下に掲げるところにより災害時の医療保健体

制の充実を図る。 
 

１．初期医療体制の整備 

町は、災害発生後の電話、道路交通等の混雑、不通により、救急医療体制が十分に機

能しない事態に対処するため、次により初期医療体制の確立を推進する。 

(1) 救護所の設置箇所を定め、住民に周知を図る。 

(2) 救護所等に医療救護用の資機材を備蓄する。 

(3) 医療機関の協力により、医療救護班を編成する。 

(4) 医療救護班の派遣要請の方法、重傷者の搬出方法等を定める。 

(5) 応急手当等の家庭看護の普及を図る。 

 

２．医療施設等における非常用電源等の確保 

病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命にかかわる重要施設の管理者は、発災

後 72 時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保するよう努めるものとする。 

 

３．医薬品、医療資機材等確保体制の整備 

災害時における医療救護活動の実施に備え、平常時から町内の医療機関、避難所とし

て指定している施設等に医薬品、医療資機材等を備蓄しておく。 

 

４．医療体制等の整備 

(1) 災害時医療救護マニュアル等の整備 

町は、災害時医療救護マニュアル等を整備し、災害発生初期・中期・長期等の対応の

変化に応じた体制・役割分担の明確化を図る。 

また、マニュアルには、以下の内容を踏まえて作成する。 

ア 各段階における消防機関・医療機関係機関との連携のあり方 

イ 避難者の応急処置のあり方 

ウ 透析患者、要支援者等への対応のあり方 

エ 各医療支援チームの受入体制のあり方 

オ 感染症対策 

カ 避難者等への情報発信のあり方 

(2) 消防機関・医療機関等への要請 
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町は、消防機関・医療機関相互の情報交換が円滑に実施されるよう、あらかじめ具体

的な連絡体制を整備する。傷病者の移送については、災害時には道路交通の混乱が予想

されるため、県警察による交通規制の実施や、陸上輸送が困難な場合の県防災消防ヘリ

コプター及び自衛隊のヘリコプター等による搬送の要請など、関係機関との調整を行う。 

断水に伴い、応急的な医療用水の供給が困難な場合は、県の窓口である健康福祉部健

康局医療政策課へ、給水支援の要請を行う。 

 

５．防疫体制の整備 

(1) 講習会、研修会等の実施 

町は、防疫業務担当者に対して、関係法令、実務等に関する講習会、研究会等を実施

することにより、災害時の迅速かつ適切な防疫活動に努める。 

また、ノロウイルスやインフルエンザ等の感染症対策についての講習や研究会等も併

せて実施し、災害時の防疫活動及び住民への情報発信ができるように備える。 
(2) 防疫班等の整備 

ア 町は、あらかじめ災害時における防疫体制を確立するための防疫班を編成する。 

イ 町は、災害時の防疫活動のための薬剤、機器、機材等を整備し、あらかじめ周到な 

防疫計画（感染症等対応活動マニュアル）を作成しておく。 

(3) 感染症対応活動マニュアル等の作成 
災害時に、被災地内における感染症（ノロウイルスやインフルエンザ等）を未然に防

ぐための活動内容を踏まえたマニュアルを作成し、災害時の防疫活動の迅速かつ適切な

確保に努める。また、マニュアルには、以下の内容を踏まえて作成する。 
ア 防疫班の編成体制 
イ 防疫活動の内容 
ウ 防疫活動に必要な薬剤、機器、機材等の整備及び活用方法 

エ 被災者等への情報発信のあり方 

さらに、災害時には活動マニュアルを見ながらの対応は困難であるため、簡潔にまと

めたマニュアルを別途作成するとともに、定期的な訓練を実施する。 
 

６．職員の安全確保 

医療救護活動を実施する各機関は、職員の安全確保を図りつつ効率的な医療救護活動

を行うため、関係機関相互の連携体制の強化を図るとともに、職員の教育訓練を行い、

医療救護機能の強化を図る。 
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第 17 節 災害ボランティア 
 

災害発生時には、国内、国外から多くの善意の支援申し入れが寄せられるので、町及び

関係機関は相互に協力し、ボランティアの受付、調整等の受入体制の整備に努める。 

大規模又は甚大な災害が発生した場合、被災者のニーズや被災者一人ひとりに対するき

め細やかな支援が必要であり、行政のみならずボランティアによる支援活動が大きな力と

して期待されている。 

災害時のボランティア活動は、自主性を持ちながらも、地域の関係機関等と連携しなが

ら活動を展開することが求められている。 

また、災害発生時においては、地域住民相互の支え合いが不可欠であり、平常時から地

域住民や地域の関係団体等がお互いに助け合い、支え合う仕組みづくりを進めていくこと

が重要である。 

そこで、災害発生時において災害ボランティアによる被災者支援が円滑かつ効果的に展

開できるよう、町は県及び関係機関と相互に協力し、ボランティアの受付、調整等の受入

体制の整備に努める。 

 

１．地域福祉の推進 

町は、災害発生時における避難行動要支援者の避難誘導、地域住民の安全確認、避難

所運営、被災者のニーズ把握及び災害ボランティア活動の展開を迅速・円滑に進めるた

め、平常時から、菊陽町社会福祉協議会（以下「町社協」という。）、住民、自治会、消防

団、自主防災組織、民生委員児童委員、ボランティア、ＮＰＯ、社会福祉法人及び企業

等と連携して、日常的な困りごとの把握・対応や災害時の相互協力の在り方について合

意形成に努めるなど、地域の支え合いによるまちづくりを進めるものとする。 
また、町や町社協は、民生委員児童委員協議会、老人クラブ、区長会等、地域の各種

会合の際に、防災や災害時対応等について考えてもらう機会も積極的に取り入れるよう

にする。 
さらに、その地域だけでは対応できない大規模災害に備えた取組みを進めるとともに、

地域外の支援機関・団体との平常時からの連携に努めなければならない。 
 

２．関係機関との協働体制の構築 

(1) 町や町社協等は、自治会、消防団、自主防災組織、民生委員児童委員、ボランティア、

ＮＰＯ、社会福祉施設等の関係機関・団体等と、日頃から、定期的な連携会議の開催や

訓練等をとおして各機関・団体相互の役割の明確化と連携強化に努めるものとする。 

また、災害発生直後の混乱した時期における初動体制や段階に応じて変化する被災者

のニーズへの対応等を定めたボランティアに関するマニュアルを各関係機関・団体の合

意のもと策定し、必要な訓練を実施するなど体制強化に努めるものとする。 
さらに、広域災害も視野に入れ、県や他市町村社協との連携が円滑になされるよう、

平常時から応援協定の締結等による連携に努めるものとする。 
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３．災害ボランティア活動を支援する体制整備 
大規模又は甚大な災害が発生し、災害ボランティアによる救援活動が必要と認められ

る場合、町は単独又は複数の市町村の連携による広域単位の被災地災害ボランティアセ

ンター（以下「災害ボランティアセンター」）を設置する。 

(1) 災害ボランティアセンター 

ア 目的 

災害ボランティアセンターは、被災地における災害ボランティアによる救援活動を

円滑かつ効果的に展開するために設置するものとする。 

イ 設置主体 

町及び町社協等は、災害状況に応じて災害ボランティアセンターを、町又は複数の

市町村で連携した広域単位で設置する。 

町ボランティアセンターを菊陽町福祉センターに設置するものとする。なお、広域

単位での設置の場合も考慮して、事前に近隣市町村や、近隣市町村社協との協力体制

を構築しておく。 

ウ 役割と機能 

（ア）市町村や県センターとの連絡調整 

・被災状況や避難所開設状況、ライフライン、公共交通機関の復旧状況等の行政情

報の収集と情報提供 

・ボランティア及び資材や機材の募集等の要請 

（イ）地域のボランティア関係団体との情報交換及び運営スタッフなどの協力要請 

（ウ）活動用資材や機材の調達（県センター、市町村と連携） 

（エ）ボランティアニーズ及び被害状況の把握 

・相談窓口、相談受付用専用電話の設置 

・避難場所や被災地の巡回 

特に高齢者や障がい者など、情報の伝達やニーズ把握が困難な人に対しては、訪

問などにより積極的に働きかける。また、避難者の情報について町と共有を図る。 

・民生委員児童委員や区長など地区の事情に精通した人からの情報収集 

・ボランティアの受入状況、活動状況についての情報公開 

（オ）ボランティアの受入 

・ボランティアの受付 

・ボランティア保険未加入者の加入手続き 

（カ）ボランティア希望者の配置等 

・被災者からの依頼とボランティアの希望する活動とのマッチング 

・オリエンテーション、ミーティングの実施 

・災害ボランティアが被災地で支援活動を行うに当たっての基本的なルールの周知

徹底 

（キ）ボランティアによる支援活動 

・救援物資の仕分け、配布 
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・現地での支援活動 

・避難所の運営支援 

・在宅被災者への生活支援 

（ク）ボランティアの健康管理 

（ケ）その他 

エ 組織及び運営体制 

（ア）組織 

代表、事務局長を置き、必要に応じて班を編成するなど効率的・効果的な組織体

制を整備する。町及び町社協は、地域ボランティア関係団体等とあらかじめ協議し

て、その職務を定めておく。 

（イ）運営体制 

災害ボランティアセンターは、被災者の自立や被災地の一日も早い復旧を支援す

るための災害ボランティア活動が円滑かつ効果的に行えるよう設置されるものであ

り、被災者の様々なニーズに対してきめ細かな支援が行えるよう、地域ボランティ

ア関係団体や県センターから派遣される運営スタッフ、災害対応を専門とするＮＰ

Ｏ等が協働し、それぞれが持つ機能やネットワークなどが活かされるような運営体

制とする。 

オ 閉所の時期について 

災害ボランティアセンターの閉所に当たっては、被災地の住民組織、関係機関や団

体、行政などと慎重に合意形成を図りながら、タイミングを見極め判断するとともに、

町社協等にその活動を引き継いでいく。 

(2) 専門ボランティアとの協力 

災害発生時には、さまざまな被災者や被災地のニーズがあり、その解決のためには専

門知識や技能等を有する専門ボランティアによる協力体制も必要となる。 

専門ボランティアの支援が必要な場合、各担当課が把握している団体に対しては、各

担当課が直接、支援の要請等の連絡調整を図るものとする。 

(3) 町の対応 

ア 連絡調整窓口の設置 

町は、災害ボランティアセンターとの情報交換や協議等を行う連絡調整窓口を設置

する。 

イ 活動場所の提供 

町は、必要に応じて災害ボランティアセンターの設置施設を確保するとともに、活

動物資の保管や救援物資の仕分け等ができる施設の提供も考慮しておく。 

ウ 行政情報の適切な提供 

町は、被災状況、避難所開設状況、ライフラインの復旧状況、交通規制や公共交通

機関の復旧状況等の行政が把握している情報を、適時適切に災害ボランティアセンタ

ーに提供する。 
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４．平常時の取組み 
災害発生という緊急時に、県センターや災害ボランティアセンターの機能・役割を効

果的に発揮するために、平常時から、以下の事業を積極的に推進することで体制整備を

図る。 

(1) 地域福祉の推進 

町や町社協は災害発生前後に避難行動要支援者の避難誘導や被災後の地域住民の安全

確認、避難所運営、被災者のニーズ把握、また、円滑かつ効果的な災害ボランティア活

動を展開するため、平常時からその地域における住民やボランティア、ＮＰＯ、社会福

祉法人等と協力して、誰もが安心して暮せるよう住民見守り活動や小地域ネットワーク

活動などのまちづくり活動を進めるものとする。また、ふれあいいきいきサロンや民生

委員児童委員協議会、老人クラブ、区長会等、地域の各種会合の際に、防災や災害時対

応等について考えてもらう機会も積極的に取り入れるようにする。 

(2) 関係機関との協働体制の構築 

町や町社協等は、自治会、民生委員児童委員、ボランティア、ＮＰＯ、社会福祉施設

等の関係機関・団体等と、日頃から、各種事業を通して顔の見える関係を築いていく。 

また、特に災害発生直後の混乱した時期における初動体制等を定めたマニュアルを各

関係機関・団体と協働で策定し、想定訓練などを通して、各関係機関・団体相互の役割

などを明確化しておく。 

また、災害発生時に近隣市町村との連携が円滑になされるよう、平常時から交流・連

携に努めるものとする。甚大かつ広域的な災害に備え、近隣以外の市町村と提携してお

く。 

(3) 災害ボランティアの養成・登録・体制整備 

ＮＰＯ等のボランティア団体ネットワーク、町社協及び県社協は、被災者を支援する

ボランティア活動が円滑に行われるよう、災害ボランティアの養成や登録を行うととも

に、災害ボランティアの受入等に必要な体制を整備するものとする。 

ア 町ボランティアセンター、災害ボランティア活動のあり方などについて、理解を深

めるための研修の機会などを設けるとともに、災害発生時における連絡体制、活動内

容などに関するルールづくり等に努める。 

イ 町ボランティアセンターは、災害発生時にボランティアとして活動できる個人やボ

ランティア関係団体を事前に登録しておくとともに、特殊技能を持った団体、個人に

ついては、当事者の了解のもと、県ボランティアセンターに登録情報を提供する。 

ウ 養成と登録 

ＮＰＯ等のボランティア団体ネットワークは、災害発生時にボランティアとして活

動できる個人やボランティア関係団体の養成を図るとともに、県内外における熟練し

たノウハウをもつ団体の把握や行政等への情報提供に努めるものとする。 

また、町社協及び県社協は、町や県の支援のもとで、災害発生時にボランティアの

需給調整や関係機関との連絡調整等を行うボランティアコーディネーターやボランテ

ィアリーダーを計画的に養成するとともに、その資質の向上に努める。 

町社協や県社協は、町や県と連携を図り、平時からボランティアコーディネーター 
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をボランティアセンターに配置するなど、災害時の活動調整の強化に努めるものとす

る。 

さらに、災害時に必要な自己責任、自己完結型のボランティア活動のあり方などに

ついての理解を深めるため、研修会、啓発事業などにより普及啓発を行うほか、災害

発生時における連絡体制、活動内容などに関するルールづくり等に努める。 

町社協は、災害発生時にボランティアとして活動できる個人やボランティア関係団

体を事前に登録しておくとともに、当事者の了解のもと、県社協に登録情報を提供す

る。 

エ 体制整備 

町社協は、災害規模に応じ、災害時の各段階に応じて災害ボランティアと連携した

被災者支援ができるよう、平常時から、災害時に設置する災害ボランティアセンター

によるニーズ把握、災害ボランティアの募集範囲、受付・運営体制等の構築に努める。 

(4) 専門ボランティアとの協力 

専門知識、技能等を有する専門ボランティアについては、県の各担当課が直接、支援

の要請等の対応を行うことから、各担当課は定期的に、専門ボランティア団体の状況把

握に努め、会議などを通して連絡体制等の確立を図るものとする。 

今後は、更に多くの団体等に協力を求めていくとともに、それら専門ボランティア相

互のネットワーク化に努めていく。 

 

５．ボランティアの受入体制の整備 

町社協は、平常時から他市町村社協やＮＰＯ等の災害ボランティア団体ネットワーク

等と連携を図るものとする。 

また、町や県、県社協や町社協、ＮＰＯ等のボランティア団体ネットワークは、平常

時から住民に対して、災害発生時における災害ボランティアセンターやＮＰＯ等のボラ

ンティア団体の活動や役割等について理解促進を図るものとする。 
 

６．災害廃棄物の撤去等に係るボランティアとの連携 
町は、社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害廃棄物、が

れき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。 

町は、地域住民やＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る

広報・周知を進めることで、ボランティア活動の環境整備に努めるものとする。 

 

７．その他 
具体的な運用等については、各関係機関において要綱等を定めるものとする。 
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第 18 節 防災関係機関等における業務継続計画 
 

町は、大規模災害時においても災害対応等の業務を適切に行うため、あらかじめ業務継

続計画（ＢＣＰ）を定めるものとする。 

なお、災害時に災害応急対策や復旧・復興の主体として重要な役割を担うこととなるこ

とから、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等に当たっては、次の事項を盛り込むものとする。 
(1) 組織の長が不在の場合の明確な代行順位及び職員の参集体制 
(2) 本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 
(3) 電気、水、食料等の確保 
(4) 災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 
(5) 重要な行政データのバックアップ 
(6) 非常時優先業務の整理 

 

また、当該計画の実効性を確保するため、地域の特性等を踏まえつつ、食料・物資など

の資源の確保、教育・訓練・点検等を実施し、必要に応じて適宜見直しを行うものとする。 
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第 19 節 受援計画 
 

１．受援計画の策定 

町、県及び防災関係機関は、災害の規模等に応じて他の地方自治体等からの応援職員

が円滑に災害時の応急・復旧業務を遂行できるよう、国の「災害時受援ガイドライン」

等を参考に、受援計画を策定するものとする。 

なお、受援計画の策定に当たっては、町及び県において次の事項について定めておく

ものとする。 

(1) 総括（共通） 
ア 応援要請の手順 

イ 受援体制 

(ア) 受援組織の設置 
(イ) 受援組織の構成、役割 

ウ 応援の人的・物的資源の管理体制 

(2) 人的支援 
ア 受援対象業務の整理 

(ア) 応援職員（勤務公署以外に自主登庁した職員を含む。）が行う業務の明確化 
(イ) タイムラインによる受援対象業務の全体像の整理 
(ウ) 業務毎のマニュアルの整備、必要な資格、業務の実施時期、人員数等の整理 

イ 受援体制の整備 

庁内全体及び各業務担当部局における受援担当者の選定 

ウ 応援職員の活動環境の確保 

応援職員の活動に必要な執務スペースや資機材（通信・ＯＡ機器、交通手段、燃

料）、水・食料、宿泊場所の確保 
(3) 物的支援 

ア 調達先の確認・確保、要請手順 

イ 受入拠点の確保 

ウ 受入に必要な人員・資機材の確保等受入体制 

 

２．応援団体との連携 

(1) 応急対策職員派遣制度の活用 

町は、訓練等を通じて、応急対策職員派遣制度活用した応援職員の受入れについて、

活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努めるものとする。 

なお、応援職員の派遣又は受入れに当たっては、感染症対策のため、応援職員の健康

管理等を徹底するものとする。 

また、会議室のレイアウトの工夫やテレビの活用など、応援職員等の執務スペースの

適切な空間の確保に配慮するものとする。さらに、応援職員等の宿泊場所の確保が困難

となる場合も想定して、応援職員等に対して紹介できる、ホテル・旅館、公共施設の空
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きスペース、仮設の拠点や車両を設置できる空き地など宿泊場所として活用可能な施設

等のリスト化に努める。 

(2) 他の地方自治体との相互応援協定の締結 

町は、自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難場合に、他の地方自治体からの物資の

提供、人員の派遣、廃棄処理等相互に連 携・協力し速やかに災害対応を実施できるよ

う、相互応援協定の締結に努めるものとする。その際、近隣地方自治体に加えて大規模

な災害等による同時被災を避ける観点から、遠方に所在する地方自治体との協定締結も

考慮するものとする。 

(3) 民間団体との連携 

町は、平常時から民間の企業やボランティア団体等も含め、顔の見える関係を構築す

るとともに、応援の受入を想定した訓練を行い、結果を踏まえ災害対応業務の実行性を

確保するよう計画の継続的な見直しを行うものとする。 

  



89 

 

第３章 災害応急対策 

第１章に記載したように、本町における主な災害は大雨や台風による風水害であり、本

章に記載する内容は基本的にはこれに対応するための計画であるが、熊本地震のような大

規模な災害への対策も考慮する必要がある。 

本章では災害一般での対応を主に記載することとし、地震の際に特に留意する必要があ

ることについては第４章に別記する。 

 

 

第１節 組織 
 

１．菊陽町災害対策本部 
菊陽町災害対策本部の組織及び編成等は「菊陽町災害対策本部条例」及び下記に定め

るところによる。 

(1) 本部長等 

職 配 置 職 務 備 考 

本部長 町長 

災害対策本部の事務を総

括し、所部の職員を指揮監

督する。 

町長に事故があるときは、

副町長、教育長、総務部長

の順位で指揮を執る。 

副本部長 副町長、教育長 

本部長を助け、本部長に事

故があるときは、その職務

を代理する。 

 

統括調整部長 

各対策部長 
部等の長 

本部長の命を受け、統括調整部及び各対策部の事務に

従事する。 

(2) 災害対策本部の編成（３次・２次配置体制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２次配置体制：統括調整部は、各班長迄出勤、 

各対策部は、各課長の他各対策部長計画 

第３次配置体制：全職員出勤 

第２次配置以降、本部機動隊は、元所属復帰 
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 ア 本部長は、災害が発生し、又は災害の発生が予想され、その規模及び範囲からし

て本部を設置し、応急対策を必要とするときは、災害対策本部の設置を行うととも

に活動体制を整えるための、指揮系統を確立する。 

 イ 本部長は、災害対策本部を設置したときは、直ちに本部対策会議を開催し、応急

対策について協議する。 

  ウ 協議事項 

(ｱ) 災害予防及び災害応急対策に関する事項 

(ｲ) 自衛隊の派遣要請に関する事項 

(ｳ) 災害救助法の発動に関する事項 

(ｴ) 業務継続計画（ＢＣＰ）の発動その他の重要事項 

エ 設置場所 

設置場所の順位は、次のとおりとする。 

①防災センター ②本庁舎 ③別館 ④中央公民館 ⑤図書館 

オ 災害対策本部対策会議参加者（基準） 

(ｱ) 本部長、副部長 

(ｲ) 統括調整部長及び統括調整部長指名者 

(ｳ) 各対策部長及び各対策部長指名者 

(ｴ) 本部長が必要と認める者  

 

    カ 各部の主要業務 

(ｱ) 統括調整部  

編成等  長及び班員等  主 要 調 整 業 務 等  

統括調整 

部長  
総務部長  

〇統括調整部各班の業務統制（優先すべき業務の指示） 

〇本部長に対する報告項目・時期の統制 

〇災害対策本部会議の司会・進行 

〇統括調整部に対する応援要請の調整 

〇本部長、副本部長行動予定表の作成調整 

〇災害対策本部の設置・廃止に関する判断・報告  

総括班  
危機管理防災課長 

危機管理防災課（３名） 

〇気象等に関する情報の収集 〇本部会議の準備 

〇本部長の指揮命令に関する準備 〇避難情報等の整理 

〇消防団の召集・運用〇救助部隊（警察・消防・自衛隊）の派遣要

請、受入準備、活動調整 

〇防災行政無線の運用 〇災害日誌及び災害記録 

〇避難所の開設・運営に関する統制・調整 

総務班  

総務課長 

総務課 

（１～２名） 

〇職員招集（安否確認）〇区長との連絡調整（情報収集） 

〇報道機関の取材対応 〇国・県の視察対応、要望等の対応 〇

国・県等に対する応援職員の派遣要請及び受入 〇庁内受援ニーズ

の把握 〇応援職員等に対する生活環境の確保 〇本部長指示等各

対策部への伝達 
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 (ｲ) 統括調整部直轄避難所班 

班 長  分 掌 事 項 等 

避
難
所
班 

各
避
難
所
係
長
ク
ラ
ス 

総務部Ｇｐ（総務課、総合政策課、財政課、人権教育・啓発課、議会事務局、会計課） 
健康福祉部Ｇｐ（健康・保険課、介護保険課、福祉課、こども家庭相談課、子育て支援課) 
住民生活部Ｇｐ（町民課、税務課、光の森町民センター、環境生活課） 

 教育委員会Ｇｐ(学務課、生涯学習課、スポーツ振興課) 
①避難所の運営 
②各Ｇｐ毎各避難所係長級１名を含む２名を配置、担任する避難所及び勤務時間は別途調 

整する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

編成等  長及び班員等  主 要 調 整 業 務 等  

情報班  

人権教育・啓発課係長級 
危機管理防災課（１名） 
人権教育・啓発課
（２名） 

〇被害情報等の収集・集計・分析・報告 〇通信の維持・確保 
〇物資調達 〇食料・生活必需品等のニーズの把握  
〇物資の調整・リスト管理  
〇物資（支援物資含む。）の受入・配分調整 〇関係機関との調整  

広報班  
総合政策課係長級 
総合政策課 
（１～２名）  

〇広報車等による住民への情報伝達  
〇ホームページ、データ放送、ＳＮＳなどでの情報発信 
〇災害写真の撮影・収集、災害記録の収集・整理  

援護班 

福祉課係長級 
介護保険課係長級 
福祉課（１名） 
介護保険課（１名） 

〇福祉避難所の開設及び運営調整  
〇避難行動要支援者及び高齢者福祉施設に対する情報伝達 
〇避難行動要支援者の避難及び避難誘導 

応急 
対策班  

建設課係長級  
建設課 
（１～２名） 

〇各河川の水位情報収集 〇土砂災害発生（被害）情報の収集 
〇道路に関する被害情報の収集及び応急処置に関する調整  
〇土砂災害発生時の応急措置 
〇道路交通規制の実施及び警察署との連携調整  
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 (ｳ) 各対策部 
部  長 担当課  分 掌 事 項  

総
務
対
策
部 

総
務
部
長 

危機管理防災課 

１．国・県関係機関及び警察・消防・消防団との連絡調整に関すること 
２. 自衛隊・緊急消防援助隊の派遣要請に関すること 
３. 災害救助法の適用申請・事務処理に関すること 
４. 避難所の開設・運用及び閉鎖の決定に関すること 
５. 罹災証明書の申請受付、交付に関すること（住家・小屋（倉庫含む））  
６．被災証明書の申請受付、交付に関すること 
７．被災者台帳の作成に関すること   

総務課 

総合政策課 

人権教育・啓発課 

選挙管理委員会 

議会事務局 

８．統括調整部、各対策部の応援に関すること  
９．職員の配置、動員の調整に関すること  
10．区長との連絡調整に関すること  
11．災害対応が長期に至った場合の勤務時間の統制に関すること  
12．動員職員の食糧確保に関すること  
13．職員の安否及び被害状況に関すること  
14．応急食糧の確保及び調達に関すること  
15．災害時の飲料水の確保及び供給に関すること  
16．行方不明相談所の設置に関すること   
17．県及び指定行政機関等に対する職員の派遣要請及びあっせん依頼に関する 

こと  
18．災害対策従事職員(他機関からの応援者含む)の給与、その他に関すること  
19. 広報及び報道機関との調整及び広報に関すること  
20．救助物資の集配の体制整備に関すること 
21．他部に属さない事項・本部長の指示する事項に関すること 

財政課 

会計課 

22．災害対策経費の取りまとめに関すること  
23．災害経費の予算措置に関すること  
24．庁舎管理に関すること  
25．普通財産及び町有施設全般（学校、町営住宅、上下水道施設を除く。）の 

被害調査及び応急対策・復旧に関すること  
26．被災者支援金等の出納に関すること 
27．義援金・見舞金の出納、保管に関すること 
28．応急対策物品の購入に関すること   

住
民
生
活
対
策
部 

住
民
生
活
部
長 

各課共通 １．死体の収容及び安置に関する事 

環境生活課 

２．愛玩動物の避難に関すること 
３．防疫（消毒活動）の実施に関すること 
４．火葬施設に係る被害調査及び施設運営の調整に関すること 
５．し尿の処理に関すること 
６．災害ごみ（がれき等）の収集運搬に関すること 
７．ごみ処理、し尿処理施設及び産業廃棄物処理施設に係る被害調査及び施設運

営の調整に関すること 

町民課 ８．外国人への対応に関すること 

光の森町民センター ９．避難所（光の森町民センター）の調整・運営及び鍵の保管に関すること 

 税務課 
10．被災者に対する町税の減免及び徴収猶予等に関すること  
11. 住家の被害認定調査に関すること  

産
業
振
興
対
策
部 

産
業
振
興
対
策
部
長 

商工振興課 

１．避難場所の調整及び運営に関すること(商工業施設に設置する場合に限る) 
２．車中避難者の把握に関すること(商工業施設に限る)  
３．商工業に係る被害の調査及び収集に関すること  
４．生活必需品の調達及び配給に関すること  
５．物資の調達・リスト管理・受入・配分 
６．救援物資の輸送に関すること  
７．被害中小企業者に対する融資のあっせんに関すること  
８．罹災証明書の発行に関すること（事業所用）  

農政課 

農業委員会 

９．農業用倉庫等及び農畜産物に係る被害調査に関すること 
10．被災地の病害虫の防除に関すること  
11．被災農家に対する融資のあっせんに関すること 
12．農道及び農業用施設（ため池を含む。）の災害予防及び災害応急対策に関 

すること 
13. 森林等の被害調査及び森林の公益林地、治山に係る被害調査及び応急対策に

関すること 
14．災害復旧協定に基づく応援要請に関すること 
15．罹災証明書の発行に関すること（農林業に関する物） 
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部  長 担当課  分 掌 事 項  

都
市
整
備
対
策
部 

都
市
整
備
部
長 

建設課 

都市計画課 

下水道課 

施設整備課 

１．土木施設の災害予防及び災害応急対策に関すること  
２．土木建設用機械等の調達及び運用に関すること  
３．道路、橋梁の危険標識の設置及び通行止め並びに障害物の排除に関すること 
４．交通途絶時の迂回路の設定に関すること  
５．河川の水位、雨量等の情報収集及び水防法に基づく諸対策に関すること  
６．災害復旧に係る建設業協会等との連絡、調整、指示に関すること 
７．応急仮設住宅建築に関すること  
８．災害建築資材の調達あっせんに関すること  
９．一時避難所（公園）の管理に関すること  
10．公園施設の災害予防及び災害応急対策に関すること  
11．町営住宅の被害調査及び災害応急対策に関すること  
12．車中避難者の把握に関すること（管理駐車場）  
13．被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査に関すること 
14. 大津菊陽水道企業団との調整 

・災害時の飲料水の確保及び供給に関すること  
・給水設備の保全及び応急修理に関すること  
・災害地における送配水管の維持管理に関すること  
・被災地域における緊急給水活動に関すること  
・上水道施設の被害状況調査及び応急対策に関すること 

健
康
福
祉
対
策
部 

健
康
福
祉
部
長 

健康・保険課 

１.救護所、避難所等（避難所、車中泊、自宅）避難者の健康管理 
２.被災者の栄養指導 
３.医療機関及び保健医療福祉調整部門等との連絡調整 
４.感染症対策 
５.医療品及び衛生資材の調達、供給 
６.保健師等による保健活動班の設置（第３次配置体制時） 
※ 保健活動班の活動については上記の他、別途定める。 

福祉課 
６.災害ボランティアに関する社会福祉協議会との連携調整 
７.義援金、見舞金等受付配分及び郵送 

子育て支援課 
８.町立保育園及び学童保育施設の復旧 
９.一時こども預かり 

こども 
家庭相談課 

10.避難所での性的被害防止 
11.救助物資の集配の体制整備 

介護保険課 
福祉課 

12.避難行動要支援者の救助活動 

介護保険課 
福祉課 
子育て支援課 

13.高齢者福祉、障がい者施設及び児童保育施設の被害調整及び情報収集 

教
育
対
策
部 

教
育
部
長 

学務課 

１．学校施設の被害に関する情報収集に関すること   
２．応急教育施設の確保に関すること  
３．児童及び生徒の応急教育対策に関すること  
４．教材・学用品の調達・配給に関すること  
５．児童及び生徒の安全避難対策に関すること  
６．給食施設及び供給体制等の被害状況の把握に関すること  
７．児童及び生徒の保健衛生に関すること  
８．避難所（学校施設）の調整・運営及び鍵の保管に関すること  

生涯学習課 
スポーツ振興課 

１．社会教育施設及び社会体育施設等の被害調査・情報収集に関すること 
２．社会教育団体等との連絡調整に関すること  
３．社会教育施設及び社会体育施設等の復旧に関すること  
４．文化財の被害調査に関すること  
５．避難所（社会教育施設）の調整・運営及び鍵の保管に関すること 

キ 現地災害対策本部 

 本部長が災害対策上、特に必要と認めるときは、現地災害対策本部を設置するもの

とする。 
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 (3)  第１次配置体制（警戒本部） 

※状況により配置する職員を指定することができる。（自宅待機含む） 

凡例 ☆：指定避難所、福祉避難所開設時等必要により編成する。 

(4)  情報収集（地震）、注意報（風水害）体制 

長 編 成 人員 主要業務 

危機管理防災課長  危機管理防災課２ ３  

①情報の収集  
②関係職員への連絡  
③警戒本部設置準備  
④軽易な応急対応  

    ※状況により配置する職員を指定することができる（自宅待機含む） 

  

長 編  成 人員 主 要 業 務 等 

総 

務 

部 

長 

総括班 
長：危機管理防災課長 危機管理防災課 ４ 

①警戒本部業務の統括 ②対策
本部開設準備 ③高齢者避難の
発令 ④避難所開設見積 ⑤県
庁等との調整 

総務班 総務部  ２ 
①職員招集 ②区長との連絡 
③受援見積 ④町民対応 
⑤町民広報、マスコミ対応 

消防班 本部機動隊 ２ 
①総括・総務班の支援 
②消防団予備 

事業課班 
長：係長級 

都市整備部  
産業振興部 

５ 
①災害応急措置 
②必要により人員を増強 

☆避難所班 
長：各避難所係長級 統括調整部直轄避難所班に同じ 

☆援護班 
長：福祉課長 
 介護保険課長 

健康福祉部 ２ ①福祉避難所との調整 
②避難行動要支援者への処置 
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第２節 職員配置 
災害が発生するおそれ、又は発生した場合に備えて、防災関係機関並びに町は、災害対

応等の業務を適切に行うための業務継続計画（ＢＣＰ）に基づき行動することを基本とし、

災害応急措置職員の配置体制、配置方法及び応援等について定め、応急措置等の円滑な実

施を期する。 

 

１．職員配置体制の整備 
(1) 職員への周知徹底 

災害応急措置等を迅速かつ確実に推進するため、所属職員の一部又は全部が直ちに応

急措置に従事し、活動できるようにあらかじめ体制・担任事務・及び職員待機要領を定

め所属職員に周知徹底しておくとともに、相互に協調するよう努めるものとする。 

なお、各対策部等における所掌事務は前節に定めるとおりとする。 

(2) 職員の招集・責務 

ア 総務部長は、必要に応じ、災害情報を検討するため、部長等を招集する。また、災

害情報の収集及び災害応急対策措置推進のため、職員の待機、参集、配置又は活動に

ついて指示する。 

イ 部長等は、所属職員の一部又は全部を指揮監督する。また、災害応急対策に従事、

活動し得る体制を整えておくものとする。職員の参集に遺漏がないよう、あらかじめ

職員の参集体制、参集順位、連絡方法について具体的に計画しておくものとする。 

ウ 職員等は、災害情報を入手した場合は、進んで所属の上司と連絡を取り、又は自ら

の判断で参集し、災害応急対策に従事するものとする。また、道路の遮断や公共交通

機関等の不通により、直ちに登庁出来ない場合は、所属長へその旨連絡し、指示を仰

ぐものとする。 

エ 職員配置の基準に関わる気象情報の伝達及び職員配置の指示系統 

 

 

 

 

 

(3) 職員の招集・安否確認方法 

職員の招集又は安否確認に当たっては、最も迅速かつ的確な方法（電話、メール、Ｓ

ＮＳ等）によるものとする。 
(4) 発災時の即報 

「火災・災害等即報要領（昭和 59 年 10 月 15 日付消防災第 267 号）」を遵守して、国、

県との協力を図る。即報を必要とする基準に留意する。例を次にあげる。 

・死者が３人以上生じたもの 

・死者及び負傷者の合計が 10 人以上生じた火災 

・町区域内で、震度５強以上を記録した地震 
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・報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いと認められる場合 

 

２．職員の配置 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※町内での突発重大事故（大規模な航空機災害、旅客列車等鉄道災害道路災害）発 

生時、消防機関等だけでは対応困難であると町長が判断した場合も準用する。 

 

３．被災市町村等への職員派遣 

(1) 町は、職員派遣に備え、災害対応業務ごとに、あらかじめ派遣職員名簿や派遣職員要

領を作成するなどして、大規模災害発生時に被災市町村及び全国の被災自治体へ応援職

員を速やかに派遣できる体制を整備するものとする。 

また、町は、土木・建築職などの技術職員が不足している市町村への中長期派遣等に

よる支援を行うため、技術職員の確保及び災害時の派遣体制の整備に努めるものとする。 
これら被災市町村等への応援職員の派遣は、町職員にとって人材育成を通じた災害対

応力の向上にもつながることから、積極的な応援職員派遣に努めるものとする。 
(2) 応援職員の健康管理等 

応援職員の派遣に当たっては、町は、感染症対策等のため、派遣職員の健康管理等を

徹底するものとする。また、町は、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、

応援職員等の執務スペースの適切な空間の確保に配慮するものとする。さらに、応援職

員等が宿泊場所を確保することが困難な場合に、公共施設の空きスペース、仮設の拠点

や車両を設置できる空き地などの確保に配慮する。 

 

４．職員の安全確認・健康管理等 

町及び県は、大規模災害発生後速やかに災害対策本部体制を確立するため、発災時に

職員の安否確認等を円滑かつ確実に実施することとする。 

また、災害対応を担う職員自身も被災者であることが多く、かつ、業務量の増大によ

る精神的・身体的な負担が大きいことから、職員の勤務状況や健康状態を把握するとと

もに、職員が休養によって疲労回復を図れるよう、勤務時間や職員配置、設備等につい

て管理を徹底するものとする。 
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  特に、大規模災害の発生直後から復旧・復興に至る過程において、全庁的に業務が増

加することから、優先的に実施すべきものに絞って業務を実施するとともに、必要に応

じ、全庁的な人員調整を行うものとする。 

なお、災害対応を担う職員のため、飲料水や食料を確保することとする。 
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第３節 応援要請 
 

町及び県等の関係機関は、大規模災害時には、災害応急活動等が実施できるよう、あら

かじめ相互応援協定を締結するなど、広域的な応援体制の整備を図るものとする。 
災害が発生するおそれがある場合は被害規模の予測を、発災直後は被害規模の把握を、

それぞれ早期に行うとともに、災害情報の迅速な収集及び伝達、通信手段の確保、災害応

急対策を総合的、効果的に行うための関係機関等の活動体制及び大規模災害時における広

域的な応援体制を確立する。 
 

１．関係機関との相互連絡 
大規模災害発生時には、単一の防災関係機関のみでは、応急対策活動に支障をきたす

おそれがあることから、各機関は平常時から関係機関と十分に協議して、応援協力体制

を確立しておくとともに、災害時には適切な応援協力を図るものとする。 

(1) 県との関係 

町は、県に災害対策本部が設置されたときは、常に密接な連絡を保ち、県の施策に適

合するよう十分調整を図るものとする。 

(2) 防災会議構成機関 

町は、菊陽町防災会議構成機関と密接な連絡を保ち、これら機関と相協力して災害対

策に万全を期するものとする。 

 

２．関係機関への要請 
災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、町長は、地方自治法第 252 条の

17 並びに災害対策基本法第 29 条の規定により他の地方公共団体又は国の機関の職員の

派遣を要請することができ、また、災害対策基本法第 30 条の規定により職員の派遣の斡

旋を求めることができる。 

(1) 県への応援又は職員斡旋の要請 

県に対して応援又は職員の斡旋を要請する場合は、当町を管轄する県出先機関を経由

して県庁関係部課に要請するものとする。 

(2) 「熊本県市町村災害時相互応援に関する協定」に基づく応援要請 

被災した市町村が単独では十分な応急の復旧対策ができない場合に、熊本県市町村災 
害時相互応援に関する協定（令和３年５月 25 日）に基づき、相互に応援を行うものと 
する。 

(3) 熊本県消防相互応援協定等に基づく応援要請 

各消防機関は、災害が発生した場合、必要があると認めるときは他の消防機関に対し

て応援要請を行うものとする。応援の要請は、「熊本県消防相互応援協定」及び「九州自

動車道等における消防相互応援協定」に基づき行うものとする。 

(4) その他の応援要請 

締結している各協定（第２章第２節 応援体制の整備参照）に定められた方法により、

災害の規模、被災の状況、復旧・復興活動状況に応じて要請する。 



99 

 

３．応援の受入に関する措置 
本節の定めるところにより、各防災関係機関が他の機関に対して応援の要請を行う場

合には、応援活動の拠点となる施設の提供、応援に係る人員の宿泊場所の斡旋等応援の

受入体制の整備に努めるものとする。 

(1) 職員の受入 

災害応急対策又は災害復旧のため職員の派遣を受けたときの取扱いは、地方自治法第

252 条の 17 並びに災害対策基本法第 32 条の規定により、災害時における派遣職員の円

滑な受入を図り、別途定める受援計画により応急措置の実施促進を図る。 

(2) 災害派遣手当 

災害時における職員派遣制度の円滑な運用を図るため、災害対策基本法第 32 条の規定

により、町は災害派遣手当を支給することができるが、支給額の基準は、自治省告示（昭

和 51 年３月自治省告示第 118 号）によるものとする。 

(3) 派遣職員に対する給与及び経費の負担 

ア 国から派遣を受けた職員に対する給与及び経費の負担は、災害対策基本法施行令第

18 条による。 

イ 県及び他市町村から派遣を受けた職員に対する給与及び経費の負担は、地方自治法

第 252 条の 17 第３項による。 

(4) その他の経費負担 

その他、応援にかかる費用負担については、各協定に定めがある場合はそれに従い、

定めがない場合はその都度協議する。 

 

４．応援・受援体制の整備 

町、県及び防災関係機関は、応援活動の拠点となる施設の提供、国が作成した「地方

公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン」等を参考に、応急対応時から

復旧・復興までを見据えた応援・受援マニュアルを事前に作成するものとする。 

なお、平常時から相互に顔の見える関係を構築するとともに、応援の受入を想定した

訓練を行い、結果を踏まえた同マニュアルの継続的な見直しを行うものとする。 
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第４節 災害警備（県警察本部） 
 

本計画は、天災地変その他の災害に対し、人命又は財産を保護し、災害の拡大等を防止

するため、住民の避難誘導及び救助、犯罪の防止、交通の規制等の応急対策を実施する県

警察本部と、連携を密にするものである。 

発災時は、熊本県災害警備本部が設置されるため、県計画第３章第３節を参照する。 

 

１．組織系統 
(1) 系統 

警備部隊（警察災害派遣隊を含む） 

交通部隊（警察災害派遣隊を含む） 

刑事部隊（警察災害派遣隊を含む） 

航空隊（警察災害派遣隊を含む） 

機動警察通信隊（警察災害派遣隊を含む） 

 

 

(2) 災害警備本部の編成及び分掌事務は県計画別冊資料編のとおりとする。 

 

２．災害時における警備体制及び活動内容 
災害に対処する警察の警備体制及び活動内容は、次のとおりである。 

種別 時期 活動内容 

災 害 警 備

準備室 

気象情報その他から判断して、

災害発生のおそれはあるが、発

生までに相当の時間的余裕が

ある場合。 

1. 関係機関との連絡 

2. 気象情報の伝達、災害情報の

収集及び通報 

3. 装備資機材の整備 

災 害 警 備

対策室 

1. 風水害に関する警報が発

せられた場合。 

2. 津波注意報が発せられた

場合。 

3. 震度４以上の地震が発生

した場合 

4. 火口周辺警報（噴火警戒レ

ベル３（入山規制））が発

せられた場合 

1. 関係機関との連絡 

2. 気象情報の伝達、災害情報の

収集及び通報 

3. 救助活動の把握と措置 

4. 避難状況の把握 

5. 避難の指示及び誘導 

6. 交通秩序の維持 

7. 通信の確保 

 

３．事故災害 
多数の死傷者を伴い、又は伴うおそれがある事故災害については、関係規定により対

応する。 

 

熊本県警察 

災害警備本部 

警
備
部 

警
務
部 

生
活
安
全
部 

刑
事
部 

交
通
部 

通
信
部 
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第５節 自衛隊災害派遣要請（陸上自衛隊第８師団） 
 

本計画は、天災地変その他の災害に対し、人命又は財産の保護のため、自衛隊法第 83 条

の規定に基づく自衛隊の災害派遣の要請に関する必要な事項を定め、もって自衛隊の効率

的な災害派遣を期するものである。 

 

１．災害派遣の要請責任者 
自衛隊への災害派遣要請は、自衛隊法第 83 条及び同法施行令第 105 条に基づき、次の

災害派遣要請権者が行う。 

① 知事 

② 第十管区海上保安本部長 

③ 熊本空港事務所長 

 

２．災害派遣要請の基準 
知事、第十管区海上保安本部長及び熊本空港事務所長は、天災地変その他の災害に際

して、人命又は財産の保護のため必要があると認める場合には、それぞれの所管に応じ

て災害派遣を要請することができる。 

この際、特に次の点について留意すること。 

(1) 公共性 

公共の秩序を維持するため、人命又は財産を社会的に保護しなければならない必要性

がある。 

(2) 緊急性 

さし迫った必要性がある。 

(3) 非代替性 

自衛隊の部隊が派遣される以外に他の適切な手段がない。 

 

３．災害派遣要請先 
知事、第十管区海上保安本部長及び熊本空港事務所長は、入手した情報（知事にあっ

ては、町長からの要求を含む。）等に基づき自衛隊の災害派遣の必要性の有無を判断し、

要請する場合は、第８師団長に対して行うものとする。 
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４．災害派遣要請に含める事項 
知事等が第８師団長に対し、災害派遣を要請する場合は、次の事項を明確にするもの

とする。 

① 災害の状況及び派遣を要請する事由 

② 派遣を希望する期間 

③ 派遣を希望する区域及び活動内容 

④ その他、参考となるべき事項（連絡方法、連絡責任者及び部隊の集結地等） 

ただし、突発災害等緊急を要し、上記事項が判断できない場合においても、最小限「派

遣を希望する区域及び活動内容」を明らかにして要請するものとする。 

 

５．災害派遣の要請手段 
(1) 知事等が自衛隊の派遣を要請する場合は、文書をもって行うものとする。ただし、事

態が急迫して文書によることができない場合には、口頭又は電話若しくは FAX で行うこ

とができる。 

(2) 前項ただし書の場合においては、事後において速やかに、文書を提出するものとする。 

 

６．自衛隊に要請する活動内容 
災害派遣要請において、自衛隊に期待する主要な活動内容は次の事項とする。 

① 人命救助：行方不明者の捜索、被災者の救出・救助 

② 消火活動：林野火災等に対し、航空機による消火 

③ 水防活動：土のうの作成、運搬、積込み 

④ 救援物資の輸送：車両及びヘリコプターによる物質の輸送 

⑤ 道路の応急啓開：応急の土木工事、土砂崩れに対する工事等 

⑥ 医療、防疫：応急救護及び除染車等による地域の防疫 

⑦ 給水活動：水タンク車、水トレーラーによる給水 

町長 熊本県知事 第８師団長 

・第十管区海

上保安本部長 

・熊本空港事

務所長 

※調整窓口 

通知 
※市町村長にあっては、災害対策基本法第６８条の２に基づき、知事に派遣要求できない
旨及び災害の状況の通知ができる。 
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⑧ 給食：炊事車による炊飯（温食） 

⑨ 宿泊活動：天幕（テント）を使用した宿泊施設の設置 

⑩ 入浴活動：公園及びグラウンド等の野外における、応急風呂の開設 

 

７．自衛隊の災害派遣要請に関する細部事項 
(1) 自衛隊及び災害派遣要請機関の連絡場所 

機関 連絡窓口 電話番号 

陸上自衛隊 

第８師団司令部 

第３部防衛班 096-343-3141 内線 3237 

師団運用室 夜間 内線 3299 

海上自衛隊 

佐世保地方総監室 

防衛部第３幕僚室 0956-23-7111 内線 3225 

運用作業室 夜間 内線 3222 

航空自衛隊 

西部方面航空隊指令部 

防衛部運用２班 092-581-4031 内線 2334 

指令部当直 夜間 内線 2850 

熊本県庁 危機管理防災課 直通 096-333-2115（防災センター213-1000) 

熊本空港事務所 総務課 096-232-2853 

第十管区海上保安本部 

三角海上保安部 

警備 

救難課 

096-452-4999 

 

(2) 各自衛隊の担任区分 

自衛隊別 担当地域 

陸上自衛隊 

第８師団 第 42 即応機動連隊 

熊本市、宇土市、菊池市、山鹿市、玉名市、荒尾市、 

宇城市、阿蘇市、合志市、下(上)益城郡、菊池郡、 

阿蘇郡、玉名郡 

西部方面特科隊 
八代市、人吉市、水俣市、天草郡、八代郡、球磨郡、 

芦北郡 

海上自衛隊佐世保地方隊 熊本県全域 

航空自衛隊西部航空方面隊 熊本県全域 

 

(3) 第８師団の保有機材 

種類 数量 備考 

小型ドーザー 
バケットローダー 
渡河ボート 
浄水セット 
入浴セット 
ダンプ 
中型トラック 
大型トラック 
炊事車１号 
中型ヘリコプター 
１ｔ水トレーラー 

13 台 
１台 
６隻 
４セット 
２セット 
約 10 台 
約 150 台 
約 230 台 
約 50 台 
４機 
約 50 台 

 
 
積載人員 20 人／隻 
１時間：7,000 ㍑の給水可能 
１時間：100 人／セット入浴可能 
 
 
 
１台で同時 200 人分炊飯可能 
輸送等 
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(4) 派遣部隊等に対する処置 

自衛隊派遣に対し、受入市町村は次の事項に留意するとともに、自衛隊の任務と権限

を侵害することのないよう処置するものとする。 

ア 派遣部隊の宿泊施設又は野営施設の便宜を与えること。 

イ 自衛隊の任務を十分理解し、応急対策後の一般的復旧工事等については、別途依頼

すること。 

ウ 自衛隊の作業に対し、関係市町村当局及び地域住民は積極的に協力すること。 

エ 災害地における作業に関しては、市町村当局と自衛隊指揮官との間で十分協議して

決めること。 

オ 連絡幹部等の受入にあたっては、災害対策本部内に連絡手段のある調整所及び連絡

幹部等の待機室を確保する。 

カ 人命救助活動については、自治体が一元的な調整及び統制を行う。 

(5) 使用機材の準備 

自衛隊派遣に際し、使用する機材の準備については次のとおりとする。 

ア 災害救助又は復旧作業等に使用する機械器具類は、派遣部隊の携行する機械器具類

を除き市町村において準備することとする。 

イ 災害救助又は復旧作業後等に使用される材料及び消耗品類は、全て受入市町村にお

いて準備するものとし、不足するものについては、派遣部隊が携行する材料及び消耗

品類を使用するものとする。ただし、派遣部隊携行の使用材料及び消耗品類は全て受

入市町村に譲り渡すものではなく、災害の程度、その他の事情に応じて受入市町村に

おいてでき得る限り返品又は弁償しなければならないこと。 

(6) ヘリコプター発着場の設置基準 

人命の救出又は救援物資の空輸を円滑にするためのヘリコプター発着場設置基準は、

おおむね次のとおりとする。 

ア 地表面は、平坦でよく整理されていること。 

イ 回転翼のダウンウオッシュによって砂じん等が上がらないような場所 

ウ ヘリコプターの進入区域 50ｍ以内に高さ５ｍ以上の障害物がないこと。 

エ 発着場の所要地積 

機種 昼間 夜間 

中型ヘリコプター（10 人乗） 直径 50ｍ 直径 75ｍ 

大型ヘリコプター（40 人乗） 100ｍ×100ｍ 100ｍ×100ｍ 

(7) 地上と航空機との交信 

災害派遣時に通信が途絶した状況下において、航空機との交信は次によるものとする。 

ア 地上から航空機に対する信号の種類 

標旗又はライトガン(強力ライト)の区分 要望事項 

青旗又はライトガン（強力ライト）青 航空機は、着陸又は隊員を卸下せよ 

赤旗又はライトガン（強力ライト）赤 航空機は、着陸の必要はない 

地上からの信号には、１辺１ｍの正方形の布又はライトガン（強力ライト）を使用

し、着陸地点近傍で上空の航空機から識別容易な場所及び角度で大きく振る。また、
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ライトガン（強力ライト）を使用する場合は、航空機に向かってライトを照射するも

のとする。 

イ 地上からの信号に対する航空機の回答要領 

事項 航空機の行動 

了解 機体を左右交互に傾斜させるか又は着陸灯の点滅（10 秒以上） 

不可 
蛇行飛行（機首を左右交互に向ける）又は着陸灯の点滅（約１秒、

数回） 

ウ 航空機から地上に対する信号 

航空機は、地上から識別可能なように機体信号及び着陸灯を点灯するものとする。 

区分 航空機の行動 

航空機の着陸又は人員及び

物資等を卸下する。 

航空機の着陸又は人員及び物資等を卸下したい

地点の上空で旋回を繰り返す又は、着陸灯を点灯

し、旋回を繰り返す 

エ 航空機に対する着陸の要求 

航空機を着陸させる場合は、着陸地点の飛散物等を除去し、直径約 10ｍのＨを標示

するものとする。 

(8) 経費の負担区分等 

ア 派遣部隊が活動に要した経費のうち下記に掲げるものは、当該部隊の活動した地域

の市町村の負担とする。ただし、２以上の地域にわたって活動した場合の経費の負担

割合は、関係市町村が協議して決めるものとする。 

① 派遣部隊が連絡のために宿泊施設に設置した電話の施設費及び当該電話による

通話料金等 

② 派遣部隊が宿泊のために要した宿泊施設の電気料及び水道料金 

③ 宿泊施設の汚物の処理料金 

④ 活動のため現地で調達した資材等の費用 

イ その他 

その他必要な事項については、知事等が派遣命令権者と協議して定めるものとする。 
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◎ヘリの派遣要請をした場合の菊陽町における発着予定地 

 発着予定地 住所 予定地面積 備考 

1 菊陽南小学校校庭 

（ヘリサイン有） 
大字曲手 397 

60×70 
(4,200 ㎡) 

北側に校舎 

西側に体育館 

2 菊陽北小学校校庭 

（ヘリサイン有） 
大字原水 4652  

50×80 
(4,000 ㎡) 

北側に校舎 

周囲にナイター設備 

3 菊陽西小学校校庭 

（ヘリサイン有） 
大字原水 5666-40 

70×160 
(11,200 ㎡) 

東側に校舎 

4 武蔵ヶ丘北小学校校庭 

（ヘリサイン有） 

武蔵ヶ丘北 3丁目

5 番 2 号 

50×90 
(4,500 ㎡) 

西側に校舎 

南側に西部町民センター 

5 
武蔵ケ丘小学校校庭 

（ヘリサイン有） 

武蔵ヶ丘北 1丁目

2 番 1 号 

70×80 
(5,600 ㎡) 

北側に校舎 

東側に 5F 建県営住宅 

南側に高圧線 

（西側より進入可） 

6 菊陽中学校校庭 大字久保田 2563 
140×155 

(21,700 ㎡) 
東側に校舎 

7 武蔵ケ丘中学校校庭 
光の森 1 丁目 

3518 

56×150 
(8,400 ㎡) 

北西に校舎 

周囲にナイター設備 

8 町民総合運動場 大字久保田 2786 
141×115 

(18,000 ㎡) 

東側に役場庁舎 

周囲にナイター設備 

9 
菊陽杉並木公園 

スポーツ広場 
大字原水 5308-1 

200×160 
(32,000 ㎡) 

４方向管理用道路 

10 菊陽町光の森防災広場 
光の森 3丁目 2番

2 

107×103 
(11,021 ㎡) 

３方向町道 

１方向緑道 

西側に武蔵ヶ丘中学校 
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第６節 緊急消防援助隊受援要請 
 

大規模災害等時において、迅速に人命救助活動を行い、被害の拡大を防止し、もって安

寧秩序の保護と社会公共の福祉増進を図るためには被災地外からの応援が大変有効である。

そのため全国の消防機関が協力して、高度な資機材を保有し、訓練を積んだ緊急消防援助

隊をあらかじめ消防庁に登録している。 

大規模災害発生時においては、必要に応じて、県を通じて消防庁長官に対し緊急消防援

助隊の応援を要請し、救助、救急、消火活動等について応援を求める事態に備えて円滑に

活動できる体制の確保を図るものとする。 

菊池広域連合消防本部においては、「熊本県広域消防応援基本計画に基づく応援計画・受

援計画」を定めている。 

 

１．出動要請 
ア 要請基準 

町長は、災害の状況及び管内の消防力だけでは十分な対応がとれないと判断したと

きは、速やかに知事に対して緊急消防援助隊の応援を要請するものとする。 

（ア） 大規模火災及び災害の多発により、消防活動の困難が予想される災害の場合 

（イ） 隣接市町村に被害が拡大するおそれがある災害の場合 

（ウ） 町長が、広域の消防力をもってしても、災害に対処できないと判断したとき 

（エ） その他、町長が応援部隊の出動を必要と判断したとき 

イ 要請手続・連絡事項 

応援要請する場合、別記様式１－２に記載する事項の他、次にあげる事項において、

連絡する。 

（ア） 応援部隊の集結場所、当該地への応援可能ルート等 

（イ） ヘリコプターの離発着場所、位置等 

（ウ） その他 

また、町長は、緊急消防援助隊の要請を行った場合は、菊池広域連合消防本部消防

本部長へ連絡するものとする。 

  

２．菊陽町応援等調整本部 
(1) 菊陽町応援等調整本部の設置 

町長は、緊急消防援助隊を要請した場合は、菊陽町での緊急消防援助隊の迅速かつ的

確な活動を総合的に支援するため、災害対策本部の設置と併せ菊陽町応援等調整本部を

設置するものとする。 

(2) 本部の構成員 

応援等調整本部の構成員は、町長又はその委任を受けたもの、菊池広域連合消防本部

職員、消防庁派遣職員、県派遣職員、指揮支援部隊長、代表消防機関派遣職員、又は県

内広域応援消防隊の代表とし、町長を本部長とする。 
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(3) 実施内容 

菊陽町応援等調整本部は、消防庁、後方支援本部と連携し次の事項を実施する。 

ア 緊急消防援助隊の部隊配備に関すること。 

イ 関係機関との連携調整に関すること。 

ウ 緊急消防援助隊の後方支援に関すること。 

エ その他必要な事項に関すること。 

 

３．熊本県応援活動調整本部への派遣 
菊陽町を含む複数の市町村が被災し、熊本県応援活動調整本部が設置された場合は、

町長が指定する職員を熊本県へ派遣するものとする。 

 

４．集結場所への誘導 
県内・外消防本部の応援部隊の集結場所までの誘導については、高速道路、主要道路

出入口に、消防署員、消防団員を配置する。 

 

５．応援部隊への情報提供 
町長は、効果的な災害活動を図るため、応援部隊に対し、次にあげる事項について、

指示又は情報提供を行うものとする。 

・災害発生日時、場所 

・災害の種別及び状況 

・活動中の消防部隊名及び隊数 

・活動方針及び活動地域水利の状況 

・使用無線の種別 

・現場指揮者及び連絡担当者 

・災害現場への到着ルート及び道路状況 

・宿営地場所 

・その他応援部隊の活動に必要な事項 

 

６．応援活動終了 

町長は、災害状況の推移により応援部隊の必要がないと判断したときは、速やかに応

援活動の終了を指揮支援部隊長等に指示するものとする。町長は、災害活動の必要がな

いと判断したときは、菊陽町応援等調整本部を解散するものとする。 
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緊急消防援助隊応援要請系統図 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

⑥
応
援
決
定
通
知 

消 防 組 織 法 の 根 拠 条 項 

③－１出動の求め
又は指示 

※特に緊急を要する場合 

③－2出動の求め又は指示 

⑤
応
援
決
定
通
知 

②
応
援
要
請 

①
応
援
要
請 

④出動の求め 
又は指示 

  

①② 44 条第１項 

③－１ 

 求めによる場合 44 条第１、２項 

 指示による場合 44 条第５項 

③－２ 

 求めによる場合 44 条第４項 

指示による場合 44 条第５項 

④求めによる場合 44 条第３項 
指示による場合 44 条第６項 

消 防 庁 長 官 

熊 本 県 

災害発生市町村長 

 

(市町村長の委任を

受けた消防長) 

市消防本部(代表消防機関) 

県 内 消 防 機 関 

隣 接 市 町 村 

緊急消防援助隊

の属する都道府

県知事 

緊急消防援助隊の

属する都道府県市

町村 

(緊急消防援助隊) 

熊本県消防相互応援協定 

(法第２１条) 
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緊急消防援助隊応援要請連絡票 
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第７節 気象予警報等伝達 
 

本計画は、災害発生のおそれのある時に行う気象業務法に基づく特別警報、警報及び注

意報並びに水防法に基づく水防警報、消防法に基づく火災気象通報等（以下「予警報等」

という）を住民に迅速、かつ確実に伝達するための通報系統及び要領等を定めて、適切な

防災措置の実施を期するものである。 

 

１．予報等の定義 
この計画において、気象及び地象に関する予警報並びに情報の定義は、次に定めると

ころによる。 

(1) 気象等の特別警報、警報及び注意報 

特別警報とは、警報の発表基準をはるかに超え、数十年に一度の現象が予想され重大

な災害が発生するおそれが著しく大きい場合に、気象業務法に基づいて、熊本地方気象

台が一般及び関係機関に対して最大限の警戒を喚起するために行う予報をいう。 

警報とは、重大な災害が起こるおそれがある場合に、気象業務法に基づいて、熊本地

方気象台が一般及び関係機関に対して警戒を喚起するため行う予報をいう。 

注意報とは、災害が起こるおそれがある場合に、気象業務法に基づき、熊本地方気象

台が一般及び関係機関に対して注意を喚起するために行う予報をいう。 

熊本地方気象台が菊陽町に発表する気象等の特別警報、警報、注意報の種類及び発表基準 

 種類 発表基準 

特
別
警
報 

大雨特別警報 

大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく

大きいと予想されたときに発表される。大雨特別警報には、大雨

特別警報（土砂災害）、大雨特別警報（浸水害）、大雨特別警報（土

砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が明記される。災

害が発生又は切迫している状況であり、命の危険が迫っているた

め直ちに身の安全を確保する必要があることを示す警戒レベル５

に相当 

大雪特別警報 
大雪が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく

大きいと予想されたときに発表される。 

暴風特別警報 
暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく

大きいと予想されたときに発表される。 

暴風雪特別警報 

雪を伴う暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれ

が著しく大きいと予想されたときに発表される。「暴風による重大

な災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害などによる重大

な災害」のおそれについても警戒を呼びかける。 

警
報 

 
 

 
 

 
 

 大雨警報 

大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想されたとき

に発表される。大雨警報には、大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸

水害）、大雨警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき

事項が明記される。 

大雨警報（土砂災害）は、高齢者等が危険な場所から避難する必

要があるとされる警戒レベル３に相当。 
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 種類 発表基準 

洪水警報 

河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、重大な災害

が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。対象と

なる重大な災害として、河川の増水や氾濫、堤防の損傷や決壊に

よる重大な災害があげられる。高齢者等は危険な場所からの避難

が必要とされる警戒レベル３に相当 

大雪警報 
大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたとき

に発表される。 

暴風警報 
暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたとき

に発表される。 

暴風雪警報 

雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。 

「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障

害などによる重大な災害」のおそれについても警戒を呼びかける。 

注
意
報 

大雨注意報 

大雨による災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備

え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

洪水注意報 

河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が発生

するおそれがあると予想されたときに発表される。ハザードマッ

プによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの避難行動の確

認が必要とされる警戒レベル２である。 

大雪注意報 
大雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。 

強風注意報 
強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。 

風雪注意報 

雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。 

「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害等に

よる災害」のおそれについても注意が呼びかけられる。 

濃霧注意報 
濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発

表される。 

雷注意報 

落雷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。また、発達した雷雲の下で発生することの多い突風や「ひ

ょう」による災害についての注意喚起が付加されることもある。

急な強い雨への注意についても雷注意報で呼びかけられる。 

乾燥注意報 

空気の乾燥により災害が発生するおそれがあると予想されたとき

に発表される。具体的には、火災の危険が大きい気象条件を予想

した場合に発表される。 

なだれ注意報 
「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想されたとき

に発表される。 

着氷注意報 

著しい着氷により災害が発生するおそれがあると予想されたとき

に発表される。具体的には、通信線や送電線、船体などへの被害

が起こるおそれのあるときに発表される。 

警
報 
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 種類 発表基準 

着雪注意報 

著しい着雪により災害が発生するおそれがあると予想されたとき

に発表される。具体的には、通信線や送電線、船体などへの被害

が起こるおそれのあるときに発表される。 

融雪注意報 

融雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。具体的には、浸水、土砂災害などの災害が発生するおそ

れがあるときに発表される。 

霜注意報 

霜により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ

れる。具体的には、早霜や晩霜により農作物への被害が起こるお

それがあるときに発表される。 

低温注意報 

低温により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。具体的には、低温のために農作物などに著しい被害が発

生するおそれがあるとき、冬季の水道管凍結や破裂による著しい

被害の起こるおそれがあるときに発表される。 

（注）土壌雨量指数とは、降った雨が土壌中に水分量としてどれだけ貯まっているかを指

数化したもので、土砂災害発生の危険度を示す指標。土壌雨量指数基準は、１㎞格

子毎に値を設定し、基準の最低値を示している。 

 

(2) 気象情報 

気象情報は、気象業務法に基づき、観測の成果の発表や予報事項に関する情報を、一

般及び関係機関に対し発表し、円滑な防災活動ができるように支援するもので、その情

報は次の３つに大別される。 

ア 災害に結びつくような顕著な現象の発現が予想されるが警報・注意報等を未だ行う

に至らない場合などに、予告的に発表する情報。 

イ 顕著な現象が切迫しているかあるいは発現して、警報や注意報などを行っている場

合などに、警報・注意報を補完するための情報。 

ウ 大雨警報を発表中の二次細分区域において、キキクル（気象庁）の「危険」（紫）に、

数年に一度しか起こらないような短時間の猛烈な雨（熊本県では１時間 110 ㎜以上）

を観測若しくは解析した場合に、さらに強く警戒を呼びかける「熊本県記録的短時間

大雨情報」がある。 

(3) 火災気象通報 

火災気象通報とは、消防法に基づいて、熊本地方気象台長が気象の状況が火災の予防

上危険であると認めるときに、その状況を直ちに知事に通報するものである。知事は、

この通報を受けたときは、直ちにこれを市町村長に通報しなければならない。 

ア 火災気象通報を行う基準 

熊本地方気象台が定めた「乾燥注意報」及び陸上を対象とした「強風注意報」の基

準と同一とし、「乾燥注意報」もしくは陸上を対象とした「強風注意報」の発表が予想

される場合は、火災気象通報として通報する。 

なお、陸上を対象とした「強風注意報」の発表が予想され、火災気象通報基準に該

注
意
報 
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当する全ての地域・時間帯で降水（降雪を含む。）が予想される場合は、火災気象通報

に該当しない。 

(4) 火災警報 

火災警報とは、消防法に基づいて市町村長が火災気象通報を受けたとき、又は気象状

況が火災の予防上危険であると認めるとき、一般に対して警戒を喚起するために行う警

報をいう。 

(5) 指定河川（白川）洪水予報の発表基準 

白川の洪水に関して、国土交通省熊本河川国道事務所と熊本地方気象台が共同して行

う白川洪水予報の種類は、次のとおりである。 

種類 発表基準 

氾濫注意情報（洪水注意報） 

（警戒レベル２相当情報［洪水］） 

基準地点の水位が氾濫注意水位（警戒水位）（警戒レ

ベル２相当）に到達し、更に水位上昇が見込まれると

き。 

氾濫警戒情報（洪水警報） 

（警戒レベル３相当情報［洪水］） 

基準点の水位が一定時間後に氾濫危険水位（危険水

位）（警戒レベル４相当水位）に到達することが見込

まれるとき、又は、避難判断水位（警戒レベル３相当

水位）に到達し、更に上昇が見込まれるとき 

氾濫危険情報（洪水警報） 

（警戒レベル４相当情報［洪水］） 

基準地点の水位が氾濫危険水位（危険水位）（警戒レ

ベル４相当水位）に到達したとき、又は、急激な水位

上昇によりまもなく氾濫危険水位（危険水位）（警戒

レベル４相当水位）を超え、さらに水位の上昇が見込

まれるとき 

氾濫発生情報（洪水警報） 

（警戒レベル５相当情報［洪水］） 
氾濫が発生したとき。 

 

(6) 水防警報 

水防警報とは、水防法に基づき国土交通大臣又は知事が指定する河川について洪水に

よる災害の発生が予想される場合、国土交通大臣が指定する河川については国土交通省

の出先機関の長（菊池川河川事務所長及び熊本河川国道事務所長）が、知事が指定する

河川等については知事が、水防を必要と認め警告を発するものをいう。 

(7) 緊急地震速報（警報） 

気象庁は、震度５弱以上または長周期地震動階級３以上の揺れが予想された場合に、

震度４以上または長周期地震動階級４以上が予想される地域に対し緊急地震速報（警報）

を発表する。なお、緊急地震速報（警報）のうち震度６弱以上または長周期地震動階級

４の揺れが予想される場合のものを特別警報に位置付けられる。 

（注）緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震

波を解析することにより、地震による強い揺れが来る前に、これから強い揺れが来るこ

とを知らせる警報である。このため、震源付近では強い揺れの到達に間に合わない（平

成 28 年熊本地震においても本町では間に合わなかった）。 
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(8) 水防に関する情報 

水防に関する情報とは、河川の氾濫をはじめとした水災の防止を目的として、河川の

水位、河川水位に影響を及ぼす雨量等の情報を県が任意で発するものである。 

(9) 土砂災害警戒情報（警戒レベル４相当情報[土砂災害]） 

土砂災害警戒情報とは、熊本県と熊本地方気象台が共同で発表する情報で、大雨警報

（土砂災害）又は大雨特別警報（土砂災害）発表中に、大雨による土砂災害発生の危険

度が更に高まった時、市町村長が避難指示等を発令する際の判断や住民の自主避難の参

考となるよう市町村毎に発表する。 

 

２．予警報等の伝達系統 
(1) 気象等の特別警報・警報・注意報は、迅速かつ的確に伝達し、一般に周知させるもの

とする。ただし、注意報については関係機関が、注意報の種類、又は時期により、下部

機関に伝達を必要としないと認めるものについてはこの限りでない。 

なお、町及び県は、避難指示等の発令基準に活用する防災気象情報を、警戒レベルと

の関係が明確になるよう、５段階の警戒レベル相当情報として区分し、住民の自発的な

避難判断等を促すものとする。 

次の種類の警報・注意報の伝達系統は図１のとおりである。 

ア 特別警報…暴風、暴風雪、大雨及び大雪特別警報 

イ 警報…暴風、暴風雪、大雨、大雪及び洪水警報 

ウ 注意報…風雪、強風、大雨、大雪、濃霧、雷、洪水、乾燥、霜、低温、着氷(雪)、融

雪及びなだれ注意報 

(2) 地震及び津波に関する情報の伝達系統は図２のとおりである。 

(3) 火災気象通報及び火災警報 

火災気象通報の発令解除及び火災警報の伝達系統は図３のとおりである。火災警報は、

町長が、火災予防上危険であると認めるときに発令するものとする。 

(4) 水防警報の伝達系統は図４のとおりである。 

 

３．気象予警報等の取扱い 
(1) 町における措置 

町長は、熊本地方気象台から特別警報・警報・注意報が通報されたときは、速やかに

住民に徹底するように努めるものとする。 

このうち、特別警報については、防災行政無線等により速やかに住民に情報を伝達す

るとともに、最大級の警戒を行い、災害即応体制の確立に努めるものとする。 

 

(2) 気象防災アドバイザーの活用 
町は、避難指示等の発令に当たり、必要に応じて気象防災アドバイザー等の専門家の

技術的な助言等を活用し、適時適切な判断を行う。 
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４．予警報等伝達責任者 
特別警報・警報・注意報等の伝達を迅速かつ適確にして実施するため、町長は次の基

準によって予報伝達責任者を定めておくものとする。ただし、注意報は必要に応じて伝

達するものとする。 

(1) 危機管理防災課職員の内から１名 

(2) 建設課職員の内から１名 

(3) 農政課職員の内から１名（ただし、霜注意報及び低温注意報のみ） 

 

５．異常発見時における措置 
(1) 災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、直ちに自己又は他人により、

町長又は警察官若しくは海上保安官に通報するものとする。（災害対策基本法第 54 条） 

(2) ここにいう異常現象とは、県計画に掲げる自然現象をいう。 

(3) 異常現象を発見した場合における通報は、次により迅速に通報するものとする。 

 

ア 系統 

     （又は）警察官 熊本地方気象台 

発見者            町長 その他災害に関係ある隣接市町村 

   （若しくは）海上保安官 地域振興局（総務）振興課 

 

イ 通報の方法 

町長より熊本地方気象台に対する通報は、公衆電報及び電話によることを原則とす

る。ただし、地震に関する事項については、文書によるものでもよい。 

 

６．気象等伝達についての応急措置等 
(1) 火災の発生その他の事情により、気象等の伝達について、２及び３に定める措置によ

ることができないときは、関係機関は相互に連絡協力して、注意報及び警報を町民に周

知させるための措置を講ずることとする。 

(2) 気象業務法第 15 条に基づくＮＴＴ西日本から市町村長あての警報の伝達は、警報文

（たとえば、“警報発表暴風です”）のみの伝達で、詳細は伝達されない。したがって、市

町村はラジオ等を整備し、気象台が発表する予報、注意報、警報等の内容に注意するよ

う努めるものとする。 
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１．特別警報、警報、注意報の伝達系統 

図１ 
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２．地震及び津波に関する情報の伝達系統 

図２ 
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３．火災気象通報及び火災警報の伝達系統 

図３ 

３ 
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４． 気象、水防及び土砂災害に関する情報の伝達系統 

 

図４ 
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第８節 通信施設利用 
 

災害が発生するおそれのある場合、又は災害が発生した場合における気象予警報の伝達

若しくは被害状況等の情報収集、その他応急措置等についての通信施設の利用は、次によ

り行うものとする。 

なお、各機関においては、あらかじめ通信回線を多重化すること等により、災害に強い

情報通信網の構築を図るとともに、定期的な訓練等を通じた平常時からの連携体制の構築

を図る。 

 

１．通常の場合における通信施設の利用 
加入電話、電報、防災行政無線電話、アマチュア無線及び移動系通信（携帯電話、衛

星携帯電話等の電気通信事業用移動通信、公共安全モバイルシステム等）の活用 

 

２．非常無線通信の利用 
危機管理防災課長は、直ちに通信統制員を待機させ、若しくは配備を命じ、非常無線

通信を利用して通信するものとする。 

【菊陽町防災行政無線の現況】 

常時及び非常時において、その機能を適切に発揮できるよう、次のとおり整備しておく。 

(R7.4.1 現在) 

品名 数量 配備先等 品名 数量 配備先 

同報無線系親局 1 危機管理防災課 移動無線系基地局 1 危機管理防災課 

同報無線系子局 59 各地区 

移動無線系可搬型 
MCA 無線機 
 

3 危機管理防災課 

戸別受信機 
231 

防災関係者 
社会福祉施設 
小中学校 
75歳以上のみの世
帯（申請者分を令
和７年度配布予
定） 

26 消防積載車 

13 消防団幹部 

8 音域エリア外地区 

 

３．その他 
(1) 民間のアマチュア無線クラブの協力による情報収集を図る。 

(2) 全ての通信施設が途絶した場合は、当該施設が直ちに復旧できる場合を除き、各種の

交通機関を利用し、又は徒歩による使者をもって連絡するものとする。 
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第９節 情報収集・共有及び被害報告取扱 
 

災害対策基本法及び他の法令等の規定に基づく災害の情報収集並びに被害状況報告（以

下「被害報告等」という）の取扱いについては、関係各省庁等からの指示に基づいて報告

すべき特別のものを除き、本節の定めるところによって行うものとする。 

 

１．実施責任者 
町長は、管内の被害報告等を収集し、県その他の関係機関に通報又は報告を行うもの

とする。 

なお、県への報告に当たっては、原則として、防災情報共有システムへの入力により

報告するものとする。 
また、町長が県（県本庁又は地域振興局）に報告することができないときは、直接国

（総務省消防庁）に対して被害報告を行うものとする。この場合、通信が回復次第、速

やかに県に報告するものとする。 

また、「火災・災害等即報要領（昭和 59 年 10 月 15 日付消防災第 267 号）」の一部が改

正され、地震が発生し、当該市町村の区域内で震度５強以上を記録したもの（被害の有

無を問わない。）については市町村が直接消防庁に対して報告するものとする。（平成 12

年 11 月 22 日付け消防災第 98 号・消防情第 125 号消防庁長官による） 

 

２．被害報告取扱責任者 
被害報告等を迅速かつ的確に処理するため、被害報告取扱責任者を定めておくものと

する。 

・危機管理防災課職員の内から１名 

 

３．防災情報共有システムの活用 

町及び県は、防災情報共有システム（県防災情報ネットワークシステムや県統合型防

災情報システム、防災情報提供システムを含む。）を活用して、各種防災情報の効率的な

収集及び情報に基づく意思決定の迅速化、防災関係機関相互の情報の共有化を図るもの

とする。 

さらに、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報を迅速かつ正確に分析・

整理・要約・検索するため、最新の情報関連技術の導入に努めるとともに、ＳＮＳ等の

データを活用した情報収集についても検討を行うものとする。 
なお、町は、避難指示等を発令した場合には、災害情報共有システム（Ｌアラート）

（以下、「Ｌアラート」という。）へ情報配信を行い、テレビ、ラジオ等の報道機関を通

じて住民への迅速な伝達を図るものとする。 
テレビ、ラジオ等の報道機関は、住民への迅速な防災情報を提供するため、Ｌアラー

トの登録及び利活用に努めるものとする。 
なお、平常時から町、県及び関係機関は、各種防災情報端末操作や利活用方法の習熟

を図るものとする。 
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４．被害報告等の調査 
町は、防災行政無線、消防無線等の活用及び自主防災組織や自治会・町内会からの情

報をもとに、管内の被害状況や孤立している地区の情報等の早期把握に努めるとともに、

必要に応じて調査班を編成して、現地での被害状況の把握に努めるものとする。 

災害の当初においては、次に掲げる情報のうち(1)～(5)の情報収集に努めるものとし、

初期の段階においては具体的な被害状況によらず、119 番通報の殺到状況等被害規模を

推定できる概括的な情報で足りるものとする。 

なお、報告は被害報告取扱要領に基づいて行うこととするが、至急の場合はその様式

等にこだわらないものとする。また、災害時の個人情報の取り扱いについて、国の指針

等を活用し、災害に係る様々な業務において、人の生命、身体又は財産の保護が最大限

図られるよう、適切に対応するものとする。 
(1) 人的被害（行方不明者の数を含む。） 

  ※ 安否不明者の情報収集 

    要救助者の迅速な把握のため、安否不明者についても、関係機関の協力を得て、 

積極的に情報収集を行うものとする。 

(2) 火災の発生状況 

(3) 家屋等の被災状況 

(4) 住民の行動・避難状況 

(5) 土砂災害等の発生状況 

(6) 道路・橋梁被害による通行不能路線・区間 

(7) 孤立集落の発生状況 

(8) 医療救護関係情報 

(9) その他町の業務継続に必要な情報 

 

５．被害報告取扱要領 
災害対策基本法、災害救助法、その他法令等の規定による災害に関する情報収集、被

害報告（以下「被害報告等」という。）は、県における災害応急対策及び災害復旧の基礎

資料となるものであるから、迅速かつ的確に処理するものとし、この取扱いについては、

下記の要領によって行うものとする。 

(1) 定義 

この取扱要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

ア 災害とは、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、その他異常な自然現象、又

は大規模な火事もしくは爆発、大規模な事故等の原因により生ずる被害をいう。 
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イ 被害報告に係る判定基準は、次のとおりである。（「災害に係る住家の被害認定」と

は異なることに注意） 

区分 判定基準 

人
的
被
害 

死者 
当該災害が原因で死亡し死体を確認した者及び死体は確認できない
が死亡したことが確実な者とする。 

行方不明者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのある者とする。 

重傷者 
災害のため負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のある者のう
ち、１ヶ月以上の治療を要する見込みの者とする。 

軽傷者 
災害のために負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のある者の
うち、１ヶ月未満で治癒できる見込みの者とする。 

住
家
の
被
害 

住家 
現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であ
るかどうかを問わないものである。 

戸数 
独立して家庭生活を営むことができるように建築された建物又は完
全に区画された建物の一部を戸の単位とする。 

世帯 
生計を一つにしている実際の生活単位をいう。例えば、同一家屋内の

親子夫婦であっても生活の実態が別々であれば２世帯とする。 

住家全壊 

（全焼・全流失） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家

全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、又は住家の損壊が甚だしく、
補修により元通りに再使用することが困難なもので、具体的には、住
家の損壊、焼失もしくは、流失した部分の床面積がその住家の延床面

積の 70％以上に達した程度のもの、又は住家の主要な構成要素の経
済的被害額を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割
合が 50％以上に達した程度のものとする。 

住家半壊 

（半焼） 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわ
ち、住家の損害が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度
のもので、具体的には損壊部分がその住家の延床面積の 20％以上

70％未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全
体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 20％以上 50％未
満のものとする。 

床上浸水 
住家の床以上に浸水したもの及び全壊あるいは半壊には該当しない
が、土砂、木竹等の堆積のため一時的に居住することができないもの

とする。 

床下浸水 住家の床上浸水にいたらないものとする。 

一部破損 

全壊(全焼、流失、埋没を含む)、半壊(半焼、流失、埋没を含む)、床

上浸水、床下浸水に該当しないもので建物の一部が破損したものと
するが、窓ガラス等が数枚破損した程度の軽微な被害は除くものと
する。 

非
住
家
の
被
害 

公共建物 
例えば、役場庁舎、公立保育所、公民館等の公用又は公共用に供する
建物で全壊又は半壊したものとする。 

その他 
公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物で全壊又は半壊したものと
する。 

り
災
者
等 

り災世帯 

災害によって全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け通常の生活を維

持できなくなった生計を一つにしている世帯とする。例えば、寄宿
舎、下宿、その他これに類する施設に宿泊するもので共同生活を営ん
でいるものについては、これを一世帯として扱い、また同一家屋の親

子夫婦であっても、生活が別々であれば分けて扱うものとする。 

り災者 り災世帯の構成員とする。 

文
教
施
設
等 

文教施設 

地方公共団体の設置する幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教
育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校の使用施設（共同利用
施設を含む。）のうち、建物、工作物、土地又は設備に被害を受けた

施設とする。 

社会教育施設 学校の教育課程として行われる教育活動を除き主として青少年及び
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区分 判定基準 

成人に対して行われる組織的な教育活動(体育及びレクリエーショ
ンの活動を含む)を行うための施設であって、公民館、図書館、博物

館、青年の家及びその他必要な施設とする。 

文化財 
文化財保護法第２条に定める文化財のうち、有形文化財、民俗文化

財、記念物及び伝統的建造物群とする。 

農
林
水
産
業
施
設 

田の流失・埋没 
田の耕土、畦畔が流失したもの、又は砂利等のたい積のため、耕作が
不能になったものとする。 

田の冠水 作物の上部先端が見えない程度に水中に没したものとする。 

畑の流失・埋没及び畑

の冠水 
田の例に準じて取扱う。 

農業用施設 

農地の利用又は保全上必要な公共的施設であって次のものとする。 

1. かんがい排水施設 
2. 農業用道路 
3. 農地又は農作物の災害を防止するため必要な施設。 

林業用施設 

林地の利用又は保全上必要な公共的施設であって次のものとする。 
1. 林地荒廃防止施設(地方公共団体又はその機関の維持管理に属

するものを除く) 

2. 林道 

漁業用施設 

漁場の利用又は保全上必要な公共的施設であって次のものとする。 

1. 沿岸漁場整備開発施設 
2. 漁港施設 

共同利用施設 

農業協同組合、農業協同組合連合会、森林組合、森林組合連合会又は

水産業協同組合、同連合会の所有する倉庫、加工施設、共同作業場及
びその他の農林水産業の共同利用に供する施設とする。 

公
共
土
木
施
設 

河川 
河川法が適用され、もしくは準用される河川又はこれらのものの維
持管理上必要な堤防、護岸、水制、床止その他の施設もしくは沿岸を
保全するために防護することを必要とする河岸とする。 

海岸 
国土を保全するために防護することを必要とする海岸又はこれに設
置する堤防、護岸、突堤その他海岸を防護するための施設とする。 

砂防 
砂防法第１条に規定する砂防設備、同法第３条の規定によって同法
が準用される砂防のための施設とする。 

林地荒廃防止施設 
山林砂防施設（立木を除く。）又は海岸砂防施設（防潮堤を含み、立

木を除く。）とする。 

地すべり防止施設 
地すべり等防止法第２条第３項に規定する地すべり防止施設とす

る。 

急傾斜地崩壊防止施
設 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第２条第２項に規定
する急傾斜地崩壊防止施設とする。 

道路 道路法第２条第１項に規定する道路のうち橋梁を除くものとする。 

橋梁 道路と連結するために河川、運河等の上に架設された橋とする。 

港湾 
港湾法第２条第５項に規定する水域施設、外かく施設、けい溜施設、
又は港湾の利用および管理上重要な臨港交通施設とする。 

漁港 
漁港及び漁場の整備等に関する法第３条に規定する基本施設又は漁
港の利用及び管理上重要な輸送施設とする。 

下水道 
下水道法第２条第３号に規定する公共下水道、同条第４号に規定す
る流域下水道又は同条第５号に規定する都市下水路とする。 

集落排水施設 農業集落排水施設、漁業集落排水施設、林業集落排水施設とする。 

衛

生

施

設 

医療施設 病院、診療所及び助産所とする。 

その他 
各種医療関係者養成機関、衛生検査所、歯科技工所、施術所、保健セ

ンター、火葬場、と畜場等とする。 

環
境
施
設 

水道施設 

人の飲用に適する水として供給する施設であって、水道のための取

水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施設及び配水施設とす
る。 

文
教
施
設 

社会教育施設 
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区分 判定基準 

水質特定施設 

排水施設 
対象事業場 

水質汚濁防止法第２条第２項に規定する特定施設、熊本県生活環境
の保全等に関する条例第28条第２号に規定する排水施設及び熊本県

地下水保全条例第７条第２号に規定する対象事業場で、災害によっ
て人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがあるものとす
る。 

廃棄物処理施設 ごみ処理、し尿処理施設及び産業廃棄物処理施設とする。 

社
会
福
祉
施
設 

老人福祉施設 
養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉センター及び生活支援ハ

ウス（高齢者生活福祉センター）とする。 

児童福祉施設 

助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、児童厚生施設、児童

養護施設、障害児入所施設、児童発達支援センター、情緒障害児短期
治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭支援センターとする。 

心身障がい者福祉施
設 

障害者支援施設、就労継続支援事業所、身体障害者福祉ホーム、補装

具製作施設、点字図書館、聴覚障害者情報提供施設及び身体障害者福
祉センターとする。 

介護保険施設 
介護保険法に規定する介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介
護老人保健施設及び介護療養型医療施設とする。 

都
市
施
設 

公園等 
都市計画法第 11 条第１項第２号に規定する公園、緑地、広場、墓園、

その他の施設とする。 

その他 
街路、都市排水施設、防空壕、堆積土砂排除事業等の要件を具備した

ものとする。 

公営住宅 
公営住宅法により、地方公共団体が国の補助を受けて建設し、その住
民に賃貸するための住宅及びその付帯施設とする。 

農
業
関
係
被
害 

農作物等 
米、麦、雑こく類、野菜、果樹、工芸作物、飼料作物、花卉、桑及び
茶などとする。 

樹体 果樹、茶樹、桑樹等の樹体とする。 

家畜等 牛、馬、豚、鶏等の家畜及び畜産物とする。 

在庫品 
農業協同組合及び農業協同組合連合会の所有又は管理する物(生産

資材、食料品、消費生活物資等)とする。 

非共同利用施設 
個人所有の倉庫、畜舎、ビニールハウス、その他の農業用施設とす

る。 

林
業
関
係
被
害 

山地崩壊 土砂の崩落又は地すべりにより山地が崩壊したものとする。 

造林地等 
人工造林地における造林木及び天然木(利用伐期齢級未満のもの)と
する。 

林産施設 
木材倉庫、貯木場、集運材施設、炭がま、木炭倉庫、しいたけ育成施

設、特殊林産物倉庫、しいたけほだ木等とする。 

苗畑等 幼苗、山行苗の苗木及び苗畑やその附属施設とする。 

林作物 
立木(利用伐期齢級以上のもの)、素材、製材、竹材、たけのこ、しい
たけ、その他のものとする。 

在庫品 
森林組合及び森林組合連合会並びに木・製材業者の所有又は管理す
る物(木材、薪炭、特殊林産物)とする。 

水
産
業
関
係
被
害 

水産物 漁獲物、養殖物及び加工品等とする。 

漁船 
漁業に従事する船舶、漁場から漁獲物等を運搬する船舶、漁業に関す
る試験、調査、指導、若しくは練習に従事する船舶又は漁業の取締に

従事する船舶であって漁ろう設備を有するものとする。 

漁具 
大型定置網、小型定置網、さし網、はえなわ、たこつぼ、えり、やな
等とする。 

養殖施設 
のり、かき、真珠、ほたて貝、はまち、たいなどの魚貝類の養殖施設
とする。 

漁場 漁業法第６条に規定する漁業権の設定されている漁場とする。 

在庫品 水産業協同組合の所有又は管理するものとする。 

環
境
施
設 
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区分 判定基準 

商
工
業
関
係
被
害 

商業 
商品を売って利益を得ることを目的とする事業であって卸業、小売
業、仲立ち業などとする。 

工業 原料を加工して有用物とする事業とする。 

鉱業 
鉱物の試掘、採掘及びこれに附属する選鉱、製錬、その他の事業とす

る。 

観光施設 

観光旅行者の利用に供される施設であって、宿泊施設及びその附属

施設遊園地、動物園、スキー場及びその他の遊戯、観賞又は運動のた
めの施設とする。 

船舶（漁船を除く） 

ろかいのみをもって運動する舟以外の舟で船体が没し、航行不能に

なったもの及び流失し、所在が不明になったもの、並びに修理しなけ
れば航行できない程度の被害を受けたものとする。 

火災発生 地震又は火山噴火の場合のみに発生した火災とする。 

そ
の
他
の
被
害 

鉄道不通 汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害を受けたものとする。 

交通止め 冠水又は崩土等により交通止めとなった道路とする。 

がけ崩れ 
道路、人家又はその他の施設に影響を及ぼす山崩れ、土石流、地すべ
り、がけ崩れとし、農林水産業施設、公共土木施設、農業関係被害及

び林業関係被害欄に計上したものを除いたものとする。 

電話 災害により通信不能となった電話の回線数とする。 

電気 
災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数
とする。 

ガス 
一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち
最も多く供給停止となった時点における戸数とする。 

水道 
上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時

点における戸数とする。 

ブロック塀等 倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。 

 

６．収集および報告要領 
(1) 町における措置 

ア 災害を覚知したときは、その災害の状況、災害に対してとるべき措置を別紙様式１

（災害情報）により、その都度地域振興局に報告すること。 

イ 災害による被害状況および応急措置状況等（様式２号）を一定時間（特に指定しな

い場合には、毎日９時 30 分まで及び 14 時 30 分までの２回）に、地域振興局等に報告

すること。 

ウ 各部門別の被害状況については、管内の確実な被害状況等を取りまとめの上、県等

の出先機関に報告するものとする。この場合必ず当該市町村内の各部門主管課と連絡

を密にし、被害報告等取扱責任者の決裁を得るものとする。 

エ 同一災害による被害状況については、被害調査および応急対策が終了した後 10 日以

内に文書（様式２号）をもって地域振興局等に報告すること。 

オ 毎年１月１日から 12 月 31 日までの災害による被害状況（災害年報（様式５号））に

ついて、４月１日現在で明らかになったものを４月５日までに地域振興局等に報告す

るものとする。 

(2) 地域振興局等における措置 

ア 地域振興局等は、市町村からの災害状況および災害に対してとるべき措置の報告を

その都度県危機管理防災課（災害対策本部）に報告（様式１号）するものとする。 

イ 市町村からの災害による被害状況および応急措置状況等（様式２号）を一定時間（特
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に指定しない場合には、毎日 10 時まで及び 15 時までの２回）に、県危機管理防災課

（災害対策本部）に報告すること。 

ウ 併せて市町村からの各部門別の被害状況をとりまとめの上、本庁各関係部（課）に

報告すること。 

エ 市町村からの同一災害による被害状況について、市町村別にとりまとめの上、10 日

以内に県危機管理防災課に報告すること。 

オ 市町村からの毎年１月１日から 12 月 31 日までの災害による被害状況（災害年報）

を取りまとめの上、４月 10 日までに県危機管理防災課長に報告するものとする。 

(3) 県（本庁）における措置 

ア 災害情報（様式１号）については、市町村別、地域別に取りまとめるものとする。 

イ 地域振興局等からの災害による被害状況及び応急措置状況（様式２号）は、市町村

別、地域別に取りまとめるものとする。 

ウ 出先機関からの部門別被害状況については、それぞれの担当部（局）において市町

村別に取りまとめの上、一定時間（特に指定しない場合には、毎日 10 時まで、及び 15

時までの２回）に、県危機管理防災課（災害対策本部）に報告するものとする。 

エ 同一災害による部門別被害状況について、各担当部（局）は、市町村別、振興局別

にとりまとめの上、10 日以内に県危機管理防災課（災害対策本部）に報告するものと

する。 

オ 県危機管理防災課は、それぞれ報告のあった事項について項目別に取りまとめるも

のとする。 

カ 県危機管理防災課長は、取りまとめた被害状況を東京事務所長に連絡するものとす

る。 

キ 県危機管理防災課（災害対策本部）は、電力施設、通信施設、交通機関（鉄道、船

舶、バス、航空機等）の被害状況については、それぞれの関係機関から報告を求める

ものとする。 

ク 毎年１月１日から 12 月 31 日までの災害による部門別被害状況を４月１日現在で明

らかになったものを、それぞれ担当部（局）において取りまとめの上４月 10 日までに

県危機管理防災課に報告するものとする。 

 

７．報告等の種別 
被害の報告は、災害情報、被害状況報告、被害状況確定報告、災害年報とし報告の区

分及び報告様式は、次のとおりとする。 

報告区分 報告責任者 報告様式 摘要 

(1)災害情報 

町長 

県の出先機関

の長 

様式第１号 

災害を覚知したときは、災害の状況

及び災害に対してとるべき措置等に

ついてその都度報告すること。 

(2)被害状況報告 

（速報） 

町長 

地域振興局長

及び 

県央広域本部

長 

様式第２号 

災害により発生した被害状況及び応

急措置状況を一定時間置きに報告す

るものとし、地域振興局及び熊本土

木事務所にあっては集計表を付する

こと。 
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報告区分 報告責任者 報告様式 摘要 

(3)被害状況報告 

（確定） 
町長 様式第２号 

同一の災害に対する被害調査が終了

したとき又は応急対策が終了した日

から 10 日以内に文書をもって報告

すること。 

この場合、様式２号により市町村別

とし、地域振興局及び熊本土木事務

所にあっては集計表を付すること。 

(4)部門別被害

状況報告 

（速報・確定） 

各担当部長 

部門ごとの報告

取扱要領による

様式とする。ただ

し、県危機管理防

災課の取りまと

めは様式３号に

よる。 

災害により発生した被害状況及び応

急措置状況を部門別に一定時間置き

に報告すること。この場合は、市町村

別とし、集計表を付すること。また、

同一災害に対する被害調査が終了し

たとき、又は応急対策が終了した日

から 10 日以内に文書をもって報告

すること。 

(5)住民避難等

報告 
町長 様式第４号 

住民の避難状況を一定時間置きに報

告するものとする。 

(6)災害年報 
町長 

各担当部長 

様式第５号 

別途照会する様

式とする。 

毎年１月１日から 12 月 31 日までの

被害状況について４月１日現在で明

らかになったものを報告する。 

 

８．報告等の様式及び報告等の系統 
町、県における被害報告は、次の報告系統によって行うものとする。ただし、緊急を

要する場合は、本系統によらず直ちに必要な関係機関に報告することができる。 

 

(1) 災害情報（様式第１号）、被害状況報告（速報）（様式第２号）、被害状況報告（確定）

（様式第２号）住民避難等報告（様式第４号） 

 

町→県北広域本部振興課(地方災害対策本部)→県危機管理防災課(災害対策本部) 

 

(2) 公共土木施設（河川、海岸、砂防、道路、橋梁）関係被害報告（公共土木施設災害復

旧事業費国庫負担法施行令第５条第１項、第２項、規則第４条） 

 

町→県北広域本部土木部→土木部河川課→土木部監理課→県危機管理防災課 

 

(3) 都市災害関係被害報告（都市災害復旧事業費国庫補助に関する基本方針） 

 

町→県北広域本部土木部→土木部都市計画課・土木部下水環境課→土木部監理課→県危機

管理防災課 
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(4) 住宅（公営）関係被害報告（住宅局長通達「住宅災害速報の提出について」） 

 

町→土木部住宅課→土木部監理課→県危機管理防災課 

 

(5) 土砂災害関係（土石流、地すべり、急傾斜）被害報告（国土交通省河川局砂防部砂防

計画課長、保全課長通達による「土砂災害による被害状況報告の提出について」） 

 

町→県北広域本部土木部→土木部砂防課→土木部監理課→県危機管理防災課 

  

(6) 農地および農業用施設関係被害報告（農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定

措置に関する法律に基づく農地、農業用施設災害復旧事業事務取扱要領） 

 

町、土地改良区､その他施設の管理者→町→県北広域本部農地整備課・土木部技術管理課→
農林水産部農地整備課・土木部下水環境課→農林水産部農林水産政策課・土木部監理課→
県危機管理防災課 

 

(7) 農業関係被害報告（農林水産省「農林水産業被害報告取りまとめ要領」） 

 

町→県北広域本部農業普及・振興課→農林水産部農林水産政策課→県危機管理防災課 

協議 

農林水産部関係各課 

 

(8) 林業関係被害報告（農林水産業被害取りまとめ要領、公共土木施設災害復旧事業費国

庫負担法施行令第５条第１項、第２項、規則第２条） 

町→県北広域本部林務課→農林水産部農林水産政策課→県危機管理防災課 

協議 

農林水産部関係各課 

 

(9) 災害救助関係被害報告（社会局長通知「災害救助法による救助の実施について」） 

 

町→県北広域本部保健福祉環境部→健康福祉部（健康危機管理課）→県危機管理防災課 

 

 

(10) 社会福祉施設、児童福祉施設関係被害報告 

 

町→県福祉事務所→健康福祉部健康福祉政策課、高齢者支援課、社会福祉課、子ども未来

課、子ども家庭福祉課、障がい者支援課→県危機管理防災課 
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(11) 衛生関係被害報告(医療関係、火葬場、と畜場、保健センター) 

 

町→県北広域本部保健福祉環境部→健康福祉部関係各課→健康福祉部健康福祉政策課→
県危機管理防災課 

 

(12) 環境関係被害報告（水質特定施設、水道施設、排水施設、対象事業場、廃棄物処理施

設） 

 

町・施設等管理者→県北広域本部保健福祉環境部→環境生活部関係各課→環境生活部環境

政策課→県危機管理防災課 

健康福祉部・農林水産部・企業局 

 

(13) 商工関係被害報告（商業、工業、鉱業、船舶） 

 

町→県北広域本部振興課→商工観光労働部商工政策課→県危機管理防災課 

 

(14) 公立学校施設関係被害報告（文部省管理局長通知「公立学校施設災害復旧費国庫負担

事業の事務手続等について」） 

 

町立学校→町教育委員会→県教育事務所→教育庁（施設課）→県危機管理防災課 

 

県立学校→教育庁（施設課）→県危機管理防災課 

 

(15) 私立学校関係被害報告(文部省管理局長通知「私立学校の被害状況報告について」) 

 

県所轄学校法人→総務部私学振興課→県危機管理防災課 

 

(16) 県（地方機関を含む）、町の教育関係公共施設（庁舎、社会教育施設、社会体育施設、

文化財等）に係る被害報告 

 

県の公共施設→教育庁（主管課）→教育庁教育政策課→県危機管理防災課 

 

町の公共施設→町教育委員会→教育事務所 

 

(17) その他の被害報告 

 

町又は関係機関→各部局担当課→各部局筆頭課→県危機管理防災課 
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様式第１号

災 害 発 生 場 所 　　　　　　　　　　　　　（グリッド番号）

災 害 情 報

災 害 の 種 別 災 害 発 生 日 時

発 信 機 関 受 信 機 関

発 信 者 受 信 者

発 信 時 刻 月 日 時 分

受

信

事

項

処

理

事

項

５．住民の避難について、自主避難・避難勧告等の別、地区名、世帯数、人員、避難場所及び避
　　難の原因等について記載すること。

(注意)

災害情報は、次の事項に留意して報告し、又は報告を受けること。

１．人的被害については、その被害の概要(発生日時、場所、被害の原因・状況・消防機関等の
　　出動等)を記載するとともに、死者・行方不明者・重傷者・軽傷者等人的被害を受けた個人
　　ごとにそれぞれ住所、氏名、年齢、性別を記載のこと。

２．住家被害については、その被害の概要(発生日時、場所、被害の原因・状況・消防機関の出
　　動等)を記載するとともに、被害棟数、世帯数、人数を記載すること。

３．道路の規制状況については、規制の場所、被害の原因を記載すること。

４．河川、海岸、溜池の護岸堤防、ダム等その他公共施設の危険状況・防災活動状況。

 
 



133 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（様式第２号）

菊
陽
町

計

人 0

う                ち

災害関連死者
人 0

2 人 0

3 人 0

4 人 0

5 人 0

6 棟 0

7 世帯 0

8 住 人 0

9 棟 0

10 世帯 0

11 家 人 0

12 棟 0

13 世帯 0

14 被 人 0

15 棟 0

16 世帯 0

17 害 人 0

18 棟 0

19 世帯 0

20 人 0

21 棟 0

22 世帯 0

23 人 0

24 非 棟 0

25 住 棟 0

26 家 棟 0

27 世帯 0

28 人 0

0

0

0

0

33 0

34 0

災害対策本部設置日時

災害対策本部廃止日時

消防職員出動延人数

消防団出動延人数

31

32

摘　　要

1

　　　　       　市町村名

　区　分

死　　者

行方不明者

軽傷者

分類未確定

重傷者

全　　壊

半　　壊

床上浸水

被害状況報告（速報・確定）

　　年　　月　　日　　時　　分　　現在

人
的
被
害

29

市町村名

災害名 報告者名：

30

床下浸水

一部破損

分類未確定

公共建物

その他

分類未確定

り災世帯数

り災者数

災害警戒本部等設置日時

災害警戒本部等廃止日時
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９．情報の伝達系統 

情報の伝達及び指揮系統は、次のとおりである。 

町長は住民等に対する情報の伝達に際し、災害により防災行政無線が使用できない

ときは、直接放送局に対し放送を依頼することができる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    消防庁連絡窓口 

      ＮＴＴ回線       消防防災無線 

      03-5574-0119        6060 

      FAX03-5574-0190      FAX6069 

 

 

10．災害確定報告 

町は、応急措置完了後速やかに、県（地域振興局総務部経由）に対して文書で災害確

定報告を行う。 

なお、県は、応急措置完了後20日以内に災害確定報告をとりまとめ、内閣総理大臣及

び消防庁長官（窓口消防庁）に文書で報告することになっている。 

 

  

消防機関 

菊 
 

陽 
 

町 

危機管理
防災課 

担当課 

地域振興局 

防災主管課 

地域振興局 

部門主管課 

地方災害対策本部 県災害対策本部 

国 

消 

防 

庁 

報 

道 

機 

関 

指 定 地 方 行 政 機 関 
指 定 公 共 機 関 

指 定 地 方 公 共 機 関 

※県に報告ができない場合にあっ

ては直接消防庁へ被害報告 

※初動期においては直接報告 

電話等による伝達ルート 

本部事務局 

部門担当班 
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第 10 節 広報 
 

町内の災害時における情報及び被害状況等を、速やかに関係機関並びに住民に周知徹底

し、被害の軽減と民心の安定を図る。 

また、時間の経過ともに刻一刻と変化する被災者のニーズを先取りして、きめ細やかに

必要な情報の発信に努めるものとする。 
 

１．実施機関 
災害対策基本法に定められている災害応急対策責任者（災害対策基本法第 50 条、第 51

条）は、それぞれ分担事務又は業務について、広報活動に努めるものとする。 

 

２．実施機関の相互の連絡 
各実施機関は、相互に情報の通報及び交換を行うものとする。 

 

３．町における広報活動 
町は、収集した被害情報及び被災者・避難者に関する対策等について、報道機関や広

報紙等を活用し、速やかに住民に対する周知を図るものとする。 

(1) 情報等収集要領 

原則として第８節「通信施設利用」及び第９節「情報収集及び被害報告取扱」により、

情報の収集を行う。 

(2) 情報の発表と広報活動 

ア 町広報媒体の利用（広報紙、チラシ、ポスター、町ホームページ、きくよう安心メ

ール、ＳＮＳ等） 

イ 収集した情報及び対策については、速やかに報道機関（新聞、ラジオ、テレビ等）

に発表し、住民に対し周知徹底を図るとともに、その他関係機関へ広報するものとす

る。 

ウ 広報活動の資料並びに記録用として、災害写真の撮影及び被災現場等の取材を行う。 

エ 広報車等の活用により、被災地域における応急対策等について周知徹底を図る。 

オ その他必要事項 

 

４．住民等からの問合せ対応 

町及び県は、被災者の安否について住民等から照会があったときは、被災者等の権利

利益を不当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等命に関わるような災害

直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答す

るよう努めるものとする。この場合において、安否情報の適切な提供のために必要と認

めるときは、関係地方公共団体、消防機関、県警察等と協力して、被災者に関する情報

の収集に努めることとする。 

なお、被災者の中に、配偶者からの暴力等を受け加害者から追跡されて危害を受ける
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おそれがある者等が含まれている場合は、その加害者等に居所が知られることのないよ

う当該被災者の個人情報の管理を徹底するよう努めるものとする。 

５．災害情報等の伝達手段の多重化・多様化 

町は、住民、要配慮者利用施設や地下施設等の施設管理者、地方公共団体職員等に対

して警報等が確実に伝わるよう、関係事業者の協力を得つつ、防災行政無線（戸別受信

機を含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊアラート）、災害情報共有システム（Ｌアラート）、

テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メール機能を含

む。）、ワンセグ等を用いた伝達手段の多重化、多様化を図るものとする。 

また、町からの情報を被災地に提供したり、被災地からの情報を入手したりする手段

として、インターネットを活用する。 

 

６．報道機関への対応 

町は、大規模災害時に、災害対策本部員が災害対応に専念できるよう、一元的に報道

機関への対応を行う窓口を設置し、情報提供のあり方（発表時間、回数、提供方法等）

を検討する。 
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第 11 節 消防 
 

災害時における町民の生命、身体及び財産を保護するとともに被害の拡大を防止し、も

って安寧秩序の保持と社会公共の福祉増進を図るものとする。 

 

１．実施機関 
(1) 町は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第７条に基づき、当該市町村の区域にお

ける消防を十分に果たすべき責任を有するとともに、消防の管理は市町村長が行うもの

とする。 

(2) 知事は、災害時等の非常事態の場合において、緊急の必要があるときは、消防組織法

第 43 条の規定に基づき、市町村長、消防長又は水防法（昭和 24 年法律第 193 号）に規

定する水防管理者に対して、災害防御の措置に関し必要な指示を行うものとする。これ

に基づき、町長及び消防長並びに水防管理者は、速やかに適切な措置を講じるものとす

る。 

 

２．消防活動計画 
(1) 町は、消防施設及び消防団員を活用して、住民の生命、身体及び財産を火災から保護

するとともに、火災又は地震等の災害を防除し、及びこれらの災害による被害を軽減す

るため、市町村消防計画の基準に基づき、消防計画を策定するものとする。 

(2) 災害時における危険物等の保安については次のとおりとする。 

 

ア 町は、保安についての適切な処置をとるとともに、県消防保安課に状況報告を速報

するものとする。 

イ 県からの指示、又は現地において指揮を受けた場合は、上記同様適切な処置を講じ

るものとする。 

(3) 林野火災に対応する空中消火 

町長は、大規模な林野火災が発生し、又は大規模となるおそれのある場合には、次の

措置をとるものとする。 

ア 町長又は消防長は、知事に対して、あらかじめ定められた要請基準に基づき、防災

消防ヘリコプターによる空中消火活動、資機材・消火剤等の搬送の要請を行うものと

する。 

イ 町長は、知事に対して、「自衛隊災害派遣要領」に基づき、ヘリコプターによる空中

消火活動、資機材・消火剤等の搬送及び活動隊員の派遣を要求することができる。知

事は、町長から自衛隊災害派遣の要請を受けた場合は、「自衛隊災害派遣要領」により、

速やかに自衛隊に対し災害派遣の要求を行うものとする。 

ウ 町長及び消防長は、林業関係機関及び林業関係団体の協力を得て、あらかじめ定め

られたところにより、空中消火活動の地上支援を行うものとする。 

(4) 消防団の状況 

団員総数５分団 358 名をもって編成しており、各町内又は行政区はいずれかの分団が
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担当し、災害報知と同時に速やかに出動ができるよう編成している。 

(5) 災害の発生が予想される場合、又は災害が発生したときは、町長は団長と緊密な連絡

をとり、待機、出動等適切な措置をとり遺憾なきを期するものとする。 

(6) 高齢者等の要配慮者の把握に努め、区長、民生委員児童委員、近隣住民、社会福祉協

議会等と協力し合い、災害弱者の安全対策に配慮する。 

 

３．相互応援協定 
町長は、熊本県市町村消防相互応援協定書（平成 27 年４月１日）の円滑な実施を図る

ため、隣接市町村との連携を図り、消防出動体制の確立及び対応力強化に努めるものと

する。 
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第 12 節 避難収容対策 
 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、高齢者等避難、避難指示及び

緊急安全確保（以下「避難情報」という。）の発令、伝達、誘導等を実施して、町民の生命

及び身体を災害から保護し、民心の安定を図り、もって応急対策を迅速かつ円滑に行うこ

とを目的とする。 

 

１．実施責任者 
災害から住民の生命、身体を保護するための避難指示等の実施責任者は次表のとおり

である。 

なお、町長は、一般住民に対して避難準備を呼びかけるとともに、避難行動要支援者

等、特に避難行動に時間を要する者に対して、早めのタイミングで避難開始を求めるた

め、高齢者等避難を発令するものとする。 

また、町長が避難指示を発令できない場合は、副町長、総務部長、危機管理防災課長

の順で発令権限を有することとする。 

 

区分 災害の種別 実施責任者 

高齢者等避難 全災害 町長 

避難指示 

全災害 

町長（災害対策基本法第 60 条） 

警察官（災害対策基本法第 61 条及び警察官職務執行法第４条） 

災害派遣時の自衛官（自衛隊法第 94 条） 

洪水災害 
知事又は、その命を受けた職員（水防法第 29 条） 

水防管理者（水防法第 29 条） 

地すべり災害 知事又は、その命を受けた職員（地すべり等防止法第 25 条） 

緊急安全確保 全災害 町長 

 

２．避難指示等の内容及び伝達方法 
(1) 避難指示等の内容 

避難指示等を実施する者は、次の内容を明示して行うものとする。 

なお、町長等は、危険の切迫性に応じて避難指示等の伝達文の内容を工夫すること、

その対象者を明確にすること、対象者ごとにとるべき避難行動が分かるように５段階の

警戒レベルとともに伝達することなどにより、住民の積極的な避難行動の喚起に努める

ものとする。 
ア 要避難対象地域 

イ 避難先 

ウ 避難理由 

エ 避難経路 

オ 避難時の注意事項 
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また、町は、指定行政機関（国土交通省、気象庁等）、指定地方行政機関及び県に対し、

避難指示等の対象地域、判断時期等について助言を求めることができる。 

さらに、町は、時機を失することなく避難指示等が発令されるよう、県から積極的に

助言を受けるものとする。 

(2) 避難指示等の伝達方法 

避難指示等の伝達は、最も迅速・的確に住民に周知できる方法により実施するが、お

おむね次の方法によるものとする。 

なお、高齢者、障がい者等の避難行動要支援者や外国人旅行者を含めた一時滞在者等

に対しては、あらかじめその特性に応じた伝達方法を講じておくものとする。 

ア 防災行政無線による伝達周知 

イ Ｌアラートによる伝達周知 

ウ Ｊ－ＡＬＥＲＴによる伝達周知 

 

エ あらかじめ定められた伝達系統組織を通じ、関係者から直接口頭及び拡声器等によ

る伝達周知 

オ サイレン及び警鐘による伝達周知 

カ 広報車等による伝達周知 

キ 携帯電話メールサービスによる伝達周知 

ク 自主防災組織、自治会、町内会等への有線放送及び電話等による伝達周知 

ケ 報道関係機関（コミュニティＦＭを含む。）を通じての伝達周知 

また、電話回線の不通、停電等を想定するとともに、防災行政無線等の設備が整備さ

れていない市町村においては、整備促進を図るものとし、防災行政無線等の設備が整備

されている市町村においては、日頃から非常用電源の点検整備、戸別家庭用端末内蔵電

池の交換等を行っておき、災害時に機能するように維持管理しておくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 町長は、町地域防災計画中の「避難計画」において、危険地区ごとに避難指示等の伝

達組織及び伝達方法を定め、日常より危険地区の住民に対し周知徹底しておくものとす

る。 

(4) 町長は、避難指示等を発令した場合、速やかに、その旨を県に報告するものとする。 

(5) 町は、避難指示等の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努めるものとする。 

 

区長・自治会長 

消防団 

自衛消防団(隊) 

自主防災組織 

町長 町民 
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３．避難指示等の基準 
避難指示等の基準は、「避難情報に関するガイドライン」（令和３年５月）を参考とす

る。避難情報の発令基準設定の基本的な考え方と、洪水等及び土砂災害における発令基

準設定の考え方は、以下のとおりとする。 

(1) 避難情報発令基準設定の基本的な考え方 

ア 避難情報を発令する対象災害の確認 

過去の災害や今後発生が想定される災害を調査し、避難情報を発令する対象とする

災害を特定する。地域によっては、洪水等と土砂災害、大河川と中小河川の氾濫など、

複数の災害リスクに対し、警戒する必要があることもある。 

また、町が避難情報を発令するのは、居住者等の「生命又は身体を災害から保護し、

その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるとき（災害対策基本法第 60

条第１項）であるため、原則として居住者等の命を脅かす危険がある災害を避難情報

の発令対象とする。 

イ 避難情報の発令対象区域の設定（絞り込み） 

避難情報は、災害により命を脅かされる可能性がある居住者等がいる「災害リスク

のある区域等」において、「河川の氾濫や土砂災害等の発生の切迫度（災害の切迫度）

が高まっている場合」に発令する必要があるので、 

①防災気象情報の切迫度の高まり 

②災害リスクのある区域等 

との両方が重なり合った場所に、①の防災基本情報に対応する警戒レベルの避難情報

を発令することが基本であり、このようにすることが「発令対象区域を絞り込む」と

いうことである。町は、可能な範囲で地域の災害リスクについて把握し、絞り込みの

参考とする。 

居住者等が理解しやすいよう、また危機意識をより強く持つことができるよう、で

きるだけ細分化した「地区名」と合わせて伝達することが望ましい。代表的な地区の

単位は、「旧市区町村界単位」及び「町丁目単位・学区単位」である。ただし、細分化

すればするほど伝達する地区数が増え、情報が煩雑になる側面もあることから、町の

実情に応じて「地区の単位」をどの程度にするかを判断する。 

ウ 発令タイミングの設定 

いざというときに町長が躊躇なく発令できるよう、町は、河川事務所・気象台等の

協力・助言を積極的に求めながら、具体的でわかりやすい発令基準をあらかじめ設定

する。 

警戒レベル３高齢者等避難及び警戒レベル４避難指示の発令後に高齢者等や居住者

等が災害発生前に指定緊急避難場所等へ立退き避難することができるよう、町長は立

退き避難する人のリードタイムを踏まえたタイミングで避難情報を発令する。 

なお、自然現象を対象とするため、あらかじめ定めた発令基準に捉われることなく、

防災気象情報等の様々な予測情報や現地の情報等を有効に活用し、早目に避難情報を

発令するなど臨機応変な対応が求められる。台風等の接近に伴い大雨や暴風により避

難行動が困難になるおそれが予見される場合や、浸水やがけ崩れ等に伴い避難経路と
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なる道路が通行止めになるおそれが予見される場合等には、発令対象区域の社会経済

活動等の特徴も踏まえつつ、早目の判断を行う必要がある。 

また、早期に住民を避難させることが被害の未然防止に極めて有効であるため、町

は、深夜に大雨等が予想される場合、極力、前日夕方の明るいうちからの予防的避難

を住民に呼びかけるものとする。 

町長が避難情報を発令するタイミングを判断する際には、以下の情報等を参考に、

避難情報の発令タイミングを総合的に判断することとなる。 

・防災気象情報 

・日没や暴風が吹き始める時刻 

・ダム、堤防や樋門等の施設の状況や操作に関する情報 

・自主防災組織や水防団等の現地からの情報 

・河川事務所・ダム事務所・気象台等からの情報提供（ホットライン） 

なお、事態が急変し、災害が切迫した場合には、必ずしも警戒レベル３高齢者等避

難、警戒レベル４避難指示、警戒レベル５緊急安全確保の順に発令する必要はなく、

段階を踏まずに状況に応じて適切な発令をする。 

たとえ指定緊急避難場所が未開放であったとしても、又は夜間や外出が危険な状態

であっても、適切なタイミングで避難情報を発令する。 

また、想定していない事態が発生した場合であっても、居住者等のみの安全の確保

を最優先に考えた最善の情報提供を行うよう努める。 

(2) 洪水等 
ア 発令対象の災害 

［洪水予報河川・水位周知河川］ 

水防法に基づき、洪水により国民経済上重大な損害又は相当な損害を生ずるおそれが

あるものとして指定することとされている洪水予報河川及び水位周知河川の増水・氾濫

は、避難情報の発令対象とする。 

［その他河川等］ 

その他河川等の洪水については、国・県からの助言も踏まえ、それぞれの河川特性等

に応じて避難情報の発令対象とすることを検討する。ただし、その他河川等の氾濫のう

ち、地形や土地利用の状況等を基に事前に検討し、以下の３つの条件を満たすことが明

らかになった水路等の氾濫については、命の危険を及ぼさないと判断されることから、

発令対象としなくてよい。 

他方、命の危険を及ぼさないと事前に判断した水路等であっても、氾濫が発生し、又

は発生しそうになった際に、事前の想定を超えて命の危険を及ぼすおそれがあると判明

した場合には、躊躇なく避難情報を発令すべきである。 

 ＜避難情報の発令対象としない水路等の条件＞ 

・最大浸水深が床下以下である等、浸水によって居室に命の危険を及ぼすようなおそ

れがないと想定される場合 

・河岸侵食や氾濫流により家屋流失をもたらすおそれがないと想定される場合 

・地下施設・空間（住宅地下室、地下街、地下鉄等）について、その利用形態と浸水想
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定から、その居住者・利用者に命の危険が及ばないと想定される場合 
イ 発令対象区域の設定 

避難情報の発令対象区域は、氾濫する切迫度が高まっている各河川等の洪水ハザード

マップやその基となる各河川等の浸水想定区域を基本として設定する。 

なお、洪水発生時における実際の発令に当たっては、河川の状況や氾濫のおそれがあ

る地点等の諸条件に応じて設定される浸水区域を考慮して決定する。洪水予報河川、水

位周知河川に加え、その他河川等の氾濫についても、河川事務所・気象台等からの助言

も踏まえ、それぞれの河川特性等に応じて区域を設定する。ただし、その他河川等のう

ち、アで水路等の氾濫について発令対象としないとした場合、区域設定の対象としなく

てもよい。 

■発令基準の設定 

 〇洪水予報河川 

  【警戒レベル３】高齢者等避難 

・避難判断水位（レベル３水位）は、高齢者等の避難に要する時間等を考慮して設定さ

れた水位であることから、この水位に達した段階を判断基準の基本とする。 

・ただし、避難判断水位（レベル３水位）を超えても、最終的に氾濫危険水位（レベ

ル４水位）を超えない場合も多い。このため、避難判断水位（レベル３水位）を超え

た段階で、指定河川洪水予報や河川上流域の河川水位、それまでの降り始めからの累

加雨量、雨域の移動状況等を合わせて判断することが望ましい。 

・避難判断水位（レベル３水位）への到達に加え、その後の水位上昇を確認する情報

としては、発令対象区域を受け持つ水位観測所における、指定河川洪水予報の水位予

測を基本とする。 

・避難判断水位（レベル３水位）に到達する前であっても、指定河川洪水予報の水位

予測により氾濫危険水位（レベル４水位）を越えるおそれがあるとされた場合には、

警戒レベル３高齢者等避難を発令する。 

・国管理河川の洪水の危険度分布（水害リスクライン）で「避難判断水位の超過に相

当（赤）」になった場合、警戒レベル３高齢者等避難の発令の判断材料とする。 

・堤防の決壊要因は、水位が堤防を越える場合（越水）に限らず、堤防の漏水・侵食

等も考えられる。このため、堤防に軽微な漏水・侵食等が発見された場合、警戒レベ

ル３高齢者等避難の判断材料とする。 

・台風等の接近により、夜間・未明に警戒レベル３高齢者等避難を発令するような状

況が想定される場合には、その前の夕刻時点における警戒レベル３高齢者等避難の発

令の判断材料とする。 

 

  【警戒レベル４】避難指示 

  ・氾濫危険水位（レベル４水位）は、河川水位が相当の家屋浸水等の被害が生じる氾 

濫のおそれのある水位であることから、その後の水位上昇の見込みにかかわらず、こ 

の水位に達した段階を判断基準の基本とする。 

・ただし、洪水予報河川の水位観測所の受け持ち区間は長いため、市町村・区域ごと 
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に堤防等の整備状況を踏まえた危険箇所、危険水位等を把握し、避難指示の判断材料 

とする。 

・氾濫危険水位（レベル４水位）に到達する前であっても、氾濫開始相当水位（仮） 

に到達するおそれがあるとされた場合には、警戒レベル４避難指示を発令する。氾濫 

開始相当推移（仮）については、平時から河川事務所等から情報提供を受けておく必 

要がある。 

・国管理河川の洪水の危険度分布（水害リスクライン）で「氾濫危険水位の超過に相 

当（紫）」になった場合、警戒レベル４避難指示の発令の判断材料とする。 

・堤防の決壊要因は、水位が堤防を越える場合（越水）に限らず、堤防の漏水・侵食 

等も考えられる。このため、水防団等からの報告によって異常な漏水・侵食等の状況 

を把握した場合、警戒レベル４避難指示の発令の判断材料とする。 

・台風等の接近により、夜間・未明に警戒レベル４避難指示を発令するような状況が 

想定される場合には、その前の夕刻時点における警戒レベル４避難指示の発令の判断 

材料とする。他方、避難情報を発令していない中急速な状況の悪化等により夜間・未 

明になって発令基準に該当した場合は、躊躇なく警戒レベル４避難指示を発令する。 

・警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨を伴う台風等が、立退き 

避難が困難となる暴風を伴い接近・通過することが予想される状況で気象庁から暴風 

警報が発表された場合、警戒レベル４避難指示の発令の判断材料とする（暴風警報の 

発表の３時間後には暴風となるおそれがある）。 

  【警戒レベル５】緊急安全確保 

  ・警戒レベル５緊急安全確保は「立退き避難」を中心とした行動から「緊急安全確 

保」を中心とした行動変容を特に促したい場合に発令することが考えられ、例えば以 

下のいずれかに該当する場合が考えられる。ただし、以下のいずれかに該当した場合 

に必ず発令しなければならないわけではなく、また、これら以外の場合においても、 

居住者等に行動変容を求めるために発令することは考えられる。 

・河川の水位が堤防を越える場合には、決壊につながることが想定されるため、警戒 

レベル５緊急安全確保の発令の判断材料とする。具体的には、水位観測所の水位が、 

氾濫開始相当水位（仮）に到達した場合を警戒レベル５緊急安全確保の発令の判断材 

料とする。なお、河川事務所等の助言等を踏まえ、水位観測所の水位が氾濫開始相当 

水位（仮）に間もなく到達することが明らかな場合には、到達前に発令することが妨 

げられるものではない。 

・国管理河川の洪水の危険度分布（水害リスクライン）で「氾濫危険水位の超過に相 

当（黒）」になった場合、警戒レベル５緊急安全確保の発令の判断材料とする。 

・堤防の決壊要因は、水位が堤防を越える場合（越水）に限らず、堤防の漏水・侵食

等も考えられる。このため、水防団等からの報告によって異常な量の漏水、侵食の進

行、亀裂・すべり等の異常現象が確認された場合であり、かつ、堤防決壊等の氾濫に

直結するような重篤な以上の場合は、警戒レベル５緊急安全確保の発令の判断材料と

する。 
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・樋門・水門等の施設の機能支障が確認された場合や、当該洪水予報河川の水位が上

昇したために排水機場の運転を停止せざるを得ない場合は、当該洪水予報河川への排

水ができなくなり支川での氾濫のおそれが急激に高まるため、発令対象区域は支川合

流部の氾濫により浸水のおそれがある範囲に限定した上で、警戒レベル５緊急安全確

保の発令の判断材料とする。 

・氾濫発生情報（警戒レベル５相当情報[洪水]）や水防団からの報告等をもとに決壊

や越水・溢水を把握した場合は、命の危険があり緊急的に身の安全を確保するよう促

す必要があるので警戒レベル５緊急安全確保の発令の判断材料とする。 

・なお、大河川においては、河川から離れた市町村及び下流域の市町村が警戒レベル

４避難指示を発令していない状況で氾濫が発生した場合、氾濫水の到達までに時間的

猶予がある（リードタイムがある）ことから、町の実情によっては、氾濫発生情報

（警戒レベル５相当情報[洪水]）を基に警戒レベル４避難指示を発令することも考え

られる。 

 

 〇水位周知河川 

  【警戒レベル３】高齢者等避難 

  ・水位周知河川は、洪水予報河川と比較して流域面積が小さいため、降雨により急激

に水位が上昇する場合が多く、短時間で氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）（レベル

４水位）に到達するケースがある。このような水位の急上昇に備え、早い段階から台

風情報や気象警報等、予測情報を活用して防災体制、水防体制を整えておくことが重

要である。 

  ・避難判断水位（レベル３水位）は、高齢者等の避難に要する時間等を考慮して設定

された水位であることから、この水位に達した段階を判断基準の基本とする。なお、

水位周知河川では、避難判断水位（レベル３水位）が設定されていない場合や、水位

上昇速度が速く氾濫警戒情報が発表されない場合もあることに留意する。 

  ・避難判断水位（レベル３水位）に到達する前であっても、河川事務所等と相談の

上、一定の水位を設定しておき、その水位を超え、急激な水位上昇のおそれがある場

合には、警戒レベル３高齢者等避難を発令する。基準とする水位は、氾濫注意情報

（レベル２水位）を参考とすることも考えられる。 

  ・急激な水位情報が見込まれるため高齢者等の避難に要する事案等を考慮して避難判

断水位（レベル３水位）が設定できないなど氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）（レ

ベル４水位）以外の水位が設定されていない河川については、洪水警報の危険度分布

（流域雨量指数の予測値）や雨量情報による降雨の見込みを、警戒レベル３高齢者等

避難の発令の参考とすることも考えられる。 

  ・堤防の決壊要因、台風等の接近等については、洪水予報河川と同様に、発令の判断

材料とする。 

 

  【警戒レベル４】避難指示 

  ・水位周知河川は、流域面積が大きくないことから、急激に水位が上昇することがあ 
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るため、警戒レベル３高齢者等避難を発令していなくても、段階を踏まずに警戒レベ 

ル４避難指示を発令する場合がある。 

・氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）（レベル４水位）は、河川水位が相当の家屋浸 

水等の被害が生じる氾濫のおそれのある水位であることから、この水位に達した段階 

を判断基準の基本とする。 

・氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）（レベル４水位）に到達する前であっても、河

川事務所等と相談の上、一定の水位を設定しておき、その水位を超え、さらに急激な

水位上昇のおそれがある場合には、警戒レベル４避難指示を発令する。基準とする水

位は、避難判断水位（レベル３水位）や氾濫注意水位（レベル２水位）を参考とする

ことも考えられる。 

・水防団等からの報告によって堤防の異常な漏水・侵食等が発見された場合や台風等

の接近については、洪水予報河川と同様に、発令の判断材料とする。 

 

 

  【警戒レベル５】緊急安全確保 

  ・水位周知河川における警戒レベル５緊急安全確保の発令は、洪水予報河川における

場合と同様に、以下のいずれかに該当する場合が考えられる。ただし、以下のいずれ

かに該当する場合に必ず発令しなければならないわけではなく、また、これら以外の

場合においても居住者等に行動変容を求めるために発令することは考えられる。 

・水位観測所の水位が氾濫開始相当水位（仮）に到達した場合（水位観測所の水位 

が氾濫開始相当水位（仮）に間もなく到達することが明らかな場合も含む） 

・水防団等からの報告によって堤防に漏水、浸食の進行、亀裂・すべり等の異常現象

が確認され、かつ堤防決壊等の氾濫に直結するような重篤な異常を発見した場合 

・樋門・水門等の施設の機能支障が確認された場合や、当該水位周知河川の水位が上

昇したために排水機場の運転を停止せざるを得ない場合 

・水防団からの報告等によって決壊や越水・溢水を把握した場合（水位到達情報の氾

濫発生情報（警戒レベル５相当情報［洪水］）は必ず発表されるものではない。） 

 

 〇その他河川等 

  【警戒レベル３】高齢者等避難 

  ・その他河川については、一般的に水位周知河川よりさらに流域面積が小さく、降雨 

  により急激に水位が上昇する場合が多いため、それに備え、早い段階から台風情報や 

気象警報等、予測情報を活用して防災体制、水防体制を整えておくことが重要であ 

る。 

  ・その他河川においては、洪水予報河川とは異なり、高齢者等の避難に要する時間等 

を考慮した避難判断水位（レベル３水位）が設定されていないため、避難判断水位 

（レベル３水位）への到達情報を判断材料とすることはできないが、水位を観測して 

いる河川については、河川事務所棟と相談の上、一定の水位を設定しておき、それを 
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超えて水位上昇のおそれがある場合、警戒レベル３高齢者等避難を発令する。基準と 

する水位として、氾濫注意水位（警戒水位）（レベル２水位）を参考とすることも考 

えられる。 

  ・水位を観測していない河川においては、洪水警報の危険度分布（流域雨量指数の予 

測値）や雨量情報による降雨の見込みを、高齢者等避難の発令の参考とすることも考 

えられる。 

  ・堤防に軽微な漏水等が発見された場合や台風等の接近により、夜間・未明に警戒レ 

ベル３高齢者等避難を発令するような状況が想定される場合は、洪水予報河川、水位 

周知河川と同様に、発令の判断材料とする。 

 

  【警戒レベル４】避難指示 

  ・その他河川等においては、水位周知河川とは異なり、居住者等の避難に要する時間 

を考慮した氾濫危険水位（レベル４水位）やが設定されていないため、氾濫危険水位

（レベル４水位）への到達情報を判断材料とすることはできないが、水位を観測してい  

る河川については、河川事務所等と相談の上、あらかじめ基準となる水位を設定して

おき、それを超えて水位上昇のおそれがある場合には、警戒レベル４避難指示を発令

することも考えられる。 

  ・水位を観測していないその他河川等については、現地情報を活用した上で、洪水警 

報の危険度分布（流域雨量指数の予測値）や雨量情報による降雨の見込みを、警戒レ 

ベル４避難指示の発令の参考とすることも考えられる。 

  ・水防団等からの報告によって堤防の異常な漏水・侵食等が発見された場合や台風等 

の接近については、洪水予報河川と同様に、発令の判断材料とする。 

  【警戒レベル５】緊急安全確保 

  ・その他河川における警戒レベル５緊急安全確保の発令は、以下のいずれかに該当す 

る場合が考えられる。ただし、以下のいずれかに該当する場合に必ず発令しなければ 

ならないわけではなく、また、これら以外の場合においても居住者等に行動変容を求 

めるために発令することは考えられる。 

  ・河川の水位が堤防を越える場合には決壊につながることが想定されるため、警戒レ 

ベル５緊急安全確保の発令の判断材料とする。危機管理型水位計が設置されている場 

合は、設置されている箇所での氾濫開始水位への到達状況を確認することができる。 

  ・堤防の決壊要因は、水位が堤防を越える場合（越水）に限らず、堤防の浸透・浸食 

等も考えられる。このため、水防団等から漏水等の状況を把握し、堤防の決壊につな 

がるような前兆現象が確認された場合、警戒レベル５緊急安全確保の発令の判断材料 

とする。 

  ・水位情報がないような中小河川における氾濫は、崖錐氾濫、内水氾濫のいずれによ 

るものかの区別がつかない場合が多いため、これらをまとめて浸水害の特別警報の対 

象としており、市町村単位で発表される。発令対象区域は氾濫により浸水する可能性 

がある範囲に限定した上で、警戒レベル５緊急安全確保の発令の判断材料とする。 
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 (3) 土砂災害 

ア 発令対象の災害 

事前に発令基準を設定する土砂災害は、大雨に伴う急傾斜地の崩壊、土石流とする。 

火山噴火に伴う降灰後の土石流、河道閉塞に伴う土砂災害については、土砂災害防

止法に基づく土砂災害緊急情報を基に、避難情報が判断・伝達されること、深層崩壊、

山体の崩壊については技術的に予知・予測が困難であることから、基本的に対象とし

ていない。ただし、深層崩壊のおそれが高い渓流等においては降雨の状況等に応じ、

避難情報の範囲を広げることを検討する必要がある。 

また、地滑りについては、危険性が確認された場合、国・都道府県等が個別箇所毎

の移動量等の監視・観測等の調査を行う。その調査結果又は土砂災害防止法に基づく

緊急調査の結果として発表される土砂災害緊急情報を踏まえ、市町村として避難情報

を発令することとなる。 

イ 発令対象区域の設定 

避難情報の発令対象区域は、土砂災害の危険度分布において危険度が高まっている

メッシュと重なった土砂災害警戒区域等に避難情報を発令することを基本とする。状

況に応じて、その周辺の発令区域も含めて避難情報を発令することを検討する。 

避難情報の発令単位としては、市町村の面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて、

市町村をいくつかの地域にあらかじめ分割して設定しておく。この地域分割の設定に

ついては、情報の受け手である居住者・施設管理者等にとっての理解のしやすさ及び

情報発表から伝達までの迅速性の確保等の観点から設定する。 

各地域には複数（場合によっては単数もあり得る）の土砂災害警戒区域等が含まれ

ることとなり、避難情報が発令された場合、当該地域内に存在する土砂災害警戒区域

等の居住者等が立退き避難の対象となる。  

 ■発令基準の設定 

  【警戒レベル３】高齢者等避難 

  ・大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当情報[土砂災害]）が発表され、かつ、土砂 

災害の危険度分布が「警戒（赤）」（警戒レベル３相当情報[土砂災害]）となった場

合に警戒レベル３高齢者等避難を発令することを基本とする。なお、発令対象区域の

絞り込みについては、土砂災害の危険度分布において「警戒（赤）」のメッシュが出

現し、そのメッシュが土砂災害警戒区域等と重なった場合、あらかじめ警戒レベル３

高齢者等避難の発令単位として設定した地域内の土砂災害警戒区域等に警戒レベル３

高齢者等避難を発令する。 

・ただし、台風等の精度良く予測できる現象の場合には、早めの警戒を呼び掛けるた 

めに、当該基準よりもさらに早い段階から大雨警報（土砂災害）を発表することがあ

る。そのため、大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当情報[土砂災害]）が発表さ

れ、かつ、土砂災害の危険度分布が「警戒（赤）」（警戒レベル３相当情報[土砂災害]）

となった場合に、警戒レベル３高齢者等避難を発令する。 

  ・台風等の接近により、夜間・未明に警戒レベル３高齢者等避難を発令するような状 

況が想定される場合には、その前の夕刻時点における警戒レベル３高齢者等避難の発
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令の判断材料とする。その際、注意報に記載される警報級の時間帯、降水短時間予報、

府県気象情報も勘案することが必要である。 

  【警戒レベル４】避難指示 

  ・土砂災害警戒情報（警戒レベル４相当情報[土砂災害]）は、命に危険を及ぼす土砂 

災害がいつ発生してもおかしくない状況で発表する情報であることから、土砂災害警

戒情報（警戒レベル４相当情報[土砂災害]）の発表をもって、直ちに警戒レベル４避

難指示を発令することを基本とする。なお、発令対象区域の絞り込みについては、土

砂災害の危険度分布において「危険（紫）」（警戒レベル４相当情報[土砂災害]）（実況

値又は２時間先までの予測値が土砂災害警戒情報の基準以上）のメッシュが出現し、

そのメッシュが土砂災害警戒区域等と重なった場合、あらかじめ警戒レベル４避難指

示の発令単位として設定した地域内の土砂災害警戒区域等に警戒レベル４避難指示を

発令する。 

・土砂災害の危険度分布のうち、一つのメッシュでも「危険（紫）」（警戒レベル４相

当情報[土砂災害]）の状態になると、土砂災害警戒情報（警戒レベル４相当情報[土砂災

害]）が発表されることとなるため、警戒レベル４避難 

指示を発令する。 

  ・台風等の接近により、夜間・未明に警戒レベル４避難指示を発令するような状況が

予想される場合には、その前の夕刻時点における警戒レベル４避難指示の発令の判断

材料とする。他方、避難情報を発令していないなか急速な状況の悪化等により夜間・

未明になって土砂災害警戒情報の発表や土砂災害の危険度分布で「危険（紫）」（警

戒レベル４相当情報[土砂災害]）となった場合は、躊躇なく警戒レベル４避難指示の

判断材料とする。 

  ・警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨を伴う台風等が、立退き 

避難が困難となる暴風を伴い接近・通過することが予想される場合、気象庁から暴風

警報が発表され次第可能な限り速やかに警戒レベル４避難指示の発令の判断材料とす

る（暴風警報の発表後 3 時間後には暴風となるおそれがある）。 

  ・土砂災害の前兆現象（山鳴り、湧き水・地下水の濁り、渓流の水量の変化等）が発 

見された場合、土砂災害警戒区域等以外の区域であったとしても、前兆現象が発見さ

れた箇所や周辺区域を躊躇なく警戒レベル４避難指示の対象区域とする必要がある。 

  ・山間地域の場合、近くに指定緊急避難場所がない場合も想定されることから、当該 

地域の実情に応じて、早めに避難情報の判断を行うことも必要である。 

 

  【警戒レベル５】緊急安全確保 

  ・警戒レベル５緊急安全確保は「立退き避難」を中心とした行動から「緊急安全確保」 

を中心とした行動変容を特に促したい場合に発令することが考えられ、例えば以下の

いずれかに該当する場合が考えられる。ただし、以下のいずれかに該当した場合に必

ず発令しなければならないわけではなく、また、これら以外の場合においても居住者

等に行動変容を求めるために発令することは考えられる。 
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  ・大雨特別警報（土砂災害）（警戒レベル５相当情報[土砂災害]）は、人命を脅かす

極めて危険な土砂災害が既に発生している蓋然性が高い状況で発表する情報であるこ

とから、大雨特別警報（土砂災害）（警戒レベル５相当情報[土砂災害]）の発表を警

戒レベル５緊急安全確保の発令の判断材料とする。なお、発令対象区域の絞り込みに

ついては、土砂災害の危険度分布において「災害切迫（黒）」（実況値が土砂災害警

戒情報の基準以上）のメッシュが出現し、そのメッシュが土砂災害警戒区域等と重な

った場合、あらかじめ警戒レベル５緊急安全確保の発令単位として設定した地域内の

土砂災害警戒区域等に警戒レベル５緊急安全確保を発令する。 

  ・家屋の倒壊や道路の崩壊など、人的被害につながるおそれのある規模の土砂災害の 

発生が確認された場合を警戒レベル５緊急安全確保の発令の判断材料とする。土砂災

害警戒区域等以外の区域における災害の発生であっても、土砂災害の発生した箇所や

周辺区域を含む事前に設定した区域を躊躇なく発令の対象区域とし、直ちに警戒レベ

ル５緊急安全確保として災害の発生を伝え、命の危険があるので緊急的に身の安全を

確保するよう指示する。 

 

４．警戒区域の設定 

町長若しくはその委任を受けた町職員は、災害が発生し又は発生しようとしている場

合において、人の生命又は身体に対する危険を防止するため特に必要があると認めると

きは、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して当該区域への立

入りを制限し、若しくは立入禁止し、又は当該区域からの退去を命じることができる。

（災害対策基本法第63条） 

町長からの要求等により、警察官、海上保安官、災害派遣時の自衛官は、警戒区域の

設定を行うことができるが、この場合、その旨を町長に通知するものとする。 

知事は、町長が全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは、町長に代わ

って実施しなければならない。（災害対策基本法第73条） 

 

５．避難の誘導 

(1) 避難誘導方針 

町長は、町民が安全かつ迅速に避難できるよう、自主防災組織等の協力を得てできる

だけ自治会、町内会単位等で集団避難を行うものとし、特に高齢者、障がい者、児童、

妊産婦、外国人等の避難に配慮するものとする。 

避難指導にあたっては、次の事項に留意するものとする。 

ア 避難経路は、できる限り危険な道路、橋、堤防、その他新たに災害発生のおそれの

ある場所を避け、安全な経路を選定すること。 

イ 危険な地点には表示や縄張りを行う他、状況により誘導員を配置して安全を期する 

こと。 

ウ 町民に対して、避難行動要支援者の安全確保の援助及び優先避難を呼びかけ、近隣

者相互の助け合いによる全員の安全避難を図ること。 

  なお、避難時の周囲の状況等により避難のために立退きを行うことがかえって危険
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を伴う場合等やむを得ないときは、水平・垂直避難等の屋内での待避等の安全確保措

置を指示することができるものとする。 

エ 深夜の突発的な豪雨や落雷など、指定された避難所への誘導が危険な場合は、「避 

難が困難な場合は、自宅内外のより安全な場所に逃げてください」などの表現等で、

安全な場所への避難を促すものとする。 

また、町長は、災害が発生し、又は発生する恐れがある場合において必要と認める 

地域の必要と認める居住者に対し、避難のための立退きを指示することができること 

とする。 

(2) 避難行動要支援者等に関する避難の指示等 

避難指示等の実施責任者は、避難行動要支援者等を対象とした避難指示等の伝達方法

及び誘導方法等について特に配慮するものとする。 

(3) 社会福祉施設等 

ア 被災した社会福祉施設は、あらかじめ定めた避難誘導方法に従い、近隣住民、自主

防災組織の協力を得て速やかに入所者の安全を確保するものとする。 

また、必要に応じて保護者とも連絡をとり、可能な人には協力を依頼するものとす

る。 

イ 被災地に隣接する社会福祉施設は、施設機能を低下させない範囲内で援護の必要性

の高い被災者を優先し、施設への受入に努めるものとする。 

 

６．避難所の開設及び収容 

県が災害救助法を適用した場合の避難所の設置は、「熊本県災害救助法施行細則」に定

めるところにより行うものとし、その方法及び基準の概要は次のとおりである。 

なお、県が同法を適用しない場合も、これに準じて行うものとする。 

また、要配慮者の特性に可能な限り配慮するものとし、場合によっては、病院や社会

福祉施設等への収容についても検討を行うものとする。 

(1) 避難所等の安全性の確認及び速やかな避難所開設 

町は、安全性を確認するとともに、要配慮者など様々な避難者がまずは指定避難所に

避難することを想定したうえで、あらかじめ指定していた施設において速やかに指定避

難所を開設することとし、日頃から、行政、地域、施設で参集基準等のタイムラインや

役割の確認を行うものとする。また、感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応

に備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施するものとする。 

指定避難所施設の開設の際は、あらかじめ定めていた避難所開錠者に連絡し、速やか

な開錠を行うものとする。 

なお、指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の

途絶による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持するこ

との適否を検討するものとする。 

また、必要に応じ、指定避難所以外の施設についても、災害に対する安全性を確認の

上、管理者の同意を得て避難所として開設する。 

(2) 収容施設等 
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避難所は、学校、町民センター、公民館等の公共施設等を使用するものとするが、こ

れらがない場合又はこれらでは充足できない場合は、その他の既存の建物を、既存の施

設が得難い場合は、野外に仮設物又は天幕等を設置して避難所とする。既存の建物を利

用する場合、耐震、耐火、鉄筋構造の建物を優先し、できる限り生活面でのバリアフリ

ー化された施設を利用し、そうでない施設では、障がい者用トイレ、スロープの仮設に

配慮する。 

(3) 収容の対象者 

避難所に収容する者は、災害により現に被害を受け、又は被害を受けるおそれのある

者並びに避難指示が発令された場合等で、現に被害を受けるおそれのある者に限り収容

するものとする。 

(4) 住民への周知 

町長は、避難所を設置したときは、速やかに被災者にその場所を周知徹底し、避難所

に収容すべきものを誘導し、保護するものとする。 

また、市町村は、特定の指定避難所に避難者が集中し、収容人数を超えることを防ぐ

ため、ホームページやアプリケーション等の多様な手段を活用して避難所の混雑状況を

周知する等、避難の円滑化に努めるものとする。 

(5) 避難所運営職員の派遣 

避難所を設置した場合、各避難所にはその維持管理のため、責任者として町職員を派

遣するものとする。 

なお、避難所運営職員については、男女共同参画など多様な視点への配慮の観点から、

男女双方の派遣に努めるものとする。 

(6) 避難者の把握、避難所開設の報告 

町長は、避難所を開設した場合に関係機関による支援が円滑に講じられるよう、直ち

に次の事項を県に報告し、県は、その情報を国（内閣府等）に共有するよう努めるもの

とする。 

ア 避難所開設の日時及び場所 

イ 箇所数及び収容人員 

ウ 開設予定時間 

特に、避難者数や健康状況等の情報については、救援物資の手配や、健康管理、ここ

ろのケアの体制づくり等につながるため、避難所運営職員等と緊密に連絡を取り合い、

情報収集の強化を図るものとする。 

(7) 避難所の管理運営 

ア 町は、避難所運営マニュアル等に基づき、避難所を適切に運営管理するものとし、

運営の際は、他自治体からの派遣職員や避難所運営のノウハウを有する専門家やＮＰ

Ｏ等との協働についても検討するものとする。 

イ 町は、避難所運営の役割分担を明確化し、被災者に過度の負担がかからないよう配

慮しつつ、被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早期に移

行できるよう、その立ち上げを支援するものとする。 

ウ 避難者は、避難所の自主的な運営が円滑に行われるようルールを守り、お互いに助
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け合いながら避難所の運営に参加・協力するものとする。 

エ 町は、自治会・町内会、自主防災組織、消防団、防災士、ＮＰＯやボランティア等

と連携して、避難所ごとにそこに収容されている避難者に係る情報の早期把握を行う

とともに、避難所外避難者に係る情報の把握に努め、得られた情報の共有を図り、県

や支援団体と協力して支援活動全体を調整する仕組みを構築する。また、情報の把握

に当たっては、市町村の担当部署を明確にし、関係機関が持つ情報を一元化した被災

者台帳の整備を県は支援する。 

オ 食料や生活必需品等の避難者のニーズを把握するとともに、指定避難所を拠点とし

た物資供給体制の構築やその周知に努めるものとする。 

カ 町は、避難所における生活環境に注意を払い、避難者の健康状態や避難所の衛生状

態の把握及び福祉的な支援に努めるものとする。特に、感染症流行時において災害が

発生した場合には、通常の災害発生時よりも多くの避難所を開設するなど、避難所が

過密状態とならない環境の確保に留意すること。併せて、災害の状況や地域の実情に

応じ、避難者に対する手洗いや咳エチケット等の基本的な感染対策の徹底、避難所内

の十分な換気、避難者同士の十分なスペースの確保に努めること。また、感染症の症

状が出た者のための専用スペースやトイレを確保し、他の避難者とゾーンや導線を区

分するなど、感染症の予防・まん延防止のための対策を行うものとする。 

キ 町は、指定避難所における生活環境が常に良好なものであるよう努めるものとし、

避難所開設当初からパーティションや段ボールベッド等の簡易ベッドを設置するよう

努めるとともに、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を

講じるものとする。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、

入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理栄養 

士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確保、配食等の状況、し尿

及びごみの処理状況など、避難者の健康状態や指定避難所の衛生状態の把握に努め、

栄養バランスのとれた適温の食事や、入浴、洗濯等の生活に必要となる水の確保、福

祉的な支援の実施など、必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

ク 町は、被災地において感染症の発生、拡大がみられる場合は、防災担当部局と保健

福祉担当部局が連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努めるものとす

る。また、自宅療養者が指定避難所に避難する可能性を考慮し、保健福祉担当部局は、

防災担当部局に対し、避難所の運営に必要な情報を共有するものとする。 

ケ 町は、避難所の運営における男女共同参画を推進するとともに、男女のニーズの違

い等男女双方及び性的少数者の視点等に配慮するものとする。特に、乳幼児のいる世

帯用エリア、女性のみの世帯用エリアの確保、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室、

相談窓口の設置、生理用品・女性用下着の女性による配布、女性用トイレの配置、巡

回警備や防犯ブザーの配布等による避難所における安全性の確保など、女性や子育て

家庭等のニーズに配慮した避難所の運営に努めるものとする。 

コ 町は、指定避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止する

ため、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施設

等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置する、性暴力・ＤＶについての注意喚
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起のためのポスターを掲載するなど、女性や子供等の安全に配慮するよう努めるもの

とする。また、警察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情報の

提供を行うよう努めるものとする。 

サ 町は、指定緊急避難場所や避難所に家庭動物と同行(同伴)避難した被災者について、

飼養スペースを準備するなど適切に受け入れるとともに、避難所等における家庭動物

の受入状況を含む避難状況等の把握に努めるものとする。 

シ 町は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等

に関わらず適切に受け入れることとする。 

ス 避難期間が長期化する場合、町及び県は、精神科医、臨床心理士、保健師等による

こころのケアも行うものとする。 

セ 夏期には扇風機等、冬期には暖房器具等を設置するなど、季節や環境を考慮し、快

適な環境の確保に努めるものとする。 

ソ 町は、仮設トイレやマンホールトイレの供給体制の整備を進めるなど、トイレの不

足が生じないように努めるとともに県と連携し簡易トイレ、トイレカー、トイレトレ

ーラー等のより快適なトイレの設置に配慮するよう努める。 

セ 町は、避難所の衛生環境に支障が生じないよう、避難所付近にゴミの臨時収集場所

を設けることや、速やかなゴミ処理を進めるものとする。 

ソ 町は、家庭動物の飼養の有無による被災時のニーズの違いに配慮するよう努めるも

のとし、必要に応じ、被災者支援等の観点から、指定避難所における家庭動物のため

の避難スぺ―スの確保等に努めるとともに、獣医師会や動物取扱業者等から必要な支

援が受けられるよう、連携に努めるものとする。 

タ 町は、警察及び防犯ボランティア団体等と連携し、避難所の防犯活動を推進するも

のとする。 

 

７．車中避難者を含む指定避難所外避難者への対応 

(1) 町は、自治会・町内会、自主防災組織、消防団、防災士、ＮＰＯやボランティア等と

連携して、あらかじめ定めた対策に基づき、車中避難者を含む避難所外避難者を把握し、

必要に応じて避難所への誘導を行うものとする。 

(2) 併せて、町及び県は、やむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対しても、

自治会・町内会、自主防災組織、消防団、防災士、ＮＰＯやボランティア等と連携して

食料等必要な物資の配布に努めるとともに、保健師等による巡回健康相談の実施等保健

医療サービスの提供、インターネットやラジオなど様々な方法による正確な情報の伝達

等を行い、その生活環境の確保が図られるよう努めるものとする。 

(3) 町は、在宅避難者等の支援拠点が設置された場合は、利用者数、食料等の必要な物資

数等を集約し、必要に応じ物資の補充等の支援を行うものとし、被災者支援に係る情報

を支援のための拠点の利用者に対しても提供するものとする。 

(4) 町は、車中泊避難を行うためのスペースが設置された場合は、車中泊避難を行うため

のスペースの避難者数、食料等の必要な物資数等を集約し、必要に応じ物資の補充等の

支援を行うものとし、被災者支援に係る情報を車中泊避難を行うためのスペースの避難
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者に対しても提供するものとする。この際、車中泊避難の早期解消に向け、必要な支援

の実施等に配慮するよう努めるものとする。 

 

８．浸水想定区域における警戒避難体制 
水防法第 15 条の規定に基づき指定された、白川水系白川及び坪井川水系堀川に係る浸

水想定区域について、次のとおり警戒体制を定める。 

(1) 浸水想定区域内の住民等は、本町から避難指示の発令があった場合、堤防から水があ

ふれる危険や堤防の決壊のおそれがあると判断した場合は、原則として橋梁を渡らず、

あらかじめ定められた避難場所等に避難する。 

(2) 避難にあたっては、自主防災組織等が中心となって、障がい者や高齢者等避難行動要

支援者に配慮し、地域ぐるみで行動するよう努めるものとする。 

 

９．避難行動要支援者に対する対策 

(1) 安否確認、救助活動 

町は、あらかじめ把握している避難行動要支援者について、避難行動要支援者名簿を

効果的に利用し、民生委員児童委員、近隣住民、自主防災組織、福祉団体（社会福祉協

議会、老人クラブ等）の協力を得て、安否確認、救助活動を実施するものとする。 

避難支援計画を策定している町にあっては、避難支援計画に基づき、あらかじめ選定

している避難支援者等を通じて、安否確認等を実施するものとする。 

なお、消防機関等は、救助に当たって、避難行動要支援者の特性に配慮するものとす

る。 

(2) 情報の提供 

町は、指定避難所、指定福祉避難所等においては、要配慮者に円滑に情報伝達ができ

るように障がい等の状況に応じて、文字放送用テレビやファクシミリ等を設置するほか、

必要に応じて手話や外国語の通訳、視覚障がい児者をサポートする人などの専門的支援

者の確保に努めるものとする。 

また、要配慮者の特性に応じて、例えば、要約筆記や点字、ひらがなやカタカナ等わ

かりやすい言葉による表現、絵や写真の提示など、多様な手段による情報提供がなされ

るよう配慮に努めるものとする。 

(3) 生活の支援 

ア 相談体制の整備 

町は、指定避難所、福祉事務所、保健センター、社会福祉協議会等に相談窓口を設

置し、高齢者や障がい者などの要配慮者の相談に応じるとともに、必要な支援のニー

ズ把握を行うものとする。 

なお、窓口には、ファクシミリ等の機器の設置や通訳等の配置についての配慮が必

要である。 

また、相談窓口に来られない人に対しては、避難所や自宅等を巡回して声を掛け、

各種相談等に応じるとともに、必要な支援のニーズ把握を行うものとする。 

イ 心身両面の健康管理 
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要配慮者の中には、特に健康面の配慮が必要である者がいる可能性が高いことから、

医師、薬剤師、保健師、看護師等が避難所や自宅等を巡回し、健康状態の確認や各種

相談に応じるとともに、医療ケア等を行うものとする。 

また、大規模災害発生後は、大きなショックや強い不安感を感じたり、長引く避難

所生活の中でストレスが蓄積したりするなど、精神的な大きな負担を強いられるので、

精神科医、臨床心理士、保健師等によるこころのケアを行うものとする。 

 

10．防火対象物等における避難対策等 

学校、病院、工場、事業場、興行場、百貨店、その他消防法による防火対象物の防火

管理者は、多数の者の出入りする施設として災害時の避難対策を十分講じておくものと

する。 

特に、学校においては、次の応急措置等を実施するものとする。 

(1) 情報の伝達・収集等 

ア 教育長は、地震の程度を速やかに学校長に通報し、必要な避難措置をとらせるもの

とする。 

イ 学校長は、教育長又は関係機関から災害に関する情報を受けた場合には、教職員に

対して当該情報を速やかに伝達するとともに、自らテレビ、ラジオ等により地域の被

害状況等災害情報の収集に努めるものする。 

なお、児童・生徒等への伝達にあたっては、混乱を防止するように配慮するものと

する。 

ウ 学校長は、児童・生徒等及び学校施設に被害を受け、又はそのおそれがある場合は、

直ちにその状況を町、自治会、自主防災組織、消防団、近隣住民その他関係機関に報

告し、必要に応じ応援等を求めるものとする。 

(2) 避難の指示等 

ア 教育長の避難の指示等は、町長等の指示により行うほか、安全性を考慮して、速や

かに実施するものとする。 

また、避難の指示に当たっては、地震発生の時期及び発生場所等を考慮に入れて、

危険が迫っている学校から順次指示するほか、一斉メール、ファックス等により必要

な情報を当該地域の学校全てに伝えるものとする。 

イ 学校長は、教育長から避難の指示等があった場合には、速やかに実施するとともに、

緊急を要する場合には、自ら災害の状況を判断し、児童・生徒等の屋外への避難や緊

急避難場所等への避難を迅速に指示するものとする。 

なお、状況によっては、教職員が個々に適切な指示を行うものとする。 

ウ 児童・生徒等が学校の管理外にある場合には、学校長は状況を判断して臨時休校等

の措置を講ずるものとする。 

なお、臨時休校の通告及び連絡方法については、あらかじめ児童・生徒等に対し周

知徹底をしておくものとする。 

(3) 避難の誘導等 

ア 避難の誘導 
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学校長及び教職員は、児童・生徒等の安全を確保するため、あらかじめ定めた計画

に基づき児童・生徒等の誘導を行うものとする。 

なお、状況により校外への誘導が必要である場合は、町、自治会、自主防災組織、

消防団、近隣住民その他関係機関の指示及び協力を得て行うものとする。 

イ 避難の順位 

児童・生徒等の避難順位は、低学年、疾病者等を優先して行うものとする。 

ウ 下校時の危険防止 

学校長は、災害の状況により、児童・生徒等を下校させる場合には、次の方法によ

るものとする 

(ア) 児童・生徒等に必要な注意を与えるとともに、校区内の危険箇所（がけ崩れ、

危険な橋・堤防等）の通行を避けるように配慮するものとする。 

(イ) 通学区域ごとの集団下校又は教職員による引率等の措置を講ずるものとする 

エ 校内保護 

学校長は、災害の状況により、児童・生徒等を下校させることが危険であると判断

した場合は、校内に保護し、速やかに保護者への連絡に努めるものとする 

なお、この場合、速やかに町等設置者に対して、児童・生徒等の数その他必要な事

項を報告するものとする。 

(4) 学校が地域の避難所となる場合の留意事項 

ア 避難所になった学校の学校長は避難所に供する施設、設備の安全を確認し、避難し

た者に対して、その利用について必要な指示をするものとする。 

イ 学校長は、施設及び設備の応急復旧状況を把握し、速やかに応急教育計画を作成し、

応急教育の開始時期及び方法を確実に児童・生徒等及び保護者に連絡するものとする。 

ウ 全児童・生徒等を学校に同時に収容できない場合は、二部授業又は地域の公共施設

を利用して分散授業を行う等の措置を講じるものとする。 

エ 避難が長期間となるおそれがある場合は、町は学校長と協議し、学校教育上支障と

ならないように必要な措置を講じるものとする。 

  この場合において、教育長が、教育活動の再開に当たり、学校を支援する必要があ

ると判断したとき、教職員で構成する支援チームを派遣する。 

(5) その他の留意事項 

ア 保健衛生 

学校長は、災害時において、建物内外の清掃、給食、飲料水等に留意し、児童・生徒

等の保健衛生について必要な措置を講じるものとする。 

イ 教育活動の再開 

学校長は、教育活動の再開に当たっては、児童・生徒等の登下校時の安全に留意す

るものとする。 

ウ 避難訓練の実施 

学校長は、地震災害に応じた避難訓練を、平常時から実施するものとする。 

なお、訓練に際しては、学校関係者だけでなく市町村、自治会、自主防災組織、消

防団、近隣住民その他関係機関等参加型訓練の実施など工夫に努める。 
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エ 連絡網の整備 

教育長の各学校への通報及び連絡は、迅速かつ的確に行われるように、平常時から

連絡網を整備しておくものとする。 

オ 計画の策定 

学校長は、次の事項について児童・生徒等の実態に即した計画を策定し、集団避難

が安全、かつ迅速に行われるようにするものとする。 

(ア) 地震・津波災害に応じた避難指示等の伝達方法 

(イ) 緊急避難場所の指定 

(ウ) 避難順位及び緊急避難場所までの誘導責任者 

(エ) 児童生徒の携行品 

(オ) 余裕がある場合の書類、備品等の搬出計画 

(カ) 負傷者の救護方法 

(キ) 保護者への連絡及び引き渡し方法 

(ク) 登下校中の避難方法 

 

11．広域避難 

  町は、災害の予測規模、避難者数等にかんがみ、区域外への広域的な避難、指定避難

所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合において、同一県内の他の

市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受入

れについては県に対し当該他の都道府県との協議を求めるほか、事態に照らし緊急を要

すると認めるときは県知事に報告した上で、自ら他の都道府県内の市町村に協議するこ

とができる。 

  町は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難の用にも供す

ることについて定めるなど、他の市町村からの避難者を受け入れることができる施設等

をあらかじめ決定しておくよう努めるものとする。 

 

12．広域一時滞在 

町は、災害の規模、被災者の避難・収容状況、避難の長期化等にかんがみ、町の区域

外への広域的な避難、避難所、応急仮設住宅等への収容が必要であると判断した場合に

おいて、県内他市町村への受入については当該市町村に直接協議し、他県の市町村への

受入については県に対し当該他県との協議を求めるものとする。 

県は、町から協議要求があった場合、他県と協議を行うものとする。また、市町村の

行政機能が被災によって著しく低下した場合など、町からの要求を待ついとまがないと

きは、町の要求を待たないで、広域一時滞在のための協議を町に代わって行う。 

 

13．被災者等への的確な情報活動関係 

町及び県は、居住地以外の市町村に避難する被災者に対して必要な情報や支援・サー

ビスを容易かつ確実に受け渡すことができるよう、被災者の所在地等の情報を避難元と

避難先の自治体が共有する仕組みの円滑な運用・強化を図るものとする。 
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第 13 節 災害救助法の適用 
 

一定の程度以上の災害については、災害救助法を適用することとなるが、同法の適用要

領はおおむね次のとおりである。 

 

１．災害救助の実施機関 
救助の実施は、本来国の責任において行われるものであるが、その実施については、

全面的に知事に委任されている。また、この救助を迅速に行うため、県は、次の救助の

実施に関する職権を町長に委任（熊本県災害救助法施行細則）している。 

災害救助法による救助が円滑に実施できるよう、県が開催する説明会に参加するなど、

平常時から知識の向上を図る。 

(1) 収容施設の供与（避難所、応急仮設住宅） 

(2) 災害にかかった住宅の応急修理 

(3) 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

(4) 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

(5) 医療及び助産 

(6) 災害にかかった者の救出 

(7) 死体の捜索 

(8) 埋葬 

(9) 死体の処理 

(10) 学用品の給与 

(11) 障害物の除去 

(12) 応急救助のための輸送及び賃金職員 

 

２．災害救助法の適用 
(1) 災害救助法の適用基準 

災害救助法の適用基準は、災害救助法施行令第１条の定めるところによる。すなわち、

災害救助法の対象となる程度の災害は、次のいずれかに該当する災害とする。 

ア 本町の住家滅失世帯数が、60 世帯以上に達したとき。 

イ 県の区域内において、1,500 世帯以上の世帯の住家が滅失した場合であって、本町

の住家滅失世帯数が、30 世帯以上に達したとき。 

ウ 県の区域内において、7,000 世帯以上の世帯の住家が滅失したこと又は当該災害が

隔絶した地域に発生したものである等被災者の救護を著しく困難とする特別の事業

（※）がある場合であって、多数の世帯の住家が滅失したこと。 

 ※被災者に対する食品若しくは生活必需品の給与等について特殊の補給方法を必要と

し、又は被災者の救出について特殊の技術を必要とすること。 

エ 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じた場合であって、
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次の各号のいずれかに該当すること。 

 一 災害が発生し、又は発生するおそれのある地域に所在する多数の者が、避難して

継続的に救助を必要とすること。 

 二 被災者に対する食品若しくは生活必需品の給与等について特殊の補給方法を必要

とし、又は被災者の救出について特殊の技術を必要とすること。 

オ 大規模な災害発生のおそれがある段階において、国が災害対策基本法に基づく災害

対策本部を設置した場合で、本県がその所管区域に該当し、県内市町村において救助

を必要とすると判断されること。 

 

(2) 被害世帯の算定基準 

ア 被災害世帯の算定 

住家が滅失した世帯の数の算定に当たっては、住家が半壊し、又は半焼する等著し

く損傷した世帯は２世帯をもって、住家が床上浸水、土砂の堆積等により一時的に居

住することができない状態となった世帯は３世帯をもって、それぞれ住家の滅失した

１世帯とみなす。 

イ 住家の滅失等の認定、世帯及び住家の単位 

第３章第９節情報収集・共有及び被害報告取扱の被害報告取扱要領５(1)に基づく。 

(3) 災害救助法の適用手続 

町における災害の程度が、(1)の災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、又は該当

する見込みがあるときは、当該市町村長は、直ちにその旨を知事に報告しなければなら

ない。 

 

３．救助の種類及び実施方法 
（１）避難所の設置 

  ア 一般基準 

対象者：災害により現に被害を受け、又は受ける恐れのある者 

費用の限度額：一人・１日当たり３４０円以内 

救助機関：災害発生の日から７日以内 

  イ 主な留意事項 

〇 指定した避難所でなくても、被災者が避難して実質的に避難所として機能を果

たした場合は対象 

○ 原則として、学校、公民館、福祉センター等の公共施設等を避難所に指定する

こと 

○ 避難所が不足する場合や避難の長期化が見込まれる場合については、ホテル・

旅館等を借り上げて、避難所とすることも可能。（利用金額は7,000円／泊・人

（税込み、食事込み）の範囲内とし予め内閣府と協議） 

○ 設置期間の長期化が予測されるときには、その期間、既存の設備の状況及びそ

の利用状況等を勘案し、衛生管理対策を含めた生活環境の改善策等を速やかに講

じること。 
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○ 応急仮設住宅等、被災者の住まいの確保の進捗状況に応じ、避難所の計画的な

解消について検討すること。 

○ 在宅で避難生活を送っている被災者に対しても、避難所で配布している、物

資・情報等については避難所に取りに来られた場合は配布すること。 

（２）応急仮設住宅の供与 

  ア 建設型応急住宅 

  （ア）一般基準 

     対象者：住家が全壊、全焼又は流出し、居住する住家がない者であって、自ら

の資力では住宅を得ることができないもの住家が全壊（共通） 

     費用の限度額：1戸当たり平均6,775,000円以内 

     期間：災害発生の日から２０日以内に着工し、完成の日から最長２年 

  （イ） 主な留意事項 

  〇 被災者の当面の住まいの確保のため、法の対象外ではあるが、都道府県及

び市町村の行政財産である公営住宅の空き住戸の目的外使用による活用も積

極的に図ること。 

〇 高齢者等、日常生活上特別な配慮を必要とする者が複数いる場合に、老人

居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有する福祉仮設住宅を設置

することができること。 

  〇 「建設型仮設住宅」について、その呼称を「建設型応急住宅」に改め（令

和元年１０月公布） 

イ 賃貸型応急住宅 

（ア）一般基準 

   対象者：共通 

     費用の限度額：地域の実情に応じた額（実費） 

     期間：災害発生の日から速やかに提供、最長２年 

  （イ） 主な留意事項 

     〇 あらかじめ、民間賃貸住宅の関係団体と協定を結ぶなど、発災後にはただ 

ちにそれらの関係団体と連携が取れる体制を構築しておくことが望ましい。 

（関係団体と家賃上限の設定、提供戸数の把握など早急に把握） 

〇 被災者の孤立防止や日常生活の様々な相談対応等に利用できる地域コミュ

ニティ等（集会施設）を設置できることから、施設を設置する場合の借り上

げ経費については、事前に内閣総理大臣への協議を行うこと。 

〇「借上型仮設住宅」について、その呼称を「賃貸型応急住宅」に改める（令

和元年１０月公布） 

〇 令和２年７月豪雨災害以降、応急修理をする被災者のうち、応急修理の期

間が１か月を超えると見込まれる者であり、住宅が半壊（住宅としての利用

ができない場合）以上の被害を受け、他の住まいの確保が困難な者について

は、応急修理期間中に応急仮設住宅を使用することを可能とした。（事前に

内閣府と協議が必要） 
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  ウ その他適切な方法による供与 

    用途廃止した公営住宅や公有の倉庫等を、基準告示に定める建設型応急住宅設置 

のため支出できる費用を大幅に下回る額の範囲で改造等を行い、法による建設型応 

急住宅として供与することは、特例的に認めることもあるので内閣府及び国土交通 

省と連絡調整を図ること。 

（３）被災した住宅の応急修理 

  ア 一般基準 

    対象者：災害のため住家が半壊（焼）又はこれに準ずる程度の損傷を受け、雨水 

        の浸入等を放置すれば住家の被害が拡大するおそれがある者 

        ※全壊は、修理することで居住することが可能な場合 

    費用の限度額：住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理が必要な部分に対 

して、１世帯当たり５０，０００円以内 

    救助期間：災害発生の日から１０日以内に完了 

  イ 主な考慮事項 

   ○ 住家の被害の拡大を防止する観点から、被害認定調査よりも早い段階でブルー 

シートの展張等の緊急的な修理を行うことから、住宅の被害状況について現場の 

目視による確認又は被災者が持参した写真等により判定を行い、救助の時期を逸 

しないよう速やかに実施すること。 

○ 「救助の必要性」、「内容の妥当性」を示す事実を確認する必要から、施行 

前、施工後の写真撮影を行うこと 

○ 屋根等に被害を受けた被災者の住家へのブルーシート等の展張をすることで、 

被災者の住宅の損傷被害の拡大を防止する。具体的には、 

・ 屋根等に被害を受け、雨漏り又は雨漏りのおそれがある住家へのブルーシー

ト等の展張 

・ 損傷を受けた住宅の外壁や窓硝子へのブルーシートの展張やベニア板による    

 簡易補修による風雨の浸入の防御 

・ アパートやマンション等の外壁材（タイルやモルタル等）の剥落に伴う落下 

 防止ネットの展張（損傷した住宅前の歩行者の安全確保のため） 

などが対象になる。 

（４）炊き出し、その他による食品の給与 

  ア 一般基準 

    対象者：避難所に避難している者又は住家に被害を受け、若しくは災害によ 

り現に炊事のできない者 

    費用の限度額：一人１日当たり1,230円以内 

    救助期間：災害発生の日から７日以内 

  イ 主な留意事項 

   ○ 炊き出し等の給与については、避難所に避難しているからとか、炊事ができな

い状況にあるからというのみで単に機械的に提供するのではなく、近隣の流通機

構等も勘案しながら実施すること。 
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○ 握り飯、調理済み食品、パン、弁当等を購入して支給する場合の購入費は、炊 

き出しの費用として差し支えない。 

○ 避難所等での炊き出しが長期化する場合は、メニューの多様化、適温食の提 

供、栄養バランスや質の確保について配慮するとともに、状況に応じて管理栄養 

士等の専門職の活用も検討すること。 

○ 避難所ではなく、自宅において避難生活をしている方が避難所に炊き出し等の

給与を受け取りに来た場合も対象となる。 

○ 災害救助を行う自治体職員等やボランティア等の食事については、対象となら 

ないこと。 

（５）飲料水の提供 

  ア 一般基準 

    対象者：災害のために現に飲料水を得ることができない者 

    救助期間：災害発生の日から７日以内 

  イ 主な留意事項 

   ○ 災害により現に飲料水を得ることができないかどうかが救助の判断基準である 

ので、住家の被害は問わない。 

○ 避難所等で炊き出しとともに提供するペットボトル等の飲料水は、飲料水の供 

給ではなく、炊き出しその他による給与に含める。 

○ 水道事業者が本来行うべき配水管の修理等や仮配管の設置費は認められない。

同様に新たな水源を開発するボーリング調査や井戸さらいなどに要する費用も対

象外である。 

○ 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づき供給さ

れる生活用水や防疫目的で使用される資材、薬品等は対象とならない。 

（６）被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

  ア 一般基準 

    対象者：住家の全壊、全焼、流失、半壊、半焼又は床上浸水※、全島避難等によ 

り、生活上必要な被服、寝具、その他生活必需品を喪失又は損傷等によ 

り使用することができず、直ちに日常生活を営むことが困難な者 

    費用の限度額：住家の被害の程度、被災時期（夏・冬）、世帯人数によって基準 

額が異なる。 

    救助期間：災害発生の日から１０日以内 

  イ 主な留意事項 

○ 被服、寝具その他の生活必需品の給与又は貸与は、現物をもって行うものであ 

るから、現金給付は無論のこと、商品券等の金券によることも認められない。 

なお、義援金品の配分等を法外で行う場合はこの限りでない。 

○ 被服等の給貸与はすべて、世帯単位で行われることから、費用の限度額につい

ても各世帯ごとで見ていくこととなり、必要な場合は各世帯ごとに費用の限度額

に関する特別基準を設定することとなる。 

○ この救助は、見舞制度ではないので、各世帯の被災状況を確認することなく、
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一律に生活必需品を同数配布する等の運用は厳に慎むこと。 

○ 寒冷地の防寒、ヒートショック等の被災者の健康被害を防止する観点から必要

とされる簡易な電気ストーブ又はこれに準ずるもの（セラミックヒーターや電気

カーペット）、猛暑による熱中症及び脱水症状等の被災者の健康被害を防止する

観点から必要とされる扇風機など基準額の範囲内で生活必需品の品目として差し

支えない。 

（７）医療  

  ア 一般基準 

    対象者：災害により医療の途を失った者（あくまでも応急的な処置） 

    医療の実施：救護班により行うこと。ただし、急迫した事情がありやむを得ない 

場合は、病院又は診療所において※医療（施術）を行うことができ 

る。※あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師に 

よる施術を含む 

    救助期間：災害発生の日から１４日以内 

    対象経費：救護班（使用した薬剤、治療材料、破損した医療器具等の修繕費等の 

実費）、病院又は診療所（国民健康保険の診療報酬の額以内）、施術 

者（協定料金の額以内） 

  イ 主な留意事項 

   ○ 災害により医療の途を失った者であれば、医療が必要となった理由が災害によ 

るものか否かは問わない。 

○ 被災地であっても通常の保険診療等による医療が行われている場合には、法に 

よる医療を実施する必要はない。ただし、災害の影響で当該医療機関が受入可能 

な患者数をはるかに超える患者が発生している場合はこの限りでない。 

○ 患者の経済的要件は問わない。例え経済的に余裕がある者であっても、現に医 

療を受ける手段を失っていることに変わりはないからである。 

（８）助産 

  ア 一般基準 

    対象者：災害発生の日以前又は以後の７日以内に分べんした者であって、災害の 

ため助産の途を失った者（出産のみならず、死産及び流産を含み現に助

産を要する状態にある者を含む） 

    助産の実施：救護班によって行われることが望ましいが、出産は一刻を争う場合 

も多いので助産師によることも差し支えない 

    助産の範囲：①分べんの介助、②分べん前及び分べん後の処置、③脱脂綿、ガー 

ゼ、その他の衛生材料の支給 

    救助期間：災害発生の日から７日以内 

    対象経費：救護班（使用した衛生材料費等の実費）、助産師（慣行料金の100分

の80以内の額） 

  イ 主な留意事項 

○ 災害により助産の途を失った者であれば、被災者であるか否かは問わない。 
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○ 被災地であっても通常の保険診療等による医療（産婦人科）が行われている場 

合には、法による助産を実施する必要はない。 

○ 本人の経済的要件は問わない。例え経済的に余裕がある者であっても、現に助 

産を受ける手段を失っていることに変わりはないからである。 

（９） 被災者の救出 

   ア 一般基準 

     対象者：災害のため現に生命もしくは身体が危険な状態にある者又は生死不明 

の状態にある者を捜索し、又は救出するもの 

     救助期間：災害発生の日から３日（72時間）以内 

     対象経費：舟艇その他救出のための機械、器具等の借上費又は購入費、修繕費 

及び燃料費として当該地域における通常の実費 

   イ 主な留意事項 

    〇 消防や警察、派遣依頼を受けた自衛隊等による救出活動は、原則として法の 

対象とならない。これらの組織は、当該業務をその本務としているとともに、 

通常自己完結的に必要な機材や道具等を備えているのが当然だからである。 

○ いわゆる通常の避難は救出には含まれない。被災者が能動的に避難しうる状 

況にある場合は、法による救出は要しないと考えられるからである。 

○ 人の救出に限定される。財産はもとより救出される者が大切にしている愛玩 

具や動物等も対象とならない。 

○ 被災した原因は問わない。現に捜索や救出を必要としている以上、その原因 

が不可抗力によるものであろうと、本人の過失によるものであろうと、業務上 

の事由によるものであろうと問わない。 

（10）死体の捜索 

  ア 一般基準 

    対象者：災害のため現に行方不明の状態にあり、かつ、四囲の事情により、既に 

死亡していると推定される者を捜索する。 

    救助期間：災害発生の日から１０日以内 

    対象経費：舟艇その他捜索のための機械、器具等の借上費又は購入費、修繕費及 

び燃料費として当該地域における通常の実費 

  イ 主な留意事項 

○ 消防や警察、派遣依頼を受けた自衛隊等による救出活動は、原則として法の対 

象とならない。これらの組織は、当該業務をその本務としているとともに、通常

自己完結的に必要な機材や道具等を備えているのが当然だからである。 

○ 人の捜索に限定される。財産や動物等は対象とならない。 

○ 遺体の捜索を行うにあたり原因は問わない。現に捜索を必要としている以上、 

その原因が不可抗力によるものであろうと、本人の過失によるものであろうと、

業務上の事由によるものであろうと問わない。 

（11）死体の処理 

  ア 一般基準 
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    対象者：災害の際死亡した者に、死体に関する処理（埋葬を除く）をする。（通 

常死体の発見から埋葬に移る過程において行われる） 

    費用の限度額：①死体の洗浄、縫合、消毒等の処置 

１体当たり；３，５００円以内 

②死体の一時保存 

死体一時収容施設利用時；通常の実費 

上記が利用出来ない場合；１体当たり５，５００円以内 

（注）ドライアイス購入費の実費加算可 

③検案；救護班以外は慣行料金 

    救助期間：災害発生から１０日以内 

  イ 主な留意事項 

   〇 遺体が発見された場合は、遺族等の関係者に速やかに遺体を引き渡すべきであ 

るが、遺体識別や遺体に対する最低限の措置として、泥土又は汚物等を付着した 

まま放置できないこと、原型を止めない程度に変形した遺体をある程度まで修復 

するため等に、法による死体の処理として遺体に対して洗浄、縫合、消毒等の処 

置を行うもの。 

○ 死体の一時保存は、遺体の身元を識別するため、また、遺族への引渡し又は埋 

葬までに時間を要する場合に行うもの。 

○ 法による死体の処理は、死因及び場所の如何を問わないこと、変死体の場合の 

対応については埋葬と同様 

（12）埋葬 

  ア 一般基準 

    対象者：災害の際死亡した者を対象に、実際に埋葬を実施する者に支給 

    費用の限度：大人（１２歳以上）；219,100円以内 

          小人（１２歳未満）；175,200円以内 

    救助期間：災害発生の日から１０日以内 

    対象経費：①棺（付属品含む）、②埋葬又は火葬（賃金職員雇上費含む）、③骨

壺又は骨箱 

  イ 主な留意事項 

   ○ 法による埋葬は、遺体が発見された後は速やかに遺族等の関係者に遺体を引き 

渡すのが原則であり、遺族がいないか、遺族がいても災害による混乱期等のた 

め、その遺族が埋葬を行うことが困難な場合に実施するものであり、遺族が埋葬 

を執り行える状況にもかかわらず一律に行政で葬儀代を出すような見舞制度では 

ない。 

○ 法による埋葬は、災害の混乱期のため埋葬ができないときに行うものであるか 

ら、その死因及び場所の如何は問われず、直接災害のため傷病を受け亡くなった 

者に限らず病気等でたまたま亡くなった者も対象となり得るし、災害発生以前に 

死亡した者であっても埋葬が行われていない遺体は同様に取り扱って差し支えな 

い。 
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○ 死亡の原因が犯罪等によるとの疑いがある変死体については、ただちに警察署

に届けることとし、法による埋葬は行わないこと。なお、警察当局から所要の措

置を経た後に引き渡された場合は、法による埋葬を行っても差し支えない。 

（13）学用品の給与 

  ア 一般基準 

    対象者：災害により住家の全壊（焼）、流失、半壊（焼）又は床上浸水による喪 

失若しくは損傷等により学用品を使用することができず、就学上支障の 

ある小学校児童、中学校生徒及び高等学校等生徒（幼稚園児、専門学校 

生、大学生等は対象外） 

    費用の限度額：①教科書、正規の教材は、実費  

②文房具、通学用品は、小学校児童4,800円以内、中学校生徒

5,100円以内、高等学校等生徒5,600円以内 

    救助期間：災害発生の日から①教科書、教材は１ヵ月以内、②文房具、通学用品 

は、１５日以内 

  イ 主な留意事項 

   ○ この救助は、見舞制度ではないので、各児童・生徒の被災状況を確認すること 

なく、一律に教科書や文房具類を同数配布する等の運用は厳に慎むこと。 

○ 通学途中又は学校や近所の親類宅等で被災した場合なども必要と認められれば 

支給して差し支えない。 

（14）障害物の除去 

  ア 一般基準 

    対象者：半壊（焼）又は床上浸水した住家であって、住居又はその周辺に運ばれ 

        た土石、竹木等で一時的に居住できない状態にあり、自力では当該障害 

物を除去できない者 

    費用の限度額：１世帯当たり138,700円以内 

    救助期間：災害発生の日から１０日以内 

    対象経費：ロープ、スコップその他除去のために必要な機械、器具等の借上費又 

は購入費、輸送費及び賃金職員等雇上費等 

  イ 主な留意事項 

   ○ この制度の趣旨は、生活上欠くことのできない場所の障害物を除去すること

で、元の住家に引き続き住むことを目的としたものである。 

○ そのため、住家を一時的に失った者に提供される「応急仮設住宅の供与」との 

併給はできない。 

○ 居室、台所、玄関、便所等の生活上欠くことのできない場所が対象であるが、 

住家の入口が閉ざされている場合の玄関回りも対象として差し支えない。 

○ 障害物の除去は、当面の生活が可能となるように応急的に行うものであり、原

状回復を目的とするものではないので、障害物除去後の室内の清掃、消毒等は対

象とはならない。 

○ 住家及びその周辺の障害物の除去が対象であり、道路、河川、農地、学校等住



171 

 

家以外の障害物については、各管理者が対応すべきものであり、また、災害廃棄

物については、各市町村が対応すべきものである。 

（15）輸送費及び賃金職員雇上費 

  ア 輸送の例 

(ア) 災害が発生するおそれ段階の要配慮者等の避難のための輸送 

(イ) 「被災者の避難」、「医療及び助産」、「被災者の救出」、「飲料水の供給」、

「死体の捜索」及び「死体の処理」のための輸送及び救援物資の輸送 

  イ 賃金職員の例 

(ア) 災害が発生するおそれ段階の要配慮者等の避難のための賃金職員 

(イ) 「被災者の避難」、「炊き出しその他による食品の給与」、「飲料水の供給」、

「医療及び助産」、「被災者の救出」、「遺体の捜索」、「遺体の処理」及び「救

援物資の整理、配分及び輸送」のために必要な賃金職員等 

※ この基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、知事は、内閣総理大臣に協

議し、その同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定める。 
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第 14 節 行方不明者等捜索及び遺体収容埋葬 
 

災害により行方不明の状態にある者で周囲の状況により既に死亡していると推定される

者（以下「行方不明者等」という。）や死亡者の遺体を放置することは、人道上からも許さ

れないことであり、混乱期の人心の安定を図る上からも早急に実施する必要がある。 

このため、関係機関・団体と緊密な連絡をとり、迅速に行方不明者の捜索及び遺体の埋

葬活動を実施するものとする。 

 

１．実施機関 
行方不明者等の捜索及び埋葬等は、町長が、警察、消防機関、海上保安部、警察医会、

警察歯科医会等の協力を得て、二次被害の危険性を考慮し、安全性を確保したうえで行

うものとする。 

町だけでは十分な対応ができない場合、町及び県は、周辺市町村、自衛隊等に対して

応援要請を行い、これらの機関の応援を得て実施するものとする。 

なお、関係機関間の情報共有の為、定期的に捜索調整会議を開催するものとする。 

 

２．行方不明者等の捜索 
警察は、災害警備活動に付随して、町の行う安否不明者等の捜索に協力するものとする。  

行方不明者等の届出受理の適正を期すとともに、情報の収集に努め、積極的に調査を

実施するものとする。 

 

３．遺体の検視、見分及び身元確認 
警察は、明らかに災害により死亡したと認められる遺体を発見したとき又は遺体があ

る旨の届出を受けた場合には、検視規則（昭和 33 年国家公安委員会規則第３号）及び死

体取扱規則（昭和 33 年国家公安委員会規則第４号）に基づき、遺体の検視、見分（以下

「検視等」という。）を行うものとする。 

遺体の検視等に当たっては、指紋の採取、写真撮影等を行い、検視等終了後、遺族に

引き渡すものとする。また医師会、警察医会、警察歯科医会等との緊密な連携により、

迅速かつ的確な検視等、身元確認に努めるものとする。 

 

４．遺体の引き渡し 
受取人がいない遺体又は身元不明の遺体は、戸籍法第 92 条第１項に規定する検視調書

等を添えて、町長に引き渡すものとする。 

 

５．遺体の収容 
町は、警察と連携し、遺体安置所として長期間の使用が可能な上、被害現場付近に位

置する施設（寺院、公共物等）に、検視等の場所及び遺体の安置所を開設し、遺体を安

置するものとする。 
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なお、町は、死者及び行方不明者数を早期に把握し、棺、遺体保存剤等の納棺用品を

確保するものとする。 

 

６．遺体の火葬 
(1) 町は、次により火葬の実施体制の確保を行うものとする。 

ア 火葬場の被災状況の把握 

イ 死亡者数の把握 

ウ 火葬相談窓口の設置 

エ 遺体安置所の確保 

オ 作業要員の確保 

カ 火葬場への搬送経路及び搬送手段の確保 

キ 棺、遺体保存剤、骨壺の調達 

ク 火葬用燃料の確保 

(2) 県は、被災市町村において火葬することが困難な死体について、熊本県広域火葬計画

に基づき、他の火葬場設置市町村等に要請を行い、火葬場を割り振ることにより、円滑

に火葬できるよう支援するものとする。また、県は、厚生労働省に対して火葬の状況を

報告し、火葬許可証発行の特例措置を要請するものとする。 

 

７．災害救助法に基づく死体の捜索、死体の処理、埋葬 
  災害救助法が適用された場合は、「熊本県災害救助法施行細則」に定めるところによる。 
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第 15 節 救出 
 

災害のため生命、身体が危険な状態にある者、あるいは生死不明の状態にある者を捜査

し、又は救助して、その者の保護を図るものとする。 

 

１．実施責任者 
(1) 救出は原則として、町長、消防機関及び警察機関が協力して実施するものとする。 

(2) 災害対策基本法および他の法令の規定により災害応急措置の実施責任を有する者はも

ちろん、災害の現場にいる者、住民及び自主防災組織は救出を実施し、又は町長等に協

力するものとする。 

(3) 災害救助法が適用された場合は、「熊本県災害救助法施行細則」に定めるところによる。 

 

２．救出対象者 
被災者の救出は、災害の原因、種別あるいは住家の被害とは関係なく、次の状態にあ

る者に対し必要に応じて実施するものとする。 

(1) 災害によって生命、身体が危険な状態にある者は、おおむね次のような場合とする。 

ア 火災の際に火中に取り残されたような場合 

イ 地震、がけ（山）崩れ等のため、倒壊家屋の下敷きとなったような場合 

ウ 水害の際に流失家屋とともに流された、あるいは孤立した地域等に取り残されたよ

うな場合 

(2) 災害のため行方不明の状態にあり、かつ、諸般の情勢から生存していると推定される

者、又は生命があるかどうか明らかでない者。 

 

３．救出の方法 
救出は、災害の種別、被害地域の災害状況等の条件によって異なるが、救出を実施す

べき事態が発生したときは、町長は直ちに県等の出先機関と連絡をとるとともに、消防

団員、その他奉仕団員等を動員して、速やかに救出作業を実施するものとする。 

 

４．応援の手続 
町長において救出作業ができないとき、又は機関器材等の調達ができない場合の応援

の手続は、次によるものとする。 

町長において応援を受ける必要があると認めたときは、県等の出先機関に対し要請を

行うものとする。 
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第 16 節 医療救護 
 

災害のため医療機関が被災し、本来の機能を発揮することが不可能となったような場合、

応急的な医療提供体制を確保し、被災地の住民の医療救護を図るものとする。 

 

１．実施機関 
(1) 災害時における医療救護は、町長が行うものとする。 

(2) 災害救助法が適用された場合は、知事が行うものとする。 

 

２．救護体制の整備 
(1) 町長は、地元医療機関及び医師会等の協力を得て、医療救護班を編成しておくものと

する。 

 

３．救護活動 
(1) 町長は、災害の状況に即応し、医療救護班により医療救護活動を行う。本町だけで対

応できないときは、市町村相互間の応援協定に基づき隣接市町村等に応援を要請すると

ともに、県に応援協力を要請する。 

(2) 被災地の状況に応じ、適当な場所に医療救護所を設置する。 

  ※設置予定場所：菊陽町防災センター１階倉庫、光の森防災広場防災備蓄棟 

 

４．災害救助法による医療救護 
災害救助法が適用された場合は、「熊本県災害救助法施行細則」に定めるところによる。 
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第 17 節 食料調達・供給 
 

町及び県は、大規模な災害が発生した場合には、必要な食料の供給を円滑に実施するも

のとする。 

また、被災者及び災害応急現場従事者等に配給する食料の確保と、炊き出しその他の食

品の給与は、緊急時における物資等の供給に関する協定に定めるほか、次の要領により実

施する。 

 

１．実施機関 
被災者及び災害応急現地従事者に対する食料の供給は、町が実施するものとする。 

町のみでは実施が不可能な場合は、近隣市町村、県、国、その他関係機関に応援を要

請するものとする。 

ただし、災害救助法が適用されたときは知事が行うが、知事から委任されたとき、又

は知事による救助のいとまがないときは、知事の補助機関として町長が行う。 

 

２．災害時における米穀の応急供給 
農林水産省の定める「政府所有米穀の販売要領」並びに「災害救助法が発動された場

合における災害救助用米穀の緊急引渡要領」により迅速にかつ適正に処理するものとす

る。 

(1) 供給を行う場合 

ア 被災者に対し、炊き出しによる給食を行う必要がある場合 

イ 罹災により供給機関が通常の供給を行うことができないため、その機関を通じない

供給を行う必要がある場合 

ウ 災害時における救助作業、急迫した災害の防止及び緊急復旧作業に従事する者に対

して給食を行う必要がある場合 

(2) 供給方法は、販売業者に連絡し、業者において供給する。 

 

３．炊き出しの実施及び食料の配分 

(1) 炊き出しの実施 

町は、原則として避難所内又は既存の給食施設若しくは仮設給食施設において、民間

事業者、自治会・町内会、自主防災組織、ボランティアと連携して炊き出しを行うもの

とする。 

町が多大の被害を受けたことにより、当該町において炊き出しによる食料の給与の実

施が困難と認めたときは、県及び近隣市町村に炊き出しについて協力を要請するものと

する。 

(2) 食料の配分 

被災された町民へ食料の配分に当たっては、次の事項に留意するものとする。 

ア 各避難所等における食料の受入確認及び需給の適正を図るため責任者の配置 
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イ 住民への事前周知等による公平な配分 

４．災害救助法による炊き出し及び食品の給与 
(1) 災害救助法が適用された場合は、「熊本県災害救助法施行細則」に定めるところによる。 

(2) 炊き出しの方法については、民間団体及び女性の会等の協力を得て町長が必要と認め

た場合炊き出しを実施する。（災害救助法の適用を受けない場合も同様） 

 

５．調達物資、来援物資の集積場所 
調達物資及び来援物資は、町役場、各地区公民館等に集積する。 
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第 18 節 給水 
 

水道施設の被災により水源の汚染・枯渇や断水が発生し、飲料に適する水を得ることが

できない場合に、応急的に飲料水を確保するための計画は、次に定めるところにする。 

 

１．実施機関 
飲料水供給の実施は、町が行う。 

町は、災害対策本部の中に給水対策部門を設けるとともに、被災者等へ飲料水、医療

用水及び生活用水の供給を実施することとする。 

 

２．給水方法 
(1) 水道水の運搬給水 

浄水処理後の水を提供可能な水道施設又は近郷水道から給水車（又は水槽付自動車）、

あるいは給水槽等を用いて搬水し消毒の上緊急給水を実施するものとする。この場合の

給水量は１人１日当たり最小３リットルを基準とするが、被災状況等により増減する。 

(2) 浄水セットによる給水 

第３章第５節「自衛隊災害派遣要請」により自衛隊に依頼して、湖沼水、河川水等を

ろ過し、消毒の上給水を行うものとする。 

(3) 防災緊急給水用水袋及び給水ペットボトルによる給水 

大津菊陽水道企業団により防災緊急給水用水袋（６リットル）5,000 枚を主要配水施

設と 500mℓ の緊急ペットボトル約 10,000 本（大津・菊陽両町分）を大津菊陽水道企業団

防災倉庫（大津町）に保管している。 

(4) 緊急時対応型の飲料水自動販売機の設置による給水 

庁舎等に設置した自動販売機の管理会社との協定により、災害時の飲料の無償提供と、

災害に対応する職員分の飲料水を備蓄している。 

(5) 運搬給水の留意事項 

運搬給水にあたっては、救急病院や透析患者を収容した病院などへの医療用水、救護

所等への給水を最優先で行うこととする。 

 

３．給水に関する広報 

町及び県は、応急給水の時間や場所、水道施設の被災状況、二次災害の危険性、応急

給水及び応急復旧状況、復旧予定時期、飲料水に関して保健衛生上留意すべき事項等に

ついて、ホームページや報道機関（新聞、ラジオ、テレビ等）への発表など、適時的確

な情報提供を行うものとする。 

 

４．飲料水以外の生活用水の確保 

町は、地下水採取者の協力を得て、断水時に地域住民の生活用水を確保する体制の整

備に努めるものとする。 
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また、学校にあるプールの水を常時溜めておくことで、大規模災害時における避難所

トイレの水等の利用や、火災時の消火水として活用できるため、学校施設管理者とあら

かじめ貯水するよう協議しておく。 

 

５．応援要請 

  町は、自ら応急的な給水の実施が困難な場合は、県に応援要請を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．復旧支援要請 

(1) 被災水道事業者は、地域防災計画及びあらかじめ定めた行動指針に基づき、応急給水

及び応急復旧を実施するものとし、応急復旧の実施に必要な人員・資機材等が不足する

場合には、県を通じて県内の他の水道事業者等に支援を要請するものとする。 

 

７．災害救助法に基づく飲料水の供給 

  災害救助法が適用された場合は、「熊本県災害救助法施行細則」に定めるところによる。 

 

  

環境保全課 ・水道事業者等 

・日本水道協会熊本県 

支部 

・九州地方整備局河川部 

・九州山口９県災害時応

援協定事務局 

 

被災町 

要請等 要請 

応急給水 要請 

 

・日本水道協会熊本県支部 

  熊本市上下水道局 096-381-4061 

・九州地方整備局河川部 

・九州山口９県被災地支援対策事務局（九州地方知事会会長県） 

  飲料水関係連絡担当局：水道行政主管部局 
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第 19 節 生活必需品等物資供給 
 

災害によって、住家に被害を受け、日常生活に欠くことのできない生活必需品を喪失又

は棄損し、しかも災害時の混乱のため、これらの物資等を直ちに入手することが困難な被

災者に対してこれらの物資等を給与又は貸与することによって、災害時における被災住民

の安定を図るものとする。 

  

１．実施機関 
(1) 被災者に対する被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与は、町が実施する。 

(2) 町だけで処理できないときは、隣接市町村、県その他の関係機関に応援を要請するも

のとする。 

 

２．生活必需品の円滑な提供 

町及び県は、被災者が必要とする生活必需品が円滑に提供されるよう、その備蓄する

物資・資機材の供給や物資の調達・輸送に関し、物資調達・輸送調整等支援システムを

活用し情報共有を図り、迅速かつ的確な情報収集を行うものする。また、避難所におけ

る感染症拡大防止に必要な物資や家庭動物の飼養に関する資材をはじめ、夏季には冷房

器具、冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮するとともに、要配

慮者等のニーズや、男女のニーズの違いに配慮するものとする。 

 

３．災害救助法に基づく生活必需品の給与又は貸与 
災害救助法が適用された場合は、「熊本県災害救助法施行細則」に定めるところによる。 
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第 20 節 救援物資要請・受入・配分 
 

大規模災害時に各方面から被災者に寄せられる救援物資について、広域物資輸送集積拠

点・物資集積拠点の速やかな開設、避難所までの輸送体制の確保、確実、迅速かつ公平に

被災者に配分し、被災者の生活の安定を図る体制を整備するものとする。 

なお、町は、小口・混載の物資は原則受け入れないなど、救援物資の受入の取扱いを決

定し、ホームページや報道機関（新聞、ラジオ、テレビ等）への発表など、適時的確な情

報発信を行うものとする。 

 

１．不足物資の把握 

町は、現地調査等により情報を収集して被害状況を把握するとともに、被災地で不足

している物資の種類、数量等を把握するものとする。不足物資の供給に関して町のみで

対応できない状況にあれば、県に対して救援物資の支援要請を行うものとする。 

 

２．受入・供給体制 

(1) 物資集積拠点の選定 

町は、防災計画に定める避難所の位置を勘案の上、効率的に物資の受入、輸送が行え

る場所を物資集積拠点として、あらかじめ選定しておく。 

(2) 受入・供給体制の整備 

町は、物資集積拠点に物資の集積を行う場合には、当該集積拠点ごとに管理責任者を

配置し、必要に応じて、民間事業者からのノウハウ等の提供を受けるなど、管理及び配

分の万全を期するものとする。 

町の物資集積拠点の管理責任者は、県の物資集積拠点の管理者等と連携して、町への

輸送を円滑に行う。 

町は、それぞれに届けられた物資を、適切に受け入れ、管理し、仕分け等を行うとと

もに、避難者に効率的に輸送するため、管理責任者として物流の実務者の配置、必要な

人員の確保、物資需給に関する情報の共有など、物資の受入・供給体制の整備に関して、

（公社）熊本県トラック協会及び民間事業者（運輸業）やＮＰＯ等との協力体制の構築

に努めるものとする。 

(3) 救援物資の取扱い 

町は、民間企業等からの支援の申し出に随時対応し、救援物資の確保に努めるものと

する。 

県は、町からの要請とのマッチングを随時行い、当該物資を必要とする被災者に速や

かに届けられるよう必要な調整を行うものとする。 

なお、救援物資の確実な供給等を行うため、避難所収容者及び仮設住宅入居者以外の

被災者の把握等にも努めるものとする。 
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第 21 節 住宅応急対策 
 

大規模な地震により被災した建築物及び宅地について、余震等による建物の倒壊や宅地

の崩落等による二次災害を防止し、住民の安全を確保するため、被災建築物応急危険度判

定や被災宅地危険度判定に対する理解を広める。更に、災害のため住家が滅失した被災者

に対し住宅を貸与し、又は被害を受けた住家に対し居住のため必要な最小限度の部分を応

急的に補修して被災者の居住安定を図るものとする。ただし、災害発生直後における住居

対策については、第３章第 12 節「避難収容対策」に定める避難所の開設及び収容によるも

のとする。 

 

１．実施機関 
被災者に対する応急仮設住宅の供与及び応急修理は、災害救助法を適用したときは、

知事から権限の委任を受けた町長が行うものとする。 

町のみでは、実施することが不可能な場合は、近隣市町村、県、国、その他関係機関

の応援を得て実施するものとする。 

 

２．応急危険度判定活動 

  町は県・建築関係団体等と連携し、緊急時における被災建築物応急危険度判定士及び

被災宅地危険度判定士への連絡体制並びに派遣体制等判定活動の実施に必要な体制の整

備を図るものとする。 

 

３．応急仮設住宅の供与 

  県は、既存住宅ストックの活用を重視して応急的な住まいを確保することを基本とし、

相談体制の整備、修理業者の周知等の支援やブルーシートの展張等を含む応急修理の推

進、公営住宅等の既存ストックの一時提供及び賃貸型応急住宅の提供により、被災者の

応急的な住まいを早期に確保するものとする。また、災害時に地域に十分な既存住宅ス

トックが存在しない場合には、建設型応急住宅を速やかに設置し、被災者の応急的な住

まいを早期に確保するものとする。なお、応急仮設住宅を建設する場合には、二次災害

に十分配慮するものとする。 

 (1) 建設型応急住宅 

ア 建設型応急住宅の建設 

県が行う建設型応急住宅の建設は、民間住宅建設関係団体と「災害時における応急

仮設住宅の建設に関する協定」の締結を適宜行い、協定に基づき、民間住宅建設関係

団体の協力を得て実施するものとする。 

また、町は、様々な災害を想定した建設型応急住宅の建設候補地をあらかじめ定め

るものとする。建設候補地の検討に当たっては、所有する公共グラウンドや土地が平

坦な公園等は、全て候補地としてリストに計上するとともに、遊休地となっている民

有地も候補地としてあらかじめ調査しておく。特に、発災直後は、このような候補地
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は、災害廃棄物の仮置場や自衛隊等救助機関の活動拠点として使われることがあるた

め、建設型応急住宅の建設に支障を来すことのないよう留意すること。さらに、将来

的な集約や利活用を含めた復旧・復興のあり方についても考慮する。 

建設型応急住宅の建設に当たっては、県産材の活用や、被災者に係る世帯人員や高

齢者、障がい者等に配慮した仕様（手すり、スロープ、トイレ、風呂等）の作成に努

めるとともに、建設するために必要な「標準プラン（仕様・図面等）」を、あらかじめ

策定しておくものとする。 

また、大雨を想定し、必要に応じて雨水排水用の側溝の敷設や敷地内の舗装等を行

うものとする。さらに、必要に応じ、建設型応急住宅入居者のコミュニティ形成のた

めの集会施設等の整備について検討を行うものとする。 

イ 建設型応急住宅の運営管理 

町は、建設型応急住宅について、入居者の募集・選定から、入居中の住宅の維持補

修・問合せへの対応、退去に至るまでの運営管理を行うものとする。 

この際、警察及び防犯ボランティア団体等と連携して建設型応急住宅の防犯活動を

推進するものとする。また、孤立化や引きこもりなどを防止するため、心のケア、入

居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるとともに、男女共同参画の視点にも

配慮するものとする。 

なお、町は、県から建設型応急住宅（集会施設を含む。）の運営管理に係る業務マニ

ュアルなど必要な情報提供を受け、建設型応急住宅の運営管理に協力するものとする。

また、必要に応じて、建設型応急住宅における入居者の家庭動物の受入れや買い物の

利便性等、生活環境の向上に配慮するものとする。 

(2) 賃貸型応急住宅 

町及び県は、大規模災害の発生時には、民間賃貸住宅の借上げによる応急仮設住宅の

提供を行うものとする。発災直後から円滑な提供ができるよう、あらかじめ、必要な体

制を整備し、要領等を定めるとともに、平時から防災訓練を通じて「災害時における民

間賃貸住宅の提供に関する協定」を締結する不動産関係団体との連携の強化を図るもの

とする。 

 

４．住宅の応急修理 

県が行う住宅の応急修理は、建設事業者団体等の協力を得て実施するものとする。発災

直後から円滑な応急修理ができるよう、あらかじめ手続等を定めるものとする。 

 

５．町営住宅の提供 
災害により住家が滅失した被災者が町営住宅への入居を希望した場合、町長は町営住

宅の入居（公営住宅法第 22 条第１項に基づく特定入居、又は地方自治法第 238 条の４第

４項に基づく目的外使用許可）について最大限の配慮をするものとする。 

 

６．住宅の補修・再建に係る相談窓口の設置 

県は、大規模又は甚大な被害が発生した場合、住宅の補修・再建に係る相談窓口を設

置するとともに、相談ニーズのある人に対し、速やかに窓口の設置を周知することを目



184 

 

的として、ボランティア受付・派遣窓口となる社会福祉協議会と建築関係団体とが連携

をとれるよう、平時から体制を整備する。 

 

７．避難所や被災者に対する住宅情報等の周知方法の検討 

町及び県は、公営住宅などの募集案内の周知について、町ホームページやテレビ・ラ

ジオ、新聞等のほか、より詳細な情報を直接被災者に周知する方法等の検討を行う。 

 

８．災害救助法に基づく措置 

  災害救助法を適用が適用された場合は、「熊本県災害救助法施行細則」に定めるとこ

ろによる。  
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第 22 節 交通規制 
 

大規模災害時に、町道及び橋梁等の道路施設に被害が発生した場合は、交通規制を行っ

て被害の軽減と迅速なる応急対策の実施を促進する。 

１. 実施責任者 

  災害時の交通規制は、次の区分によって行うものとするが、道路管理者と警察は、常

に緊密な連携を保ち、応急措置の万全を期するものとする。 

  道路管理者：町長 

     道路の破損、決壊、その他の事由により交通が危険であると認められる場合 

     道路に関する工事のため、やむを得ないと認める場合 

 

２. 交通規制の措置 

(1) 措置要領 

 ア 降雨予測等から通行規則範囲を広域的に想定して、できるだけ早く通行規制予告 

を発表するものとする。その際、当該情報が入手しやすいよう多様な広報媒体を活

用し、日時、迂回経路等を示すものとする。また、降雨予測の変化に応じて予告内

容の見直しを行うものとする。 

イ 道路管理者（町長）は、道路、橋梁など道路施設の巡回調査に努め、災害時によ

り道路施設の危険な状況が予想され、又は発見したときは、若しくは通報等により

承知したときは、速やかに必要な規制を実施するものとする。 

 

３．交通規制の実施 

(1) 危険箇所の交通規制 

道路の破損、決壊、その他の状況により通行禁止、又は交通を規制する必要がある

と認めるときの交通規制の実施は、道路管理者又は警察が、禁止又は制限の対象、区

間、期間、及び理由等を明瞭に記載した道路標識等を設置するとともに、必要な場合

は、う回道路の標識も明示し、一般の交通に支障のないよう措置するものとする。 

(2) 異常気象における道路通行規制 

  県、国、気象台、警察と連携し必要により通行を規制する。 

 

４．道路啓開等 

  道路管理者等は、放置車両や立ち往生車両等が発生した場合には、緊急通行車両の通 

行を確保するため緊急の必要があるときは、運転者等に対し車両の移動等の命令を行う 

ものとする。運転者がいない場合等においては、道路管理者等は、自ら車両の移動等を

行うものとする。国土交通大臣は、道路管理者である県、町に対し、知事は道路管理者

である熊本市以外の市町村に対し、必要に応じて、ネットワークとして緊急通行車両の

通行ルートを確保するために広域的な見地から指示を行うものとする。 

道路管理者等は、民間団体等との間の応援協定等に基づき、道路啓開等（路面変状の補

修や迂回路の整備を含み、また、火山災害における火山噴出物の除去及び雪害における

除雪を含む。）に必要な人員、資機材等の確保に努めるものとする。 
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第 23 節 輸送 
 

災害応急対策の実施に必要な人員及び物資資材等の緊急輸送力の確保を図り、応急措置

の万全を期する。 

 

１．実施機関 
災害救助法が適用されたときは知事が行い、その他の場合は町長が行う。ただし、知

事より委任されたとき又は知事による救助のいとまがないときは、知事の補助機関とし

て町長が行う。 

 

２．輸送方法 
災害時の輸送は応急輸送を迅速的確に行うため、道路輸送は役場の車又は熊本県トラ

ック協会と締結した「災害発生時の緊急物資輸送協定」に基づき支援を要請する。また、

陸上輸送が困難若しくは不可能な場合第３章第５節「自衛隊災害派遣要請」に基づき実

施するものとする。緊急輸送手段として、ヘリコプターの活用が有効と考えられる場合

には、防災ヘリ、自衛隊等のヘリの運用について県を通じ要請を行う。 

 

３．災害救助法に基づく輸送 
災害救助法が適用された場合は、「熊本県災害救助法施行細則」に定めるところによる。 

 

４．救援物資の調達・輸送体制の構築 

町は、状況に応じて人員の派遣等を行いながら、あらかじめ指定された緊急輸送ネッ

トワークの中から、県は広域物資輸送拠点を、市町村は地域内輸送拠点を開設するとと

もに、その周知徹底を図るものとする。 

町は、地域内輸送拠点の効率的な運営を図るため、速やかに、運営に必要な人員や資

機材等を運送事業者等と連携して確保するよう努めるものとする。 

 

５. 緊急通行車両確認 

町は、災害が発生し、又はまさに災害が発生しようとしている場合において、災害応

急対策に必要な人員、資機材等を迅速かつ確実に輸送するため、緊急通行車両の運用、

確認手続き等を整備するものとする。また、あらかじめ緊急通行車両確認標章等の交付

をうけることができることについて、周知及び普及を図るものとする。 
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第 24 節 民間団体活動 
 

災害時には、地域女性の会その他民間団体の応援協力を得て、社会秩序の維持と公共の

福祉を確保し、災害応急対策を推進する。 

 

１．実施機関について 
(1) 民間団体の活用は、町長又は教育委員会が民間団体の協力を求めて行う。本町のみで

処理不可能な場合は、被災を免れた隣接市町村に連絡し、その協力を求めて行う。 

(2) 大規模な災害又は広範囲にわたる災害のときは、知事又は県教育委員会に要請する。 

 

２．組織の種別及び可動人員並びに活動内容について 
(1) 組織 

菊陽町地域女性の会 

(2) 活動範囲 

活動範囲は、災害の規模又は範囲によって異なるが、おおむね町内とする。 

(3) 活動内容 

活動内容は、被害の程度によって異なるが、主として災害の炊き出し、被災者の収容、

防疫等に当たる。 
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第 25 節 労務供給 
 

災害時における労務の確保を図り、応急措置及び災害復旧の迅速かつ円滑な実施の促進

は、次に定めるところによる。 

 

１．通常の場合における労務者の供給要請 
(1) 町長は災害応急の実施について、労務者を必要とするときは、地域振興局長に対し、

文書又は口頭をもって要請する。 

(2) 町以外の機関における場合は、当該機関の長は直接公共職業安定所長へ要請する。 

(3) 同上の要請を行うときは、次の事項を明らかにしなければならない。 

ア 求人者名 

イ 職種別、所要労務者数 

ウ 作業場所及び作業内容 

エ 労働条件 

オ 宿泊施設 

カ その他、必要事項 
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第 26 節 保健衛生 
 

被災地、特に避難所においては、避難が長期に及ぶ場合もあり、生活環境の激変に伴い

被災者が心身双方の健康に不調を来す可能性が高いため、常に良好な衛生状態を保つよう

に努めるとともに、健康状態を十分把握し、必要に応じ救護所等の設置やこころのケアを

含めた対策を行うものとする。 

特に、高齢者、障がい者、児童、妊産婦等要配慮者の心身双方の健康状態には特段の配

慮を行い、必要に応じ福祉施設等への入所、介護職員等の派遣、車椅子等の手配等を福祉

事業者、ボランティア団体等の協力を得つつ、計画的に実施するものとする。 

 

１．防疫計画 
災害によって被害を受けた地域、又は住民に対し、感染症予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）の定めるところにより、公衆衛生の立

場から感染症予防上必要な感染対策を実施し、感染症の発生予防及び拡大の防止を図る

ものとする。 

(1) 実施責任者 

町長は、知事の指示にしたがって、防疫上必要な措置を行う。 

(2) 感染症対策 

ア 本町における感染症の発生状況を的確に把握し、感染症罹患者等の早期発見に努め

るとともに避難所等における消毒（環境、手指等）の徹底、その他必要な予防及び防

疫措置を行う。 

イ 防疫業務の実施基準 

(ア) 災害の発生により防疫業務を必要と町長が認めた場合は、緊急度に応じて計画

的に実施する。 

(イ) この調査に当たっては、町内の衛生組織等関係機関の協力を得て、的確な情報

の把握に努めるものとする。 

(3) 防疫用品 

本町の防疫用品として、備え付けの下記器具により防疫措置を行い、最高度に効果を

発揮するよう努力する。 

(R7.4.1 現在) 

種別 数量 在庫場所 

動力煙霧機 ５台 菊陽町役場（環境生活課保管） 

 

(4) 災害時感染制御支援チーム等の派遣要請 

町は、避難所等における衛生環境を維持するため、必要に応じ、災害時感染制御支援

チーム（ＤＩＣＴ）等の派遣を迅速に要請するものとする。 
(5) 備蓄資材及び調達 

防疫用薬品として、役場内に下記のとおり整備しているが、必要に応じてその数量を

増加調達し万一に備える。 
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(R7.4.1 現在) 

種別 数量 在庫場所 

ＤＰＦ水性煙霧剤 ５缶 菊陽町役場（環境生活課保管） 

 

２．食品衛生の確保 

(1) 食中毒の未然防止 

食品衛生協会は県と協力し、食品営業関係施設や被災地での炊き出し等に対し、加熱

調理等食品の衛生的取扱いについて相談に応じ、指導を行うものとする。 

 

３．健康管理 

(1) 健康管理活動の支援体制 

町職員は、県が主催する災害時保健活動研修等に参加し、熊本県災害時保健活動マニ

ュアル等に基づき、その体制整備に努めるものとする。 

(2) 保健及び栄養指導 

県保健所、応援派遣者等の協力を得て、定期的に避難所等を巡回し、被災者の健康状

態を調査するとともに、特に高齢者など要配慮者に配慮しながら必要に応じ保健指導及

び健康相談を実施する。 

(3) エコノミークラス症候群の予防活動 

ア 町及び県は、発災直後にエコノミークラス症候群の発生や死亡者が出る可能性が高

いことから、関係団体と連携して、早期からの血栓塞栓症予防の活動開始と受診の勧

奨等的確な対応を行うものとする。 

イ 町及び県は、避難者がエコノミークラス症候群に関する知識を持つための防災教育

を進めるとともに、発災時には報道機関と連携した、早期からの有効な広報の展開を

図るものとする。 

(4) 誤嚥性肺炎予防のための口腔ケア・歯科保健指導 

ア 町及び県は、避難生活における口腔衛生の維持ができないことで誤嚥性肺炎による

入院や死亡者が出る可能性が高いことから、地元歯科医療機関、歯科医師会等及び県

歯科衛生士会等と連携し、発災直後からの口腔ケアや歯科保健活動等の的確な対応を

行う。 

イ 町及び県は、避難者が誤嚥性肺炎予防のための口腔ケアの必要性に関する知識の普

及・啓発を進めるとともに、発災時には報道機関と連携した早期からの有効な広報の

展開を図る。 

 

４．生活衛生の確保 

町及び県は、避難者や断水等により自宅で入浴できない者の衛生状態を良好に保つた

め、入浴支援マニュアルに基づき、公衆浴場業者と連携し、入浴サービスの提供に努め

る。 
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第 27 節 災害ボランティア連携 
 

大規模災害発生時に、災害応急対策を迅速かつ的確に実施するためには、町、県及び関

係機関だけでは十分に対応できないことが予想される。このため、町は、被災者の生活救

援のため、ボランティアの協力を得ることにより応急対策の推進を図る。町及び県は、社

会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ等との連携を図るとともに、災

害中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティアの活動支援や活動調整を行う組織）を含めた連携

体制の構築を図り、災害の状況やボランティアの活動状況等に関する最新の情報を共有す

る場を設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の全体像を関係者と積極的に共有する

ものとする。また、災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付けごみなどの

収集運搬を行うよう努める。これらの取組により、連携のとれた支援活動を展開するよう

努めるとともに、ボランティアの活動環境について配慮するものとする。 

 

１．災害ボランティアセンターに係る体制整備 

大規模又は甚大な災害が発生し、災害ボランティアによる救援活動が必要と認められ

る場合、町社協は単独又は複数の市町村社協の連携による広域単位の災害ボランティア

センターを設置する。 

(1) 災害ボランティアセンター 

ア 目的 

災害ボランティアセンターは、被災地における災害ボランティアによる救援活動を

円滑かつ効果的に展開するために設置するものとする。 

イ センターの設置場所 

  菊陽町福祉センターとする。但し、菊陽町福祉センター或いは町社協の管理する事

務所に最適な場所がない場合には、町がこれに代わる場所を確保して提供する。 

ウ 設置主体 

町及び町社協等は、災害状況に応じて災害ボランティアセンターを町単位又は複数

の市町村で連携した広域単位で設置する。 

町及び町社協等は関係機関とあらかじめ協議して複数の設置場所を定めておくもの

とし、ボランティア活動をスムーズに行えるよう十分なスペースを確保するものとす

る。 

なお、広域単位での設置の場合も考慮して、事前に近隣市町村や、近隣市町村社協

等との協力体制を構築しておく。 

エ 役割と機能 

(ア) 町や県センター、ＮＰＯ等のボランティア団体との連絡調整 

(イ) 地域のボランティア関係団体との情報交換及び運営スタッフなどの派遣要請 

(ウ) 活動用資材や機材の調達（県センター、市町村と連携） 

(エ) ボランティアニーズ及び被害状況の把握 

(オ) ボランティアの受入 

(カ) ボランティア希望者の配置等 
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(キ) ボランティアによる救援物資の仕分け、配布の支援 

(ク) 現地での支援活動の調整 

(ケ) ボランティアの健康管理 

(コ) その他 

オ 町の対応 

(ア) 連絡調整窓口の設置 

(イ) 行政情報の適切な提供 

(ウ) その他必要な支援 

カ 組織及び運営体制 

(ア) 組織 

関係団体と協議の上効率的・効果的な組織体制を整備する。 

(イ) 運営体制 

地域ボランティア関係団体や県センターから派遣される運営スタッフ、また災

害対応を専門とするＮＰＯ等が協働し、それぞれが持つ機能やネットワークなど

が活かされるような運営体制とする。 

キ 閉所の時期について 

災害ボランティアセンターの閉所に当たっては、被災地の住民組織や、関係機関や

団体、行政などと慎重に合意形成を図りながら、タイミングを見極め判断するととも

に、町社協等にその活動を引き継いでいく。 

 ク その他「菊陽町災害ボランティアセンターの設置・運営等に関する協定書」による。 

 

２．町と町内のＮＰＯ等との連携 

大規模又は甚大な災害が発生した場合、町は、災害ボランティアセンター及び当該町

で活動するＮＰＯ等のボランティア団体等による連携の場を速やかに設ける。 

 

３．個々の分野における専門ボランティアとの連携 

災害発生時には、さまざまな被災者や被災地のニーズがあり、その解決のためには専

門知識や技能等を有する専門ボランティアによる協力体制も必要となる。 

(1) 災害発生時の対応 

専門ボランティアの支援が必要な場合、各活動担当部局が把握している団体に対して

は、各活動担当部局が直接、支援の要請等の連絡調整を図る。 

(2) 平常時の取組み 

専門知識、技能等を有する専門ボランティアについては、各担当部局課が直接、支援

の要請等の対応を行うことから、各担当者は定期的に、専門ボランティア団体の状況把

握に努め、会議などを通して連絡体制等の確立を図るとともに、専門ボランティアの制

度周知を行う。 

 

４．その他 

具体的な運用等については、各関係機関において要綱等を定めるものとする。 
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第 28 節 廃棄物処理 
 

１．計画の方針 
災害で発生する廃棄物の処理を迅速・適正に行い、住民の生活環境の保全及び生活再

建の後押しを図るため定めた町災害廃棄物処理計画（平成 31 年３月）に基づき処理を行

うものとする。 

 

２．被害状況調査、把握 
(1) 町は、速やかに被害状況を把握するため、調査地域、調査対象施設・設備、調査者等

を明確にした調査体制を整備する。 

(2) 町は、廃棄物処理施設等の被害状況を早急に取りまとめ、所轄保健所へ報告する体制

を整備する。 

 

３．廃棄物の仮置場候補地の選定等 

(1) 災害廃棄物の処理を早期に完了するためには、迅速な仮置場の設置と適正な運営管理

が必要となる。そのため、町は、あらかじめ、災害時に発生する損壊家屋や流出家屋の

がれき等の災害廃棄物の仮置場候補地の選定・確保、動線やレイアウトの検討等に努め

るものとする。 

また、仮置場候補地については、周辺環境や交通アクセス等に留意するとともに、浸

水想定区域や河川敷、がけ地などの災害の恐れがある場所を避け、複数の候補地選定に

努めるものとする。 

(2) 町は、平常時から災害廃棄物処理を委託する可能性のある廃棄物処理施設について、

ヒアリング等の実施をとおして、処理能力の確認を行うものとする。 

 

４．災害廃棄物の処理 
(1) 町は、被災状況を速やかに把握し、災害廃棄物の発生量を推計するとともに、災害廃

棄物の処理を行う施設の処理能力を確認の上、収集、運搬、処分の対策を講じる。 

(2) 市町村は、災害廃棄物を処理する場合、発災前に策定した災害廃棄物処理計画を基に、

災害廃棄物の発生量、廃棄物処理施設の被害状況等を把握したうえで、災害廃棄物処理

実行計画を策定する。 

なお、災害廃棄物処理実行計画は、処理の進捗に応じて段階的に見直しを行うものと

する。 

(3) 町は、ごみ処理の実施に必要な人員、機材等の確保に努めるとともに、災害廃棄物の

処理を行う施設の処理能力を超える発生量が見込まれる場合は、近隣市町村へ応援要請

を行う。 

(4) 町は、災害廃棄物の発生状況を踏まえ、災害廃棄物の仮置場の設置を行うものとする。 

県は、町が設置する仮置場の運営管理や解体家屋のアスベスト飛散防止対策等の措置

の徹底のため、必要に応じて状況の確認を行うものとする。 
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(5) 町は、地区住民が道路上に災害廃棄物を出し交通の妨げにならないよう周知するとと

もに、道路上の障害物により通常の収集ができない地区については、臨時収集場所を設

け、収集への協力を求める。 

(6) 町は、防疫上、腐敗性のごみを優先的に収集運搬する。 

(7) 損壊家屋や流失家屋のがれき等については、原則として被災者自ら処理場（一時的仮

置場を含む）に搬入するが、道路等に散在し緊急的に処理する必要がある場合は、町が

収集処理を行う。 

(8) 県は、町からの要請を受けた時又は被害の状況等から判断して必要と認めた時は、迅

速かつ適切な処理が行えるように、廃棄物処理業者等で構成する（一社）熊本県産業資

源循環協会との災害廃棄物処理支援活動協定に基づく協力要請を行う。 

 

 

 

 

５．堆積土砂の処理 

(1) 町は、各地域別の被災状況を速やかに把握し、堆積土砂の流入・堆積量を推計すると

ともに、堆積土砂の処理を行う施設の処理能力を確認のうえ、収集、運搬、処分の対策

を講じるものとする。 

(2) 町は、堆積土砂を処理する場合、国土交通省作成土砂がれき撤去の事例ガイド等を基

に、堆積土砂の発生量等を把握したうえで、堆積土砂処理実行計画を策定する。なお、

堆積土砂処理実行計画は、処理の進捗に応じて段階的に見直しを行うものとする。  

(3) 町は、堆積土砂処理の実施に必要な人員、機材等の確保に努めるとともに、堆積土砂

の処理を行う施設の処理能力を超える発生量が見込まれる場合は、近隣市町村へ応援要

請を行う。  

(4) 町は、必要に応じて堆積土砂の仮置場の設置を行うものとする。県は、堆積土砂の仮

置き場の確保に向け、積極的に候補地について調査を行い、市町村に情報を提供するも

のとする。  

(5) 県は、町からの要請を受けた時又は被害の状況等から判断して必要と認めた時は、迅

速かつ適切な処理が行えるように、市町村相互間の応援要請、他県への応援要請及び関

係団体と必要な連絡調整及び助言を行うものとする。 

 

 

 

 

６．し尿の処理 
(1) 町は、被災状況を速やかに把握し、被災家屋の汲取式便槽のし尿排出量を推計すると

ともに、し尿処理施設の被災状況や処理能力を確認の上、収集、運搬、処分の対策を樹

立する。 

(2) 町は、し尿処理の実施に必要な人員、機材等の確保に努める。 

 

町 

熊本県 

循環社会 

推進課 

（一社）熊

本県産業資

源循環協会 

協力 
要請 

協力 
要請 支援  

町 

 

町 

 

県土木部 

 

関係団体 

協力 
要請 

協力 
要請 支援  

町 
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(3) 町は、被災時における水洗トイレ等の使用の困難性を考慮し、共同仮設トイレを設け

る等適正管理の対策を講じる。 

 

７．廃棄物処理の広域応援体制 
(1) 町は、被災地の廃棄物の発生量や処理能力等を想定の上、近隣市町村と相互応援体制

の整備に努める。 

(2) 町は、広範囲の被災により近隣市町村による相互応援体制が維持できない場合を想定

した広域応援体制の整備に努める。 

(3) 町は、国（環境省）が整備している災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）

や災害廃棄物処理支援員制度、地方公共団体等の関係者で組織する地域ブロック協議会

等による人材育成や、災害廃棄物に関する情報、D.Waste-Net や地域ブロック協議会の取

組等の周知に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



196 

 

 

第 29 節 文教対策 
 

この計画は災害発生のおそれがある場合、又は災害が発生した場合において、災害対策

基本法及びその他の法令に基づき、児童・生徒等の身体、生命及び文教施設を災害から保

護し、もって教育行政の確保を図ることを目的とする。 

 

１．実施機関 
(1) 町立小・中学校の文教施設の災害応急復旧は町長が行う。 

(2) 町立小・中学校の児童・生徒に対する災害応急教育対策は、町教育委員会が行う。た

だし、災害救助法が適用された場合、又は町教育委員会のみでは対策が困難な場合は、

県知事又は県教育委員会、その他必要関係機関の協力を求めて、応急教育の確保に努め

る。 

 

２．待避及び避難について 
(1) 小・中学校長は災害発生のおそれがある場合においては、独断をもって事前に小・中

学生を待避又は避難させ、その状況を速やかに教育委員会に報告する。 

(2) 町教育委員会は気象、災害発生の情報を刻々に把握し、災害発生のおそれがある地域

の学校に対し、待避又は避難の時機を逸しないように指導する。 

(3) 小・中学校においては平常時より災害発生時における待避又は避難の場所及び方法、

順序等を計画し、常時訓練しておくものとする。 

(4) 前諸項の待避・避難は、児童・生徒の身体生命を守ることを第一義とする。 

 

３．応急教育対策について 
(1) 文教施設の部分的罹災の場合は、まず応急復旧を速やかに実施し、とりあえず教育に

支障のないように努める。 

(2) 全面的な罹災により応急復旧が不可能な場合は、被害を免れた隣接学校、公民館、神

社、寺院、その他民有施設を借り上げ教育の再開に努める。 

(3) 教育委員会及び各小・中学校は前諸項の場合を想定し、あらかじめ具体的な場所等に

つき計画する。 

(4) 教材、学用品等の被害を受けた場合は町教育委員会に報告し、町教育委員会は所定の

様式に従って県教育委員会に報告する（災害救助法が適用された場合は、町教育委員会

が町長を経由して報告）。県教育委員会は、報告に基づき、必要に応じ、教材（教科書）

については特約教科書供給所、学用品については熊本県文具紙製品卸商組合を通じて、

調達を斡旋する。 

 

４．学校給食等の措置 
(1) 学校給食の施設、設備、物資等に被害を生じた場合は、町長から県教育委員会に速報

し措置すべき事項につき指示を受けるものとする。 
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(2) 物資等対策 

町は、速やかに被害物資の状況を県教育委員会に報告し、被害物資の処分方法及び供

給方法等について指示を受けるものとする。 

 

５．災害救助法に基づく学用品の支給について 
  災害救助法が適用された場合は、「熊本県災害救助法施行細則」に定めるところによる。 
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第 30 節 障害物除去 
 

災害時における応急措置実施の障害となっている工作物等、並びに、山（がけ）崩れ、

浸水等によって、道路、河川、住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等のため、住民の

生命、身体及び財産等に危険を及ぼし、又は、日常生活に著しい支障をきたす障害物の除

去（路面変状の補修や迂回路の整備を含み、また、火山災害における火山噴出物の除去及

び雪害における除雪を含む。）について必要な措置を定める。 

 

１．実施責任 
(1) 応急措置を実施するため、障害となる工作物等の除去は、町長が行うものとする。 

(2) 水防活動を実施するため、障害となる工作物等の除去は、水防管理者、又は消防機関

の長が行うものとする。 

(3) 道路、河川等にある障害物の除去は、その道路、河川等の維持管理者が行うものとす

る。 

(4) 山（がけ）崩れ、浸水等によって、住家又はその周辺に運ばれた障害物は町長が行う

ものとし、町限りで実施不可能の場合、若しくは災害救助法が適用されたときは、知事

が行うものとする。 

(5) その他、施設、敷地内の障害物の除去は、その施設、敷地内の所有者、又は管理者が

行うものとする。 

 

２．障害物の除去対象及び除去の方法 
(1) 障害物除去の対象災害時における障害物の除去対象は、おおむね次のとおりである。 

ア 住民の生命、財産等を保護するための除去を必要とする場合 

イ 河川のはん濫、護岸決壊等の防止、その他水防活動実施のための除去を必要とする

場合 

ウ 緊急な応急措置を実施するため、特に除去を必要とする場合 

エ その他、特に公共的立場等から除去を必要とする場合 

(2) 障害物除去の方法 

ア 実施責任者は、自らの組織、労力、機械器具を用いて行うか、又は土木建設業者等

の協力を得て、速やかに行うものとする。 

イ 前記アにより実施困難な場合は、第３章第５節「自衛隊災害派遣要請」により、自

衛隊の派遣を要請して行うものとする。 

ウ 除去作業の実施に当たっては、緊急な応急措置の実施上やむを得ない場合のほか、

周囲の状況等を考慮し、事後において支障の起こらないよう配慮して行うものとする。 

 

３．災害救助法に基づく障害物の除去 
災害救助法が適用された場合は、「熊本県災害救助法施行細則」に定めるところによる。 
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第 31 節 公共施設応急工事 
 

公共施設の災害に際し、交通の確保並びに公共施設の応急復旧を迅速的確に処理するこ

とによって、被災者の民心安定を図るものとする。 

 

１．公共土木施設 
災害によって河川、道路その他の公共土木施設が被災した場合における応急工事は、

次により実施する。 

(1) 実施機関 

ア 河川 

(ア) 一級河川の直轄管理区間は国土交通省 

(イ) 一級河川のうち指定区間及び二級河川は県 

(ウ) 準用河川及びその他の普通河川は市町村 

イ 道路 

(ア) 一般国道指定区間は国土交通省 

(イ) その他の一般国道及び県道については県 

(ウ) 市町村道については市町村 

(エ) 高速道路等については、国土交通省、西日本高速道路株式会社 

(2) 人員、資機材の確保 

応急工事を実施するに当たり、実施機関のみの人員、資機材で不足する場合は、人員

については、第３章第 25 節「労務供給」及び第３章第 24 節「民間団体活用」の定める

ところによって、人員の確保を図るものとする。 

(3) 応急工事の施工 

仮道工事、仮さん道工事、仮橋工事、仮締切り工事及び決壊防止等の応急工事は、緊

要度を考慮の上、次により迅速、かつ重点的に実施するものとする。 

ア 緊要度の高い交通路 

被災した道路又は橋梁が唯一の交通路であり、食料及び物資等の輸送又は復旧資材

の運搬等のため、早急に復旧を必要とする仮道、仮さん道及び仮橋について、交通の

確保を図るものとする。 

イ その他の交通路 

被災した道路、又は橋梁が唯一の交通路でない場合には、国道、主要地方道並びに

交通上特に重要と認められる県道、若しくは、市町村道が被災して、交通に著しい支

障を及ぼし、これらの復旧に長時間を要し、かつ適当な迂回道路がないため緊急に施

工しなければならない仮道工事等が必要な場合 

ウ 仮締切り工事 

仮締切り工事は、河川、又はこれらの効用をかねる道路が被災して、通常の状態に

おける流水が侵入し、当該被災施設に隣接する一連の施設で、当該被災箇所の背後地

に甚大な被害を与えているか、又はそのおそれが大きいため、緊急に仮締切り工事を

施工しなければならない場合 
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２．農地及び農業用施設等 
農地及び農業用施設等が被災し、農業生産の維持及び経営の安定に重大な支障を及ぼ

すもので、緊急やむを得ず応急工事を施工しなければならない場合は、次により行うも

のとする。 

(1) 実施機関 

ア 農地、農業用施設及び農林業協同利用施設の応急工事は、土地改良区、農業協同組

合の所有、又は管理に属する施設等について、それぞれの実施責任者を有する者が行

うものとするが、これらの実施責任者において施工が困難な場合は、町長が行うもの

とする。 

イ 前記アにおいて実施不可能な場合は、県（本庁）又は県の出先機関に連絡し、適切

な指導と援助を受けて施工するものとする。 

(2) 人員、資機材の確保 

応急工事を実施するために必要な人員、資機材の調達については、前記１の(2)により

確保するものとする。 

 

３．社会福祉施設 
社会福祉施設等が被災し、応急工事を施工しなければ人命に危害を及ぼすおそれがあ

る場合は、次により応急工事を施工する。 

(1) 実施責任 

老人福祉施設、児童福祉施設及び身体障がい者援護施設等の応急工事は、当該施設の

管理者、又は所有者が実施するものとする。 

(2) 人員、資機材の確保 

応急工事を実施する場合に、当該機関のみの人員及び資機材で実施不可能なときは、

前記１の(2)に準じて確保する。 

 

４．医療衛生施設 
医療衛生施設等が被災し、応急工事を施工しなければ診療が不可能なとき、又は、入

院患者に危害を及ぼすおそれがある場合は、次により応急工事を施工する。 

(1) 実施責任 

ア 医療法第 31 条に規定する病院又は診療所 

当該施設の管理者 

イ その他の医療施設 

当該施設の設置者又は管理者 

(2) 人員、資機材の確保 

応急工事を実施するために必要な人員、資機材の調達については、前記１の(2)に準じ

て確保する。 

 

５．鉄道施設（九州旅客鉄道株式会社熊本支社） 
鉄道施設が被災し、通勤、通学輸送等の公共輸送に支障を与えた場合は、緊急工事に

必要な機材等を搬入し、早期復旧を図るものとする。 

(1) 緊急工事の施工は、ＪＲ九州施工とするが、被災要因に基づき国及び県等の関係機関

の協力により、公共輸送を確保する。 
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６．学校施設 
町教育委員会は、学校施設の被災により授業が長期間にわたって中断することを避け

るため、次により施設の効率的な利用を図ることができるよう、あらかじめ被災時の対

応マニュアル等を整理しておくものとする。 

また、避難場所に学校施設を提供することにより、長期間授業を行う場として学校が

使用できない場合の対応についても検討するものとする。 

（1） 被害箇所及び危険箇所の応急処理 

被害箇所及び危険箇所は、早急に処理し、正常な教育活動の実施を図るものとする。 

（2） 小中学校の相互利用 

授業の早期再開を図るため、被災を免れた公立学校施設を相互に利用するものとす

る。 

（3） 公共施設の利用 

被災を免れた公民館等の社会教育施設、体育施設、その他公共施設を利用して、授

業の早期再開を図るものとする。 

（4） 学校施設の復旧 

学校施設の災害復旧に関する事業を活用して、早期に施設の復旧を図るものとする。 

７．その他の公共施設 

多数の者が出入りする施設や災害対応において重要な役割がある施設については、管

理者との連携体制の構築や、状況に応じた工法の見直し等により、早期の復旧を図るも

のとする。 
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第 32 節 農林水産応急対策 
 

災害による農林水産業被害の拡大を防止するため次のとおり応急対策を実施するものと

する。 

 

１．農業 
異常気象により、水稲、果樹、畜産、野菜等の農作物等に被害が発生した場合、被害

の拡大防止と早期復旧を図るため県農政部は熊本県県北広域本部農業普及・振興課、町、

農業協同組合及びその他の関係機関と連絡を密にして被害農業者に対し、応急対策及び

復旧対策について指導するものとする。 

また、被災発生のおそれがある場合についても被害の未然防止対策について指導する

ものとする。 
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第 33 節 電力施設応急対策 
 

熊本県内における電力の供給は、九州電力株式会社熊本支店（以下「九電熊本支店」と

いう）及び、九州電力送配電株式会社（以下「九電送配熊本支社という」）が荒尾市（福岡

支社管轄）及び阿蘇郡小国町、南小国町、産山村、波野村（大分支社管轄）を除き、県下一

円を統括して供給している。 

電力設備の非常災害応急復旧対策について九電熊本支店及び九電送配熊本支社において

は、災害対策に万全を期するため、「防災業務計画」に基づき「熊本支社非常災害対策本部

運営基準」を定めるとともに各配電事業所・営業所は当該本部に準じて「非常災害対策部

運営基準」を定めている。 

本節においては、非常災害時に迅速かつ的確な応急対策を実施する事項を定めるものと

する。 

  

１．電力施設の状況（2025 年４月１日） 

熊本支社管内の電力施設は２５発電所（64 万 kW）、92 変電所（1041 万 kVA）、送電線

（亘長 1,309 ㎞）及び配電線（亘長 22,165 ㎞）がある。 

 

２．応急対策の方法 
台風、洪水、地震などにより電力施設に非常災害の発生が予想される場合、各配電事

業所・営業所においては定められた「非常災害対策部運営基準」に基づいて準備体制を

確立し、直ちに「熊本支社非常災害時の指令伝達・情報連絡系統」（別図）のとおり本店

に非常災害対策総本部、支店には非常災害対策本部、各配電事業所・営業所に非常災害

対策部が設置され、必要な情報の連絡及び対策に対する指令が伝達される。 

また、非常災害が数時間以内に発生することが予想される場合及び発生した場合は、

非常体制を確立し、非常対策に万全を期するものとする。 

 

３．応急対策実施に当たっての留意点 
(1) 県の災害対策本部等との連絡体制 

県に災害情報連絡本部又は災害対策本部が設置されて広範囲な停電が予想される場合

は、同本部と停電情報等の提供及び復旧作業の迅速かつ的確な実施のための情報収集等

の相互連絡を緊密に行うものとする。 

(2) 電力復旧の優先順位 

電力復旧は、災害拠点病院、警察、消防署、行政庁舎など社会的に重要性が高い公共

施設等について、優先的に行うものとする。 

(3) 停電孤立地域への対応 

停電孤立地域へ災害対策用資機材及び復旧要員の輸送・派遣が困難な場合、県と情報

共有を図り、町からの要請にもとづき、県より自衛隊への災害対策用資機材及び復旧要

員の輸送要請を行い、早期復旧に努めるものとする。 
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(4) 電力復旧作業に伴う障害物の撤去等 

電力復旧の遅延が人命に係る等、重大な社会的影響をもたらすと予想される場合は、

関係機関に対し交通障害物の除去や道路仮補修、倒木等の除去等の協力を求めるものと

する。 

(5) 停電、復旧状況の広報 

停電が広範囲あるいは長期に亘り、広報対応が困難な場合は、県及び市町村に防災行

政無線、テレビ、ラジオ、新聞等による停電、復旧状況の広報の応援を求めるものとす

る。 

特に、送電災害時における安全確認についての広報に努めることとする。 

(6) 復旧資材の配置 

広範囲の災害、道路・交通機関の被災等を予測して、復旧資材を分散配置して、支社

及び各配電事業所・営業所に機器の予備品、電柱、電線等の復旧資材を保管している。 
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〔別図〕 

熊本支社非常災害対策時の指令伝達・情報連絡系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ 

(※)九州電力対策本部未設置時の連絡箇所は総合制御所 

熊本支社 

非常災害対策本部 

熊本県 

災害対策本部 

本 店 

非常災害対策総本部 

苓北発電所 

非常災害対策本部 

玉名配電事業所・営業所 非常対策部 

大津配電事業所・営業所 非常対策部 

熊本東配電事業所・営業所 非常対策部 

熊本西配電事業所・営業所 非常対策部 

宇城配電事業所・営業所 非常対策部 

八代配電事業所・営業所 非常対策部 

天草配電事業所・営業所 非常対策部 

人吉配電事業所・営業所 非常対策部 
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第 34 節 ガス施設応急対策 
 

災害時において都市ガス事業者が行うガス施設の応急対策は次のとおりとする。 

 

１．実施機関 
(1) 町内における都市ガス事業者の名称、所在地、供給区域は次のとおりである。 

ガス事業者名 所在地 供給区域 

西部ガス株式会社 

熊本供給部 

熊本市中央区萩原町１４－１０ 

TEL 370-8617 

菊陽町の武蔵ヶ丘地域及

び光の森、新山、杉並台、

原水、津久礼、久保田地域 

(2) 町内におけるＬＰガス事業者の名称、所在地、供給区域は次のとおりである。 

ＬＰガス事業者名 所在地 供給区域 

大進商会 
菊陽町大字原水１３４８－１ 

TEL 232-3823(昼夜間) 
町内全域 

ＪＡ菊池 

菊陽中央支所 

菊陽町久保田２８９７ 

TEL 232-2211(昼夜間) 
町内全域 

ＥＮＥＯＳグローブ

エナジー（株） 

熊本支店 

菊陽町原水５５９２－４ 

TEL 232-2200(昼夜間) 
町内全域 

 

２．保安体制 
(1) 保安規程 

ガス事業者は、ガス事業法第 24 条及び第 64 条並びに同法施行規則第 24 条及び第 92

条に基づいて保安規程を定め、ガス工作物の工事、維持及び運用に関する保安を確保す

るものとする。 

(2) ガス事業者における防災体制の確立 

台風、洪水、高潮、地震、火災等による広範囲にわたるガス施設の災害の防止及び被

害の軽減を図るため、各ガス事業者は災害復旧活動の組織、人員、分担業務及び指令系

統などを含めた「防災業務計画」を定め、防災体制の確立を図るものとする。 

(3) 器材の整備 

災害及び事故の発生時の被害を最小限にするとともに早期復旧を図るため、必要な器

材を備えておくものとする。 
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３．災害発生時におけるガス事業者の措置 
(1) 非常体制 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、「防災業務計画」に基づき、速やか

に次の非常体制を確立し、迅速かつ適切な措置を講ずるものとする。 

体制 体制確立の基準 

第１非常体制 

第２非常体制 

第３非常体制 

総合非常体制 

被害又は予想される被害が軽度又は局地の場合 

被害又は予想される被害が中程度又の場合 

被害又は予想される被害が甚だしい場合 

被害又は予想される被害が広域で大規模な場合 

 

(2) 処理体制 

需要家からのガス漏えい及び導管事故等の通報に対する受付、連絡及び処理体制は次

によるものもとし、詳細については、各ガス事業者の定める「ガス漏えい及び導管事故

等処理要領」によるものとする。 

ア 各ガス事業者は、次の要員を常時配置するものとする。 

(ｱ) 保安責任者 

通報に対する受付、連絡、出動及び処理に関する指示及び命令（特別出動体制の 

場合は除く）を行う者（熊本地区１名） 

(ｲ) 受付担当者 

通報を受付け、これを関係箇所に連絡する者 

(ｳ) 通信担当者 

処理要員から無線等により連絡又は報告を受けるとともに、保安責任者の指示を 

受けて処理要員に必要な指示及び応援等の手配を行う者 

(ｴ) 処理要員 

通報を受けて現場に出動し、必要な措置を講じる者（熊本地区６名） 

イ 事業所ごとに出動した処理要員と無線連絡が可能な設備を整備しておくものとする。 

ウ 受付担当者は受付けた通報の状況に応じ、ガス栓又はガスメーター、コックの閉止、

火気使用の禁止、電気スイッチ点滅禁止、窓の開放、近隣への通報等、必要と思われ

る措置を講じるよう通報者に協力要請するものとする。 

エ ガス事業者は通報又は現場に出勤した処理要員からの連絡に基づき、事故が発生し、

又は発生するおそれがある認められる場合には、直ちに菊池広域連合消防本部（２３

２－９３３１）、菊陽町（２３２－２１１０）及び警察機関（２９４－０１１０）へ連

絡し、協力を要請するものとする。 

オ ガス事業者は、社会的に重要性が高い公共施設等へ優先的にガス供給を行うものと

する。 

 

４．ガス事業者と関係機関との連携 
(1) 事故発生時には、事故拡大の防止及び復旧のため、事故の程度に応じた体制に従い、

速やかに措置を講ずるものとする。なお、ガス事業者の要員体制が不足する場合は、関
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係工事業者等の応援を求めるとともに必要に応じて九州産業保安監督部と連絡を密にし

て日本ガス協会の援助を依頼するものとする。 

(2) ガス事業者と消防機関とは、緊急時における初動体制、連絡通報体制、現場等での措

置等について「ガス漏れ及び爆発事故の防止対策に関する申し合わせ」を作成し、ガス

保安体制の強化を図るものとする。 

(3) 関係の消防機関、警察機関及び特定地下街等の管理者等と協議の上、連絡専用の加入

電話回線整備等の通信設備を整備し、関係機関との連絡通報の円滑化を図るものとする。 

 

５．広報活動 
ガス漏えいによる中毒、引火爆発のおそれがある場合、又は被害の程度によってガス

路しゃ断、あるいは供給の停止の措置により復旧にあたる場合は、その旨を区域住民に

周知徹底させるとともに、必要ある場合はラジオ、テレビ、広報車等を利用して一般に

周知させるものとする。 
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第 35 節 航空機災害応急対策 
 

阿蘇くまもと空港及び町内において、航空機の墜落等により災害が発生した場合に、そ

の災害の拡大を防止被害の軽減を図るため、防災関係機関が実施する各種の対策に定め、

もって地域住民等を災害から守ることを目的とする。 

 

１．各関係機関の措置 
航空機災害が発生した場合、熊本空港事務所及び熊本国際空港株式会社は、県、県警

察及び市町村長（消防機関を含む。）と連携協力して応急対策を実施するとともに、その

他も関係団体の協力を求めるものとする。 

(1) 情報の通信連絡及び広報 

ア 航空機災害が発生した場合の通信連絡系統は次のとおりである。 

(ア) 空港内で災害が発生した場合 

関係機関への通報は、熊本空港緊急計画のとおり 

(イ) 空港以外の地域で災害が発生した場合 

発見者からの通報によりイ．の系統により連絡を行う。ただし、海上において

災害が発生した場合は、三角海上保安部にも連絡を行う。 

イ 情報の収集伝達はアに定める系統によるものとするが、各関係機関はそれぞれ他の

関係機関、地域住民等に対し必要な情報を伝達するものとする。 

ウ イの情報の収集伝達は、有線電話、無線施設、広報車、ラジオ・テレビ等により行

うものとする。 

エ 各関係機関の窓口は次のとおりとする。 

関係機関連絡先 

区分 機関名 連絡窓口 

空港運営権者 熊本国際空港株式会社 空港運用本部 保安防災部 

国の行政機関 

大阪航空局 熊本空港事務所 総務課 

陸上自衛隊 高遊原分屯地 

陸上自衛隊 第８師団 西部方面衛生隊 

長崎税関 八代税関支署 空港出張所 

福岡出入国在留管理局 熊本出張所 

福岡検疫所 熊本空港出張所 

動物検疫所 門司支所 福岡空港出張所 

門司動物検疫所 八代出張所 

地方自治体 

熊本県 知事公室 危機管理防災課 

熊本県 健康福祉部 健康局 医療政策課 

熊本市 政策局 危機管理防災総室 

大津町 防災交通課 

菊陽町 危機管理防災課 

益城町 危機管理課 

西原村 総務課 
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区分 機関名 連絡窓口 

警察機関 
熊本県警察本部 警備部警備第二課 

熊本県警察 熊本東警察署 

消防機関 

熊本市消防局 警防部警防課 

菊池広域連合消防本部 警防課 

熊本県防災消防航空センター  

(株)あんしん Co.,Ltd 空港消防 

医師会・医療機関 

日本赤十字社熊本県支部 事業推進課 

（公社）熊本県医師会 業務Ⅰ課 

（一社）熊本市医師会  

（一社）菊池郡市医師会  

（一社）阿蘇郡市医師会  

（一社）上益城郡医師会  

（一社）熊本県歯科医師会  

航空運送事業者 

全日本空輸（株） 阿蘇くまもと熊本空港所 

日本航空（株） 阿蘇くまもと空港所 

（株）ソラシドエア 阿蘇くまもと空港支店 

（株）フジドリームエアラインズ（エスエーエス） 阿蘇くまもと空港支店 

天草エアライン（株）  

ジェットスタージャパン（株） 事業・戦略本部 

チャイナエアライン 熊本営業所 

（株）ティーウェイ航空 熊本支店 

スターラックス航空  熊本空港支店 

香港航空  

大韓航空  

アシアナエアラインズ  

イースター航空  

航空機使用事業者 （学）君が淵学園 崇城大学 航空機操縦訓練本部 

空港内事業者 

九州産交ツーリズム（株）  

西鉄エアサービス（株） 阿蘇くまもと空港所 

熊本空港警備（株）  

熊本空港給油施設（株）  

（株）センコー 九州主管支店空港営業所 

(株)エスエーエス 阿蘇くまもと空港事務所 

その他関係機関 
九州産交バス（株）  

西日本電信電話（株） 熊本支店 
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(2) 広報 

災害が発生した場合、人心の安定及び秩序の維持を図るとともに、災害応急対策実施

の協力を求めるため報道機関等を通じ又は広報機関等により地域住民に対し広報を行う。 

ア 住民に対する状況の伝達 

イ 菊陽町及び関係機関が実施する応急対策の概要及び復旧の見通し 

ウ 避難の指示、及び避難先の指示 

エ その他必要な事項 

(3) 消防活動及び警戒区域の設定 

ア 阿蘇くまもと空港において航空機事故により火災が発生した場合、熊本国際空港株

式会社、地元消防機関及び陸上自衛隊高遊原分屯地は、化学消防車等による消火救難

活動等を実施する。 

イ 阿蘇くまもと空港及び菊陽町において航空機事故により火災が発生した場合、その

災害の規模等により地元消防機関で対処できない場合は、菊池広域連合消防本部は消

防相互応援協定に基づく応援を求めるものとする。 

ウ 航空機の墜落等により災害が発生した場合、市町村長、消防機関及び警察は、必要

に応じて地域住民の生命、身体の安全を図るとともに応急活動の円滑化を期するため

警戒区域を設定する。 

エ 熊本国際空港株式会社が締結している消防相互応援協定は次のとおりである。 

(ア) 阿蘇くまもと空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定 

自治体関係 熊本市、益城町、菊陽町、大津町、西原村 

菊池広域連合消防本部 

 熊本県防災消防航空センター 

熊本空港消火救難隊 日本航空（株）、全日本空輸（株）、 

ＡＮＡラインメンテナンステクニクス（株）、 

（株）ソラシドエア、九州産交ツーリズム（株）、 

西鉄エアサービス（株）、（株）エスエーエス、 

熊本空港警備（株）、 

熊本給油施設（株）、センコー（株）、 

(イ) 阿蘇くまもと空港及びその周辺における消火救難活動等の行動基準等に関する

申合せ事項 

熊本国際空港株式会社      陸上自衛隊高遊原分屯地 

オ 各市町村が締結している消防相互協定は次のとおりである。 

協定の名称「熊本県市町村消防相互応援協定」 

熊本県内市町村相互間（消防組合を含む） 

45 市町村 

12 消防組合 

カ 熊本国際空港株式会社及び陸上自衛隊高遊原分屯地は消防資機材、化学消火薬剤を

備蓄するものとする。 
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(4) 救出救護及び死体の捜索活動 

ア 阿蘇くまもと空港において航空機災害が発生し、乗客等の救出を要する場合は、熊

本空港緊急計画に基づき、迅速に救出活動を実施するものとする。 

イ 阿蘇くまもと空港以外の地域で航空機災害が発生し、乗客等の救出を要する場合は、

地元市町村、地元消防機関、県及び県警察は、協議に基づき救出隊を編成し、救出に

必要な資機材を投入して迅速に救出活動を実施するものとする。 

ウ 阿蘇くまもと空港及び県内において航空機災害により死傷者が発生した場合、県、

地元市町村、日赤熊本県支部及び地元医師会等で編成する医療班を現地に派遣し応急

措置を施した後、最寄りの医療機関に搬送する。 

エ 阿蘇くまもと空港及び県内の地域において航空機災害により死傷者等が発生した場

合、地元市町村、消防機関、県警察及び自衛隊は、行方不明者の捜索、負傷者の救出

及び遺体の収容を実施するものとする。 

(5) 交通規制 

ア 阿蘇くまもと空港及び県内において航空機災害が発生した場合、県警察及び道路管

理者は、応急対策実施に支障があると認めるときは、一時的な交通止規制を行うもの

とする。 

イ 道路の交通止等規制を実施したときは、その旨を交通機関並びに地域住民に対し、

広報し協力を求めるものとする。 
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第４章 地震対策 

本章には大地震における対策計画を掲載する。基本的には第３章災害応急対策を踏襲す

るが、地震発生に対しては基本的に事後対応となることから、特に異なる対応を行う項目

について掲載することとする。 

 

第１節 地震情報伝達 
 

１．緊急地震速報（警報） 

気象庁は、震度５弱以上または長周期地震動階級３以上の揺れが予想された場合に、

震度４以上または長周期地震動階級３以上が予想される地域（緊急地震速報で用いる区

域）に対し、緊急地震速報（警報）を発表する。町は、住民への緊急地震速報等の伝達

に当たっては、町防災行政無線を始めとした効果的かつ確実な伝達手段を複合的に活用

し、対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に努めるものとする。日本放送協会（ＮＨ

Ｋ）は、テレビ、ラジオを通じて住民に提供する。なお、震度６弱以上または長周期地

震動階級４の揺れの揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報に位置づ

けられる。 

熊本地方気象台は、緊急地震速報の利用の心得などの周知・広報に努める。 

 

２．地震情報の種類等 

(1) 地震に関する情報 

地震に関する情報とは、地震や津波が発生した場合に気象業務法の定めにより、気象

庁本庁が、防災対策上必要と認めるときに一般及び関係機関に対して発表する情報をい

い、その種類は次のとおり。 

ア 地震に関する情報 

地震情報の種類 発表基準 内容 

震度速報 ・震度３以上 

地震発生約１分半後に、震度３以上を観測し

た地域名(全国を約 188 地域に区分)と地震

の揺れの検知時刻を速報 

震源に関する情報 

・震度３以上 

(津波警報又は注意報を

発表した場合は発表し

ない) 

「津波の心配がない」または「若干の海面変

動があるかもしれないが被害の心配はない」

旨を付加して、地震の発生場所（震源）やそ

の規模（マグニチュード）を発表 

震源・震度情報 

以下のいずれかを満たした

場合 

・震度１以上 

・津 波 警 報 又 は 注 意 報 発 表 時 

・若干の海面変動が予想さ

れる場合 

・緊急地震速報(警報)を発

表した場合 

地震の発生場所(震源)やその規模(マグニチ

ュード)、震度１以上を観測した地点と観測

した震度を発表。それに加えて、震度３以上

の地域名と市町村名毎の観測した震度を発

表。 

震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入

手していない地点がある場合は、その市町

村・地点名を発表。 
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地震情報の種類 発表基準 内容 

その他の情報 

・顕著な地震の震源要素を

更新した場合や地震が多

発した場合など 

顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地

震が多発した場合の震度１以上を観測した

地震回数情報等を発表。 

推計震度分布図 ・震度５弱以上 

観測した各地の震度データをもとに、250m四

方ごとに推計した震度(震度４以上)を図情

報として発表。 

遠地地震に関する

情報 

国外で発生した地震につい

て以下のいずれかを満たし

た場合等 

・マグニチュード 7.0 以

上 

・都市部等、著しい被害が

発生する可能性がある地

域で規模の大きな地震を

観測した場合 

 国外で発生した大規模噴

火を覚知した場合にも発

表することがある 

地震の発生時刻、発生場所（震源）やその規

模（マグニチュード）を概ね 30 分以内に発

表。  

日本や国外への津波の影響に関しても記述

して発表。 

 

 

 

 

国外で発生した大規模噴火を覚知した場合

は噴火発生から１時間半～２時間程度で発

表 

長周期地震動に関

する観測情報 

・震度１以上を観測した地

震のうち長周期地震動階級

１以上を観測した場合 

地域毎の震度の最大値・長周期地震動階級の

最大値のほか、個別の観測点毎に、長周期地

震動階級や長周期地震動の周期別階級等を

発表（地震発生から 10分後程度で 1回発表） 

(2) 地震情報の伝達系統図  

    第３章第７節 気象予報伝達計画による 

 

３．予報等伝達責任者 

地震に関する情報の伝達を迅速かつ的確に実施するため、町は、情報伝達に関する責

任者１名を定めておく。 

 

４．異常発見時における措置 

地割れ等災害が発生するおそれのある異常な現象を発見した者は、直ちに町長又は警

察官に通報するものとする。また、何人もこの通報が迅速に関係機関に到達するよう協

力しなければならない。この通報を受けた警察官は、その旨を速やかに町長に、また町

長は、熊本地方気象台、県、その他関係機関に通報しなければならない。 

 

  



215 

 

 

第２節 情報収集及び被害報告取扱 
災害状況の収集は、第３章第９節「情報収集・共有及び被害報告取扱」に定めるところ

によるものとするが、大地震による被害が発生したときは、直ちに調査班を編成し、被害

状況の把握を行うものとする。 

 

 

第３節 広報 
大地震における災害情報の町民に対する広報は、第３章第 10 節「広報」に定めるところ

によるものとするが、町は特に災害情報、災害応急対策及び余震時の心得等を住民に周知

し、被害の軽減と民心の安定を図るものとする。 

 

 

第４節 消防 
１．消火対策 

大地震における消火対策は、第３章第 11 節「消防」に定めるところによるものとする

が、町は特に次の措置を講じ、大地震における消火の万全を期するものとする。 

(1) 町長は、県を通じて地震直後直ちにラジオ、ラレビ等報道機関の協力を求め、あらゆ

る火源の即時消火について一般住民に周知を図るとともに、状況に応じ被災地への電気・

ガスの供給停止を要請するものとする。 

(2) 町長は、大火が予想されるときは、必要に応じ隣接市町村の消防機関に応援を要請す

るとともに、県振興局を経由して知事に自衛隊の災害派遣を要請し、消防力の結集を図

るものとする。 

 

２．火災予防 

大規模地震発生時には、火源や着火物の転倒等により、広域にわたって同時に火災が

発生し、大規模な火災となって延焼し、火災による被害が地震そのものによる被害を大

きく上回る可能性もあることから、町及び消防本部は、火災予防の徹底に努める。 

(1) 出火防止、初期消火 

ア 一般家庭に対する指導 

地震発生後、速やかに出火防止のための処置を行うことにより、出火率は大幅に低

減するので、広報活動及び各種会合を通じて、一般家庭の防火意識の高揚及び住宅用

防災機器等の普及を図る。 

イ 予防査察の指導強化 

各消防機関が行う予防査察においては、管内の防火対象物の実態を十分に把握し、

それに基づき消防計画、防火管理体制、消防用設備等の維持管理について適切な指導

を行うこととする。 

ウ 防火管理者の指導育成強化 

防火対象物の高層化・複雑化に伴い、消防機関による予防行政及び消防活動を補完

する防火管理者の役割の重要性が増加している。大規模地震時にあっても防火管理業

務を有効に遂行できるよう防火管理者に対する講習会を実施するものとする。 
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エ 防炎物品の普及指導 

防炎物品は、出火及び延焼拡大防止に非常に効果があるので、その普及を図る。特

に高齢者等の要配慮者が居住する家庭に対しては、防炎物品のカーテン・じゅうたん

等の普及促進を図るものとする。 

オ 消防用設備及び特殊消防用設備等の維持管理の徹底 

消防用設備及び特殊消防用設備等については、いつ火災が発生してもその機能が有

効に発揮できるよう、消防法令で定める定期点検及び報告の徹底を図るものとする。 

カ 初期消火用具の普及 

地震後の出火時点においては、初期消火活動が重要であるので、消火器、消火バケ

ツ等の初期消火用具の設置について、普及啓発を図るものとする。 

キ 消防用機械・資機材の整備促進 

町は、大規模地震など多様な災害にも応ずる消防ポンプ自動車等の消防用機械・資

機材の整備促進に努めるものとする。 

(2) 火災拡大要因の除去 

ア 火災危険区域の設定 

地震火災が大規模な被害を生じるのは、同時多発的に発生した火災が合流して大火

となり、延焼するところにあるので、市街地、密集地のうち、特に火災の危険の大き

い区域については、消防、建築、都市計画等総合的な観点から火災危険区域を設定し、

防火対策を樹立するよう指導するものとする。 

イ 市街地の計画的な不燃化 

(ア) 防火帯（街路樹、垣根等）の整備指導 

市街地の延焼防止や避難者の安全を確保するために、道路整備の中で街路樹の

積極的な整備計画を検討することとする。また、垣根等の整備については、地区

住民の合意を図りながら、地区計画の決定等を通じて推進するものとする。 

ウ 市街地整備事業（土地区画整理事業等）の推進 

良好な生活環境をもつ災害に強い市街地の形成を目指して、町は、様々な市街地整

備事業（土地区画整理事業等）により、災害に強いまちづくりを推進するものとする。 

エ 建築物の不燃化の促進 

町は、火災による人的・物的被害を軽減するため、防災拠点施設等の不燃化を進め

るものとする。 

また、各種説明会やパンフレットにより、密集市街地における住宅の不燃化につい

て普及啓発を図るものとする。 

(3) 消防力の強化 

ア 消防計画の整備 

地震発生時の同時多発火災に備え、消防機関ではその実情に応じて災害応急活動体

制がとれるよう消防計画及び消防力の整備を行うものとする。特に消防本部及び消防

団車庫等の建物は災害時に重要な拠点となるので、十分な耐震性を備えたものとする。 

また、地震時における消火栓等の使用不能に備えて、木造家屋密集地、避難地周辺

及び防災活動拠点等計画的に耐震性貯水槽等の整備を図り、消防に必要な水利施設の

確保を図るものとする。 
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イ 広域応援体制の整備 

町、消防本部は、隣接市町村、隣接消防本部等との消防相互応援協定に基づき、円

滑な応援体制の整備を図るものとする。 

ウ 緊急消防援助隊の充実強化 

消防組織法第 44 条第１項の規定に基づき、知事が消防庁長官に緊急消防援助隊等の

消防広域応援を要請する際の手続き等について、適宜マニュアル化の見直しを行うな

ど、県、町、消防本部間で、応援を受ける場合を想定した受援計画及び応援出動する

場合の応援計画の充実を図る。 

さらに、町は、県・広域消防本部と連携を図り、デジタル技術の活用による情報収

集、分析など指揮支援体制の強化や迅速な進出と効果的な活動に向けた体制整備など

により緊急消防援助隊の充実強化を図るとともに、実践的な訓練等を通じて、人命救

助活動等の支援体制の整備に努めるものとする。 
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第５節 避難収容 
 

 地震災害に関する避難収容について、以下にまとめる。 

 

１．避難場所、避難路の整備 

(1) 地震災害用の指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 

町は、都市公園、公民館、学校等の公共的施設等を対象に、地域の人口、誘致圏域、

地形、災害に対する安全性等及び想定される地震の諸元に応じ、その管理者の同意を得

た上で、災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び

被災者が避難生活を送るための指定避難所について、必要な数、規模の施設等をあらか

じめ指定し、住民への周知徹底を図るものとする。 

なお、指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができるものとする。 

指定緊急避難場所については、町は、地震に伴う津波や火災に対応するため、災害に

対して安全な構造を有する施設又は周辺等に災害が発生した場合に人の生命及び身体に

危険を及ぼすおそれのある物がない場所であって、災害発生時に迅速に避難場所の開設

を行うことが可能な管理体制等を有するものを指定することとし、指定の際は、「指定緊

急避難場所の指定に関する手引き」（平成 29 年３月）を参考とするものとする。指定緊

急避難場所となる都市公園等のオープンスペースについては、必要に応じ、地震火災の

輻射熱に対して安全な空間とすることに努めるものとする。なお、地震発生時の建築物

の倒壊や火災被害等の物的被害、それらに伴う人的被害の発生が懸念される木造住宅密

集市街地において避難場所等を検討する場合には、必要に応じて延焼被害軽減対策等に

取り組むものとする。 

指定避難所については、町は、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有

し、速やかに被災者等を受け入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって、

想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所

にあるものを指定するものとする。なお、主として要配慮者を滞在させることが想定さ

れる施設にあっては、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられ、相談等

の支援を受けることができる体制が整備されているもの等を指定するものとする。 

また、町は、学校を避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であること

に配慮するものとする。なお、避難所としての機能は応急的なものであることを認識の

上、避難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員会等の関係部局や地域住

民等の関係者と調整を図るものとする。 

さらに、指定緊急避難場所については案内標識誘導及び海抜の看板等を設置し、平常

時から防災訓練等を実施することなどにより住民に周知を図り、速やかな避難ができる

体制を整備しておくものとする。なお、避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、

日本工業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害に対応した避難場所で

あるかを明示するよう努めるものとする。 

避難場所は第２章第 14 節「避難収容」に準ずる。 
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(2) 避難路 

ア 避難路の整備計画 

町は、避難場所又はそれに相当する安全な場所に通じ、避難者が迅速かつ安全な避

難行動を確保するために必要な構造を有する道路、緑地又は緑道の整備を検討するも

のとする。 

イ 地震発生時に安全な避難路の選定 

町は、指定緊急避難場所の選定に併せて、市街地の状況等に応じてあらかじめ避難

路を選定、整備するものとする。 

また、避難者の迅速かつ安全な避難行動がとれるよう案内標識、誘導標識等も併せ

て整備するものとする。 

 

２．避難誘導の事前措置 

(1) 指定緊急避難場所等の周知徹底 

町は、大規模地震発生時に的確な避難行動ができるように、平常時から次の事項の住

民に対する周知徹底に努めるものとする。 

ア 指定緊急避難場所、指定避難所の名称及び場所 

イ 指定緊急避難場所、指定避難所への経路 

ウ 避難指示の伝達方法 

エ 避難後の心構え 

 これらについては、各種防災施設の整備状況や被害想定の検証等を定期的に行い、必 

要に応じて見直していくものとする。 

住民等は、ア～エの内容、家族との連絡方法等を平常時から確認しておき、大規模地

震が発生した場合の備えに万全を期するよう努めるものとする。 

(2) 多数の者が出入りする施設における対策 

病院、工場、事業所、デパート、駅等多数の者が出入りする施設の設置者又は管理者

は、当該施設内にいる者の避難を迅速かつ安全に行うため、具体的な避難計画を策定し、

町長、消防機関、警察等と綿密な連絡をとり、災害時に対処する体制を常に確立してお

くものとする。 

(3) 児童生徒等の対策 

町は、学校等が保護者との間で、災害発生時における児童生徒等の保護者への引渡し

に関するルールを、あらかじめ定めるよう促すものとする。 

また、町は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難等のため、災害発生時に

おける幼稚園・保育所等の施設、町及び県の相互間の連絡・連携体制の構築に努めるも

のとする。 

(4) 指定避難所以外の施設における対策 

指定の有無に関わらず、指定避難所以外の施設の管理者は、大規模災害時には、多く

の住民が避難してくることを想定し、施設の安全性の確認方法及び避難者への対応方針

等についてあらかじめ備え、訓練することとする。また、町担当部局等や近隣の指定避

難所等を把握しておくものとする。  
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第６節 南海トラフ地震臨時情報発表に伴う防災対策 
 

地震調査研究推進本部地震調査委員会の長期評価によるとマグニチュード８～９クラス

の地震が今後 30 年以内に発生する確率は 80％程度（令和 7 年１月 1 日現在）とされてお

り、大規模な地震・津波が発生すれば、県内においても、広域な範囲で被害が想定されて

いる。 

南海トラフでの大規模地震の発生形態は多様で、次に発生する南海トラフの大規模地震

が、どのような形態となるかは不明だが（1707 年の南海トラフでの大規模地震は東側・西

側で同時に地震が発生した）、東側だけで大規模地震が発生した際、町内においても次の大

規模地震に備えることが重要である。 

 

１．南海トラフ地震に関連する情報 

気象庁は、南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、大規模な地震と関連するかどう 

か調査を開始した場合や、その調査結果を発表する場合などに「南海トラフ地震臨時情

報」を発表することとしている。 

また、調査結果を発表した後の状況の推移等を発表する場合には「南海トラフ地震関

連解説情報」が発表される。なお、「南海トラフ地震臨時情報」は、「巨大地震警戒」等

の防災対応等を示すキーワードを付記して発表される。 

 

２．南海トラフ地震防災上必要な教育及び広報 

町は、県、防災関係機関、自主防災組織、事業所等の自衛消防組織等と協力して、南

海トラフ地震防災上必要な教育及び広報を推進するものとする。 

(1) 職員に対する教育 

災害応急対策業務に従事する職員を中心に、地震が発生した場合における災害応急

対策の円滑な実施を図るため、必要な防災教育を行うものとし、その内容は次の事項

を含むものとする。 

ア  南海トラフ地震臨時情報(調査中）、南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒）、南

海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意）の内容及びこれに基づきとられる措置の内容 

イ  南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識 

ウ  地震・津波に関する一般的な知識 

エ  南海トラフ地震臨時情報(調査中)、南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒）、南

海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)等が出された場合及び南海トラフ地震が発生 

した場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

オ  南海トラフ地震臨時情報(調査中）、南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒）、南

海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)等が出された場合及び南海トラフ地震が発生

した場合に職員等が果たすべき役割 

カ  南海トラフ地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

キ  南海トラフ地震対策として今後取り組む必要のある課題 
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(2) 住民等に対する教育・広報 

町は、県と協力して、住民等に対する教育を実施する。防災教育は、地域の実態に

応じて地域単位、職場単位等で行うものとし、その内容は次のとおりとする。 

ア 南海トラフ地震臨時情報(調査中）、南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒）、南

海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)の内容及びこれに基づきとられる措置の内容 

イ 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識 

ウ 地震・津波に関する一般的な知識 

エ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒）、南

海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意）等が出された場合及び南海トラフ地震が発生

した場合の出火防止対策、近隣の人々と協力して行う救助活動・避難行動、初期消

火及び自動車運転の自粛等防災上とるべき行動に関する知識 

 

３．相談窓口の設置 

町は、南海トラフ地震防災対策の実施上の相談を受けるため必要な窓口を設置すると

ともに、その旨周知徹底を図るものとする。災害が発生した場合において、高齢者等避

難、避難指示、緊急安全確保（以下「避難指示等」という。）の発令、伝達、誘導等を実

施して、住民の生命及び身体を災害から保護し、民心の安定を図り、もって応急対策を

迅速かつ円滑に行うことを目的とする。 

特に、大規模地震発生時に、同時多発の火災が拡大延焼する可能性がある場合に関す

る予警報が発表された場合など、住民等の関係者に対し、速やかに避難指示等を行うも

のとする。 
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第７節 救出 
 

大地震における被災者の救出は、第３章第 16 節「救出」に定めるところによるものとす

るが、関係機関は特に次の措置を講じ、被災者の救出に努めるものとする。 

(1) 住民による救出 

住民は積極的に消防職員及び消防団員並びに警察官に協力し、被災者の救出に努める

ものとする。 

(2) 消防職員、消防団員及び警察による救出 

消防職員、消防団員及び警察官は、相互に連絡協力し、被災者の救出に努めるものと

する。 

(3) 町職員による救出 

町長は、必要に応じ職員による救出班を編成し、救出活動にあたらせるものとする。 

(4) 自衛隊の災害派遣要請 

町は、必要を認めたときは、第３章第５節「自衛隊災害派遣要請」に基づき、知事を

経由して自衛隊の災害派遣を要請し、被災者の救出に万全を期するものとする。 

 

 

第８節 交通規制 
 

大地震における交通規制計画は、第３章第 22 節「交通規制」及び下図の定めるところに

よるものとする。

特に、緊急輸送道路の確保を早期に確実に図るため、県と連携し、空港等の主要な拠点

と高規格道路等のアクセス強化、ネットワーク機能の向上、道路防災対策等を通じて、強

靭で信頼性の高い道路網の整備を図る。 
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図 地震発生時に通行を確保すべき道路 
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第９節 建築物・宅地等応急対策 
 

大規模な地震により被災した建築物及び宅地について、余震等による二次災害を防止し、

住民の安全を確保するため、被災建築物の応急危険度判定体制、被災宅地の危険度判定制

度の整備を図るものとする。また、被災建築物からのアスベスト飛散防止対策を実施する。 

 

１．人材育成の確保 

(1) 講習会等の実施により、被災建築物応急危険度判定、被災宅地危険度判定に必要な人

材の育成を図るものとする。 

(2) 被災建築物応急危険度判定、被災宅地危険度判定の技術を習得した技術者を被災建築

物応急危険度判定士、被災宅地危険度判定士として登録し、緊急時に備えるものとする。 

(3) 県は、日本アスベスト調査診断協会及び建築物石綿含有建材調査者協会等の団体と連

携し、アスベスト専門家（アスベスト診断士、建築物石綿含有建材調査者等）の災害時

派遣を要請できる体制の整備を図るものとする。 

 

２．応急危険度判定活動 

(1) 町は県、建築関係団体等と連携し、緊急時における被災建築物応急危険度判定士、被

災宅地危険度判定士への連絡体制及び派遣体制等判定活動の実施に必要な体制の整備を

図るものとする。 

(2) 町は県に被災建築物応急危険度判定士、被災宅地危険度判定士を被災地に派遣要請し、

県と連携して判定活動を実施するものとする。 

(3) 県は被災により損壊した建築物からの石綿飛散を防止するために、次の対応を行う。 

ア 建築部局が実施した建築物吹付アスベスト調査における建築物リストを活用し、被

災地域に在る鉄骨造・鉄筋コンクリート造の被災建築物について、環境部局が石綿（吹

付石綿等レベル 1、石綿含有断熱材等のレベル 2）飛散の危険性を調査するものとする。 

イ 被災により調査対象石綿が露出し、周辺への飛散の危険性が認められた場合は、ビ

ニールシート被覆、立入禁止等の措置を所有者に要請するものとする。 

また、被災による解体が見込まれる鉄骨造・鉄筋コンクリート造の建築物について

は、所有者に対して、解体工事前にアスベストに関する適切な事前調査の実施を周知

するものとする。 

ウ アの調査は、アスベスト専門家（アスベスト診断士、建築物石綿含有建材調査者等）

と適時同行し、実施するものとする。 

 

３．被災建築物等への対応 

(1) 町及び県は、判定士による判定の結果、危険度が高いと判断されたものについては、

被災建築物等の所有者等に二次災害防止対策の指導・助言等を適切に行うものとする。  

(2) 県は、被災により損壊した建築物の解体撤去工事等において生じる石綿の飛散・ば

く露を防止するため、次の対応を行う。 
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ア 使い捨ての防じんマスク（ＤＳ２規格もしくは同等の規格）を県庁及び各保健所

にそれぞれ常備し、地震発生時に町で防じんマスクが不足する場合は、環境部局及

び保健所より配布するものとする。 

マスク配布の際には適切なマスク装着方法についても周知するものとする。なお、

追加のマスクが必要となった場合は、国（環境省、厚生労働省）に協力を要請する

ものとする。 

イ 町及び解体工事・建設業等の業界団体に対して、適切な事前調査、撤去、処分の

実施等の対策による石綿撤去の解体工事時の石綿飛散ばく露防止の徹底を周知する

ものとする。 

ウ 解体現場の立入検査を行い、関係法令等に基づき、アスベスト含有建材（吹付石

綿等レベル１、石綿含有断熱材等のレベル２、その他石綿含有建材レベル３）から

の飛散・ばく露の防止対策を実施するよう指導するものとする。鉄骨造、鉄筋コン

クリート造建築物については、特に飛散性の高いレベル１、２建材の有無が適切に

調査されているかについて重点的に確認するものとする。 

なお、労働基準監督署と適時合同立入し、周辺飛散・作業員ばく露の防止の両面

からの指導を行うこととし、さらに必要に応じて、アスベスト診断士・建築物石綿

含有建材調査者等の専門家が同行することで、立入検査の実効性をより高めるもの

とする。 

エ 被災建築物周辺、避難所周辺、ガレキの仮置き場、解体現場等にて大気中のアス

ベスト濃度調査を実施するものとする。 
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第５章 災害復旧・復興 

第１節 災害復旧・復興の基本方針 
 

町は、被災の状況、地域の特性、関係公共施設管理者の意向等を勘案しつつ、迅速な原

状復旧を目指すか、災害に強いまちづくり等の中長期的課題の解決をも図る計画的復興を

目指すかについて早急に検討し、復旧・復興の基本方向を定めるものとする。特に、大規

模災害時等の場合には、この基本方向に基づき復興計画を作成し、適切な進捗管理を行う

とともに、様々な機会を捉え、情報発信を行うものとする。 

復旧・復興に当たっては、男女共同参画の観点から、復旧・復興のあらゆる場、組織に

女性の参画を促進するものとする。併せて、障がい者、高齢者等の要配慮者の参画を促進

するものとする。 

また、復旧・復興対策の推進のため、庁内の推進体制を構築した上で、必要に応じ、国、

他の地方公共団体等に対し、職員の派遣その他の協力を求めるとともに、緊密な連携を図

るものとする。特に、他の地方公 共団体に対し、技術職員の派遣を求める場合においては、

復旧・復興支援技術職員派遣制度の活用も含めて検討するものとする。併せて、復旧・復

興事業の円滑な推進を図るため、関係団体と協力・連携の上、建設関係業者の人手不足等

の課題を踏まえ、必要に応じて制度の見直しを行うものとする。 

町は、道路と生活インフラの連携した復旧が行えるよう、関係機関との連携体制の整備・

強化を図るものとする。 
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第２節 公共土木施設災害復旧 
 

国土交通省及び農林水産省所管に係る公共土木施設災害復旧工事は、「公共土木施設災害

復旧事業費国庫負担法」（昭和 26 年法律第 97 号）に基づき、国庫負担を受け災害復旧を実

施する。 

 

１．実施機関 

災害復旧の実施責任は、原則として町の管理に属するものは町において実施するもの

とするが、その他法令の規定により、災害復旧の実施について責任を有するものが当該

施設の復旧に当たるものとする。 

 

２．復旧方針 

公共土木施設の災害復旧方針は、各施設の原形復旧とあわせて、再度災害の発生を防

止するために必要な施設の新設又は改良を行う等の事業計画を樹立するものとし、これ

ら施設の早期復旧の完成に努めるものとする。 

 

３．対象事業 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法第３条に規定する政令で定める公共土木施設

とは、次のような施設である。 

① 河川 河川法第３条による施設等 

② 海岸 海岸又はこれに設置する堤防、護岸、突堤その他海岸を防護する施設 

③ 砂防設備 砂防法第１条又は同法第３条の規定によって同法が準用される砂防のた

めの施設又は、同法第３条の２の規定によって同法が準用される天然の河岸 

④ 林地荒廃防止施設 山林砂防施設又は海岸砂防施設 

⑤ 地すべり防止施設 地すべり等防止法第２条第３項に規定する施設 

⑥ 急傾斜地崩壊防止施設 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第２条第２

項に規定する施設 

⑦ 道路 道路法第２条第１項に規定する道路 

⑧ 港湾 港湾法（昭和 25 年法律第 218 号) 第２条第５項に規定する水域施設、外郭施

設、係留施設、廃棄物埋立護岸又は港湾の利用及び管理上重要な臨港交通施設 

⑨ 漁港 漁港及び漁場の整備等に関する法第３条に規定する基本施設又は漁港の利用

上及び管理上重要な輸送施設 

⑩ 下水道 下水道法第２条第３、４、５号に規定する施設 

⑪ 公園 郡市公園法第２条第１項に規定する都市公園又は都市公園等整備緊急処置法

第２条第１項第３号に規定する施設 
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４．財政援助 

公共土木施設災害復旧事業を実施するための財政援助としては、次により措置される

ものである。 

① 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法による国庫負担 

② 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律に基づく国庫負担率の嵩

上げ 

③ 地方債の元利償還金の地方交付税算入 

④ 地方財政法第５条第１項第４号の規定による地方債の充当 
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第３節 農林水産施設災害復旧 
 

農地、農業用施設、林業施設、漁港施設及び共同利用施設（以下「農地等」という。）の

災害復旧工事は、｢農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律」（昭

和 25 年法律第 169 号）に基づき、国庫補助を受け復旧を実施する。 

 

１．実施機関 

農地等の災害復旧は、当該災害の規模等により実施主体を決めるものとし、一般的に

は市町村、土地改良区、農業協同組合、漁業協同組合及び森林組合等当該機関によって

施工するものであるが、災害の規模が大でしかも高度の技術を要するもの等は、その実

情に応じ県営事業として施工するものとする。 

 

２．復旧方針 

農林水産施設の災害復旧方針は、第２節「公共土木施設災害復旧」の２「復旧方針」

に準じて施工するものとするが、その他特に本復旧事業の推進に当たって必要な事項は

次のとおりとする。 

① 同法律により、国に対し災害復旧の申請をなし、早急な国の査定を要請するととも

に、緊急度の大なるものは応急復旧、その他は査定後施工するものとする。 

② 前記①の事業を推進するため、当該災害の規模等により臨時適切な技術職員の配置

を考慮するとともに、早期復旧の実現を期する。 

③ 農地等の復旧事業は３箇年を原則とし、初年度が 30％、２年度 50％、３年度 20％の

進度で完了することとされている。 

④ その他災害復旧の特色としては、緊急性により施越工事が認められているから、資金

計画を樹立して、早期復旧を図るものとする。 

 

３．対象事業 

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律第２条に規定する農

林水産施設とは次のような施設である。 

(1) 農地 耕作の目的に供される土地 田及び畑 

(2) 農業用施設 農地の利用又は保全上必要な公共的施設であって、次のものをいう。 

① かんがい用排水路、ため池、頭首工、揚水機 

② 農業用道路、橋梁 

③ 農地保全施設、堤防 

(3) 林業用施設、林地の利用又は保全上必要な公共的施設であって、次のものをいう。 

① 林地荒廃防止施設（法令により地方公共団体又はその機関の維持管理に属するもの

を除く。） 

② 林道 

(4) 漁港施設、漁業の根拠地となる水域及び陸域内により、水産業協同組合の維持管理に属

する施設であって、次のものをいう。 
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① 外かく施設 

② けい留施設 

③ 水域施設 

(5) 共同利用施設 

(6) 農業協同組合連合会、森林組合連合会、又は、水産業協同組合の所有する次のものをい

う。 

① 倉庫 

② 加工施設 

③ 共同作業場及びその他の農林水産業者の共同利用に供する施設 

 

４．財政援助 

農地等の災害復旧事業を実施するための財政援助としては、次により措置されるもの

である。 

① 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律による国庫補助金 

② 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律に基づく国庫補助金の嵩

上げ 

③ 地方交付税法に基づく地方債の元利補給 

④ 地方財政法第５条第１項第４号の規定による地方債 

⑤ 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法第２条第１項

の規定に基づく融資 
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第４節 その他の災害復旧 
 

１．住宅災害復旧計画 

(1) 災害公営住宅の建設 

災害公営住宅（公営住宅法第８条第１項の規定による）は、大規模な災害が発生し、

住宅の被害が次の各号の一以上に達した場合に低所得り災害のため国からの補助を受け

て建設し、入居者は公正な方法により選考して入居させるものとする。 

ア 適用災害の規模 

ア）地震、暴風雨、洪水、高潮その他の異常な天然現象による場合 

（ア）被災全域の滅失戸数が 500 戸以上のとき。 

（イ）町の区域内の滅失戸数が 200 戸以上のとき。 

（ウ）町の区域内の滅失戸数がその区域内住宅戸数の１割以上のとき。 

イ）火災による場合 

（ア）被災地域の滅失戸数が 200 戸以上のとき。 

（イ）町の区域内の滅失戸数が当該市町村の区域内の住宅戸数の１割以上のとき。 

イ 建設及び管理者 

災害公営住宅は市町村が建設し、管理するものとする。ただし、県知事が必要と認め

たときは県において建設し管理するものとする。 

ウ 建設、管理等の基準 

災害公営住宅の建設及びその管理等の基準は、おおむね次の基準によるものとする。 

区分 基準内容 

入居者の条件 ① 当該災害により住宅を滅失した世帯であること。 

② 当該災害発生後３年間は月収 26.8 万円以下の世帯であること。 

③ 現に同居し、又は同居しようとする親族を有する世帯であること。 

④ 現に住宅に困窮していることが明らかな世帯であること。 

建設限度戸数 ① 一般災害は滅失戸数の３割 

② 激甚災害は滅失戸数の５割 

補助率 ① 一般災害の場合は当該年度の標準工事費の２／３ 

② 激甚災害の場合は当該年度の標準工事費の３／４ 

規格 住宅１戸の床面積の合計が 19 平方メートル以上 80 平方メートル以下 

家賃 管理者が必要に応じて、その都度決定する額 

(2) 既設公営住宅の復旧 

災害により公営住宅が滅失し又は著しく損傷した場合は当該公営住宅に係る公営住宅

の工事費若しくは補修に要する費用又は公営住宅等を建設するための土地の復旧に要す

る費用は所定の率により補助される。 

 

(3) 一般被災住宅の融資 

一般住宅の災害復旧については、住宅金融公庫による災害復旧住宅資金貸付け、又は、

一般個人住宅特別貸付制度を活用して復旧に努めるものとする。 
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２．公立学校施設災害復旧計画 

公立学校施設の災害復旧は、公立学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和 28 年法律第

247 号）に基づくほか、単独事業としてそれぞれ次により実施するものとする。 

(1) 実施機関 

公立学校施設の復旧は、県立学校にあっては知事、市町村立学校にあっては市町村長

が行うものとする。 

(2) 復旧方針 

公立学校施設の復旧方針は、第５章第２節「公共土木施設災害復旧計画」の復旧方針

に準ずる。 

(3) 対象事業 

同法による学校施設で、建物、建物以外の工作物、土地及び設備である。 

(4) 財政援助 

公立学校施設災害復旧事業を実施するための財政援助は、次により措置されるもので

ある。 

① 公立学校施設災害復旧費国庫負担法により国庫負担 

② 激甚災害に対処するための財政援助等に関する法律に基づく国庫負担率の嵩上げ 

③ 地方交付税法に基づく地方債の元利補給 

④ 地方財政法第５条第１項第４号の規定による地方債 
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第５節 被災農林漁業の経営安定 
 

被災した農林漁業者等が、今後の経営に支障を来さないよう、必要に応じ、補助金の創

設や、必要な資金を円滑に融通するとともに、災害の状況等により、借り入れた資金の金

利負担軽減措置等を講じる。 

また、被害状況を円滑に把握するため、既存の事業申請マニュアルに、被害額推定方法

等災害発生から事業に至るまでの手順を追加する。 

なお、被害な甚大な市町村においては、単独で被害調査を行うことが困難であることか

ら、国・県の職員による代行調査をルール化するものとする。 

１．天災害資金 

天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法の発動を受け、

被災した農林漁業者等に対し、経営資金などの融資を円滑に行う。 

２．農業近代化資金及び漁業近代化資金 

  被災した農業者及び漁業者に対し、施設・機械の復旧等に必要な設備資金を融資する。 

３．日本政策金融公庫資金 

被災した農林漁業者等に対し、施設・機械の復旧等に必要な設備資金及び経営の再建

等に必要な運転資金を融資する。 

４．償還条件の緩和 

  既存借入金の償還が困難な場合は償還条件の緩和等を行う。 

５．災害対策のための金融支援 

  被害の状況等により、金利や債務保証料の負担軽減等の金融支援を措置する。 

６．その他 

  １から５の支援は、町、国、県、融資機関及び関係機関が連携して実施する。 

  なお、２、３、４の概要は、熊本県地域防災計画書資料編を参照。 
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第６節 被災中小企業振興 
 

県は、中小企業者が災害による被害を受けた場合、各種の必要な金融措置等を行い、こ

れら被災中小企業者の経営の安定を図ることを目的とする。 

 災害発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できるよう、町及び県は、あ

らかじめ商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど体制の整備に努めるものとする。 

 

１．災害復興資金融資 

県は、被災中小企業者に長期低利の融資を行い経営の安定と早期復興を図る。 

 

２．償還の延期等 

県は、各金融機関に対し、被災中小企業者に係る既往貸付金について償還期間の延長

等の要請を行う。 

 

３．信用補完制度の充実 

県は、金融ベースにのりにくい被災中小企業者の金融を円滑にするため、熊本県信用

保証協会に対して損失補償をするなどの措置をする。 

 

４．その他 

県は、上記措置の他にも種々の融資制度を設け被災中小企業者の利便を図っている。

なお、政府関係中小企業金融三機関の融資要領は熊本県地域防災計画書資料編を参照。 

また、金融支援の他、被災状況をかんがみ、必要な支援措置について国や関係機関と

連携して取り組む。 
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第７節 生業及び復旧資金貸与 
 

１．生活福祉資金（生活福祉資金貸付制度要綱）  

零細な資本で生業を営んでいる者又は低所得者が災害を受けた場合、これらの被災者

に対し、生業に必要な資金を貸付け、速やかに自立更正を図ることを目的とする。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

制度の名称 生活福祉資金貸付制度による貸付 

支援の種類 貸付（融資） 

制度の内容 

〇社会福祉資金は、金融機関等からの借入が困難な低所得世帯、障碍

者や高齢者のいる世帯に対して、経済的な自立と生活の安定を図る

ために必要な資金を貸し付けるもの 

〇生活福祉資金には、「緊急かつ一時的に生計の維持が困難となった

場合の少額の費用（福祉費（災害援護費））」についての貸し付けが

ある。 

 

◆緊急小口資金 

 １ 貸付限度額： １０万円以内 

 ２ 貸付利率：  無利子 

 ３ 据え置き期間： 貸付けの日から２月以内 

 ４ 償還期間： 据え置き期間経過後１２月以内 

 

◆福祉費（災害援護資金） 

 １ 貸付限度額： １５０万円（目安） 

 ２ 貸付利率： 連帯保証人を立てた場合：無利子 

         連帯保証人を立てない場合：年 1.5％ 

 ３ 据え置き期間： 貸付けの日から６月以内 

 ４ 償還期間： 据え置き期間経過後７年以内（目安）  

 

活用できる方 

〇低所得世帯、障碍者年金世帯又は高齢者世帯 

〇災害援護資金については、災害弔慰金の支給等に関する法律の災

害援護資金の対象となる世帯は適用除外 

問い合わせ 熊本県・菊陽町の福祉事務所 
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２．母子父子寡婦福祉資金 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制度の名称 母子父子寡婦福祉資金貸付金 

支援の種類 貸付（融資） 

制度の内容 

〇母子父子寡婦福祉資金とは、母子家庭や父子家庭、寡婦を対象に、

経済的な生活の安定を図るために必要な経費を貸し付けるもの 

〇災害により被災した母子家庭及び父子家庭並びに寡婦に対しては、

償還金の支払猶予などの特別処置を講じる。 

活用できる方 

〇母子福祉資金（以下のいずれかに該当する方が対象） 

１.母子家庭の母（配偶者のない女子で現に児童を扶養している） 

２.母子・父子福祉団体（法人） 

３.父母のいない児童（２０歳未満） 

〇父子福祉資金（以下のいずれかに該当する方が対象） 

１.父子家庭の父（配偶者の無い男子で現に児童を扶養している) 

２.母子・父子福祉団体（法人） 

３.父母のいない児童（２０歳未満） 

〇寡婦福祉資金（以下のいずれかに該当する方が対象） 

１.寡婦（かつて母子家庭の母であった方） 

２.４０歳以上の配偶者のいない女子であって、母子家庭の母及び寡

婦以外の方 

問い合わせ 熊本県・菊陽町の福祉事務所 
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第８節 被災者自立支援対策 
 

大規模な災害発生時には、多くの人々が被災し、住宅や家財の喪失、経済的困窮、ある

いは生命の危機に瀕して、地域社会が混乱に陥る可能性がある。そこで、こうした災害時

の人心の安定に資するため、地域の実情に応じ、災害ケースマネジメント（一人ひとりの

被災者の状況を把握した上で、関係者が連携して、被災者に対するきめ細やかな支援を継

続的に実施する取組）など、被災者の自立支援のための措置を講じるものとする。 

１．被災者に対する生活支援等 

町は、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができるよ 

う、災害ケースマネジメントの実施等により、その見守りや生活支援、相談対応等のき 

め細やかな被災者支援を行うとともに、被災者が容易に支援制度を知ることができる

環境の整備に努めるものとする。 

 

２．被災者に対する生活相談 

県は、被災者の生活相談に対応するため、手引書を作成の上、必要に応じて、生活困

窮者自立相談支援窓口における相談支援を強化するとともに、ケースワーカー等の専門

相談員を被災地に派遣し、各種福祉相談に応じて、被災者の自立安定を図るものとする。

また、消費生活に対する相談についても、各種震災支援策等の情報を収集・整理し、職

員と消費生活相談員が共有して、被災者からの相談に対応するとともに、休日・夜間開

設の相談態勢を速やかに確立する。 

町は、消費生活相談を総合支援窓口に取り込み、優先的に相談に対応するよう努め

る。 

 

３．罹災証明書の交付 

町は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実 

施するため、災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を確立 

し、遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付するものと 

する。なお、被害の調査等に当たっては、「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」 

及び「災害に係る住家被害認定業務 実施体制の手引き」を参考とするものとする。 

県は、発災後速やかに住家被害の調査や罹災証明書の交付に係る事務の市町村向け説

明会を実施するとともに、その実施に当たっては、ビデオ会議システムを活用し、各市

町村に映像配信を行うなど、より多くの市町村担当者の参加が可能となるような工夫を

するよう努めるものとする。また、町及び県は、被災建築物応急危険度判定制度と被災

宅地危険度判定制度及び罹災証明書発行に関する住家被害認定制度の目的等の違いにつ

いて十分に住民に周知するものとする。 
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[他の建物調査との違い] 

 

４．被災者台帳の作成等 

町は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施状況、配慮 

を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護の総合的かつ効 

率的な実施に努めるものとする。また、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、被災 

者台帳の作成にデジタル技術を活用するよう積極的に検討する。 

 

５．生活困窮者に対する生活保護の緊急適用 

通常の生活保護の取り扱いは個人の申請によるが、災害時に要援護者が急迫した状況 

にあるときは職権で保護を開始し、要保護性の調査については開始後に行うものとする。 

 

６．被災者自立支援対策の充実に向けた平常時の取組み等 

町は、災害時に被災者自立支援対策が遅滞なく行われるよう、平時から住家被害の調 

査や罹災証明書の交付の担当部局を定めるとともに、担当者の人材育成、他の自治体や

民間団体との応援協定の締結、受援体制の構築等を計画的に進め、業務実施体制の整備・ 

充実に努めるものとする。 

また、町は住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局と応急危険度判定担当部局

とが非常時の情報共有体制についてあらかじめ検討し、必要に応じて、発災後に応急危

険度判定の判定実施計画や判定結果を活用した住家被害の調査・判定を早期に実施でき

るよう努めるものとする。併せて、当該業務を支援するシステムの活用について検討す

るものとする。 

 

７．生業及び復旧資金等支給・貸与計画 

町は、次に掲げる資金等の支給・貸与を速やかに行うことができるよう、県と連携の

上、ホームページや広報紙などを活用し、被災者に対する制度の周知に努めるものとす

る。 

(1) 災害弔慰金の支給 

(2) 災害見舞金の支給 

 被災建築物応急危険度判定 被災宅地危険度判定 住家被害認定 

実施目的 余震等による２次災害防止 
宅地の崩壊危険度を判定

し結果を表示 

住家に係る罹災証明

書の交付 

実施主体 町（県が支援） 町、県 町 

調査員 
応急危険度判定士（行政又

は民間の建築士等） 

被災宅地危険度判定士

（認定登録者） 

主に行政職員（罹災証

明書交付は行政職員

のみ） 

判定内容 当面の使用可否 
宅地の被害状況を把握し

二次災害を軽減・防止 

住家の損害割合（経済

的被害の割合）の算出 

判定結果 危険・要注意・調査済 危険・要注意・調査済 全壊・大規模半壊等 

判定結果 

の表示 

建物に判定結果を示したス

テッカーを貼付 

見えやすい場所に判定結

果ステッカーを貼付 

罹災証明書に判定結

果を記載 
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(3) 災害援護資金の貸付 

(4) 母子父子寡婦福祉資金の貸付 

(5) 生活福祉資金の貸付 

(6) 被災者生活再建支援金の支給 

なお、制度の詳細については、第５章第７節「生業及び復旧資金貸与」のとおりであ

る。 

 

８．被災者の自立支援に資する情報の提供 

町は、県がとりまとめた各種制度における減免措置などの被災者の自立支援に資する

情報について、県と連携の上、ホームページや広報紙などを活用し、被災者に対する制

度の周知に努めるものとする。 
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第９節 被災者生活再建支援部の設置 
 

  前節の被災者自立支援対策計画を確実に実行するため、災害発生後一定期間ののち、 

住民生活部長を長として、被災者生活再建支援部を設置する。班編成及び事務分掌につ 

いては、被災者生活再建支援部計画とする。住民生活部長は、各対策部からの必要な人 

員等の応援について総務対策部に依頼する。 

部名 事務分掌 

被災者生活再建支援部 

１．被災建築物応急危険度判定に関すること 

２．被災宅地危険度判定に関すること 

３．住家被害認定に関すること 

４．罹災証明書の発行に関すること 

５. 被災証明書の発行に関すること 

６．義援金の配分及び支給に関すること 

７．住宅の応急修理に関すること 

８．応急仮設住宅及びみなし仮設住宅に関すること 

９. 災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害弔慰金 

 ・災害見舞金の支給等に関すること 

10. 災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害援護資

金の貸付等に関すること 

11．住家の公費解体に関すること 

12．被災者生活再建支援金に関すること 

13．町災害見舞金（住家被害は除く）の支給等に関すること 

14. 被災者台帳の管理・運営に関すること 
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第 10 節 復興計画 
 

大規模災害により社会経済活動に甚大な影響が生じた場合においては、被災地域の再建

は、都市構造の改変、産業基盤の改変を要するような多数の機関が関係する高度かつ複雑

な大規模事業となる。このため、これを可及的速やかに実施するため、復興計画を作成し、

地域住民等の合意形成や関係機関の諸事業の調整を図りながら、計画的に復興を進めるも

のとする。 

また、必要に応じ、大規模災害からの復興に関する法律を活用し、国の復興基本方針等

に即して復興計画を作成し、同計画に基づき市街地開発事業、土地改良事業等を実施する

ことにより、特定大規模災害により、土地利用の状況が相当程度変化した地域等における

円滑かつ迅速な復興を図るものとする。 

併せて、特定大規模災害からの復興のために必要な場合、国、県、他の地方公共団体等

に対し、職員の派遣その他の協力を要請するものとする。 
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第６章 広域避難受入 

第１節 広域避難受入方針 
 

東日本大震災や熊本地震にみられるように、規模の大きな地震では、個々の被害が大き

いだけでなく広範囲に及ぶ。また、高速道路や鉄道が寸断されると移動や流通が止まり、

被災者の支援に大きな影響を及ぼす。実際、これらの災害では、住むことがままならない

被災地から、親類のいる別の地域に支援を求め、住み慣れた地から離れることを余儀なく

された人々もいる。 

本町には阿蘇くまもと空港が所在しているため、発生が予想されている南海トラフ地震

により移動や流通がままならなくなったとしても、航空機による広域での移動や流通がし

やすい位置にある。そのような利点を生かし、本町では、熊本県内に限らず規模の大きな

災害が発生した場合はその被災者（以下「広域避難者」という。）を受け入れ、生活再建の

ためあるいは新たに本町で生活を始めるための支援を実施する。 

 

 

第２節 広域避難受入の条件 
次節以降に定める体制で広域避難を受け入れるのは、災害救助法が適用される災害が発

生した場合とする。 

 

 

第３節 広域避難受入体制の整備 
広域避難を受け入れるため、本町では次のとおり受入体制を整備する。 

１．避難所の開設場所 

広域避難のための避難所（以下「広域避難所」という。）は、菊陽町福祉センターに開

設する。広域避難者が多い場合は、併せて菊陽町光の森町民センターに開設する。 

 

２．広域避難所の整備 

広域避難所には、広域避難者が利用するため下表の物資や設備を整えることとする。 

支援物資 
内容：毛布、簡易ベッド 

分量：20 名分程度 

設備 無料 Wi-Fi スポット（携帯電話事業者に協力を要請） 

※通常備蓄している中から提供する。 

 

３．避難のための移動経路の確保 

 広域避難者の受入のための移動経路を確保するため、広域避難所にアクセスする道路

の整備に関し、本町においても事業を推進するとともに、国や県に対し整備を要望して

いく。 
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第４節 広域避難者への支援 
 

１．広域避難所の開設期間 

広域避難所の開設期間は、災害救助法の規定に準じることを原則とし、当該災害の被

害程度に応じ、広域避難者の避難元自治体（広域避難者が登載されている住民基本台帳

のある自治体をいう。以下同じ）と協議の上定めることとする。 

 

２．生活支援体制の整備 

広域避難者には自らの移動手段を喪失したものが多いと想定されるため、広域避難所

では、日常生活で必要な物資の調達や通院などが本町内でできるよう支援する。 

併せて、広域避難者が避難元自治体での生活に復すことができるよう、当該自治体と

連絡調整を行う。 

 

３．応急仮設住宅 

災害救助法が適用となる災害で、避難生活が長期化すると見込まれる場合、「災害救助

法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準（平成 25 年内閣府告示第 228 

号）」第２条第２項に規定されているいわゆるみなし仮設住宅の提供ができるよう、国や

熊本県、避難元自治体と調整を図る。 

 

４．連絡調整 

広域避難所を設置した場合は、広域避難者への支援の在り方をはじめ、広域避難に関

する費用弁償その他広域避難に関することについて、避難元自治体と連絡調整を行う。 


